
刊行にあたって

平成27（2015）年国勢調査による10月１日現在の我が国の人口は１億2709万人となりました。
一方、日本の将来推計人口（平成29年推計）（国立社会保障・人口問題研究所）によりますと、
今後は長期の減少過程に入り、2053年には１億人を割って9924万人、2065年には8808万人となり、
老年人口割合（高齢化率）は、平成27（2015）年の26.6％から2065年には38.4％へと上昇すると
推計されています。

目前には、団塊の世代が全員75歳以上となり、社会保障の需要が急速に膨らむ2025年が迫る中、
平成30（2018）年度は診療報酬、介護報酬の同時改定の年でありました。生産年齢人口は減少
し続け、医療や介護に要する費用が現役世代に大きな負担となることから、いかに費用の膨大
を抑えつつ、必要とするニーズに対応するか、医療と介護の切れ目のない連携が求められてい
るところです。

また、平成30年度から都道府県が区市町村とともに保険者となって、国民健康保険事業の健
全な運営の中心的な役割を果たすことになり、国民健康保険制度創設以来、半世紀ぶりの大改
革の時期でもありました。

このような状況の中、平成30年度版の「苦情相談白書」では、介護保険制度が創設から18年
を経過し、制度として定着してきたものの、介護サービスに伴う事故などにより訴訟に至るケー
スもあることから、「裁判例から介護サービスの苦情対応を学ぶ」を特集テーマとして取り上げ、
過去の裁判例を基に予防とサービスの向上に役立つ裁判例とその解説を掲載しております。

苦情対応は、概して多くの時間と労力を要するものですが、苦情の傾向から起こりやすい問
題を把握し、予め必要な措置を講じておくことにより、事故やトラブルを未然に回避できる場
合があります。
また、苦情の集約・分析結果から、制度や事業の問題点を把握し、介護サービスの質の向上
に役立てることも可能です。

高齢者が地域で安心して暮らせる社会の実現に向けて、介護保険制度が真に利用者の立場に
立って運用され、一層利用しやすい制度となるよう、介護サービスに携わる関係者の皆様に「苦
情相談白書」をご活用いただければ幸いです。

最後に、発行にあたり、ご尽力いただきました関係者の皆様に、心からお礼を申し上げます。

平成30年８月
� 東京都国民健康保険団体連合会
� 理 事 長　安　藤　立　美



苦情相談白書の発行について
１　発行の目的 東京都国民健康保険団体連合会は、介護保険制度における苦情対応関係機関である区市町村、東京

都、東京都国民健康保険団体連合会に寄せられた苦情等について、「介護保険に関する苦情等の状況
調査」（以下「状況調査」という。）を実施し、毎月取りまとめを行っている。
「苦情相談白書」は、この取りまとめ結果を、更に集約・分析し、介護サービスに関する問題点の
把握・共有化をとおして、介護サービスの質の向上と介護サービス従事者の資質の向上を図ることを
目的として発行する。

２　調査対象 状況調査の対象は、介護保険に関し各機関が受け付けた次の苦情等の情報とし、単なる「問合せ」
や苦情的要素を含まない「相談」等は除いている。
⑴　制度及び行政（国、都、区市町村）に対する苦情、不服
⑵　事業者のサービスに関する利用者等からの苦情
⑶　その他、制度上の運営に関する苦情や不満、批判的意見等

３　状況調査の
　　調査期間

平成29年度は、平成29年４月１日受付分から平成30年３月31日受付分までである。
なお、比較掲上している平成27年度、28年度についても４月１日から翌年３月31日受付分である。

４　調査方法 ⑴　状況調査は、統計情報と事例情報に分けて実施した。
⑵　‌�統計情報及び事例情報は、状況調査の調査項目として設定した区分により、「①要介護認定、
②保険料、③ケアプラン、④サービス供給量、⑤介護報酬、⑥その他制度上の問題、⑦行政の
対応、⑧サービス提供、保険給付、⑨その他」の９項目の分類ごとに集計・分析を行った。

　　‌�また、「⑧サービス提供、保険給付」については、サービスの質に直接関わる事項なので、47のサー
ビス種類ごとに、その苦情内容を更に８項目に分類した。

⑶　地域密着型通所介護については平成28年４月からサービス提供が開始された。
⑷　事例情報は、「主な苦情事例」として分類項目ごとに、毎月の状況調査の事例情報から抽出した。
　　‌�また、東京都国民健康保険団体連合会に寄せられた苦情のうち、特に対応が困難だった事例は、
その対応が十分に把握できるよう、特定の様式により作成した。

凡　例
　表中の記号
　　―　　　　　該当がないもの。
　　0.0％　　　   単位未満のもの（数値が微小のためデータに反映されないもの）。
　　空白　　　　データがないもの。

　図・表の注釈
　　*�介護給付費実績とは、請求を受けて審査決定され、実際に支払を行った事業者数やサービス提供を受

けた利用者数のことである。
　　*�記載されている数値は、数値が微小のためデータに反映されない場合や、小数点第２位を四捨五入し

ているため、「合計」が一致しない場合がある。

　法規の略語
　　東京都条例第41号	 東京都指定介護老人福祉施設の人員、設備及びに運営の基準に関する条例
　　　　　　　　　　	 （平成24年３月30日東京都条例第41号）
　　東京都条例第52号	 東京都指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準に関する条例
　　　　　　　　　　	 （平成26年３月31日東京都条例第52号）
　　東京都条例第111号	 東京都指定居宅サービス等の事業の人員、施設及び運営の基準に関する条例
　　　　　　　　　　　	（平成24年10月11日東京都条例第111号）
　　厚生省令第38号	 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準
　　　　　　　　　　	 （平成11年厚生省令第38号）

本白書に収録した苦情事例は実例をもとにしておりますが、個人情報の保護に十分配慮して記述しております。
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特集 裁判例から介護サービスの苦情対応を学ぶ

� 髙村浩法律事務所　弁護士　髙村　浩　氏

� （東京都国保連合会介護サービス苦情処理委員会委員）

介護サービスに関係する最近の裁判例の中から、転倒事故、誤嚥事故、身体

拘束及び虐待に係る裁判例を取り上げて、苦情対応上の留意点を考える。

１　転倒事故に係る裁判例

公表されている介護事故の裁判例の中でも、転倒事故の事案は最も数が多い。

最近の裁判例としては、ユニット型指定短期入所生活介護事業の利用者（Ａ）

が、施設内で転倒した事故であって、離床センサー等の設置義務違反が争われ

た裁判例がある（大阪地方裁判所平成29年２月２日判決）。

判決によれば、Ａ（男性、事故当時79歳、要介護２、身体障害者等級２級〈両

下肢機能著しい障害２級及び両上肢機能軽度障害６級〉、判断能力には特段問題

なし。）は、平成23年９月11日、ユニット型指定短期入所生活介護サービスを利

用して施設で生活をしていたが、居室のトイレ内で転倒して頭部を打撲、後頭

部痛や嘔吐等の症状を生じ、同月12日、当初の予定よりも早く帰宅した。しか

し、同月23日から、再び、同サービスを利用し、施設で生活していたが、同月

30日午前３時55分頃、居室で転倒して、右急性硬膜下血腫を発症し、植物状態

に近い状態となった後に死亡した。

Ａの担当ケアマネージャーは、平成22年11月２日、施設に対する短期入所

（ショートステイ）申込書の利用者連絡情報に「ふらつきあり、転倒不安あり」

等と記載していた。また、施設の職員は、同年12月28日、Ａについての施設サー

ビス計画書に援助内容として「状況に応じてトイレの付き添いを行う」と記載

していた。また、施設の職員は、平成23年５月９日頃、Ａに係るサービス提供

実施報告の排せつ方法について「自立」、歩行について「杖」と記載されている

箇所に丸印をし、同報告書に「ご自身で歩かれておりますが日によって足が出

にくい様子がありました。又時折１階に降りられジュースを買いに行かれてお

ります」と記載していた。さらに、同年９月23日頃、ショートステイ利用者連
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絡表の排せつについて「自分でできる」、移動について「杖」、排せつの方法に

ついて「トイレ」と記載されている箇所に丸印をしていた。

施設の職員は、Ａに対し、トイレに行くときは職員が付添いや介添えをする

ため、ナースコールで声を掛けるように伝えていた。Ａは、浣腸などの希望が

あるときにはナースコールで職員を呼んでいたが、トイレに行きたいときは職

員を呼ばずに一人で行くことがあり、職員はそのような状況に気が付いたとき

にはナースコールをするように声掛けをしていた。平成23年９月11日の事故後

しばらくはトイレに行く際に、ナースコールで職員を呼んでいたが、再び一人

でトイレに行くようになっていった。職員は、同年９月23日頃、Ａに対してト

イレの際にはナースコールを使用するように促したが、受け入れてもらえな

かったため、細めに居室を訪室していた。

以上のような認定に基づき、判決は、事故当時、施設は、Ａがナースコール

をせずに一人でトイレに行こうとする可能性があること、その際に転倒して頭

部に傷害を負う可能性があることを具体的に予見することができたと認められ

るとした。次いで、判決は、離床センサー等を設置すべき義務があったか否か

を検討し、①離床センサーに関する学会等での発表、文献及び使用状況等か

ら、ナースコールを使おうとしない利用者については、離床センサーは転倒予

防に効果があることの知見を有することを施設に期待することが相当と認めら

れること、②Ａはナースコールを使わなければならないときに使おうとしない

者であったといえ、離床センサーを設置することはＡの転倒予防に効果があっ

たと認めるのが相当であること、③Ａがトイレに行く際には職員の付添いが不

可欠であったから、Ａがナースコールを押そうとしない以上、離床センサーの

必要性があったこと、④施設には離床センサーの器具が使用されずに１台保管

されており、Ａの居室に設置することが可能であったこと、⑤離床センサーを

設置すれば、職員が、Ａがトイレ等に行くためにベッドから降りようとしてい

ることに気付き、本件居室に駆けつけることによって転倒の危険を回避するこ

とができた可能性が高いと認めるのが相当であること、⑥離床センサーが反応

するたびに職員が駆けつけてくるという事態をＡがうっとうしく思ったとして

も、重大な事故を生じかねない転倒のリスクと衡量すれば、やむを得ないこと

から、施設には、離床センサーを設置することが義務付けられていたというべ
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きであり、離床センサーを設置しなかったことは結果回避義務の違反に当たる

と認められるとして、施設の損害賠償責任を認めている。

職員の確保が困難な状況が続き、他方で介護関連の機器の開発が進む中で、

今後、介護ロボット又はセンサー等の機器の介護現場への導入が進む可能性が

ある。平成30年の介護報酬改定においても、介護福祉施設及び短期入所生活介

護の夜勤職員配置加算の算定要件が改正され、夜勤を行う介護職員又は看護職

員の最低基準にプラスして１名以上の人員を配置すべき夜勤職員数について、

入所者（利用者）の動向を検知できる見守り機器を入所者（利用者）数の15％

以上に設置すること及び施設内に見守り機器を安全かつ有効に活用するための

委員会を設置し、必要な検討等が行われることを条件に、夜勤職員の最低基準

にプラスして0.9名分以上の配置でも夜勤職員配置加算の算定が可能となった。

見守り機器をいわば0.1名分として計算する扱いである。

事業者としては、介護関連の機器についての最新の情報の入手に努めるとと

もに（①）、機器の適合性又は有効性（②）、機器の必要性（③）、導入の可能性

又は容易性（④）、事故回避の蓋然性（⑤）だけでなく、機器の弊害又は副次的

影響の有無、内容、程度及び利害得失等（⑥）も検討した上で、導入する場合

には、利用者側への機器の説明及びその理解又は同意を得ることが、事故の防

止とともに苦情を予防する上でも必要であろう。

２　誤嚥事故に係る裁判例

公表されている介護事故の裁判例の中では、転倒事故に次いで、あるいは転

倒事故に並んで多いのが誤嚥事故の事案である。最近の裁判例として、医療法

人が開設している介護老人保健施設の入所者（Ｇ）が誤嚥した事案で、ロール

パンを提供したこと等について施設側の過失の有無が争われた裁判例がある（鹿

児島地方裁判所平成29年３月28日判決）。

判決によれば、Ｇ（男性、事故当時78歳位）は、平成26年１月27日、２泊３

日のショートステイで入所し、同月28日午前８時から朝食が開始され、Ｇに対

し、ロールパン（６～７cmのもの）２個、牛乳200ml パック、具入り卵焼き（石

垣卵）及びオニオンスープが提供された。Ｇは、午前８時15分頃から20分頃に

かけて、鼻から牛乳を出してむせているところを職員により発見され、食事を
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中止した。Ｇは、20分程度の間、食堂の席に座っていたところ、午前８時45分

頃から午前８時55分頃まで、口腔ケアをする場所に移動して義歯を洗浄しても

らい、自分でうがいをした。その後、Ｇは、職員に付き添われてトイレに行き、

午前９時10分頃、居室に戻った。この時、Ｇの喉が「ゴロゴロ」と鳴っていた

ため、施設長（医師）が呼ばれ、体温及び経皮的動脈血酸素飽和度（SpO2）が

測定されたところ、その値は、それぞれ37.7度、86 ～ 88％であった（正常値は

96％以上、95％未満は呼吸不全の可能性があり、90％以下の状態は呼吸不全）。

施設長からの指示を受けた看護師がＧの口内の吸引をしたところ、牛乳及び残

渣物が吸引された。そして、SpO2 の値は91 ～ 92％に上昇したが、体温は37.7度

のままであったので、職員は、午前９時20分頃、氷枕を取りにＧの部屋を出た。

看護師が、午前９時30分までに、再度、Ｇの様子を見に行ったところ、Ｇの様

子が急変しており、直ちに施設長を呼んだが、施設長が駆け付けた時までに、

Ｇはチアノーゼを呈し、心肺停止の状態になっていた。施設長が挿管し、パン

の塊（約５cm）を指で取り除き、気管挿管及び心臓マッサージを行ったところ、

心拍が再開し、呼吸も回復したが、意識は回復しなかった。Ｇは、ベッドに乗

せられたまま病院に搬送されたが、低酸素脳症により現在も入院しており、意

識は戻っていない。

このような誤嚥事故の事案では、①嚥下障害の有無及びその程度、②窒息の

原因、③誤嚥の形態（不顕性誤嚥か、逆流によるものか）を前提問題として、

④食材選択、⑤調理方法、⑥献立内容、⑦食べ物の形態、⑧食事の介助方法、

⑨見守りの体制又は⑩誤嚥事故発生・発見後の対応の適否等が争われる。

嚥下障害が否定されれば（①）、誤嚥があったとしても、施設側の過失は消極

に傾くが、本件では、嚥下障害の存在については特に争いはない。Ｇが入所す

る前の平成26年１月23日頃、介護支援専門員がＧ方を訪問し、Ｇの妻と面談を

したが、この際、Ｇの妻は、介護支援専門員に対し、Ｇは噛み切る力や飲み込

む力が弱っており誤嚥を起こしやすいため、パンは小さくちぎって食べさせて

いること等を説明していた。そして、入所時のアセスメントシートには、嚥下

につき、Ｇは顎の力が弱っており、溜め込むような食べ方をし、水分でむせる

ことがあることから、見守りが必要であるとの記載がされていた。また、短期

入所連絡票にも、時々水分でむせることがあり誤嚥に注意してほしいと記載が
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されていた。

窒息の原因についても（②）、パンが窒息の原因であることについては争いが

ない。しかし、窒息に至る経緯又は誤嚥の形態（③）については、朝食でパン

を摂取してから相当の時間が経過していたこと等から、食道内又はその先の胃

等に残留していたパンの塊が気道入口に逆流した可能性が問題となっている。

食道内又はその先の胃等に残留し、逆流した場合は、その予測が困難なことか

ら、施設側の過失は否定される可能性がある。この点について、判決は、大量

の嘔吐をした事実がない本件では、約５cmのパンの塊が食道を逆流してくるこ

とは考えられないこと、Ｇにおいて、むせが生じた後、喉から「ゴロゴロ」と

音が鳴り、SpO2 が低下していたなど、不完全な気道の閉塞がされたことによる

症状がみられたことから、食道内からの逆流が生じ、これにより気道が閉塞さ

れた可能性は考え難いとしている。そして、Ｇは、朝食の食事中に誤嚥を生じ、

不完全な気道閉塞の状態であったところ、看護師の吸引により誤嚥物の一部が

除去され、SpO2 の軽度の改善がみられたものの、その後、食道との境界部まで

の下咽頭に存在していたパンの塊が移動して気道をほぼ完全に閉塞し、窒息が

生じたと認められる旨を判示している。

食材の選択（④）については、パンは、パサパサした性状であり、一口の分

量が大きくなりがちであることから、嚥下障害のある者にとって食べにくく、

飲み込みにくい危険性のある食物であると指摘されており、実際に、パンを原

因とした窒息事故が多数発生していると認定している。また、調理方法（⑤）

又は食事の形態（⑦）に関しては、食事箋において、食種は一般食、主食は米

飯おにぎり、形態は一口大とされ、備考欄に「おにぎりを10個に分けてくださ

い。」との指示が記載されていたことを認定している。

そして、判決は、Ｇの嚥下の状態（①）から、施設は、Ｇにつき誤嚥のリス

クがあることを認識していたのであるから、飲み込みやすい食物を選択して提

供し、パンを提供するにしても、小さくちぎったものを提供する義務があった

ところ、これに反し、ロールパンをそのまま提供し、これにより、その塊が気

道を閉塞して窒息を生じたのであるから、ロールパンの提供に関する過失があ

り、誤嚥事故の発生について施設には責任があるとしている。

この裁判では、誤嚥事故の発生・発見後の対応の適否（⑩）として、看護師
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による吸引後も、不完全な気道閉塞、誤嚥性肺炎の疑いを示す症状（SpO2 が

92％、体温37.7度、喘声）があったのであるから、その時点（午前９時20分頃）

で直ちに医師による診察を受けさせるべきであったか否か、Ｇはチアノーゼを

呈して意識がない状態で発見された時点で、直ちに心臓マッサージを行うべき

であったか否かも争われた。しかし、ロールパンをそのまま提供した点で過失

が認定されたため、これらの点については判断する必要がないとして、判決は

判断を示していない。

損害賠償に係わる裁判は、損害の公平な分担を図って紛争を解決することを

基本的な目的としているから、損害賠償責任の有無に必要な範囲で判断を示せ

ば足りるが、将来の事故防止のためには、法的責任の有無の判断とは異なり、

事故の発生又は拡大の防止に必要と考えられる点を幅広く、また、予防的見

地から検討し、対策を講じる必要がある。苦情の対応においても、誤嚥事故に

係る苦情であれば、前述の諸点について多角的に、また、サービスの質を向上

させる観点から検討して、必要な対策を講じた上で、利用者側に説明すること

が、サービスの改善のために苦情を活かし、利用者側の納得を得る上で必要で

あろう。

３　身体拘束に係る裁判例

病院内の刑事事件であるが、入院中、体幹抑制器具による身体拘束を受ける

ようになった実父（Ｑ）をその子（Ｐ）がふびんに思って殺害した事案に関す

る裁判例がある（旭川地方裁判所平成29年３月９日判決）。

Ｐは、平成11年頃に実父Ｑが脳梗塞を患って以降、ほぼ一人きりで同人を介

護するようになり、平成16年に実母が死去した後は、Ｑと２人で暮らしていた。

Ｑは、平成28年７月25日に体調を崩して病院に入院し、入院中、体幹抑制器具

による身体拘束を受けるようになった。Ｐは、身体拘束を嫌がるＱをふびんに

思い、その姿を見るのをつらく感じて適応障害を発症し、さらに、Ｑを身体拘

束から解放するにはＱを殺すしかないのかと思い詰めるようになった。そして、

同年８月４日にＱが転院する際、包丁をバッグに入れて持参して、Ｑ（当時90

歳）とともに転院先の病院を訪れたが、医師からＱについて身体拘束の同意書

に署名するよう求められたことなどから、適応障害による心理的な視野狭窄の
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ために柔軟に物事を考えることが困難となっていたこともあって、Ｑを身体拘

束から解放するとともに、身体拘束されているＱのことを考えて自分がつら

い思いをする状況をなくすためには、やはり被害者を刺し殺すしかないと決意

し、同日午前10時54分頃、同病院内において刺殺した。

身体拘束が、それを受ける本人だけでなく、家族も苦しめるものであること

を改めて考えさせる事案と言える。ところで、判決によれば、医師から身体拘

束の「同意書」に署名するよう求められたことが犯行のきっかけの一つとなっ

ているが、厚生労働省の『身体拘束ゼロへの手引き』（平成13年３月）が示す書

式では、「利用者・家族」が「確認」するとはなっているが（24頁）、「同意」す

るとは表現されていない。むしろ、この手引きは、かつては家族の同意を身体

拘束の根拠としていたことに対する反省をその出発点としている（４頁）。

「同意」と言う場合は、身体拘束をする権限を「利用者・家族」がその責任に

おいて与える意味合いに取られる可能性があるが、身体拘束の可否は、「同意」

という主観的な条件ではなく、あくまでも「当該入所者（利用者）又は他の入

所者（利用者）等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合」とい

う客観的な条件によって決まる（22頁）。従って、「利用者・家族」が「確認」

する対象は、身体拘束をする「権限」ではなく、緊急やむを得ない場合でなけ

れば身体拘束は「できない」という「原則」であり、また「しない」という「義務」

である。書式上も、この趣旨が明確になるように工夫する必要がある。実際に

も、「同意」という言葉を使用するときは、「同意」に依存し、「緊急やむを得な

い場合」か否かの客観的な判断が疎かになるおそれがある上に、身体拘束に「同

意」したという意識が家族を苦しめることにもなりかねない。

平成30年の介護報酬改定によって、介護保険施設の施設サービスに係る「身

体拘束廃止未実施減算」について、従来からの減算事由である身体拘束に係る

記録義務違反の場合に加え、「身体的拘束の適正化のための対策を検討する委員

会を３月に１回以上開催していない、身体的拘束適正化のための指針を整備し

ていない又は身体的拘束適正化のための定期的な研修を実施していない事実が

生じた場合」が減算事由として追加された。また、減算の幅も「１日つき５単

位を所定単位数から減算する」から「所定単位数の100分の10に相当する単位数

を所定単位数から減算する」に大幅に拡大された。さらに、同内容の身体拘束
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廃止未実施減算が、認知症対応型共同生活介護及び特定施設にも導入された。

この改定は、身体拘束の「適正化」を制度的に担保するため、「緊急やむを得な

い場合」という客観的な根拠を組織的かつ継続的に確認することを求めたもの

と言える。しかし、身体拘束の「ゼロ化」のためには、「緊急やむを得ない」と

いう事態が発生する原因の分析を踏まえた上で、このような事態の発生自体を

防止する取り組みも必要であろう。そして、そのような取り組み自体が、サー

ビスの質の向上につながるとともに、身体拘束又は転倒事故等の事故に対する

苦情を予防することになるのではないかと考えられる。

４　虐待に係る裁判例

特別養護老人ホームの職員Ｓが、入所者（Ｕ）に対して、暴言及び暴力的行

為に及んだとして、施設を運営する社会福祉法人の損害賠償責任を認めた裁判

例がある（大阪地方裁判所平成27年７月２日判決）。

判決によれば、Ｓは、平成21年８月31日午後８時過ぎ頃から同日午後９時30

分頃までの間に、Ｕ（71歳、身体障害者１級）から何度も繰り返されるナース

コールに苛立ちを募らせ、薬と水を強引に入所者の口に流し込もうとするなど

介助行為も荒っぽいものとなったり、これに抵抗をしたＵに対し、その着てい

たパジャマが破れるほど服を強く引っ張ったり、手で叩いたりするなどしたほ

か、ナースコール直後のインターホン越しに、「お前、死ね、殺すぞ。」などと

発言したというものである。同日午後８時40分頃以降は、Ｓのほかに相談員Ｔ

も、Ｕから繰り返されるナースコールに応対することがあったが、Ｕは、特定

の介助を求めるというよりは、なかなか眠りにつけなくて困るとか、施設の職

員による介護態度等についての不満や苦情をつぶやいたりすることが多かった。

そのようなことから、Ｔも、Ｕに対し、介助を求める以外はナースコールを止

めるよう厳しく叱責する一方で、Ｓと同様に、発言が声を荒げた感情的なもの

になることもあったが、Ｕに対し、叩いたり胸ぐらをつかんだりするなどの暴

力的行為に及ぶことはなかった。

判決によれば、施設長は、同年７月下旬頃、施設の職員から、Ｕが職員に対

して暴言、暴力的行為に及ぶことがある旨の報告を受け、これをＵの二男に伝

えたところ、二男が謝罪したことがあったということである。そして、二男は、
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謝罪する一方で、施設の職員がＵに対して適切な対応をしているのか不審に思

い、同年８月31日、Ｕが入居する施設の居室のベッド下にボイスレコーダーを

設置し、これに音声が記録されていたということである。

判決は、Ｕのナースコールは、約１分ないし数分おきという高頻度で繰り返

されたものであって、しかも、職員から、夜間は職員の数が少ないのでナース

コールは控えてほしい旨求められたにもかかわらず、その後もナースコール

を止めず、なかなか眠りにつけなくて困るとか、施設の介護等に対する不満が

あったとはいえ、特段の緊急事項とはいえない不満に基づく苦情をつぶやくこ

とを繰り返したことからすると、Ｓとしては、夜間勤務の負担感等も相まっ

て、Ｕの態度等に対し、苛立ちのあまり、突発的に感情的な言動に及んだもの

と認められるとしている。その上で、特別養護老人ホームの職員としては、た

とえＵから夜間の時間帯において特段の緊急的な事情もないのにナースコール

が何度も繰り返されたことにより、苛立つ感情が生じたとしても、それによっ

て声を荒げたりするなどの態度は抑制し、理性的に冷静な対応に努めるべきで

あり、Ｓが、自らの感情を抑えられず、介護も荒っぽいものとなり、Ｕの着て

いたパジャマが破れるほど服を強く引っ張ったり、手で叩いたりしたことにつ

いては、介護に携わる職員として許容される裁量を逸脱した有形力の行使とし

て暴力的行為に該当するものというほかなく、また、Ｓが、インターホン越し

に、「お前、死ね、殺すぞ。」などというＵの身体等に危害を加えるかのような

発言をしたことは脅迫行為に該当するものといわざるを得ないとしている。

そして、Ｕが、何度注意を受けてもナースコールを止めず、介護に対する不

満や苦情をつぶやくなどの行為を繰り返したのは、午後８時過ぎ頃、Ｓから薬

の服用について介助を受けるにあたり、Ｕの口に薬と水を強引に流し込まれ、

それらが口からあふれ出したことによってＵの着ていたパジャマが濡れたもの

の、そのまま放置されたという出来事が発端になっていることが窺われるとし

て、ＳがＵに対して暴力的行為に及んだことや脅迫的な発言をしたことについ

ては、正当な理由もなければ、その経緯において特段酌量すべき事情があると

もいえないとしている。

以上のような認定判断に基づき、判決は、慢性的な人員不足で身体的にも精

神的にも過酷な介護事業の現場における実情も併せ考慮した上で、施設を運営
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する法人の使用者責任として、身体的及び精神的苦痛に対する慰謝料の支払い

義務を認めている。なお、ＴのＵに対する言動は、介護に携わる職員として必

ずしも適切であったとはいえないが、暴力的行為は認められず、声を荒げた感

情的な発言もＵに対する叱責にとどまるものであって、脅迫に該当するとまで

はいい難いとしている。

家庭内でも、家族介護の過程で介護者である家族が要介護の家族に対して暴

言又は暴力等の虐待を加える事案があるが、そのような事案の裁判例を分析す

ると、前記３の事案のように、介護者が１人で要介護者が１人の場合が多く、

中には介護者が１人で要介護者が２人以上の場合まである。これらの場合は、

介護サービスを利用し、また、同居人等がいても虐待が発生することがあり、

１人で介護する介護形態（単独介護型）自体が危険性を孕んでいる可能性があ

る。介護サービスの場合は、一見、複数の職員が関わっているように見えるが、

施設の夜間帯のように職員配置が少ない時間帯では、実際上は、１人の職員に

よる単独介護型又はこれに類した状態が長時間継続しているとも言える。

そこで、施設・事業所における虐待防止の対策としては、一般的には、職員

研修及び労働環境の改善が必要とされているが、これらの一環として又はこれ

らと併せて、介護サービスにおいても、単独介護型には限界又は危険性がある

と仮定して対策を講じることが必要ではないかと考える。本裁判例に即して言

えば、①施設長は、７月下旬頃に、Ｕによる暴言、暴力的行為の報告を受けた

際に、Ｕの二男に伝えてその謝罪を受けているが、むしろ、単独介護型となる

時間帯にＵと職員との間に軋轢又は摩擦等による緊張関係が生じないように、

Ｕの言動の原因を検討して、二男も含めて対策を講じておくことが必要ではな

かったかと考えられる。また、②８月31日の夜間の職員配置状況は不明である

が、可能であれば、少なくともＵについては、夜間の居室訪問を複数の職員

で同時に行う又は複数の職員が交互に交代で行う体制を工夫することが望まし

かったと考えられる。少なくとも、③同日午後８時過ぎ頃の服薬介助によって

緊張関係が生じた時点以降は、他の職員が訪室することを検討すべきであった。

④同日午後８時40分頃以降に対応に入った相談員Ｔの発言も感情的になってし

まっているが、緊張関係が生じた場合には、当該職員が、速やかに他の職員に

相談等の支援を求め、又は報告することを義務付け、相談等を受けた職員が緊



12

張関係を緩和する役割又は仕組みを予め設けておくことも考えられる。さらに、

⑤Ｓが、どの程度の期間又は頻度でＵを担当していたか不明であるが、特定の

職員と特定の利用者との間の固定的な関係を長く続けることを避けることも必

要ではないかと考える。以上のように、単独介護型又はこれに類した状態が継

続する時間及び空間をできるだけ避けることによって、虐待を防止するととも

に、虐待又は虐待の疑いによる苦情を予防することが必要ではないかと考える。

なお、単独介護型を問題とする観点からは、前記１の見守り機器を0.1人分に換

算し、その分の職員を減らす措置には注意が必要となるであろう。



介護保険制度等における
苦情対応についてⅠ
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1 介護保険制度における苦情対応
介護保険制度（以下「介護保険」という。）は、高齢者の「介護」を社会全体で支え合う制

度であり、高齢者の尊厳の保持と自立支援を基本理念とし、住み慣れた地域において自立した
生活ができるよう在宅サービスを中心に様々な介護サービスが用意されており、高齢者が心身
の状況に応じて自ら介護サービスを選択することができる。

また、利用者保護及び介護サービスの質の維持・向上の観点から、利用者及びその家族は、
提供された介護サービスに不満がある場合、苦情を申立てることができることとされており、
介護（予防）サービス事業者、居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）、区市町村及び国
民健康保険団体連合会は苦情対応を行うことが介護保険法に位置付けられている。　

苦情対応の意義

（１）利用者の権利擁護
介護保険は、利用者が事業者と対等の立場に立って「契約」を結び、自分に合った介護サー

ビスの提供を受ける仕組みとして創設されたが、利用者は、事業者に比べ専門知識や情報量が
少ないことから、利用者の権利を擁護するために、苦情を受け付ける窓口の設置等の必要な措
置を講じることが制度化されている。

（２）介護サービスの質の維持・向上
介護保険のもとでは、様々な事業者が市場に参入し、競い合うことでより良い介護サービス

を提供することが期待されているが、公的保険である以上、介護サービスの質について一定の
水準を確保する必要がある。

事業者には、利用者等からの苦情を介護サービス改善の契機とし、介護サービスの質の向上
に活かすことが求められる。

また、苦情対応を通じて不適切な介護サービスや介護報酬の不正請求などが発見されること
があり、苦情対応が適正な介護サービスの提供に向けたチェック機能を果たすことも期待され
ている。

関係機関の役割

（１）介護（予防）サービス事業者の役割
介護（予防）サービス事業者は、提供した介護サービスに対する利用者及びその家族からの

苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措

2

3
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置を講じるとともに、利用者等からの苦情について区市町村及び国民健康保険団体連合会が行
う調査に協力し、指導又は助言を受けた場合はこれに従って必要な改善を行い、求めがあった
場合にはその改善内容を報告しなければならない。   　

また、介護予防・日常生活支援総合事業について、介護（予防）サービス事業者は日常的な
苦情を受け付けるとともに、区市町村等及び国民健康保険団体連合会の調査等に協力し、必要
に応じて改善内容の報告を行う。� （東京都条例第111号第37条　他）

� （介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン）

（２）居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）の役割
居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）は、自ら提供した居宅介護支援（介護予防支援）

又は自らが居宅サービス計画に位置づけた指定居宅サービス等に対する利用者及びその家族か
らの苦情に迅速かつ適切に対応しなければならない。

また、居宅（介護予防）サービス計画に位置づけた指定居宅（介護予防）サービス等に対す
る苦情の国民健康保険団体連合会への苦情申立てに関して、利用者に対し必要な援助を行わな
ければならない。� （厚生労働省令第37号第25条）

（３）区市町村（地域包括支援センター）の役割
区市町村は、介護保険の実施主体であり、地域住民に最も身近な苦情相談の窓口であるとと

もに、地域内の事業者に対し調査、指導及び助言を行う役割を持っている。地域密着型サービ
ス事業者、介護予防支援事業者に対しては、事業者指定や必要に応じた指定取消、居宅介護支
援事業所に対しては、指定取消及び効力の停止などの行政処分を行う権限も有している。（＊）

また、自ら実施する介護予防・日常生活支援総合事業について、苦情の窓口・指定権者とし
て事業者等に対する調査・指導・助言を実施する。

一方、地域包括支援センターは、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定等を包括的に
支援することとされており、高齢者にとって身近な相談窓口としての役割を持っている。

また、介護予防・日常生活支援総合事業においては、介護予防ケアマネジメントを行うもの
として、利用者・事業者等からの事情を聞き対応を検討するとともに、必要に応じて利用者に
対応経過等を説明し、国民健康保険団体連合会への苦情申立てについての援助を行う。
（＊） ‌�八王子市は平成27年４月に中核市に移行したため、介護サービス全般について、事業者指定、指導

及び行政処分を行う権限を有している。

� （介護保険法第23条　他）
� （介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン）

（４）国民健康保険団体連合会の役割
国民健康保険団体連合会は、介護サービスの利用者等からの相談に応じるとともに、苦情申

立てに基づき指定事業者等に対し、介護サービス等の質の向上を目的とする調査、指導及び助
言（苦情対応業務）を行うこととされている。

また、区市町村が実施する介護予防・日常生活支援総合事業について、区市町村等と適宜調
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整しつつ、区市町村で対応できない苦情等の相談を実施するとともに、事業者指定の方法で実
施する介護サービスについては、利用者等からの苦情申立てに基づき、事業者等に対する指導・
助言等を実施する。� （介護保険法第176条第１項第３号）
� （介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン）

（５）都道府県の役割
都道府県は、居宅サービス事業者、居宅介護支援事業者、介護老人福祉施設、介護老人保健

施設及び介護予防サービス事業所に対する事業者指定、報告聴取等の指導権限及び必要に応じ
指定取消などの行政処分を行う権限がある。

また、介護保険審査会を設置し、保険給付、要介護（要支援）認定などの行政処分に対する
不服申立（審査請求）に関する事務を行っている。� （介護保険法第24条 他）

苦情・相談対応の仕組み
介護サービスに対する苦情・相談対応の仕組みは以下のとおりである。

4

苦情・相談
結果通知等

調査・指導助言
連携・連絡 指定取消等

介護予防・日常生活支援 　
総合事業サービス事業者等

介護サービス事業者　　
介護予防サービス事業者

調査・指導助言

国民健康保険団体連合会・介護サービス苦情処理委員会

区市町村　
（地域包括支援センタ ー）

利　　用　　者　　等

居宅介護支援事業者
介護予防支援事業者

結
果
通
知
等

結
果
通
知
等

結
果
通
知
等

地域密着型
（介護予防）
サービス事
業者の指定
取消等

指
定
取
消
等

介護サービス事業者
の指定取消等

調
査
・
指
導
助
言

調
査
・
指
導
助
言

苦
情
・
相
談

苦
情
・
相
談

苦
情
・
相
談

苦
情
・
相
談

苦
情
・
相
談

介護保険審査会

連携・連絡

（裁決）

連
携
・
連
絡

（
通
知
）

指
定
基
準
違
反

要
介
護
認
定
等
の
行
政
処
分
に

関
す
る
不
服
申
立
て

（
審
査
請
求
）

（
事
業
者
指
定
の
場
合
）

調
査
・
指
導
助
言

指
定

取
消
等

都道府県等



Ⅱ東京都全体における
苦情の状況について



18

1 苦情の受付状況

（1）概況� （表１、図１・図２・図３）

平成29年度における苦情等（以下「苦情」という。）の受付件数は3,036件で、相談窓口機
関別に見ると、区市町村での受付が2,344件（77.2％）と最も多く、次いで東京都国民健康保

険団体連合会（以下「国保連」という。）が634件（20.9％）、東京都が58件（1.9％）である。
平成28年度と比較すると、区市町村は362件（13.4％）の減少、国保連においては21件

（3.4％）の増加、東京都においては30件（107.1％）の増加となっている。
なお、全体の苦情の月別件数は、７月に突出しているが、これは保険料の賦課徴収に関する
苦情が多く寄せられたためと考えられる。この傾向は特に区市町村に顕著に表れている。

� 〈表１〉　平成29年度　苦情受付件数の月別推移　　　　　　（単位：件・％）

区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月
年間合計 前年度

合計
対前年度
増△減

対前年度
増△減率構成比

区市町村 198 150 181 739 161 137 129 115 148 142 120 124 2,344 77.2 2,706 △362 △13.4

国 保 連 53 42 64 36 65 75 58 44 43 49 56 49 634 20.9 613 21 3.4

東 京 都 1 4 10 8 8 3 5 3 6 4 6 58 1.9 28 30 107.1

計 252 196 255 783 226 220 190 164 194 197 180 179 3,036 100.0 3,347 △311 △9.3

（注）構成比（割合）を示す数値は、小数点第２位を四捨五入しているため、総数との内訳の計が一致していない場合がある（以降の構成比（割合）も同様）

（注）前年度合計について、件数整理を行ったため、平成29年版白書と一部数値が一致しない。

図１　平成29年度　苦情受付件数の月別推移 （単位：件）
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Ⅱ

図２　苦情受付件数の年度別、月別推移（全体） （単位：件）
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図３　苦情受付件数の年度別推移 （単位：件）

4,302

3,0363,347

29年度28年度27年度

29年度28年度27年度 29年度28年度27年度

29年度28年度27年度
0

1,000
2,000
3,000
4,000
5,000

2,706 2,344

3,545

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000

613
706

634

0

200

400

600

800

28 5851
0

200

400

600

800

区市町村全　体

国保連 東京都



20

（2）苦情相談者の内訳� （図４）

苦情相談者は、全体では本人42.5％、家族46.8％で、この両者で全体の約９割近くを占めている。
相談窓口機関別に見ると、区市町村では本人が50.4％と全体の約半数を占めているのに対

し、国保連では家族が78.1％を占め、家族からの相談が多いのが特徴である。

（3）苦情の相談方法� （図５）

苦情の相談方法は、全体では電話80.1％、来所16.3％、その他（文書等）3.6％で、電話に
よるものが多い。
また、相談窓口機関別で見ると、東京都では、電話によるものが98.3％であり、国保連も

87.1％が電話によるものである。一方、住民に身近な相談窓口である区市町村では、電話によ
るものは77.7％であるが、来所によるものが19.8％と他の機関よりも多くなっている。

図４　平成29年度 苦情相談者の窓口機関別の状況 （単位：上段 件・下段 ％）
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図５　平成29年度　苦情相談方法の窓口機関別の状況 （単位：上段 件・下段 ％）
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2 苦情分類項目別にみた状況

（１）苦情分類項目別の状況� （表２、図６）

苦情分類項目別で、平成29年度に最も多い苦情は、サービス提供、保険給付に関するもので
1,604件、次いで保険料に関するものが757件、その他が299件の順となっている。
次に構成比で見ると、平成28年度と比較し、サービス提供、保険給付の割合が増加している
が、保険料及びその他制度上の問題の割合は減少となっている。

� 〈表２〉　苦情分類項目別苦情件数の年度別状況　　　　　　（単位：件・％）

区分
要介護
認定

保険料
ケア

プラン
サービス
供給量

介護報酬
その他

制度上の
問題

行政の
対応

サービス
提供、

保険給付
その他 合計

27年度 154 1,546 47 13 17 514 84 1,567 360 4,302

構成比 3.6 35.9 1.1 0.3 0.4 11.9 2.0 36.4 8.4 100.0

28年度 183 864 40 11 24 194 98 1,650 283 3,347

構成比 5.5 25.8 1.2 0.3 0.7 5.8 2.9 49.3 8.5 100.0

29年度 148 757 13 14 36 89 76 1,604 299 3,036

構成比 4.9 24.9 0.4 0.5 1.2 2.9 2.5 52.8 9.8 100.0

図６　苦情分類項目別苦情件数の推移 （単位：  件）
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（２）相談窓口機関別の状況� （図７、表３）

相談窓口機関別に分類した苦情受付状況は次のとおりである。
区市町村は介護保険の実施主体として、要介護認定、保険の給付及び保険料の賦課徴収の実
施など、保険者としての役割を担う立場にある。また、住民の身近な相談窓口であることか
ら、介護保険に関する様々な苦情が寄せられている。苦情分類項目別に見るとサービス提供、
保険給付が46.4％（1,087件）を占めており、次いで保険料が32.2％（755件）となっている。

国保連は、介護サービス等に関する苦情対応機関として「介護サービスの質の向上」を図る
ことを目的に苦情対応を行っていることから、サービス提供、保険給付に関するものが多く、
77.1％（489件）と約８割を占めている。

東京都は、要介護認定や保険料に対する被保険者からの不服申立が行われた場合、それら
の内容審査を行うため「東京都介護保険審査会」を設置するとともに、一般の苦情にも対応
している。苦情分類項目別に見るとサービス提供、保険給付が48.3％（28件）、行政の対応が

19.0％（11件）となっている。

図７　平成29年度　苦情分類項目別の割合（相談窓口機関別） （単位：％）
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� 〈表３〉　平成29年度　苦情分類項目別の状況（相談窓口機関別）　　（単位：件・％）

苦情分類項目 区市町村 国保連 東京都 合　計 内　容構成比
①要介護認定 137 8 3 148 4.9 認定の調査や認定結果に関わるもの
②保険料 755 2 757 24.9 保険料の賦課・徴収・金額に関わるもの
③ケアプラン 7 2 4 13 0.4 ケアプランの内容や制度に関わるもの
④サービス供給量 9 5 14 0.5 基盤整備に関わるもの
⑤介護報酬 7 28 1 36 1.2 適用、額等に関わるもの
⑥その他制度上の問題 76 6 7 89 2.9 制度の適用範囲の拡充・煩雑さなど
⑦行政の対応 38 27 11 76 2.5 窓口対応、苦情対応、情報提供など

⑧サービス提供、保険給付 1,087 489 28 1,604 52.8 
（100.0）

⑧
サ
ー
ビ
ス
提
供
、
保
険
給
付
の
内
訳

要
介
護
（
介
護
サ
ー
ビ
ス
）

居宅サービス 709 328 25 1,062 （66.2）

内
訳

居宅介護支援 209 113 6 328 （20.4） 全種別共通の苦情内容項目
訪問介護 171 40 5 216 （13.5） ・サービスの質
訪問入浴介護 9 2 1 12 （0.7） ・従事者の態度
訪問看護 36 30 4 70 （4.4） ・管理者等の対応
訪問リハビリテーション 4 3 7 （0.4） ・説明・情報の不足
居宅療養管理指導 3 3 1 7 （0.4） ・具体的な被害・損害
通所介護 103 44 6 153 （9.5） ・利用者負担
通所リハビリテーション 26 6 32 （2.0） ・契約・手続関係
短期入所生活介護 46 20 1 67 （4.2） ・その他
短期入所療養介護 2 2 4 （0.2）
特定施設入居者生活介護 77 63 140 （8.7） 　（　）は⑧サービス提供、保険給
福祉用具貸与 11 1 1 13 （0.8） 　付における構成比
特定福祉用具販売 1 1 （0.1）
住宅改修費 11 1 12 （0.7）

施設サービス 205 111 1 317 （19.8）

内
訳

介護老人福祉施設 135 60 1 196 （12.2）
介護老人保健施設 68 50 118 （7.4）
介護療養型医療施設 2 1 3 （0.2）

地域密着型サービス 81 32 2 115 （7.2）

内
訳

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 3 3 （0.2）
夜間対応型訪問介護 2 2 （0.1）
地域密着型通所介護 17 3 1 21 （1.3）
認知症対応型通所介護 4 4 8 （0.5）
小規模多機能型居宅介護 17 13 30 （1.9）
認知症対応型共同生活介護 32 8 1 41 （2.6）
地域密着型特定施設入居者生活介護 2 2 （0.1）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 6 6 （0.4）
複合型サービス 2 2 （0.1）

要
介
護
（
予
防
サ
ー
ビ
ス
）

介護予防サービス 63 14 77 （4.8）

内
訳

介護予防支援 32 12 44 （2.7）
介護予防訪問介護 5 2 7 （0.4）
介護予防訪問入浴介護
介護予防訪問看護 2 2 （0.1）
介護予防訪問リハビリテーション
介護予防居宅療養管理指導
介護予防通所介護 15 15 （0.9）
介護予防通所リハビリテーション 3 3 （0.2）
介護予防短期入所生活介護 3 3 （0.2）
介護予防短期入所療養介護
介護予防特定施設入居者生活介護
介護予防福祉用具貸与
特定介護予防福祉用具販売
介護予防住宅改修費 3 3 （0.2）
介護予防認知症対応型通所介護
介護予防小規模多機能型居宅介護
介護予防認知症対応型共同生活介護

総
合
事
業

総合事業サービス 29 4 0 33 （2.1）

内
訳

訪問型サービス 10 1 11 （0.7）
通所型サービス 10 10 （0.6）
生活支援
介護予防ケアマネジメント 9 3 12 （0.7）

⑨　その他 228 67 4 299 9.8 ①～⑧以外のもの
合　 計（①～⑨） 2,344 634 58 3,036 100.0
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3 サービス提供、保険給付に関する苦情の状況
「サービス提供、保険給付」に関する苦情は、介護サービスの質に直接かかわることから、

47種類のサービスごとに分類した。� （表４）

さらに、苦情内容別に「サービスの質」「従事者の態度」「管理者等の対応」「説明・情報の
不足」「具体的な被害・損害」「利用者負担」「契約・手続関係」「その他」の８項目に分類し、
サービス種類別の状況を表した。� （図10、表５）

（1）　サービス提供、保険給付に関するサービス種類別にみた苦情の状況� （図8・９、表4）

サービス提供、保険給付に関する苦情1,604件のうち、平成29年度最も苦情件数の多いサー
ビスの種類は、居宅サービス・施設サービスでは居宅介護支援の328件（20.4％）、次いで訪

問介護の216件（13.5％）の順となっている。
また、地域密着型サービス・介護予防サービス・介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総
合事業サービス」という。）では、介護予防支援が44件（2.7％）、次いで認知症対応型共同生

活介護が41件（2.6％）の順となっている。
全てのサービスの3年間の推移をみると、通所介護、介護老人福祉施設は件数、構成割合と
もに減少傾向にある。一方、介護予防支援は増加傾向にある。

図８　サービス提供、保険給付に関するサービス種類別の苦情件数
（居宅サービス・施設サービス） （単位：件）
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図９　サービス提供、保険給付に関するサービス種類別の苦情件数
（地域密着型サービス・介護予防サービス・総合事業サービス） （単位：件）
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〈表４〉　サービス提供、保険給付に関するサービス種類別の苦情の年度別推移
� （単位：件・％）

区　分 27年度 28年度 29年度
件 構成比 件 構成比 件 構成比

要
介
護
（
介
護
サ
ー
ビ
ス
）

居
宅
サ
ー
ビ
ス

居宅介護支援 314 20.0 354 21.5 328 20.4 
訪問介護 191 12.2 236 14.3 216 13.5 
訪問入浴介護 8 0.5 8 0.5 12 0.7 
訪問看護 46 2.9 39 2.4 70 4.4 
訪問リハビリテーション 7 0.4 6 0.4 7 0.4 
居宅療養管理指導 5 0.3 6 0.4 7 0.4 
通所介護 181 11.6 172 10.4 153 9.5 
通所リハビリテーション 23 1.5 20 1.2 32 2.0 
短期入所生活介護 83 5.3 82 5.0 67 4.2 
短期入所療養介護 9 0.6 8 0.5 4 0.2 
特定施設入居者生活介護 137 8.7 128 7.8 140 8.7 
福祉用具貸与 15 1.0 19 1.2 13 0.8 
特定福祉用具販売 2 0.1 6 0.4 1 0.1 
住宅改修費 12 0.8 6 0.4 12 0.7 

施
設
サ
ー
ビ
ス

介護老人福祉施設 229 14.6 201 12.2 196 12.2 
介護老人保健施設 114 7.3 121 7.3 118 7.4 
介護療養型医療施設 10 0.6 4 0.2 3 0.2 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 8 0.5 5 0.3 3 0.2 
夜間対応型訪問介護 2 0.1 2 0.1 
地域密着型通所介護 − − 19 1.2 21 1.3 
認知症対応型通所介護 6 0.4 5 0.3 8 0.5 
小規模多機能型居宅介護 15 1.0 23 1.4 30 1.9 
認知症対応型共同生活介護 61 3.9 51 3.1 41 2.6 
地域密着型特定施設入居者生活介護 2 0.1 7 0.4 2 0.1 
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 1 0.1 5 0.3 6 0.4 
複合型サービス 9 0.5 2 0.1 

要
支
援
（
予
防
サ
ー
ビ
ス
）

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス

介護予防支援 33 2.1 40 2.4 44 2.7 
介護予防訪問介護 11 0.7 27 1.6 7 0.4 
介護予防訪問入浴介護
介護予防訪問看護 2 0.1 
介護予防訪問リハビリテーション
介護予防居宅療養管理指導 1 0.1 
介護予防通所介護 15 1.0 14 0.8 15 0.9 
介護予防通所リハビリテーション 2 0.1 3 0.2 3 0.2 
介護予防短期入所生活介護 4 0.3 3 0.2 
介護予防短期入所療養介護 1 0.1 1 0.1 
介護予防特定施設入居者生活介護 5 0.3 2 0.1 
介護予防福祉用具貸与 3 0.2 3 0.2 
特定介護予防福祉用具販売 2 0.1 
介護予防住宅改修費 2 0.1 3 0.2 3 0.2 
介護予防認知症対応型通所介護
介護予防小規模多機能型居宅介護
介護予防認知症対応型共同生活介護 1 0.1 1 0.1 

総
合
事
業

訪問型サービス 4 0.3 3 0.2 11 0.7 
通所型サービス 1 0.1 7 0.4 10 0.6 
生活支援
介護予防ケアマネジメント 4 0.3 3 0.2 12 0.7 

合計 1,567 100.0 1,650 100.0 1,604 100.0 
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（2）サービス提供、保険給付に関する苦情内容別の状況� （図10、表５）

苦情を内容別、サービス種類別に分類すると次のとおりとなる。

①苦情内容別の構成割合

サービス提供、保険給付に関する苦情1,604件のうち、サービスの質36.1％（579件）、従事

者の態度16.9％（271件）、説明・情報の不足16.8％（269件）で６割以上を占めている。平成
28年度と比較すると、サービスの質が増加した。

②苦情内容別にみたサービス種類別の件数� （表５）

� （同種のサービスを便宜的に統合して20種類に分類）

苦情内容別件数の最も多いサービスの質への苦情は579件であり、内訳を見ると、居宅介護

支援・介護予防支援・介護予防ケアマネジメントが141件（24.4％）、次いで介護老人福祉施設・

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護が85件（14.7％）である。
従事者の態度への苦情は271件であり、内訳をみると居宅介護支援・介護予防支援・介護予

防ケアマネジメントが98件（36.2％）と４割近くを占めている。
説明・情報の不足への苦情は269件であり、内訳を見ると居宅介護支援・介護予防支援・介

護予防ケアマネジメントが92件（34.2％）、次いで訪問介護・介護予防訪問介護・総合事業訪

問型サービスが37件（13.8％）である。

図10　苦情内容別の割合 （単位：％）

平成28年度苦情内容別の割合
（1,650件）

平成29年度苦情内容別の割合
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（1,567件）
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〈表５〉　平成29年度　サービス提供、保険給付に関するサービス種類別の苦情内容別の状況
� （単位　上段：件　下段：％）

区　分

サ
ー
ビ
ス
の
質

従
事
者
の
態
度

管
理
者
等
の
対
応

説
明
・
情
報
の
不
足

具
体
的
な
被
害
・
損
害

利
用
者
負
担

契
約
手
続
関
係

そ
の
他

合
　
計

合　計
579 271 177 269 110 33 72 93 1,604

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
居宅介護支援
介護予防支援
介護予防ケアマネジメント

141 98 11 92 5 5 15 17 384
24.4 36.3 6.2 34.2 4.5 15.2 20.8 18.3 24.0 

訪問介護
介護予防訪問介護
総合事業訪問型サービス

64 41 36 37 18 4 13 21 234
11.1 15.1 20.3 13.8 16.4 12.1 18.1 22.6 14.6 

訪問入浴介護
介護予防訪問入浴介護

4 3 2 1 2 12
0.7 1.1 1.8 3.0 2.2 0.7 

訪問看護
介護予防訪問看護

39 8 3 4 5 8 5 72
6.7 3.0 1.7 1.5 4.5 11.1 5.4 4.5 

訪問リハビリテーション
介護予防訪問リハビリテーション

1 3 2 1 7
0.2 1.1 0.7 1.1 0.4 

居宅療養管理指導
介護予防居宅療養管理指導

1 2 2 2 7
0.2 0.7 0.7 2.8 0.4 

通所介護
介護予防通所介護
認知症対応型通所介護
介護予防認知症対応型通所介護
地域密着型通所介護
総合事業通所型サービス

53 31 37 31 24 5 9 17 207

9.2 11.4 20.9 11.5 21.8 15.2 12.5 18.3 12.9 

通所リハビリテーション
介護予防通所リハビリテーション

6 5 9 6 2 1 1 5 35
1.0 1.8 5.1 2.2 1.8 3.0 1.4 5.4 2.2 

短期入所生活介護
介護予防短期入所生活介護

28 7 10 9 9 3 3 1 70
4.8 2.6 5.6 3.3 8.2 9.1 4.2 1.1 4.4 

短期入所療養介護
介護予防短期入所療養介護

2 2 4
0.3 0.7 0.2 

特定施設入居者生活介護
介護予防特定施設入居者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護

65 9 29 10 17 2 7 3 142
11.2 3.3 16.4 3.7 15.5 6.1 9.7 3.2 8.9 

福祉用具貸与
介護予防福祉用具貸与
特定福祉用具販売
特定介護予防福祉用具販売

4 1 6 2 1 14

0.7 0.4 2.2 2.8 1.1 0.9 

住宅改修費
介護予防住宅改修費

3 1 6 1 2 2 15
0.5 0.4 2.2 0.9 6.1 2.2 0.9 

介護老人福祉施設
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

85 39 16 28 18 2 6 8 202
14.7 14.4 9.0 10.4 16.4 6.1 8.3 8.6 12.6 

介護老人保健施設
49 14 9 27 5 7 2 5 118
8.5 5.2 5.1 10.0 4.5 21.2 2.8 5.4 7.4 

介護療養型医療施設
2 1 3

0.3 0.4 0.2 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護

1 2 1 1 5
0.4 0.7 1.4 1.1 0.3 

小規模多機能型居宅介護
介護予防小規模多機能型居宅介護

19 3 4 2 2 30
3.3 1.1 2.3 0.7 2.8 1.9 

認知症対応型共同生活介護
介護予防認知症対応型共同生活介護

13 4 11 3 4 1 1 4 41
2.2 1.5 6.2 1.1 3.6 3.0 1.4 4.3 2.6 

複合サービス
2 2

1.1 0.1 
（注）各サービス別の苦情内容はＰ224 ～Ｐ226（様式６）参照
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（3）サービス提供、保険給付に関するサービス種類別の苦情の発生状況� （表６、図11）

介護サービスの利用件数と苦情件数の関係に着目し、ここでは苦情件数を「苦情発生率」※
によって表した。苦情の発生率が同じであっても、利用件数が多ければ、発生件数が大きくな
るため表６では、苦情の発生率に着目し整理した。
苦情発生率は、施設サービスが最も高く3.56件である。居宅サービスは、利用頻度が高いた

め苦情件数は最も多いが、苦情発生率は0.90件にとどまる。
また、全てのサービスにおける苦情発生率の３か年の推移をみると、短期入所生活介護、介
護老人福祉施設、定期巡回・随時対応型訪問介護看護等が減少傾向にある。

※「苦情発生率」利用件数10,000件当たりの苦情件数＝苦情件数÷（利用件数÷10,000件）
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〈表６〉サービス提供、保険給付に関するサービス種類別の苦情件数・利用件数と苦情発生率
� （単位：件・％）

区分
平成29年度苦情件数

利用件数 事業者数
苦情発生率（件／対１万件）※

構成比 27年度 28年度 29年度

要
介
護
（
介
護
サ
ー
ビ
ス
）

居宅サービス計 1,062 66.2 11,760,790 16,415 0.91 0.97 0.90 
　居宅介護支援 328 20.4 2,885,107 3,554 1.15 1.26 1.14 
　訪問介護 216 13.5 1,495,543 3,063 1.30 1.59 1.44 
　訪問入浴介護 12 0.7 117,800 162 0.63 0.66 1.02 
　訪問看護 70 4.4 698,710 1,059 0.79 0.61 1.00
　訪問リハビリテーション 7 0.4 91,981 265 0.84 0.69 0.76
　居宅療養管理指導 7 0.4 2,221,177 4,276 0.03 0.03 0.03
　通所介護 153 9.5 1,226,285 1,549 1.06 1.45 1.25
　通所リハビリテーション 32 2.0 300,304 368 0.82 0.68 1.07
　短期入所生活介護 67 4.2 269,825 566 3.16 3.08 2.48
　短期入所療養介護 4 0.2 35,693 196 2.46 2.21 1.12
　特定施設入居者生活介護 140 8.7 474,801 763 3.22 2.86 2.95
　福祉用具貸与 13 0.8 1,943,564 594 0.08 0.10 0.07
　特定福祉用具販売 1 0.1 ― ― ― ― ―
　住宅改修費 12 0.7 ― ― ― ― ―
施設サービス計 317 19.8 890,536 760 4.10 3.73 3.56
　介護老人福祉施設 196 12.2 562,516 510 4.36 3.71 3.48
　介護老人保健施設 118 7.4 269,840 197 4.24 4.49 4.37
　介護療養型医療施設 3 0.2 58,180 53 1.51 0.64 0.52
地域密着型サービス計 115 7.2 933,774 3,281 3.04 1.35 1.23
　定期巡回・随時対応型訪問介護看護 3 0.2 17,932 86 5.30 3.14 1.67
　夜間対応型訪問介護 2 0.1 25,573 34 0.69 0.78
　地域密着型通所介護 21 1.3 607,390 1,836 ― 0.32 0.35
　認知症対応型通所介護 8 0.5 103,565 411 0.56 0.47 0.77
　小規模多機能型居宅介護 30 1.9 42,175 215 4.34 6.07 7.11
　認知症対応型共同生活介護 41 2.6 121,708 628 5.35 4.34 3.37
　地域密着型特定施設入居者生活介護 2 0.1 1,639 9 12.49 42.55 12.20
　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 6 0.4 8,458 31 1.32 6.31 7.09
　複合型サービス 2 0.1 5,334 31 21.63 3.75

要
支
援
（
予
防
サ
ー
ビ
ス
）

介護予防サービス計 77 4.8 1,467,356 5,538 0.29 0.50 0.52
　介護予防支援 44 2.7 570,041 410 0.32 0.53 0.77
　介護予防訪問介護 7 0.4 33,214 90 0.23 1.18 2.11
　介護予防訪問入浴介護 548 36
　介護予防訪問看護 2 0.1 93,246 880 0.21
　介護予防訪問リハビリテーション 11,931 180
　介護予防居宅療養管理指導 159,888 1,991 0.07
　介護予防通所介護 15 0.9 44,819 116 0.31 0.56 3.35
　介護予防通所リハビリテーション 3 0.2 66,387 334 0.37 0.50 0.45
　介護予防短期入所生活介護 3 0.2 4,955 215 8.70 6.05
　介護予防短期入所療養介護 387 15 24.51 27.47
　介護予防特定施設入居者生活介護 58,864 576 1.00 0.38
　介護予防福祉用具貸与 419,552 540 0.09 0.08
　特定介護予防福祉用具販売 ― ― ― 53.48 ―
　介護予防住宅改修費 3 0.2 ― ― ― 12.34 ―
　介護予防認知症対応型通所介護 329 20
　介護予防小規模多機能型居宅介護 2,882 110 10.66
　介護予防認知症対応型共同生活介護 313 25

総
合
事
業

総合事業サービス計 33 2.1 1,722,627 10,175 0.74 0.19 0.31
　訪問型サービス 11 0.7 489,027 3,465 0.76 0.10 0.22
　通所型サービス 10 0.6 579,747 3,511 0.15 0.21 0.17
　生活支援
　介護予防ケアマネジメント 12 0.7 653,853 3,199 ― ― 0.18

合　　計 1,604 100.0 16,775,083 36,169 1.03 1.05 0.99
※「苦情発生率」：利用件数１万件当たりの苦情件数＝苦情件数÷〈利用件数÷10,000件〉

（注１）苦情件数は、平成29年４月から平成30年３月までの累計件数である。
（注２）利用件数は、国保連の29年度介護給付費実績である（平成29年４月～平成30年３月サービス提供月の利用件数累計）。
（注３）事業者数は、国保連の平成30年３月サービス提供分の介護給付費実績である（実際に支払を行った事業所数）。
（注４）苦情の発生率は、苦情件数を利用件数（対１万件）で除して算出したもので、あくまで参考の値である。
（注５）苦情発生率は小数点第３位四捨五入としている。



Ⅱ　東京都全体における苦情の状況について

31

Ⅱ

図11　サービス提供、保険給付に関するサービス種類別の苦情件数と苦情発生率
（居宅サービス・施設サービス・地域密着型サービス）
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4 対応状況

（１）相談窓口機関別の対応状況� （表７、図12）

全体でみると、申立人に説明・助言が2,099件（69.1％）、事業所への指導等が535件（17.6％）、�
他機関を紹介等が145件（4.8％）、その他が257件（8.5％）となっている。
なお、その他は、意見を傾聴するにとどめたもの等である。
相談窓口機関別に対応状況を見ると、区市町村は申立人に説明・助言が66.3％、事業所へ

の指導等の21.5％となっており、国保連では申立人に説明・助言が80.4％、事業所への指導等

が4.7％となっている。東京都については、申立人に説明・助言が60.3％、他機関を紹介等が
37.9％となっている。

� 〈表７〉　平成29年度　対応状況（相談窓口機関別）　　　　　（単位：件・％）

区　　　分 区市町村 国保連 東京都 合　計
構成比 構成比 構成比 構成比

申立人に説明・助言 1,554 66.3 510 80.4 35 60.3 2,099 69.1 
事業所への指導等 505 21.5 30 4.7 535 17.6 
他機関を紹介等 34 1.5 89 14.0 22 37.9 145 4.8 
その他 251 10.7 5 0.8 1 1.7 257 8.5 

合　計 2,344 100.0 634 100.0 58 100.0 3,036 100.0 

図12　平成29年度　対応状況（相談窓口機関別） （単位：％）
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（２）苦情の分類項目別にみた対応状況� （表８、図13）

９項目の苦情分類項目別の対応状況は、次のとおりである。
このうち、保険料に関するものについては、申立人に説明・助言することでほとんどの対応
が完結している。

� 〈表８〉　平成29年度　苦情の分類項目別の対応状況　　　　　　（単位：件）

区　　　　分
申立人に

説明・助言
事業所への

指導等
他機関を紹介 その他 合　計

要介護認定 98 31 4 15 148

保険料 738 2 17 757

ケアプラン 7 4 1 1 13

サービス供給量 8 3 3 14

介護報酬 23 7 5 1 36

その他制度上の問題 74 5 6 4 89

行政の対応 55 4 8 9 76

サービス提供、保険給付 932 424 95 153 1,604

その他 164 57 24 54 299

合　計 2,099 535 145 257 3,036

図13　平成29年度　苦情の分類項目別の対応状況 （単位：％）
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1 要介護認定� （Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表２・３・８、図６・７・13参照）

被保険者が介護保険のサービスを利用するためには、区市町村による要介護認定を受ける必
要がある。
要介護状態区分（要介護１～５・要支援１～２）ごとにサービスの支給限度額が決められる
ことから、要介護状態区分や認定調査に対する不満が多くみられる。

保険料� （Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表２・３・８、図６・７・13参照）

１号被保険者（65歳以上）の保険料は、前年度中の所得や課税の状況によって、その負担能
力に応じたものとすることとされている（賦課方式）。
また、保険料の徴収方法は、特別徴収（年金天引き）と普通徴収（納付通知により被保険者
が支払う）がある。
２号被保険者（40歳～ 64歳）の保険料は、保険者の財政力に応じて負担額が変わる「総報
酬割」により（国民健康保険は別途定められている）、医療保険の保険料と合わせて徴収される。

苦情事例

●要介護状態区分に対する不満
　・認定結果に納得できない。
　・状態に変化がないのに、要介護度が軽度になったことに不満がある。
●認定調査に対する不満
　・認定調査員の聞き取りが不十分だったため状態を詳しく伝えられなかった。
　・認定調査員の言動に傷ついた。
　・認定調査員の態度が横柄である。
●手続に対する不満
　・更新勧奨説明文が分かりにくい。
　・認定結果が届くのが遅い。

2

苦情事例

●保険料に対する不満
　・保険料が高い。
　・介護保険を利用しないので、保険料は払いたくない。
●徴収に関する不満
　・特別徴収（年金天引き）をしないでほしい。
　・通知書の内容がわかりにくい。
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Ⅲ　東京都全体における苦情を分類項目別にした状況について

Ⅲ

3 ケアプラン� （Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表２・３・８、図６・７・13参照）

要介護認定を経て利用者が在宅で介護サービスを利用するには、ケアプランの作成が必要で
ある。
ケアプランは、利用者が契約した居宅介護支援事業所の介護支援専門員（ケアマネジャー）
が、利用者の心身の状況や家族の要望等に応じて作成する居宅サービス計画である。介護支援
専門員は、必要なサービスが継続して提供されるようケアプランに基づきサービス事業所と連
絡調整を行う（他に自己作成の場合もある）。

※�この項でのケアプランに関する苦情は、ケアプランの制度上の問題等であり、個別のプラン
に関する苦情は、「８サービス提供、保険給付」⑴居宅介護支援（Ｐ.39参照）に分類している。

サービス供給量�（Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表２・３・８、図６・７・13参照）

介護サービスについては、要介護者等の実態やサービス利用状況を踏まえて、地域に必要な
サービス供給量を確保する必要がある。　
苦情事例からは、介護保険サービスの利用希望があっても、なかなか利用や入所ができない
等の苦情が寄せられている。

苦情事例

●ケアプランに関する不満
　・‌�同居の家族がいる場合はケアプランに生活援助を入れてもらえないことに、納得

できない。

4

苦情事例

●事業者・施設の不足に対する不満
　・利用したい介護サービス事業所が自宅の近くにない。
　・施設入所の待機期間が長い。
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5 介護報酬� （Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表２・３・８、図６・７・13参照）

介護報酬は、サービス事業者や介護保険施設が介護サービスを提供した場合に、その対価と
なる報酬である。

その他制度上の問題�（Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表２・３・８、図６・７・13参照）

介護保険が施行されて18年が経過し、その間、介護報酬及び保険料の改定や介護予防サービ
ス、地域密着型サービスの導入、地域包括支援センターの創設、介護予防・日常生活支援総合
事業の実施など制度の充実に向けた施策が講じられている。

苦情事例

●介護報酬に関する不満
　・事業所がサービス提供していないにもかかわらず介護報酬を請求している。

6

苦情事例

●制度に対する不満
　・一定以上所得者の利用者負担が２割になってしまったことに納得できない。
　・同居している家族がいる場合、利用するサービスに制約があるのが不満である。
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Ⅲ　東京都全体における苦情を分類項目別にした状況について

Ⅲ

7 行政の対応� （Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表２・３・８、図６・７・13参照）

高齢者に関わる施策は、介護保険法、老人福祉法や高齢者の医療の確保に関する法律、その
他多くの法律・保健・福祉施策との関連で成り立っていることから、行政の対応窓口は異なる
場合が多い。
介護保険をみても、要介護認定・保険料・介護サービスに関わる苦情相談、事業者の指導や
支援等多くの業務にわたるため区市町村によって実施体制が異なる。
そのため、利用者や家族から見ると、窓口等での対応が必ずしも十分とは言えない場合もあ
り、ときには情報の提供不足・説明不足などから苦情に繋がることもある。

サービス提供、保険給付�（Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表２・３・８、図６・７・13参照）

サービス提供、保険給付に関する苦情は、1,604件であった。以下にサービス種類別に、苦
情件数、事業者及び利用者の状況、事例からみた苦情の傾向を示した。

（１）　居宅介護支援� （Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表３・４・５・６、図８・11　Ⅷ資料等：様式５・６参照）

居宅介護支援事業所の介護支援専門員は利用者宅へ月１回以上訪問し、１か月に１回のモニ
タリング結果を記録することが義務づけられている。介護支援専門員は要介護者からの相談に
応じ、心身の状況や要介護度によって異なる支給限度額を踏まえてケアプランを作成してお
り、適切なサービスを提供する上で重要な役割を担う。
ケアマネジメントを行う居宅介護支援は、利用者のニーズに応じ適切なサービスを総合的か
つ効果的に提供するための「要」である。

苦情事例

●窓口等での職員の対応に関する不満
　・窓口職員が親身になって相談に乗ってくれなかった。
　・関係する部署の連携ができていない。
　・対応する職員によって回答が異なるのはおかしい。

8
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○事業者及び利用者の状況（図14・15）

・‌�平成30年３月の事業者数は3,554で、総事業者数33,003の10.8％を占め、前年度（3,528事
業者）と比較すると26事業者（0.7％）増加した。
・平成30年３月の利用者数は242,283人で前年度（236,939人）と比べ5,344人（2.3％）増加
　した。
・要介護度別の利用状況は、例年とほぼ同様の割合を示している。

（注）月途中で要介護度が変更になった場合の利用者数は、重複計上される。以降も同様。

（注）「（　）」の利用者数は、要支援1、2の人数を含む。以降も同様。
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図14　居宅介護支援事業者数及び利用者数の推移
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図15　居宅介護支援利用者の状況 （単位　上段：人　下段：％）
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Ⅲ　東京都全体における苦情を分類項目別にした状況について

Ⅲ

○苦情内容の状況（図16）

・‌�苦情件数は328件で、サービス提供、保険給付に関する苦情1,604件の20.4％を占めている。
・‌�苦情内容別にみると、前年度に比べサービスの質に関する苦情が25件増加している。ま
た、従事者の態度、具体的な被害・損害及びその他に関する苦情については減少傾向にあ
る。

図16　居宅介護支援の苦情内容 （単位　上段：件　下段：％）
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（２）訪問介護� （Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表３・４・５・６、図８・11　Ⅷ資料等：様式５・６参照）

訪問介護は訪問介護計画に基づき、訪問介護員等が居宅で入浴・排泄・食事等その他日常生
活上の介護をとおし要介護者の自立を支援するものである。

○事業者及び利用者の状況（図17・18）

　・‌�平成30年３月の事業者数は3,063で、総事業者数33,003の9.3％を占め、前年度（3,078事業
者）と比較すると15事業者（0.5％）減少した。

　・平成30年３月の利用者数は124,713人で前年度（124,492人）と比べ221人（0.2％）増加した。
　・要介護度別の利用状況は、例年とほぼ同様の構成比となっている。

図17　訪問介護事業者数及び利用者数の推移
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図18　訪問介護利用者の状況 （単位　上段：人　下段：％）
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Ⅲ　東京都全体における苦情を分類項目別にした状況について

Ⅲ

○苦情内容の状況（図19）

・‌�苦情件数は216件で、サービス提供、保険給付1,604件に関する苦情の13.5％を占めてい
る。
・‌�苦情内容別にみると、サービスの質、従事者の態度、説明・情報の不足、具体的な被害・
損害及び利用者負担に関する苦情が前年度と比べ減少している。一方、管理者等の対応や
契約・手続関係に関する苦情については前年度と比較すると件数、割合ともに増加してい
る。

図19　訪問介護の苦情内容 （単位　上段：件　下段：％）
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（３）訪問入浴介護� （Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表３・４・５・６、図８・11　Ⅷ資料等：様式５・６参照）

訪問入浴介護は、居宅における入浴の援助を行うことによって、身体の清潔保持、心身機能
の維持等を図るものである。

○事業者及び利用者の状況（図20・21）

　・‌�平成30年３月の事業者数は162で、総事業者数33,003の0.5％を占め、前年度（170事業者）
と比較すると８事業者（4.7％）減少した。

　・平成30年３月の利用者数は9,770人で前年度（10,056人）と比べ286人（2.8％）減少している。
　・要介護度別の利用状況は、例年同様要介護４と要介護５で８割以上を占めている。

図20　訪問入浴介護事業者数及び利用者数の推移
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図21　訪問入浴介護利用者の状況 （単位　上段：人　下段：％）
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Ⅲ　東京都全体における苦情を分類項目別にした状況について

Ⅲ

○苦情内容の状況（図22）

　・苦情件数は12件でサービス提供、保険給付に関する苦情1,604件の0.7％を占める。
　・‌�苦情件数は前年度と比較して４件増加し、平成29年度についてはこれまで寄せられていた

説明・情報の不足に関する苦情はなかった。
　・‌�苦情内容別にみると、サービスの質に関する苦情が前年度と比べ減少している。一方、従

事者の態度、具体的な被害・損害、利用者負担に関する苦情が増加している。

図22　訪問入浴介護の苦情内容 （単位　上段：件　下段：％）
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（４）訪問看護・訪問リハビリテーション・居宅療養管理指導
� （Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表３・４・５・６、図８・11　Ⅷ資料等：様式５・６参照）

訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導は、医療系の在宅サービスで、医学
的管理のもとで療養生活が必要な要介護者にとって重要なサービスである。

①　訪問看護

訪問看護は、訪問看護計画に基づき居宅で看護職員等が要介護者の療養上の世話や、診療の
補助を行い、心身の機能の維持回復及び生活機能の維持又は向上を目指すものである。
また、在宅ターミナルケアへの対応も図られている。

○事業者及び利用者の状況（図23・24）

　・‌�平成30年３月の事業者数は1,059で、総事業者数33,003の3.2％を占め、前年度（995事業者）
と比較すると64事業者（6.4％）増加した。

　・平成30年３月の利用者数は60,398人で前年度（55,636人）と比べ4,762人（8.6％）増加した。
　・要介護度別の利用状況では、要介護１、要介護２の利用者の割合が増加傾向にある。

図23　訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導の事業者数・利用者数の推移
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Ⅲ　東京都全体における苦情を分類項目別にした状況について

Ⅲ

○苦情内容の状況（図25）

　・苦情件数は70件でサービス提供、保険給付に関する苦情1,604件の4.4％を占める。
　・‌�苦情内容別にみると、サービスの質に関する苦情が前年度と比較すると大幅に増加してお

り、説明・情報の不足に関する苦情は減少した。
　　　　　　　　　　　

図24　訪問看護利用者の状況 （単位　上段：人　下段：％）
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図25　訪問看護の苦情内容 （単位　上段：件　下段：％）
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②　訪問リハビリテーション

訪問リハビリテーションは、利用者の生活機能の維持又は向上を目指し、居宅において理学療
法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行い、心身の機能の維持回復を図るものである。

○事業者及び利用者の状況（図23・26）

　・‌�平成30年３月の事業者数は265で、総事業者数33,003の0.8％を占め、前年度（255事業者）
と比較すると10事業者（3.9％）増加した。

　・平成30年３月の利用者数は7,787人で前年度（7,414人）と比べ373人（5.0％）増加した。

○苦情内容の状況（図27）

　・苦情件数は７件でサービス提供、保険給付に関する苦情1,604件の0.4％を占める。
　・‌�苦情の内容別にみると、29年度は介護サービスに関する苦情が減少し、従事者の態度に関

する苦情が増加した。

図26　訪問リハビリテーション利用者の状況 （単位　上段：人　下段：％）
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図27　訪問リハビリテーションの苦情内容 （単位　上段：件　下段：％）
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Ⅲ　東京都全体における苦情を分類項目別にした状況について

Ⅲ

③　居宅療養管理指導 
居宅療養管理指導は、通院困難な在宅の要介護者に対し、医師、歯科医師、薬剤師等が自宅
を訪問し、心身の状況や環境等を把握し、療養上必要な管理・指導を行うサービスである。
医師及び歯科医師の行う居宅療養管理指導については、サービス担当者会議への参加もしく
は文書等により、ケアプランの策定等に必要な情報提供を行うこととなっている。

○事業者及び利用者の状況（図23・28）

　・‌�平成30年３月の事業者数は4,276で、総事業者数33,003の13.0％を占め、前年度（3,912事
業者）と比較すると364事業者（9.3％）増加した。

　・�平成30年３月の利用者数は193,192人で前年度（177,766人）と比べ15,426人（8.7％）増
加した。

　・要介護度別の利用状況では、要介護１の利用者の割合が増加している。

図28　居宅療養管理指導利用者の状況 （単位　上段：人　下段：％）
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○苦情内容の状況（図29）

　・苦情件数は７件でサービス提供、保険給付に関する苦情1,604件の0.4％を占める。

図29　居宅療養管理指導の苦情内容 （単位　上段：件　下段：％）
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Ⅲ　東京都全体における苦情を分類項目別にした状況について

Ⅲ

（５）通所サービス（通所介護・通所リハビリテーション）
� （Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表３・４・５・６、図８・11　Ⅷ資料等：様式５・６参照）

通所サービスは、利用者の生活機能の維持又は向上を目指し、通所介護事業所等において必
要な日常生活上の世話と機能訓練を行うことにより、社会的孤立感の解消、心身機能の維持及
び利用者家族の介護負担軽減を図るサービスである。

①　通所介護

通所介護は、居宅から通所して、入浴、排泄、食事等の介護、その他日常生活上の世話と機
能訓練を提供するサービスである。

○事業者及び利用者の状況（図30・31）

　・‌�平成30年3月の事業者数は1,549で、総事業者数33,003の4.7％を占め、前年度（1,548事業者）
と比較すると１事業者（0.1％）増加した。

　・�平成30年3月の利用者数は102,941人で前年度（99,211人）と比べ3,730人（3.8％）増加した。
　・‌�なお、平成28年４月１日から通所介護事業所のうち、事業所の利用定数が19人未満の事業

所については「地域密着型通所介護事業所※」となった。
　　※地域密着型通所介護事業所についてはＰ.69 ～Ｐ.71参照

　　　通所介護事業者数
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図30　通所サービス事業者数・利用者数の推移
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○苦情内容の状況（図32）

　・苦情件数は153件でサービス提供、保険給付に関する苦情1,604件の9.5％を占める。
　・‌�苦情内容別にみると、前年度と比較し従事者の態度、具体的な被害・損害及びその他に関

する苦情が増加した。

②　通所リハビリテーション

通所リハビリテーションは、介護老人保健施設、病院、診療所等の医療系施設において、心
身の機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるための理学療法、作業療法等のリハビリ
テーションを提供するサービスである。

図31　通所介護利用者の状況 （単位　上段：人　下段：％）
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図32　通所介護の苦情内容 （単位　上段：件　下段：％）
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Ⅲ　東京都全体における苦情を分類項目別にした状況について

Ⅲ

○事業者及び利用者の状況（図30・33）

　・‌�平成30年３月の事業者数は368で、総事業者数33,003の1.1％を占め、前年度（363事業者）
と比較すると５事業者（1.4％）増加した。

　・平成30年３月の利用者数は24,693人で前年度（24,465人）と比べ228人（0.9％）増加した。

○苦情内容の状況（図34）

　・苦情件数は32件でサービス提供、保険給付に関する苦情1,604件の2.0％を占める。
　・苦情内容別にみると、管理者等の対応に関する苦情が９件（28.1％）と最も多くなっている。

図33　通所リハビリテーション利用者の状況 （単位　上段：人　下段：％）
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図34　通所リハビリテーションの苦情内容 （単位　上段：件　下段：％）
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（６）短期入所サービス（短期入所生活介護・短期入所療養介護）
� （Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表３・４・５・６、図８・11　Ⅷ資料等：様式５・６参照）

短期入所サービスは、一時的に居宅において日常生活を営むのに支障がある者等を対象とし
たサービスである。

①　短期入所生活介護

短期入所生活介護は、介護老人福祉施設等への短期入所者に対し、入浴、排泄、食事等の介
護その他日常生活上の世話と機能訓練を行うサービスである。

○事業者及び利用者の状況（図35・36）

　・‌�平成30年３月の事業者数は566で、総事業者数33,003の1.7％を占め、前年度（551事業者）
と比較すると15事業者（2.7％）増加した。

　・平成30年３月の利用者数は22,377人で前年度（21,948人）と比べ429人（2.0％）増加した。
　・要介護度別の利用状況は、例年とほぼ同様の構成比となっている。
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図35　短期入所生活介護事業者数及び利用者数の推移
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Ⅲ　東京都全体における苦情を分類項目別にした状況について

Ⅲ

○苦情内容の状況（図37）

　・苦情件数は67件でサービス提供、保険給付に関する苦情1,604件の4.2％を占める。
　・苦情内容別にみると、前年度と比較しサービスの質に関する苦情が13件増加している。

図36　短期入所生活介護利用者の状況 （単位　上段：人　下段：％）
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図37　短期入所生活介護の苦情内容 （単位　上段：件　下段：％）
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②　短期入所療養介護 
短期入所療養介護は、介護老人保健施設、介護療養型医療施設等への短期入所者に対し、看
護、医学的管理のもとに介護と機能訓練等の日常生活上の支援を行うサービスである。

○事業者及び利用者の状況（図38・39）

　・平成30年３月の事業者数は196で、総事業者数33,003の0.6％を占める。
　・平成30年３月の利用者数は2,801人で前年度（2,878人）から77人（2.7％）減少した。
　・要介護度別の利用状況は、例年とほぼ同様の構成比となっている。

図38　短期入所療養介護事業者数及び利用者数の推移
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図39　短期入所療養介護利用者の状況 （単位　上段：人　下段：％）
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Ⅲ　東京都全体における苦情を分類項目別にした状況について

Ⅲ

○苦情内容の状況（図40）

　・苦情件数は４件でサービス提供、保険給付に関する苦情1,604件の0.2％を占める。
　・苦情内容別にみると、29年度はサービスの質及び説明・情報の不足のみであった。

図40　短期入所療養介護の苦情内容 （単位　上段：件　下段：％）
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（７）特定施設入居者生活介護
� ( Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表３・４・５・６、図８・11　Ⅷ資料等：様式５・６参照）

特定施設入居者生活介護（以下「特定施設」という。）は、有料老人ホーム等に入所する要
介護者等に対し、特定施設サービス計画に基づき入浴、排泄、食事等の介護、機能訓練及びそ
の他日常生活上・療養上の支援を行うサービスである。
特定施設の指定が受けられるものとして、有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホー
ム（ケアハウス）があるが、施設により、入居金の価格や医療対応、サービス提供方法等が様々
な形態をとっている。

○事業者及び利用者の状況（図41・42）

　・‌�平成30年３月の事業者数は763、総事業者数33,003の2.3％を占め、前年度（725事業者）
と比較すると38事業者（5.2％）増加した。

　・‌�平成30年３月の利用者数は40,627人で前年度（38,700人）と比べ1,927人（5.0％）増加した。
　・‌�要介護度別の利用状況は、例年とほぼ同様の構成比となっている。
　　

図41　特定施設入居者生活介護事業者数及び利用者数の推移
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Ⅲ　東京都全体における苦情を分類項目別にした状況について

Ⅲ

○苦情内容の状況（図43）

　・‌�苦情件数は140件でサービス提供、保険給付に関する苦情1,604件の8.7％を占める。
　・‌�苦情内容別にみると、サービスの質に関する苦情が63件と最も多く、次に管理者等の対

応に関する苦情が29件と前年度の20件から９件増加している。

図42　特定施設入居者生活介護利用者の状況 （単位　上段：人　下段：％）
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図43　特定施設入居者生活介護の苦情内容 （単位　上段：件　下段：％）
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（８）福祉用具貸与・特定福祉用具販売・住宅改修費
� （Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表３・４・５・６、図８・11　Ⅷ資料等：様式５・６参照）

心身の機能低下等により、日常生活に支障をきたしている要介護者等に対し、福祉用具の貸
与、選定の援助、購入費の支給、住宅改修費用の支給を行うことにより、要介護者等の日常生
活の便宜を図り、自立した生活に向けて支援を行うサービスである。

①　福祉用具貸与

福祉用具貸与については、サービス開始時点において利用者の心身の状況、希望及び環境を
踏まえ適切な福祉用具の選択を支援し、使用方法等の十分な説明を行う必要がある。
また、軽度者に対する貸与については、一定の例外を除き、保険給付の対象から除外されて
いる。

○事業者及び利用者の状況（図44・45）

　・‌�平成30年３月の事業者数は594で、総事業者数33,003の1.8％を占め、前年度（609事業者）
と比較すると15事業者（2.5％）減少した。

　・‌�平成30年３月の利用者数は164,074人で前年度（157,884人）と比べ6,190人（3.9％）増加した。
　・‌�要介護度別の利用状況では、要介護１と要介護２の利用者で半数を占めている。

図44　福祉用具貸与事業者数の推移
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Ⅲ　東京都全体における苦情を分類項目別にした状況について

Ⅲ

 

○苦情内容の状況（図46）

　・‌�苦情件数は13件でサービス提供、保険給付に関する苦情1,604件の0.8％を占める。
　・‌�苦情内容別では、説明・情報の不足に関する苦情が６件と、前年度の９件から３件減少し

ている。　

②　特定福祉用具販売（※）

③　住宅改修費（※）

　※介護給付費実績を基に分析しているため、②、③は分析不可である。

図45　福祉用具貸与利用者の状況 （単位　上段：人　下段：％）
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図46　福祉用具貸与の苦情内容 （単位　上段：件　下段：％）
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（９）　介護保険施設（介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護療養型医療施設）
� （Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表３・４・５・６、図８・11　Ⅷ資料等：様式５・６参照）

①　介護老人福祉施設 
施設サービス計画に基づいて、入浴、排泄、食事などの介護、その他の日常生活を送る上で
必要とされる機能訓練等のサービスを提供する。

○施設及び入所者の状況（図47・48）

　・‌�平成30年３月の施設数は510で、総事業者数33,003の1.5％を占め、前年度（490施設）と
比較すると20施設（4.1％）増加した。

　・‌�平成30年３月の入所者数は47,527人で前年度（45,698人）と比べ1,829人（4.0％）増加した。
　・‌�要介護度別の入所状況では、要介護４及び要介護５の入所者が多く、全体の約７割を占め

る。

図47　介護老人福祉施設数及び入所者数の推移
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Ⅲ　東京都全体における苦情を分類項目別にした状況について

Ⅲ

 

○苦情内容の状況（図49）

　・‌�苦情件数は196件でサービス提供、保険給付に関する苦情1,604件の12.2％を占める。
　・‌�苦情内容別にみると、前年度と比べサービスの質に関する苦情が８件増加している。

図48　介護老人福祉施設入所者の状況 （単位　上段：人　下段：％）
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図49　介護老人福祉施設の苦情内容 （単位　上段：件　下段：％）
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②　介護老人保健施設

施設サービス計画に基づいて、看護、医学的な管理のもとでの介護、機能訓練等必要な医
療、日常生活上のサービスを提供する。

○施設及び入所者の状況（図50・51）

　・‌�平成30年３月の施設数は197で、総事業者数33,003の0.6％を占め、前年度（194施設）と
比較すると３施設（1.5％）増加した。

　・‌�平成30年３月の入所者数は22,876人で、前年度（22,618人）と比べ258人（1.1％）増加した。
　・‌�要介護度別の入所状況は、例年とほぼ同様の構成比となっている。

図50　介護老人保健施設数及び入所者数の推移
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図51　介護老人保健施設入所者の状況 （単位　上段：人　下段：％）
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Ⅲ　東京都全体における苦情を分類項目別にした状況について

Ⅲ

○苦情内容の状況（図52）

　・‌�苦情件数は118件でサービス提供、保険給付に関する苦情1,604件の7.4％を占める。
　・‌�苦情内容別でみると、サービスの質、説明・情報の不足が増加傾向にある。　　　　　　　　　　

図52　介護老人保健施設の苦情内容 （単位　上段：件　下段：％）
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③　介護療養型医療施設　

療養病床を有する病院又は診療所で介護保険適用部分に入院する要介護者に対し、施設サー
ビス計画に基づき、療養上の管理、看護、医学的管理のもとでの介護等の世話、機能訓練等の
必要な医療を提供する。

○施設及び入所者の状況（図53・54）

　・‌�平成30年３月の施設数は53で、総事業者数33,003の0.2％を占め、前年度（58施設）と比
較すると５施設（8.6％）減少した。

　・‌�平成30年３月の入所者数は4,536人で、前年度（5,061人）と比べると525人（10.4％）減少した。
　・‌�要介護度別の入所状況では、要介護５の入所者が６割以上を占めている。

 

図53　介護療養型医療施設数及び入所者数の推移
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図54　介護療養型医療施設入所者の状況 （単位　上段：人　下段：％）
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Ⅲ　東京都全体における苦情を分類項目別にした状況について

Ⅲ

○苦情内容の状況（図55）

　・‌�苦情件数は３件でサービス提供、保険給付に関する苦情1,604件の0.2％を占める。
　・‌�苦情内容別でみると、サービスの質が２件と前年度の１件から１件増加している。

図55　介護療養型医療施設の苦情内容 （単位　上段：件　下段：％）
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（10）地域密着型サービス・介護予防サービス
� （Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表３・４・５・６、図９・11　Ⅷ資料等：様式５・６参照）

①　地域密着型サービス

住み慣れた自宅や地域での生活を継続できるよう、心身の状態や環境に応じてサービス提供
を行う。主なサービスとしては、認知症対応型通所介護、認知症対応型共同生活介護がある。

○事業者及び利用者の状況（図56・57）

　・‌�平成30年３月の事業者数は、前年度の同月と比べ、定期巡回・随時対応型訪問介護看護に
ついては３事業者（3.6％）、小規模多機能型居宅介護については11事業者（5.4％）、認知
症対応型共同生活介護については26事業者（4.3％）、複合型サービスについては９事業者
（40.9％）増加した。

　・‌�平成30年３月の利用者数は、前年度同月に比べ定期巡回・随時対応型訪問介護看護につい
ては542人（37.8％）、小規模多機能型居宅介護については394人（12.0％）、認知症対応型
共同生活介護については275人（2.8％）、複合型サービスについては140人（37.1％）増加した。

図56　地域密着型サービス事業者数及び利用者の推移
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図57　地域密着型サービス利用者の状況（抜粋） （単位　上段：人　下段：％）
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○苦情内容の状況（図58）

　・地域密着型サービスの苦情件数及び内容は次のとおりである。

 
図58　地域密着型サービスの苦情内容（抜粋） （単位　上段：件　下段：％）
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（注）地域密着型通所介護については、平成28年４月からサービス提供が開始された。
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②　介護予防サービス

要支援１及び要支援２と認定された高齢者を対象に、要介護状態となることをできる限り予
防することを目的としている。
介護予防支援のケアマネジメントは地域包括支援センターが行う。
介護予防訪問介護及び介護予防通所介護は、利用した時間や回数に応じた金額ではなく月単
位の定額報酬として算定する等の取決めがある。

○事業者及び利用者の状況（図59・60・61）

　・‌�介護予防支援、介護予防訪問介護及び介護予防通所介護においては、介護予防・日常生活
支援総合事業に移行した利用者がいるため、利用者数は減少傾向にある。

　

　　　　　　
図59　介護予防サービス事業者数及び利用者数の推移（抜粋）
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図60　介護予防サービス事業者数及び利用者数の推移（その他の介護予防サービス）
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図61　介護予防サービス利用者の状況（抜粋） （単位　上段：人　下段：％）
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○苦情内容の状況（図62）

　・‌�介護予防支援の苦情件数は44件でサービス提供、保険給付に関する苦情1,604件の2.7％を
占める。

　・‌�苦情内容別に前年度と比べると、介護予防支援では説明・情報の不足に関する苦情が10
件と前年度の９件から１件増加した。

　

図62　介護予防サービスの主な苦情内容（抜粋） （単位　上段：件　下段：％）
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9 その他（苦情分類項目別の１～８に分類されなかったもの）
� （Ⅱ東京都全体における苦情の状況について：表２・３・８、図６・７・13：様式４参照）

○苦情件数

　・‌�苦情分類項目１～８のいずれかにも該当しない苦情件数は299件で苦情件数全体3,036件の
9.8％を占めている。

苦情事例

●その他

　・近隣の事業所から、催し物の音や話し声が毎日聞こえてきてうるさい。
　・ゴミが適切に処理されていない。
　・狭い道路に事業所が車を停めるため危険である。



東京都全体における
苦情を分類項目別にした
主な事例についてⅣ
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各分類別の主な内容

国保連は、介護保険制度における苦情対応関係機関である区市町村、東京都、国保連に寄せられた苦情等に
ついて、「介護保険に関する苦情等の状況調査」（以下「状況調査」という。）を実施し、毎月取りまとめを行っ
ている。
本章は、状況調査の事例情報を「①要介護認定、②保険料、③ケアプラン、④サービス供給量、⑤介護報酬、
⑥その他制度上の問題、⑦行政の対応、⑧サービス提供、保険給付、⑨その他」の９項目に分類し抽出したも
のを掲載した。
また、「⑧サービス提供、保険給付」については、サービスの質に直接関係することからサービス種類ごとに
分類している。
なお、個人情報にあたる部分は一部表現方法を変更している。

 １　要介護認定に関する事例 ページ
①認定結果に関する不満 80
②認定調査員に対する不満 81
③手続に関する不満 82

 ２　保険料に関する事例 ページ
①保険料に関する不満 82
②徴収に関する不満 83
③手続に関する不満 83

 ３　ケアプランに関する事例 ページ
①ケアプラン内容に関する不満 83

 ４　サービス供給量に関する事例 ページ
①介護サービスの量が足りない 84

 ５　介護報酬に関する事例 ページ
①請求に関する不満 84

 ６　その他制度上の問題に関する事例 ページ
①制度に関する不満 85

 ７　行政の対応に関する事例 ページ
①窓口（職員）に関する不満 86
②手続に関する不満 86

 ８　サービス提供、保険給付に関する事例 ページ
※８　サービス提供、保険給付に関しては、Ｐ.79をご参照ください。 −

 ９　その他に関する事項 ページ
①利用者等に対する対応に苦慮 131
②近隣住民からの不満 131
③事業所内の不満 132
④関連する事業の不満 132
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    ８　サービス提供、保険給付に関する事例
（１）居宅介護支援 ページ
①�介護サービスの調整をしてくれないことへの
不満 87

②介護支援専門員の態度や言動に不満 89
③介護支援専門員の訪問に不満 91
④管理者等の対応に不満 91
⑤�居宅サービス計画、介護サービス等の説明の
不足 92

⑥契約解除に不満 93
⑦事務手続（利用者負担を含む）に不満 93

（２）訪問介護 ページ
①介護サービス内容に不満 94
②従事者の態度や言動に不満 94
③管理者等の対応に不満 95
④訪問介護員の派遣に関する不満 95
⑤事故や状態悪化時の対応に不満 96
⑥事務手続（利用者負担を含む）に不満 96
⑦契約解除に不満 96

（３）訪問入浴介護 ページ
①介護サービス内容に不満 97
②管理者等の対応に不満 97
③事故や状態悪化時の対応に不満 97

（４）訪問看護 ページ
①介護サービス内容に不満 98
②従事者の態度や言動に不満 98
③契約解除に不満 98

（５）居宅療養管理指導 ページ
①介護サービス等の説明の不足 99
②契約解除に不満 99

（６）通所介護 ページ
①介護サービス内容に不満 100
②従事者の態度や言動に不満 101
③事故や状態悪化時の対応に不満 101
④事務手続（利用者負担を含む）に不満 102
⑤契約解除に不満 102
⑥送迎に関する不満 103

（７）通所リハビリテーション ページ
①介護サービス内容に不満 104
②事務手続（利用者負担を含む）に不満 104
③従事者の態度や言動に不満 104
④管理者等の対応に不満 105

（８）短期入所生活介護 ページ
①介護サービス内容に不満 105
②従事者の態度や言動に不満 106
③管理者等の対応に不満 106
④事故や状態悪化時の対応に不満 107
⑤事務手続（利用者負担を含む）に不満 108
⑥契約解除に不満 108

（９）短期入所療養介護 ページ
①介護サービス内容に不満 108

（10）特定施設入居者生活介護 ページ
①介護サービス内容に不満 109
②従事者の態度や言動に不満 109
③管理者等の対応に不満 109
④事故や状態悪化時の対応に不満 110
⑤事務手続（利用者負担を含む）に不満 110

（11）福祉用具貸与 ページ
①介護サービス内容に不満 111
②事務手続（利用者負担を含む）に不満 111

（12）住宅改修費 ページ
①介護サービス内容に不満 112

（13）介護老人福祉施設 ページ
①介護サービス内容に不満 112
②従事者の態度や言動に不満 114
③事故や状態悪化時の対応に不満 114
④事務手続（入所者負担を含む）に不満 115
⑤入退所に関する不満 115

（14）介護老人保健施設 ページ
①介護サービス内容に不満 116
②従事者の態度や言動に不満 117
③事故や状態悪化時の対応に不満 117
④事務手続（入所者負担を含む）に不満 118
⑤入退所に関する不満 119

（15）定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ページ
①契約解除に不満 119

（16）小規模多機能型居宅介護 ページ
①事故や状態悪化時の対応に不満 120

（17）認知症対応型共同生活介護 ページ
①介護サービス内容に不満 120
②管理者等の対応に不満 120
③事故や状態悪化時の対応に不満 121

（18）地域密着型通所介護 ページ
①従事者の態度や言動に不満 121
②管理者等の対応に不満 121
③介護サービス内容に不満 121

（19）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 ページ
①従事者の態度や言動に不満 122

（20）介護予防支援 ページ
①�介護サービスの調整をしてくれないことへの
不満 122

②介護支援専門員の態度や言動に不満 123
③事務手続（利用者負担を含む）に不満 123
④居宅サービス計画、サービス等の説明不足 124

（21）介護予防訪問介護 ページ
①介護サービス内容に不満 124
②事務手続（利用者負担を含む）に不満 124

（22）介護予防通所介護 ページ
①介護サービス内容に不満 125
②管理者等の対応に不満 125
③事故や状態悪化時の対応に不満 125
④事務手続（利用者負担を含む）に不満 126

（23）介護予防通所リハビリテーション ページ
①介護サービス内容に不満 126

（24）介護予防・日常生活支援総合事業訪問型サービス ページ
①介護サービス内容に不満 127
②事故や状態悪化時の対応に不満 127
③管理者等の対応に不満 127
④従事者の態度や言動に不満 128

（25）介護予防・日常生活支援総合事業通所型サービス ページ
①送迎に関する不満 128

（26）介護予防ケアマネジメント ページ
①介護支援専門員の態度や言動に不満 129
②事務手続（利用者負担を含む）に不満 129
③人員配置・環境整備に不満 130
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1 要介護認定に関する事例
①認定結果に関する不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

状態が悪化しているのに、要支援２から要支援１
になったのは納得できない。

地域包括支援センターに確認したところ、利用当
事者へは介護の手間が軽減したことや、国で定めた
基準を基に認定調査を行っていること等説明を行っ
たとのことだった。日常生活について尋ねるも、ほ
ぼ全てのことを自分自身でできるよう努力してお
り、介護の手間が見られなかった。利用当事者の頑
張りが要介護度を下げることにつながっているので
はと伝え、今後、体力面で不安なこと等があれば、
介護支援専門員に相談するように伝えた。

2 利用
当事者

認定調査時に身体の状態を正確に伝えることがで
きなかった。認定調査員には、今までと同じ要介護
度にしておくと言われたにもかかわらず、認定結果
が要介護１から要支援１に下がった。

認定調査員に確認し、要介護度について聞かれた
場合、「審査会によって決まるため、今の段階では
答えることができない。」と伝えるよう指導をした。
また、利用当事者に対して、サービスが足りない場
合、変更申請を提出し、認定調査時に状態を詳しく
説明するように伝えた。

3 家族
更新申請の結果、要介護５から４に変更になっ
た。状態が変わっていないのにおかしい。

審査資料を確認し、前回調査との変化を伝えた。
現状と違うようであれば、区分変更申請を勧め、そ
の際、当初の調査時に伝え切れなかった部分を細か
く伝えていただくよう依頼をした。

4 家族

認定結果が非該当であった。地域包括支援セン
ターで申請をした際に、末期がんなら必ず介護サー
ビスを利用できると聞き、手すりの住宅改修やリク
ライニングベッドを契約してしまった。利用できな
い可能性があるなら申請の際に説明すべきである。

代行申請を行った地域包括支援センターの職員に
確認したところ、説明は行っているとのことだっ
た。今回電話をかけてきた家族と申請をした家族は
別の方であり、地域包括支援センターの職員から改
めて説明するように伝えた。
また、非該当である理由を問われたので、介護保

険サービスの量は介護の手間の量に比例すると伝
え、今回の認定調査では利用当事者にできることが
多かったのではないかと説明し、納得いただいた。

5 家族

非該当の結果が届いたが、納得できない。利用当
事者は排泄を我慢して病状が悪化した。別の家族が
認定調査時に付き添ったが、その家族はその旨を把
握しておらず、利用当事者も言わなかったのだが、
察してほしかった。

認定調査員は、短時間で聞き取りをするため、付
き添いの方が伝えなかったこと及び付き添いの方が
把握していないことを察するのは難しい場合があ
る。そのため、できるだけ利用当事者の状況を把握
している方に調査の立会いをお願いし、詳細な情報
を認定調査員に伝えてもらうよう家族等に依頼して
いることを説明した。今回、現状と調査結果に相違
があったため、再申請を勧めて受付を行った。次回
調査時は、相談者に立会いを依頼し、了承を得た。

6 家族

要介護度が５から４に下がった。利用当事者の状
態は前回からほとんど変わっておらず、調査時間も
非常に短かったため、別の人の認定調査票と入れ
違った可能性があるのではないか。

利用者の状態が重く、動作の確認ができない場合
は、日頃の様子や身体状況等、看護職員から聞いた
内容も認定調査票に記載している旨を伝え、家族は
納得した。今後の認定調査時には立ち会った家族に
対し、その旨を説明するよう認定調査員には周知を
した。
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Ⅳ

②認定調査員に対する不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

7 家族

要介護２から要介護５となり、事業所に支払う料
金が増えた。知人に聞くと要介護５は「寝たきり状
態」と言われたが、利用当事者はそれほどの状態で
はない。主治医から介護老人福祉施設に入りやすい
ように要介護５にしてあげると言われ、深く考えな
かったが、医師と事業所の管理者が儲けを増やすた
め、グルになっているように思われる。

要介護度の判定は、主治医が単独で行っていると
いう誤解があったため、認定審査は審査会委員の判
定によること、軽度判定を求めるなら区分変更が可
能であることを説明した。判定内容に関しては、保
険者の担当部署に確認してもらうように伝えた。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

認定調査の日程調整をするための電話連絡で、認
定調査員の態度が悪かった。日程も認定調査員自身
の都合に合わせようとしており、歩み寄りの姿勢を
感じなかった。

家族には不愉快な思いをさせてしまったことに対
し、謝罪をした。調査委託事業所には、事実確認を
行うとともに、接遇に関する注意を行った。

2 家族

要介護認定申請書内の連絡先記載欄に「１_ 自
宅、２_ 携帯」、面接調査の同席欄に「希望する」
と記載していたにもかかわらず、認定調査員が家族
への連絡なしに入居している施設へ勝手に行ってし
まった。

調査委託事業所へ事情を確認したところ、携帯へ
連絡したがつながらなかったため、自宅への連絡は
行わず施設と連絡をとり、調査に行ってしまったと
のことだった。申請書の記載どおりに調査をするよ
う指導し、相談者へ事情を説明の上、謝罪するよう
に伝えた。

3 家族

訪問調査の際、認定調査員から利用当事者が介護
サービスの利用を希望していないこともあるので、
家族で介護支援をできるようであれば、やっていた
だきたいと言われた。認定調査員からの話に関し
て、家族は言われたとおりに対応すべきなのか。

相談者に対し、認定調査員の業務は、あくまで要
介護・要支援認定にかかわること、例えば利用当事
者がどのくらい介護支援を必要とするのか、利用当
事者の心身の状態について調査を行うことであると
説明した。認定調査員からの話は、助言や提案の１
つと考えられ、今のところ、利用当事者は介護サー
ビスの利用に否定的であるようだが、今後は介護支
援専門員等と在宅での介護支援計画、介護サービス
利用を検討していただければと伝えた。

4 家族

認定調査時に認定調査員から他に困っていること
がなければ要介護度が下がると何度も言われ、脅さ
れたように感じた。他に困っていることはないが、
現状のサービスを継続して利用したい。

相談者に対し、認定結果は認定調査票と主治医意
見書を基に、介護認定審査会の判定に基づき決定さ
れるものであり、調査のみで決められるものではな
いことを説明した。また、調査委託事業所に対し、
日頃から研修等でも要介護度について言及しないよ
う何度も伝えているが徹底するよう指導を行った。

5 家族

認定調査終了後、認定結果がでているにもかかわ
らず、認定調査員から電話でその後の状況を聞かれ
た。身体の状態やサービス内容を話したが、本来認
定調査員に言う必要がないことではないか。認定調
査員がこのような連絡をすることは通常はあるの
か。

保険者から調査委託事業所の責任者に事実確認し
たところ、電話をしたのは事実であった。身体の状
態が心配になり電話をしてしまったとのこと。今後
見守りが必要な対象者がいた場合には、保険者や地
域包括支援センターに連絡するよう指導した。家族
に対しては、調査のみを行い、調査で聞きそびれた
ことがあれば、認定調査直後に電話をして確認する
場合もあるが、通常認定結果が出てからの連絡は行
わない旨を伝えた。今後は、認定調査員が調査対象
者へ連絡することのないよう注意及び指導を行った
旨を伝えた。

6 介護支援
専門員

認定調査時に、認定結果がでる前に工事ができる
と言われたので手続きしてほしいと相談があった。
認定調査時にサービスの説明をするのであれば、正
しい情報を利用当事者が理解できるようにしてほし
い。

認定調査時にサービスの詳細を説明をするのは適
切ではなかったと謝罪を行った。認定調査員に対
し、調査時の言動に関する注意を行った。
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③手続に関する不満

保険料に関する事例

①保険料に関する不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

7 介護支援
専門員

認定調査に来た認定調査員の日本語が片言であっ
た。介護者でも聞き取れない部分があり、利用当事
者も聞き取れていたのか不安であったと家族から苦
情があった。

認定調査票の内容に矛盾はなく特記もきちんと記
載されている。これまでも何度か依頼しているが認
定調査票に問題のあったケースはない。真面目に調
査に取り組んでいる認定調査員である旨を相談者に
伝えた。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

認定結果が判明するまでが遅い。申請から１か月
以上かかっている。

介護認定審査会が遅延した理由は、主治医意見書
の提出が遅れたためであった。通常は１か月程度時
間がかかること、審査は直近の審査会にはかられ、
翌日には結果を送付する旨を説明した。

2 家族
３年続けて遅延通知が届いている。昨年は認定期
間が過ぎてから結果が届いた。家族は介護で手一杯
なのに余計な気苦労となる。

結果が遅れていることを謝罪した。今年は昨年に
比べ、遅れは軽減していることから、認定期間内に
結果を送る予定であることと、今後は早く結果を届
けられるよう努めると伝えた。

3 介護支援
専門員

認定調査及び認定結果が遅れていることは理解
し、早めに申請をした。認定調査が終了し、主治医
意見書が提出されているにもかかわらず、結果が遅
れている。介護サービスの調整ができない。

認定結果が遅れていることを謝罪した。認定調査
票の修正に時間がかかっていたため、早急に結果が
出せるように対応をした。

2
番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

保険料が高い。どのような基準で算出しているの
か説明してほしい。また、配偶者と利用当事者の収
入が異なるのに、なぜ保険料が同じなのか。

利用当事者が第３段階、配偶者が第２段階であ
り、段階は異なるが、事業計画にて消費税の増税が
実施されれば、平成29年度から第２・３段階の保
険料に差を付ける予定だったが、増税が実施されな
かったため、同じ金額になっていると説明し、理解
を得た。

2 利用
当事者

年金を一定の金額以上受け取っていないが、介護
保険料の段階が高いのはなぜか。

利用当事者の同意を得て、税の担当部署に確認を
したところ、２つの保険者から年金を受給してい
た。その結果、一定の年金金額を超えており、保険
料の段階が高くなっている旨を伝えた。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

②徴収に関する不満

③手続に関する不満

ケアプランに関する事例

①ケアプラン内容に関する不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

住民税は給与から天引きにできるのに介護保険料
はできないのか。今までは健康保険料と併せて徴収
されていたのに、65歳になった途端にできなくな
るのは納得がいかない。

住民税は税なので給与からの天引きが可能である
が、保険料は取扱いや根拠法令も異なるため、天引
きにできない。また、65歳になると保険料の取扱
いが健康保険の組合から自治体に変更になるので、
健康保険料と併せて徴収することができなくなる旨
を説明した。

2 利用
当事者

勝手に年金から天引きをしないでほしい。生活状
況で支払いが厳しいこともあるので、個々に事情を
聞いてほしい。また、督促状をいきなり送られると
恐怖を感じてしまうので、その時も事前に自宅へ訪
問してほしい。

年金からの天引きは制度上変えられないこと、ま
た、個別訪問は件数や職員数の問題もあり、現状不
可能であることを伝えた。しかし、今回の意見は貴
重な一意見として記録する旨を回答した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

介護保険料について支払いの領収書は出ないの
か。

介護保険料決定通知、又は日本年金機構から届く
通知を確認していただくように伝えた。

2 利用
当事者

保険料の賦課に関する文書が分かりにくい。転入
により特別徴収は止まるのか。止まった後、前住所
地で払った保険料はどうなるのかについて明記され
ていない。また、前住所で特別徴収にて既に保険料
を支払っているのに、当該自治体からも請求が来て
二重に支払うことになっているが、今後も二重に支
払いを続けるのか。

自治体をまたいで転出入すると、特別徴収は止ま
ることになるが、止めるまでに時間がかかるため、
一時的に二重になってしまうことを説明した。ま
た、特別徴収が止まった後、過払いとなった保険料
は前住所地で精算されることを伝えた。文書につい
ては、見直しを検討することとした。

3 利用
当事者

昨年度の介護保険料通知が届いていないので、再
度送ってほしい。

通知書の再交付は行っていないと回答した。宛先
不明で保険者に返戻されていないことを伝えたとこ
ろ、見てもいないのに送ったというのは納得がいか
ないとの申出があったため、期別の保険料額の内訳
を伝えた。

3
番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

同じマンションの別部屋に息子夫婦が居住してい
るため、生活援助は利用できないと言われた。

相談者へは、生活で困っていること及び家族の状
況を介護支援専門員に再度相談してみるように勧め
た。

2 家族

居宅サービス計画に納得ができない。使わない歩
行器のレンタルや特定加算がついている訪問介護員
を派遣されているため、割高である。
身体介護の料金だが、身体介護を行っている様子

がなく、訪問介護記録を確認したい。過去一年分の
請求関係書類と法定代理人通知と記録簿の情報開示
請求をしたが、対応が遅すぎる。

介護支援専門員との関係が非常に悪く、話をする
ことが難しい状態とのことだった。関係者の協力を
得て利用当事者の情報開示を施設へ行ったが、内容
が訪問介護員の連絡ノートのようなものだった。要
介護者の生活改善のため、介護支援専門員、事業者
を全て変更することになった。
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4 サービス供給量に関する事例
①介護サービスの量が足りない

介護報酬に関する事例

①請求に関する不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

小規模多機能事業所を利用したいが、申込みをし
て１年以上経っても順番が回って来ない。
介護支援専門員にも伝えているが、どうやら自分
の順番の前に他の人が優先されてしまうらしい。保
険者に相談したところ、事業所は利用できない理由
を説明しなければならないが、保険者として事業所
の優先順位等のルールに踏み込んでの指導はできな
いと言われた。

介護老人福祉施設等の入所については、優先順位
を決める際に、介護環境や要介護度等いくつかの項
目を点数化して客観的に入所の順位をある程度決め
ていることもある。しかし、自身が入所の対象者と
なった場合でも、他の入所者の安全な介護環境を整
えることを優先して、入所者を選定し直しているこ
とがある。その場合には必ずしも順番通りとならな
いのではないかと説明した。
利用申込者にそのような詳細まで説明をしていな

いこともあるので、納得できなければ今後の見通し
も含め、再度申し込んでいる事業所に聞いてみたら
どうかと助言をした。

2 家族

短期入所生活介護の利用を申し込んだが、利用当
事者に透析が必要なため、断られた。近隣自治体で
は受入れできると聞いている。当該地域の事業所で
利用できない理由を知りたい。

介護支援専門員に状況を確認したところ、体制が
整っていないため、不可という事業所もあったもの
の、地域内すべての事業所に受入れ状況を確認して
いなかったことから、まずは情報収集した上で家族
に説明するように依頼をした。

5
番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

独居で暮らす家族の介護サービス利用料の請求
が、前月よりも金額が上がっていた。内訳には、「訪
問サービスの初回加算200点」とある。訪問介護員
は同じ人が来ているのに、なぜ「初回加算」がつい
たのか。

保険者から介護支援専門員に確認したところ、請
求で初回加算がついたのは、訪問介護員が所属する
事業所が変更となっていたからであった。介護支援
専門員に対して「利用当事者宅に出向いて、初回加
算がついた理由を説明してほしい。」と依頼をし、
了解を得た。

2 事業者・
施設

通所介護事業所にて、介護職員処遇改善加算の不
正な支払いが行われていた疑いがある。調査を行
い、結果を連絡してほしい。

調査の結果、過去２年間、看護職員及び送迎の運
転手にも当該加算が充当されていたことが分かっ
た。相談者には、実地指導を行い、東京都と情報を
共有した旨を伝えた。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

6 その他制度上の問題に関する事例
①制度に関する不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

福祉用具貸与、販売の品目が少ない。利用当事者
は現在、介護保険で介護用ベッドをレンタル利用中
である。ベッドサイドに置く引出し付きのテーブル
を使用したいと思い、福祉用具事業者に注文する
と、当該商品は介護保険の福祉用具貸与・購入等の
対象商品ではないと言われた。

介護保険の保険適用となる福祉用具貸与及び特定
福祉用具販売には、介護支援に寄与する対象品目が
決められていることを、改めて説明した。利用当事
者の介護支援に必要な福祉用具として、居宅サービ
ス計画に基づきサービス提供、保険給付される必要
があるため、まずは介護支援専門員に確認していた
だくように伝えた。

2 利用
当事者

訪問介護員に買い物を頼んでいる。近所のスー
パーは品揃えが悪く、欲しい物を買ってきてもらえ
ないので、遠方の大きなスーパーやデパート等に
行ってもらいたいが、自費になると言われた。

介護支援専門員及び訪問介護事業所と話し合い、
訪問介護員ができる範囲で相談者の希望にどこまで
対応してもらえるのか相談してみてはどうかと助言
した。

3 家族

利用当事者が訪問介護の生活援助のサービスを受
けているが、同じ敷地内の別棟に家族が住んでいる
ことで、介護保険サービスが適用されていない。現
在は、介護保険外の有償サービスとして利用してい
る。同じ敷地内ではあるが、別棟であることや、介
護する家族も高齢になっていることから、介護保険
サービスが適用されないことに納得ができない。

生活援助のサービスについては、同居の家族等が
いるという理由のみで絶対に利用できないというも
のではなく、同様に、家族等が別居ならば必ず利用
できるというものでもない。また、保険者は、国の
見解に基づいて、生活援助等を利用することの可否
について一般的な考え方を示す立場にあり、実際に
介護保険の生活援助のサービスが必要かどうかを最
終的に判断するのは、介護支援専門員になる。介護
支援専門員は家族の現在の状況等を勘案すると、介
護保険サービスの利用の必要性がないと判断してい
る可能性があると回答した。

4 家族

介護老人保健施設に入所中の家族について、外出
許可をもらって３時間ほど自宅に連れてきたが、相
談者は他の家族の介護もしており、介護が大変だっ
た。介護負担が大きいと判断された場合には、施設
からの外出でも介護サービスが利用できるように制
度の改善を望む。そのように制度を改善していかな
いと施設から引き取る家族はいない。

傾聴後、介護老人保健施設に入所期間内の外泊や
外出に関して介護保険での居宅介護サービスの利用
はできないことを改めて説明した。自費で訪問介護
の身体介護サービスを利用した場合や家政婦紹介所
に依頼した場合の料金等情報提供した。
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7 行政の対応に関する事例
①窓口（職員）に関する不満

②手続に関する不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

利用当事者のことで、地域包括支援センターの職
員が自宅に来ていろいろなことを聞いてくる。その
際、自分がスポーツセンターに通っていることを話
したことがある。そのスポーツセンターの一角で「介
護予防教室」を開いている。地域包括支援センター
の職員が、そこのスポーツセンターのインストラク
ターに、個人情報をいろいろ漏らしているのではな
いか。

職員には守秘義務があるので、業務上知り得た個
人情報を漏らすことはないと説明した。

2 家族

保険者に相談したところ、はじめは丁寧に対応を
してくれたのに、後になり「事業所は隣の保険者に
あるため、事業所の指導は当保険者の管轄ではな
い。」と言われた。それならばなぜ最初から色々話
を聞いたり、資料のコピーなど取ったのか。知られ
たくない内容まで説明したり資料提供する必要はな
かったのではないか。

本件は隣の保険者の所管課と連絡を取りながら対
応をしており、当初相談者には「当保険者の管轄の
事業所ではないが、訴えたいこと、聴いてほしいこ
とがあればお聞きする。」と説明したうえで話を聞
いた。また、話をすることで少しでも気持ちを整理
できればという思いから傾聴に努めて対応してい
た。資料についても相談者が持参し提示したので念
のため、コピーを取ったとのことだった。

3 その他
利用当事者は全く介護サービスの利用を希望をし
ていないのに、地域包括支援センター職員が新規申
請をさせた様である。医師である私に、意見書の依
頼が来て困っている。

地域包括支援センターに電話し、利用当事者の状
況を的確に把握の上、総合事業の活用も視野に適正
な対応を行うように指導した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

65歳到達で被保険者証が送付されたが、納付書
は同封なく、被保険者証と手紙のみ届いた。介護保
険制度自体よく分からないのに内容を紹介するパン
フレットが入っていないのはおかしい。

納付書とパンフレットについては、今後発送する
予定であったが、先に被保険者証が届き戸惑わせて
しまったことについてお詫びした。加えて、貴重な
ご意見として参考にすることを伝えた。

2 家族
更新申請で要介護度が下がり、資料の開示請求を
希望すると、保険者から利用当事者が来庁して申請
するよう説明された。、利用当事者は高齢で、車い
すで行けるわけがない。

家族では申請不可のため、職員が自宅に訪問して
利用当事者の意思を確認し、申請書を書いてもらう
ことで納得してもらった。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

8 サービス提供、保険給付に関する事例
（１）居宅介護支援
①介護サービスの調整をしてくれないことへの不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

訪問看護は会話をするだけで、訪問時間も決まっ
ておらず、人疲れもするので利用を断りたい。しか
し、介護支援専門員から「医師が指示しているの
で、断ることはできない。」と強い口調で言われた。
医師からは訪問看護を中止しても構わないと言われ
ている。

訪問看護を中止するのであれば、居宅サービス計
画の変更が必要になってくる。医師に訪問看護を中
止しても構わないと言われたことを介護支援専門員
に伝えるとともに、人が訪問すると疲れることや訪
問看護への不満等も話して、今後のサービス利用に
ついて相談するように助言した。

2 利用
当事者

薬が効かないので、利用している訪問診療をやめ
て、自分の通院したいところに行きたいと思ってい
る。しかし、介護支援専門員に聞き入れてもらえ
ず、服薬も自分でやめた。介護支援専門員が反対す
るのは、その医師とつるんでいるとしか思えない。

介護支援専門員に事情確認したところ、利用当事
者の意向をきちんと確認するため、近日中に、利用
当事者宅を訪問する予定であったとのことだった。
これを受け、保険者から利用当事者に連絡し、介

護支援専門員がこれから訪問するので、自身の意向
を話し、よく相談することが必要であると伝えた。

3 利用
当事者

利用当事者は最近入院をした。その際、介護支援
専門員に訪問介護員を依頼したが断られた。階段の
上り下りすらできない状態であるのに、介護支援専
門員から一切連絡がない。

入院先で訪問介護員を依頼するのは制度上できな
いことを説明するも、相談者は既に知っている様子
だった。介護支援専門員に一度連絡をとり、今回の
苦情を伝えるということで納得してもらった。苦情
の内容を介護支援専門員に伝えると、利用者が特定
できた様子。相談者は入退院を繰り返しており、病
院に行っても会えないことが多々あった。退院後、
サービスは再開しているとのことだった。
後日、介護支援専門員に苦情があったことを伝え

た旨相談者に電話連絡したところ、介護支援専門員
から連絡があったとのこと。

4 利用
当事者

介護支援専門員を自身で探して新しい担当者に代
わった。しかし、訪問介護事業所を変更したら、以
前と同様に１日１回の訪問サービスではなく、午前
と午後に分割するサービスとなってしまったので不
服である。以前と同様のサービスを受けたい。

介護支援専門員へ確認したところ、利用当事者の
希望のサービス内容を満たすためには、この居宅
サービス計画となるとのこと。保険者から利用当事
者にサービス提供の現状について説明したところ、
自分にとって最善の居宅サービス計画ならやむを得
ないと理解を得た。

5 利用
当事者

居宅サービス計画書では、週に３回訪問介護員が
訪問することになっている。しかし、一人が体調を
崩し、今は２回しか来ていない。いつから３回にな
るのか介護支援専門員から連絡がなく、不安であ
る。

訪問介護員を派遣できる事業所は複数利用しても
問題ないので、週３回にしてほしい旨を再度介護支
援専門員に伝えてみるように説明した。
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番号 相談者 苦情内容 対応結果

6 利用
当事者

現在、週６回１時間の訪問介護を利用し、買い物
をお願いしている。サービス時間を１時間30分に
してほしいと要望しているのだが、なかなか増やし
てくれない。

買い物時間が足りないならば、日用品や弁当の宅
配サービスを利用してはどうかと提案したが、宅配
は手数料がかかる等利用について消極的であった。
了解の上、訪問介護事業所サービス提供責任者及

び介護支援専門員まで架電し、本件苦情相談内容を
伝える。利用当事者は、訪問介護員が訪問すると、
買い物とは関係ない話を長時間に渡ってすることが
頻繁にあり、サービス時間内に終了できない事態と
なっているとのこと。買い物については対応できて
いるので、お話の時間が一定の時間にて終われば、
１時間で、十分に対応できると考えており、その旨
を利用当事者にも話をしているとのことであった。
適宜、当該サービス提供状況等を確認しながら、利
用当事者に対し、引き続き説明及び対応に努めてい
ただくようにお願いした。

7 家族

家族（相談者とは別の家族）が利用当事者の介護
支援専門員になっている。介護支援専門員の居宅
サービス計画によると、サービスが利用できていな
い、病院にも連れて行ってない状況である。身内が
介護支援専門員として仕事をしていることに問題は
ないのか。

介護支援専門員として家族にかかわることは問題
ないと伝えた。また、居宅介護支援事業所及び地域
生活支援センターへの相談を助言した。

8 家族

複数事業所の訪問介護員にトイレ介助や清拭をし
てもらっている。トイレ介助ができる訪問介護員の
うち、２人が退職等で来られなくなり、毎日５回の
予定に穴が空いているのに、介護支援専門員が代わ
りの訪問介護員をなかなか手配してくれない。

事業所の管理者及び介護支援専門員によると、利
用当事者は訪問介護員による歩行介助でトイレに行
くことに固執しているが、転倒リスクが高い。代わ
りの事業所を探しても、ポータブルトイレを使用す
るなら引き受けるが、現在の方法では難しいと断ら
れてしまうとのこと。ポータブルトイレの使用につ
いては利用当事者が拒否している。このような状況
が何年も続いており、相談者の負担も大きく、在宅
介護は限界に近い状況である。保険者から、確認し
た内容を相談者に説明するが納得されず、事業所の
本社への苦情の代弁を希望したため、本社担当者に
連絡をした。後日、相談者及び本社担当者双方か
ら、話合いの結果、他事業所の介護支援専門員に変
更するということで納得したと報告を受けて終了と
なった。

9 家族

これまで通所介護や短期入所生活介護を利用して
きたが、精神的にも家族でこれ以上の介護は困難で
あるので、介護老人福祉施設への特例入所を希望し
ている。しかし、介護支援専門員に話を聞いてもら
えない。相談しても「要介護２では難しい。」の一
点張りで、勝手に介護老人保健施設に申込みをして
しまい、驚いてしまった。

過去に特例入所に該当した例について話をした。
特例入所の判定は機械的に行っているのではなく、
家族の状況等も含めて総合的に判断している。居宅
サービスを検討してもらうことが前提だが、症状の
重さや家族の介護力を考えて限界ならば、全く対象
にならないということはない。入所者会議で優先度
が高いと判断された時点で、施設から保険者に特例
入所申込みを提出し、その後保険者側の判断を施設
に伝える。まずは介護支援専門員ともう一度話し合
うのが良いが、不信があるならば介護支援専門員の
変更も可能であると伝えた。また、優先度の問題
で、待機者が少なければ該当する可能性もあるの
で、複数の施設で聞く方法もあると伝えた。
利用当事者及び家族、介護支援専門員、施設で話

し合ってもらうこととした。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ②介護支援専門員の態度や言動に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

10 家族

週末の訪問介護の利用を増やすため、介護支援専
門員に依頼すると、週末の訪問介護利用は従事する
訪問介護員も少ないこともあって、難しいので、家
族で探してほしいと言われた。
相談者からサービス利用を強く希望した結果、

サービス担当者会議が開催されることとなった。と
ころが、開催日の前日になって地域包括支援セン
ターから同居家族が居るため、「今回の訪問介護利
用は不適切。」との連絡があり、サービス利用がで
きなくなった。

介護支援専門員は代えることができること、ま
た、同居家族が居る場合には、生活援助中心の訪問
介護は利用できない可能性があることを伝える。相
談者及び利用当事者ともに他自治体の住民であった
ため、いずれにしてもどのような理由で、今回の訪
問介護利用ができなくなったのか、介護支援専門
員、訪問介護事業所及び地域包括支援センターに詳
しい説明を求め、確認するように伝えた。

11 利用
当事者

自分は介護保険を利用せずに生活できるのに、訪
問介護員が家に来る。そっとしておいてほしい。

事業所に連絡し相談者の要望を伝えた。事業所に
よると、相談者が来訪をキャンセルするが、同居す
る家族は必要性を感じており、心配する家族から事
業所に連絡がくる。相談者の拒否と家族の心労を考
慮し、しばらく様子見をすることを家族と協議した
ところである。訪問診療の先生とも相談しながら対
応を決めていくとのことだった。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

介護支援専門員に買い物を何度か依頼したが、い
つも領収書がもらえていない。また、つり銭が受け
取れない。金額不足と言われ追加でお金を渡したこ
ともある。品物は数日後にしか受け取れない等があ
り不信感があり、直接介護支援専門員に理由を聞く
が、ごまかされてしまい事実確認ができない。自分
以外にも被害にあっている人がいるかもしれない。

保険者から介護支援専門員に連絡をし事実確認を
したところ、「そのような事実はない。」と否定をし
た。その後「介護支援専門員が利用当事者宅を訪問
し、金銭を搾取したことについて謝罪があった。」
と利用当事者から報告があった。
警察からの聞き取りの結果、当該地域でもう１件

被害に遭った人がいたことが判明した。現在も介護
支援専門員の聞き取りは継続して行われている。
被害に遭った利用当事者には居宅介護支援事業所

の管理者から謝罪し、金銭の返金が行われた。利用
当事者の希望により居宅介護事業所の変更支援を
行った。

2 利用
当事者

介護支援専門員が持ってきた利用票を後で確認し
たら、別の利用者のものだった。介護支援専門員に
連絡したところ「捨ててくれ。」と言われた。結果
的には、介護支援専門員が自分の利用票を持参した
時に返却した。

事業所ヘ確認の連絡をした。事業所からは、「個
人情報の重要性の欠如から生じたものと真摯に受け
止め、今後研修を行い意識向上に努めます。」との
連絡を受けた。

3 利用
当事者

転倒により膝を痛めて自立歩行が困難となったた
め、他地域にある病院に介護支援専門員に付き添っ
てもらいタクシーで通院した。利用当事者が病院の
受付システムの操作を忘れてしまったため、予約時
間になっても呼ばれず、予定時間を超過してしまっ
た。介護支援専門員には次の予定があるため、「も
う帰ってください。」と伝えたが、介護支援専門員
は「あんたを置いて帰れない、次の約束があるが帰
れない。」と公衆の面前にもかかわらず大声で言わ
れた。今後も介護支援専門員と上手く付き合ってい
けるか不安がある。仮に介護支援専門員を変更した
いと申し出た場合、介護サービスが利用できなくな
らないか不安である。

苦情内容を傾聴し、利用当事者の状況を聞く。介
護支援専門員を変更しても、介護サービスが利用で
きなくなることはないので心配する必要はないこと
を伝えた。また、サービス契約なので契約解除にな
ることを伝え、新しい介護支援専門員を自身で探す
か、近くの地域包括支援センターに相談するように
話した。
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番号 相談者 苦情内容 対応結果

4 利用
当事者

介護支援専門員が毎月持ってくるはずのサービス
利用票を、利用当事者が催促しないと持ってこな
かったり、利用当事者の控えの分だけ送ってきたり
する。本来は２部持ってきて、利用者が押印して、
利用者と事業所で１部ずつ保管するものではないの
か。

介護支援専門員に状況を確認したところ、毎月モ
ニタリング訪問時に持参して確認印をもらってい
る。今月分については、利用当事者の都合で利用す
る事業所が変更となり、軽微な変更であるため、修
正した利用票は利用当事者の控えのみを送ったとの
ことだった。保険者の介護保険の指導担当係の意見
では、変更内容が軽微である場合には利用当事者に
説明して了解が得られていれば、修正分にまで確認
印は必要ないのではないかとのことだった。利用当
事者にその旨を伝えたが納得せず、直接介護支援専
門員と話すとのことで相談は終了した。

5 家族

月末を待たずに、すぐに後任の介護支援専門員に
変更してほしいと申し出たが、介護支援専門員が、
今月末までは担当すると言ってきかない。利用当事
者が、介護支援専門員を嫌っているのですぐに変更
したい。

介護支援専門員に確認したところ、夫婦２人を担
当しており、引き継ぎに時間がかかるので今月末の
交代で家族と合意していたとのことだった。保険者
から介護支援専門員に対し、利用当事者及び家族
に、すぐに引継げない理由を丁寧に説明して、契約
終了時期について話し合ってほしいと助言した。話
合いの結果、月末を待たずに、月の途中で居宅介護
支援事業所が変更になった。

6 家族

利用当事者は、およそ１か月前に家の中で転倒、
大腿骨骨折にて手術入院、現在はリハビリテーショ
ン病院に転院している。
介護支援専門員は月に１度定期的に訪問するもの
の、終始メモを取りながら調査しているだけのよう
に見受けられ、肝心の利用当事者の状態や様子を正
確に把握しているようには感じられない。家族に対
する言葉掛け等にも、労いの支援、配慮等も欠けて
いる。
介護支援専門員の変更を考えており、どこの介護
支援専門員に頼めば良いか分からない。入院加療も
あって、利用当事者の状態も変化しているため、在
宅に戻る機会に変更したいと思っている。

利用当事者は入院加療中とのこともあり、現在の
利用当事者の身体状態を把握している当該医療機関
と相談して、新たな居宅介護支援事業所を検討する
も、一つの方法と助言をした。

7 家族

介護支援専門員があまりにも威圧的で怖いので、
しばらく我慢をしていたが、変更することにした。
次の介護支援専門員が見つかり、今後、書類等の引
継ぎがされるようだが、変更することの腹いせに、
あることないことを大げさに書類に書かれてしまう
のではないかと不安になっている。

介護支援専門員の引継ぎにおいては、在宅での介
護サービスが滞りなく継続するために必要な情報提
供を行う必要がある。当該介護支援専門員の書類や
情報提供についてはあまり気にせずに、次の介護支
援専門員との信頼関係を築ければいいのではないか
と助言した。

8 家族

利用当事者は、以前は車いすを使用していたが、
歩いて通院できるようになり、通所介護サービスを
利用する必要性を感じられなくなった。介護支援専
門員には、利用したくないと何度も伝えたが、月１
回の訪問の度に通所介護サービスの利用を勧めら
れ、うっとうしく感じている。

相談者は家族の介護を負担だとは感じていないと
のことで、通所介護サービスを利用するほうがスト
レスになるとのことだった。利用当事者は、サービ
ス利用について自由に選択できること、利用当事者
の意思は尊重されるべきであることを伝え、介護支
援専門員に対し、再度、利用当事者及び相談者の
サービス利用についての意向を伝えるよう助言し
た。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

③介護支援専門員の訪問に不満

④管理者等の対応に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

介護支援専門員が突然、印鑑を押して欲しいと訪
問してきた。本来であれば、事前に連絡があるべき
ではないだろうか。また、いきなり印鑑を押して欲
しいというのは非常識ではないだろうか。

事業所責任者に連絡をしたところ、介護支援専門
員から状況を聞き、これから連絡をとって謝罪に行
くことになっているとのこと。事業所の事実確認で
は、この暑さで体調を崩していないかとの配慮で、
連絡をせずに訪問した。用事もないのに訪問しては
いけないと思い、利用表を持参し、予定表に確認印
を押してもらおうとしたとのこと。
保険者から、印鑑をもらう際は、計画の説明を

しっかりして、同意をしてもらうことを徹底するよ
うに伝えた。

2 家族
介護支援専門員が１回も訪問せずに、電話だけの

対応で、適切なケアマネジメントを受けていない。
傾聴に努めた。、介護支援専門員が状況把握のた

め、当事者間の調整を行い、利用当事者の自宅を訪
問することとなった。また、担当圏域の地域包括支
援センターに情報提供を行った。

3 家族

利用当事者は昨年５月から入院中だが、在宅だっ
た頃の介護支援専門員が仕事上のかかわりはないは
ずなのに頻繁に面会に行き、利用当事者の通帳や
キャッシュカード、印鑑類を預かって金銭管理して
いるようだ。利用当事者に成年後見人をつけようと
病院の医師に相談したら「認知症ではなく、自分の
意見が言える人なので個人の領域には踏み込めな
い。」という見解であった。お金をだまし取られる
心配もある。

利用当事者に責任能力がある場合には、個人の意
思が重要なので保険者から干渉することはできな
い。利用当事者に通帳等を確認するように勧め、
警察への相談、若しくは社会福祉協議会の金銭管理
サービスを利用できないか問い合わせてみてはどう
かと提案した。相談者は社会福祉協議会に問い合わ
せてみるとのことだった。

4 家族

利用当事者は、訪問看護で理学療法士によるリハ
ビリ目的にて、利用開始を予定している。それに伴
い、介護支援専門員及び当該訪問看護事業所、通所
介護事業所の職員が利用当事者の家に集まり会議が
行われたのだが、家の中も狭いし、毎回やるとなる
と大変だと思う。介護支援専門員の業務として決
まっていることなのか。

今回の会議は、訪問看護（訪問リハビリ）サービ
スの利用開始に伴う、サービス担当者会議であると
考える。利用者の状態、利用者・家族の意向及びサー
ビス利用状況等を確認、共有し居宅サービス計画作
成につなげる目的として実施される。訪問看護事業
所からは管理者である看護師が当日参加し、説明や
情報提供及び共有をしたと思われる。今後について
は介護支援専門員と改めて相談していただくように
助言する。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

リハビリテーション目的にて医療機関に入院中で
あり、今月中には退院し、在宅に戻る予定である。
来月から事業所内で担当変更が予定されているのだ
が、今年に入って３人目となる。頻繁に介護支援専
門員が変更となるため、事業所に対して不信感を感
じ始めている。
介護支援専門員を利用者の意向で自由に変更して

も良いのか。どこに相談したら良いのか。

利用当事者及び家族の意向等から介護支援専門員
及び事業所の変更を希望することは可能である旨を
話をした。住所管轄の地域包括支援センターに相談
し、事業所一覧等を入手、検討等進めていただくよ
うに伝えた。
まずは、現在若しくは次の介護支援専門員に利用

当事者の状態等をアセスメントしてもらうなどし、
今後の在宅支援及び介護支援専門員変更も含め相談
を進めていただいてはどうかと助言した。
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⑤居宅サービス計画、介護サービス等の説明の不足

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

介護支援専門員と同行で初めて通所介護に行っ
た。今後も通うことになるようだが、家族は場所や
頻度を知らない。居宅サービス計画ももらっていな
い。昨日急に介護支援専門員から、２日後にサービ
ス担当者会議を開くと連絡があった。介護支援専門
員の頭の中では話が進んでいるらしいが、不信感が
募っている。

傾聴し、居宅サービス計画の説明を求めるように
助言したところで、まずはサービス担当者会議に臨
み、それでも不信感が拭えないときに変更を考えて
みるということになった。

2 家族

利用当事者は要介護２の認定を受け、現在は介護
用ベッドや車いす、スロープをレンタル利用中。利
用当事者は脊柱管狭窄症で、病院に月数回通院して
いる。その際に介護タクシーを使用しているが、前
回に利用した際、費用が値上がりしていた。家族が
介護支援専門員に説明を求めたところ、介護保険
で決まっていることなので、止むを得ないと言われ
た。

一般的に介護タクシーは通院等のための乗車又は
降車の介助、準備等も含め訪問介護にて支援を要す
る場合、介護保険が利用されることがある。タク
シーの移送運賃は介護保険適用外で、その他実費の
費用等も考えられ得ることを説明した。介護支援専
門員が説明したのは、介護保険の適用の可否の部分
であると考える。本件苦情相談について、代弁でき
る旨を話し、了解を得た。当該介護支援専門員及び
介護タクシー事業者に本件苦情相談内容を伝えた。
介護タクシー利用での通院の際、利用当事者の身体
状態から訪問介護（身体介護）の支援が必要と判断
し、居宅サービス計画にサービス予定を入れてい
た。しかし、実際の支援に要する時間が20分間に
満たない実績報告があり、介護保険適用は難しいと
判断、事業者のあらかじめ設定された介護等にかか
る実費の利用料が発生した事態があったとのこと。
相談者である家族に対し、サービス利用に関する経
過等も含め、詳細な説明を介護支援専門員に依頼
し、改めて了解されて終了となった。

3 家族
新規の認定を受け、介護支援専門員と面談した
が、説明もなく契約書にサインするよう求められ
た。不信感を抱いた。介護支援専門員を変えたい。

介護支援専門員は変更ができる旨を説明し、納得
いただいた。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

⑥契約解除に不満

⑦事務手続（利用者負担を含む）に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

手にはめるミトン（手袋）を見たいと福祉用具販
売事業所に依頼したところ、介護支援専門員からミ
トンを使用するのは身体拘束にあたるので介護支援
専門員の契約を終了すると言われてしまった。

介護支援専門員に事実確認したところ、利用当事
者が便を触ると困るので、ミトンを使いたいと家族
が福祉用具事業所経由で聞いていた。ミトンで身体
拘束しなくても便を触ることの対策は打てるが、も
しどうしても家族がミトンを使うと言うなら契約を
続けられないかもしれないと言った。しかし、相談
者は、介護支援専門員が「ミトン使用イコール契約
終了」と言ったと感じたとのことだった。
居宅介護支援事業所の運営法人は、今後は誤解を

招く説明をしないように介護支援専門員を指導する
予定であるとのことだった。

2 家族

介護支援専門員が突然変更となった。変更となる
事由も聞いておらず、詳しい説明等がなかった。そ
もそも適切に業務を行っていなかったのではないか
と、不信感が強くなってきている。

保険者から介護支援専門員に架電し、本件苦情内
容を伝えた。担当が変更となる事由に関し、改めて
利用当事者及び相談者に説明等するとともに、利用
当事者の在宅介護支援の継続ができるように努める
ように依頼をした。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

福祉用具貸与を利用しているが、種類は変えてい
ないのに毎回請求額が変わる。先月から自費が１万
円以上増えた。

介護支援専門員に事実確認したところ、先月は福
祉用具事業所がスロープの請求の入れ忘れがあった
とのことだった。以前自費で負担できる額を聞いて
いたので、その内容で提案したと福祉用具の事業所
から説明した。他サービスとの関係があるので、介
護支援専門員から説明すべきだったかもしれないと
のことであった。介護支援専門員からこれまでの対
応方法と今後について、説明するように伝えた。

2 利用
当事者

利用限度額を超えて自費分が発生している。介護
支援専門員が提供票を持ってきたが、自費分につい
て、単位単価の最も低いサービスで計算してくれて
いない。多少でも単価の低いところを自費にあてて
くれたら、支払いが安くなると思うが、一番安くな
る方法で計算するように規定はないのか。介護支援
専門員が勝手に決めていいのか。

自費分については、単位単価の低いサービスを選
択して算定するような規定はない。また、介護支援
専門員は、自費利用分について、どのサービスがど
れくらい利用限度額を上回っているかということ
と、実際の金額を明示して、利用者の承諾を得なけ
ればならないことになっているので、その説明を求
めるように助言した。

3 家族

利用当事者は老人ホームに入居中だが、歩けるよ
うになったので自宅に戻したいと思い、居宅の介護
支援専門員と話を進めている。居宅の介護支援専門
員からは、退所日が先に決まらないとサービスの手
配や契約ができないと言われたが、短期入所介護の
手配や契約を先に行って準備を整えてから退所日を
決めるという順番ではいけないのか。

一般的には退所の予定日が決まってから、介護支
援専門員がサービスの手配を行う。契約は施設を退
所してからでなければ難しいと説明し、介護支援専
門員に状況確認のため、問い合わせることを提案し
たが、相談者が直接介護支援専門員に聞いてみると
のことで終了した。

4 家族

介護支援専門員に介護老人保健施設入所の希望を
出したのに、１か月経っても手続きが進んでいな
い。自分で介護老人保健施設に状況確認してみたと
ころ、既に介護支援専門員からは必要書類をもらっ
ており、後は家族からの申込書待ちであると言われ
た。
急いで提出し、入所できたが、介護支援専門員に

は誠意を持って仕事をしてほしい。

事業所によれば、施設の担当者に何度連絡しても
つながらず、１か月経ってやっと手続きできたとの
ことだった。
経過報告だけでも利用当事者側にすべきだったの

ではと問うと、こちらも常に留守電で直接話ができ
なかったとのこと。後日、当事者間で話合いがもた
れ、事業者が謝罪し経緯を説明したところ、理解し
てもらったと報告があった。
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（２）訪問介護
①介護サービス内容に不満

②従事者の態度や言動に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

サービス終了後に訪問介護員が、訪問介護記録を
置いていった。記録として、行っていない内容も記
入されていた。

実際のサービスとして提供していない内容を記録
することは適切ではないことを伝える。当該訪問介
護事業所に、本件苦情があった旨を伝えることを話
すも、今後も同じようなことが続くようであれば、
また連絡するとのことで終了とした。

2 利用
当事者

上履きを訪問介護員に洗ってほしいと頼んだら、
難しいと言われた。自分にとっては、衛生面から必
要なことなのに、やってもらえないのか。

基本的にはできないと答えざるを得ないが、利用
当事者の必要度によっては、サービス担当者会議で
合意が得られれば利用することもあり得る旨を利用
当事者に伝えた。その後、利用当事者から「訪問介
護員にやってもらえるようになった。」との報告が
あった。

3 利用
当事者

訪問介護員が家事の段取りを覚えないし、ボール
ペンを持って帰ってしまったようで見つからない。
他にも不満があるので保険者からも訪問介護事業所
に私の不満を伝えてほしい。

保険者から事業所管理者へ相談者の不満を伝え
た。管理者から、不満については介護支援専門員と
対応を協議していると返答があった。

4 利用
当事者

通路の掃除をする際、訪問介護員に対してしゃが
んでハンドクリーナーで掃除をするように依頼した
が、腰が痛くなるので通常の掃除機で掃除をさせて
ほしいと言われた。怠けており仕事をしないため、
訪問介護員を交代してほしい。

訪問介護員も利用当事者と同じくらいの年齢であ
り、普通の掃除機でも、先のノズルを替えれば狭い
ところも扱えると折衷案を提案し、了承を得た。事
業所のサービス提供責任者及び介護支援専門員と話
し、折衷案でやってもらうことになった。

5 利用
当事者

訪問の際、利用当事者が寝ていることが多いこと
等もあり、訪問介護員がよく思っていないようだ。
物を落としてしまっても、すぐに取ってくれないこ
とがあった。訪問介護員の訪問回数や時間等も増や
したいとも考えているので、この機会に事業所を代
えてみたいと思う。訪問介護事業所の一覧をできれ
ばもらうことはできないか。

事業所を変更することは可能であるが、相談者の
気持ちを、まずは介護支援専門員へ代弁できる旨を
伝え、介護支援専門員に連絡し、苦情相談内容を伝
えた。
介護支援専門員によると、利用当事者は現在毎日

訪問介護サービスを利用しており、認知機能の低下
からか感情が不安定な日も多い。サービスを拒否す
ることもあることから、介護支援専門員から連絡を
取り、必要があるようであれば、事業所の変更も含
めて、支援の対応等を検討することとなった。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 介護支援
専門員

訪問介護を行っていた事業所の訪問介護員が無断
で介護記録を持ちだしたことや領収証の発行が遅れ
たことに対して、利用当事者の家族が強い不満を示
しトラブルとなった。

訪問介護の事業者は家族に謝罪をしたが、なかな
か納得をいただけず、困り果てた介護支援専門員か
ら保険者に相談があった。保険者としては責任者等
を含めた複数の職員で対応するようアドバイスした
が、その後介護支援専門員の言動に対しても苦情を
言うようになったため、保険者が事業所に出向いて
善後策を協議した。事業者が改めて利用当事者宅に
出向いて話合いを行った。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

③管理者等の対応に不満

④訪問介護員の派遣に関する不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

毎月介護支援専門員と訪問介護事業所のサービス
提供責任者が家に来て、次月の予定を決めている。
訪問介護事業所の管理者がたまには利用当事者の様
子を見に来るべきではないか。

訪問介護事業所の管理者やサービス提供責任者に
は、利用者宅を毎月訪問する義務はないと説明した
上で、事業所管理者に相談者の意向を伝えた。管理
者が「できるだけ対応する」との返事だったことを
相談者に伝えた。

2 利用
当事者

今まで来ていた事業所ではなく、違う事業所の訪
問介護員からサービスを受けた。本変更について利
用当事者は事前に知らされていなかった。当該訪問
介護事業所の管理者に確認を取ると、介護支援専門
員には伝え、利用当事者には介護支援専門員から連
絡をしてもらうこととなっていたとのことだった。

今までに訪問介護事業所等を何回か変更している
経緯があるとのことであった。また、地域包括支援
センターの担当者からも連絡が入る予定でもあった
ことから、今までの在宅介護支援経過について把握
している地域包括支援センターとの相談を行った上
で、改めて必要があれば、連絡をもらうように依頼
した。

3 利用
当事者

訪問介護員が来て掃除中にポットを壊してしまっ
た。それが原因で畳にカビがはえてしまった。ポッ
トを弁償してもらいたい。事業所の管理者に連絡し
たら「今頃になって言われても困る。壊れたポット
を見せてほしい。」と言われた。ポットは既に処分
してしまった。

弁償の件は保険者が介入することはできない。電
話があったことは、事業所に連絡しておくと利用当
事者に話した。事業所に連絡したところ、管理者は
既に対応を始めているとのことであった。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

50分の介護サービス提供時間であるにもかかわ
らず、訪問介護員は、全て仕事内容をしないで20
分で帰ってしまう。また、訪問介護員に洗濯物を干
してもらうが、干し方がひどいので利用当事者がや
り直しをしている状況である。

利用当事者は特に回答を求めていないと言うが、
適切な介護サービス提供がなされていない可能性が
あるため、関係部署に情報提供を行い、事業者への
実地指導を含めて検討することとなった。

2 利用
当事者

訪問介護員がいつも10分遅れて来て、サービス
提供を開始する。しかし、10分遅れることについ
て事業所から事前に電話はなく、訪問介護員は「次
があるから」と言って定刻に帰る。

15分遅れると利用料金に影響はあるが、10分で
あれば影響はないと回答すると納得された。契約に
基づいて介護サービスは提供されるものであり、
10分遅れのサービス提供は問題があるため、事業
所の責任者に伝えたらどうかと助言を行った。

3 家族

事前の説明なしに、介護サービス提供時間と訪問
介護員が変更されており、全く知らない人が家に立
ち入るのは非常に不愉快である。

事業所に確認したところ、居宅や利用者の状況を
把握した上で変更することがあるが、今回説明して
いなかったとのことだった。説明不足で苦情につな
がるケースがあるため、丁寧に説明するように指導
した。
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⑤事故や状態悪化時の対応に不満

⑥事務手続（利用者負担を含む）に不満

⑦契約解除に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

独居の利用当事者宅に訪問介護員が訪問したとこ
ろ、応答がなかった。緊急連絡先である相談者に連
絡が入り、駆けつけると室内で倒れていた。救急搬
送されたが、意識不明の重体で入院することとなっ
た。今回、相談者の携帯電話に連絡が入ったのは、
訪問介護員の訪問時間から随分時間が経過してい
た。

事業所に事実確認をしたところ、当時の対応の不
備を認めた。厳重注意と再発防止の徹底について口
頭で指導を行った。

2 家族

訪問介護員がサービスに入っている間に利用当事
者が家を出て行ってしまった。探したが見つから
ず、捜索願を出したところ、警察署から利用当事者
が保護されていると連絡が入った。訪問介護員が２
階で洗濯物を取り込んでいる間に起こったことだ
が、事業所及び訪問介護員から謝罪の言葉や説明が
ない。この件で何度もやり取りしているが、事業所
への信頼を失っている。

事業所へ確認すると、徘徊当日の時系列に誤りが
あるとの主張であり、双方で齟齬が見られた。この
ため、改めて話合いを行ってもらうこととした。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

かつて利用していた事業所から誤って請求書が届
き、その件について詫び状まで受け取ったが、後日
また誤って請求書が届いた。

事業所に確認したところ、同姓の別利用者へ送付
するところ間違えたとのことだった。再発防止のた
め、ダブルチェックをしたものの機能せず、再度請
求してしまったことが判明した。再発防止のため、
事業所の対応策について検討し、報告するように指
導をした。

2 家族

訪問介護を受けた時間が短い日であっても、長い
方のサービス実施として算定請求されており、水増
し請求だと感じる。

介護支援専門員に事実関係を確認した。差異につ
いては、排泄等の介助が発生する場合があるため、
その場合は長く算定することを、事前に事業所と確
認してあり、正当である。
手元に記録があるとのことなので、今後請求書が

届いた場合は内容を確認し、疑義がある場合は事業
所に確認するように伝えた。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

訪問介護員に毎日入ってもらっているが、昨日今
日と来る予定の訪問介護員が来ない。無断で訪問が
ないのは、契約違反ではないか。

事業所の責任者に電話をして苦情を代弁した。責
任者によれば、本来支援できないことを要求された
り、訪問介護員の悪口を言われて対応に苦慮してい
たとのことだった。利用当事者に集金に行きたいと
電話をした際、「顔も見たくない。」と言われ、訪問
介護員の派遣を中止したとのこと。
保険者からは、事情は理解できるものの、利用当

事者に通知することなく、訪問介護員の派遣をやめ
るのは事業者側に落ち度があり、契約に基づいて契
約解除する旨の通知をする等の手続きが必要であっ
たと説明した。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

（３）訪問入浴介護
①介護サービス内容に不満

②管理者等の対応に不満

③事故や状態悪化時の対応に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

事業者の時間変更が多く、その度に訪問介護を
キャンセルしなければならない。キャンセル料が発
生することもある。担当する介護支援専門員に話
しても他にも訪問入浴介護事業所はあるが、どこも
いっぱいで変更できないと言われた。

訪問入浴事業所は他にどういったところがあるの
かと尋ねられたので事業所一覧の訪問入浴介護の事
業者のページを郵送した。その上で介護支援専門員
に連絡を入れた。利用当事者は生活保護を受給して
いたため、介護サービスの利用については、ケース
ワーカーも交えて相談をしていくように助言した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族
事業所へ電話をした際、折り返すと言われたが、

折り返しがない。また、事業所に誰もいないことが
多々ある。訪問入浴の日程変更のことについて話し
たい。きちんと対応するように指導してほしい。

保険者から事業所へ連絡し、相談者に電話するよ
うに話をした。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

訪問入浴利用直後に利用当事者の容体が急変し、
約１時間後に死亡した。痰が絡んでいたのに、横に
なっていれば自然にでると看護職員が言って帰り、
その直後に急変した。あの時看護職員が対応してい
ればという思いがある。介護支援専門員を通して、
対応が不適切であったのではと伝えてもらったが、
訪問入浴事業所からは何の連絡もなく、葬儀にも来
なかった。

事業所へ連絡し、当日の経緯等を確認したとこ
ろ、事業所としてサービス利用直後に亡くなったこ
とは把握していたが、家族の不満、疑問は伝わって
いなかった。当日、痰は絡んでいたが、原則として
訪問入浴では医療行為はできないため、家族に吸引
依頼をして退室した。記録もある。事業所としては
不適切な対応はとっておらず、事故とも考えていな
いため、特段の対応をしていない。要望があれば、
管理者から相談者へ連絡し、説明を行う。管理者か
ら相談者へ直接連絡し、説明してもうらうことと
し、保険者から相談者にその旨を伝え了承した。
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（４）訪問看護
①介護サービス内容に不満

②従事者の態度や言動に不満

③契約解除に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

陰部洗浄と足浴を行ってもらっている。陰部洗浄
は手袋を２枚重ねて行ってくれるが、看護師は自身
に傷があるにもかかわらず、足浴や薬を塗る等の処
置時は、手袋を付けなかった。利用当事者の処置の
際に菌がうつるのではないかと不安である。

傷の有り無しにかかわらず、処置の際には手袋を
付けてもらうよう管理者に伝えてはどうかと助言し
た。管理者に話してみるとのことで終了した。

2 家族

１週間排便がなかったので、看護師に浣腸を依頼
したが、医師の指示がないからと対応してもらえな
かった。医師に確認してくれれば良いのにしてくれ
ない。これから、訪問看護事業所を変更するに当た
り、緊急時等には対応してもらいたいが、どうした
ら良いのか。

新たな事業所に変更するに当たり、契約を交わす
際に、相談者の要望を明確に伝え、緊急時の対応に
ついて納得するまで話を聞くように助言した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

看護師が家族に対し暴言を発し、利用当事者の前
で言い合いになった。それが原因で利用当事者の訪
問看護を看護師が降りたいとのことで数回の話合い
を持った。家族からの引き止めにも応じず訪問看護
事業所の交代となった。その折の引継書の内容が不
十分で、家族が気難しい人であるという内容に関し
ても納得がいかなかった。暴言については一度は上
司から謝罪してもらったが、看護師は全く悪いと感
じていない様子だった。その１か月後、利用当事者
は死亡した。今回の利用当事者の死は、この訪問看
護事業所の交代と関係があったのではないか。

利用当事者が亡くなってからまだ日も浅いため、
時折涙ぐまれる家族に対して具体的な相談先のアド
バイスはせず、「今回の訪問看護事業所の交代が利
用当事者の死因と関係している。」と考えているこ
とに対して肯定も否定もせず傾聴し、とにかく時系
列で何が起きたのか、どんな精神的な不利益を被っ
たのかを聞き取ることに専念した。家族からは後
日、事業所への状況の聞き取りやその聞き取りの様
子を事業所訪問後にフィードバックしてほしいとの
申出があったため、訪問後、連絡をすると伝えた。

2 家族

訪問看護事業所の職員が個人情報のファイルを常
に持ち歩いている。家族や友人のいる前で平気で広
げていて丸見えの状態である。また、緊急連絡が入
ると、場所を変えたりせず、他の利用者の個人ファ
イルも家族や利用当事者が見える状態で電話を受
け、内容も全て聞こえてしまう。居宅介護支援事業
所と訪問看護事業所は同じ法人だから苦情を言いに
くい。

秘密保持等に関する訪問看護運営基準を読み上
げ、説明を行う。保険者に詳細を伝えて相談するこ
と、事業所への苦情であれば国保連も相談を受け付
けていることを伝える。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

処置の際、看護師に色々注意したと同時に、介護
支援専門員からも伝えてもらった。
後日、当該事業所の管理者から連絡があり、「全
看護師が利用当事者のところに行きたくないと言っ
ている。」と言われた。利用当事者のところに来て
くれる訪問看護事業所は他にないので、困ってい
る。注意されたから看護師が行きたがらないという
理由で契約解除できるのか。

事業所は正当な理由なく介護サービスの提供の拒
否はできないことを伝えた。管理者との話合いにお
いて、契約解除を言われたとしても、次の事業所が
見つかるまでは提供してほしい旨を伝えるように助
言した。今後のサービス利用に関しては介護支援専
門員又は地域包括支援センターに相談するように勧
めた。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

（５）居宅療養管理指導
①介護サービス等の説明の不足

②契約解除に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

管理指導計画書の「居宅療養管理指導のサービス
の内容及び管理指導事項の説明を受け、その内容実
施に同意いたします。」といった欄に、サインを求
められた。通常は説明するのが当然ではないのか。
居宅療養管理指導費に対する説明を求めるも「国

の法的根拠に基づくものです。」との回答だったが、
その説明では内容が全く分からない。

窓口で事情を伺った。詳細を後からメールで送り
ますとのことだったので、窓口で困惑やお怒りの様
子はほとんど見られなかった。後ほどメールの内容
を確認し、介護支援専門員に事実確認を行った。こ
の件については介護支援専門員が、既に対応済み
で、事業所を変更するとのことで終結した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

巻き爪を切ってもらったら足が傷つき膿んでし
まったため、その対応をお願いしたが、クリニック
の往診医はきちんとした治療をしてくれなかった。
先日往診に来た際に、「うちではあなたの望むも

のは提供できないから今日で終わりにしてくださ
い。」と言われ、急に契約を解除されてしまった。
月内は指示書に基づき訪問看護を利用しても良い

が、その代わりクリニックには一切連絡をしてくる
なとも言われ困っている。契約を解除する場合は１
か月前までに連絡をすることが一般的だと思うが、
訪問診療の同意書を書いたのみで契約書がなかっ
た。次の事業所が決まるまでの間、責任を持って
サービス提供をしてほしい。

当該クリニックの院長へ状況を確認したところ、
急に契約を解除したつもりはなく、別の病院に診て
もらえなかった時だけ、昼夜問わず頻繁に電話がか
かってくるため、対応に苦慮している。訪問中止を
含めて相談に伺った際、家族からもう終わりで良い
と言われたとのことだった。また、今後も往診をし
て欲しいというのであれば拒否することはないが、
別の病院に相手にされなかった時だけ緊急で依頼さ
れても対応はできないし、過剰な医療を求められて
も提供できないということは理解してもらう必要が
あるとのことだった。
相談者に事業所の見解を伝えたところ、事業所が

都合の良いように言い逃れしていると立腹していた
が、保険者で苦情の記録を残しておくということで
納得された。
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（６）通所介護
①介護サービス内容に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

①�提供されるお茶やコーヒー用のカップは、都度洗
わず、すすぐだけである。
②自分の携帯電話を取り上げられてしまった。
③�利用当事者が利用者仲間に持ってきた「お土産」
（食べ物）を取り上げ、職員が食べた。疾病等の
影響で他利用者に渡せないということであればま
だ理解できるが、職員が食べるとはどういうこと
か。
④�人生何十年と経験ある高齢者に対し、幼児言葉で
対応する。

保険者から当該事業所に連絡し、以下の改善内容
の聞き取りを行った。
①利用者が使用するカップについて
使い捨てカップを使用することとし、利用者に説
明の上理解してもらった。

②携帯電話の取扱いについて
基本持込は遠慮してもらっているが、事情により
身につけていなければならない利用者には、着信
時に職員が付き添って事務所内で通話してもらっ
ている。この対応についての貼り紙をし、利用者
に説明の上、理解してもらった。

③食べ物の持込について
お断りしている旨の貼り紙をした。今回の苦情に
あった、お土産を持ってきたと思われる利用者に
は、説明の機会を設け、当時の対応について説明
し、納得してもらった。

④職員への指導について
苦情にあった対象の職員には、言動等について、
利用者の尊厳を守り、自尊心を傷つけないような
対応を心掛けるよう個別に指導をした。
その他、職員全体会議を開き、同様の対応をする

よう指導をした。
上記報告を受け、保険者から事業所の管理者に今

後も苦情をサービス改善の契機としてとらえ、真摯
に対応し、サービスの向上に尽力するように伝え、
了承をもらった。

2 利用
当事者

医療機関から指導してもらっていた歩行（移動）
介助とは違った方法で、事業所内で訓練が行われて
おり、転倒してしまった事態があった。

通所介護事業所での歩行訓練実施内容に関して
は、通所介護計画を作成していることを説明した。
介護や訓練内容等を計画している通所介護事業所の
担当職員、介護支援専門員、医療機関などの情報共
有が適切になされていない状況等が考えられるた
め、まずは、介護支援専門員若しくは事業所の相談
員まで確認及び相談していただくように話をした。

3 家族

植物園の見学に行った時、利用当事者の歩き方が
おぼつかないのに、他の利用者が乗った車いすを押
すように言われた。一生懸命に車いすを押したの
で、植物園を見ることができず、大変嫌な思いをし
たようだ。

事業所によると、車いす介助については利用当事
者に説明したとのこと。今後は利用当事者の明確な
了解を得て、行動してほしいと伝えた。

4 家族

利用当事者は、通所介護サービスで入浴をしてい
る。10人くらい入浴するらしいが、Ｃ型肝炎があ
るためにいつも最後に回されている。浴槽で便失禁
をしてしまう利用者がいるが、浮いた便を桶ですく
い取るだけで、湯の入れ換えをすることはないと
のこと。職員にその旨を伝えたところ、「時間がな
いので入れ換えはできない。」と流されてしまった。
しかし、先日、利用当事者が下痢便状の汚れがある
浴槽につかったと言っていたため、介護保険事業所
としてどうなのかと思った。

サービス担当者会議の際、事業所の責任者に入浴
中の便について話をしたことはあるが、下痢便状の
汚染については話していないとのことだった。その
ため、適時伝える必要があることを助言した。ま
た、便で汚れた浴槽に入ることは感染症等の衛生上
からも不適切だと考えられるため、まずは早めの改
善が必要なことから、保険者への相談を提案した。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

②従事者の態度や言動に不満

③事故や状態悪化時の対応に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

通所介護サービスの送迎の身支度において、介護
職員の介助がぎこちなく不慣れのため、家族が手伝
わなくてはならなかった。日中の対応も心配になっ
た。

家族から事業所に言いにくいのであれば、介護支
援専門員に相談し、伝えるよう話した。改善しない
場合は再度担当部署へ連絡することで了承された。
その後、連絡はなかった。

2 その他

事業所の送迎職員が利用者に対し、暴言をはいて
いるところを目撃した。指導してほしい。

事業所の管理者へ電話で確認をした。もしかした
らと思う事案があるとのことで、管理者から送迎職
員に、利用者に対する接し方や言葉遣いに気をつけ
るよう注意を行うとのこと。また、本件について
は、事業所内で共通認識をもつため、連絡事項を共
有しているノートに記入し、今後再発防止に努める
とのこと。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

新人ドライバーが利用当事者を送迎バス内に30
分以上置き去りにし、脱水症状・意識混濁が見られ
た。
経緯の説明を担当職員が電話で家族に行ったが、

事実を隠し、虚偽の説明をした。担当職員は、日ご
ろから利用当事者のことを臭いと言い、シートベル
トを締めない等介護放棄をしている。また、契約を
解除した覚えがないにもかかわらず、今後のサービ
ス提供を断られた。
事故後事業所から謝罪や改善報告もない。

事故報告書が提出されており、バス内の置き去り
も、職員の虚偽報告も事実である。契約について
は、管理者が契約解除理由がないにもかかわらず、
契約解除と思いこみ対応をしていた。苦情を受けた
後、担当係において、事故報告書の再提出、介護職
員の放置・放任での虐待調査となった。

2 家族

利用当事者が利用中に転倒して、しりもちをつい
た。緊急連絡先は相談者であったが、仕事で電話に
は出られなかった。たまたま、相談者が事業所から
の留守電に気づいて折り返し電話をしたが、利用当
事者は午前中のみの利用なので、連絡がつかなけれ
ば、一人で家に帰されるところだった。

通所介護での事故発生時は、利用者家族、利用者
の居宅介護支援事業所にも連絡を行うとともに必要
な措置を講じることになっている旨を説明をした。
今後のサービス利用にあたり、再度、事業所及び介
護支援専門員と緊急時の連絡方法について話し合
い、体制を整えておくように助言した。

3 家族

送迎の際に、通常は２人介助で乗り降りをしてい
たが、この日の事業所到着時の降車は１人介助で
あったため、膝折れし、結果的に骨折した。このこ
とに対する事業所の対応に不信感がある。以前にも
通所介護中にしりもちをついて受診したが、これが
今回の骨折につながったのではないか。

事業所は家族に謝罪をし、入院している病院にも
通っているが、なかなか納得をいただけない状況
だった。事業者は誠意をもって対応しているような
ので、今後も、相談者に納得いただけるように、話
合いを進めてほしい旨を改めて伝えた。

4 家族

同居の利用当事者が通所介護サービス利用中に転
倒したようだが、当日何の報告もなく、翌日から歩
けなくなった。後日通所介護サービスの事業所か
ら、実は散歩中に転倒したと報告された。当日すぐ
に報告があれば対応は異なり、悪化しなかったかも
しれない。事業所からは何の補償もないのか。事業
所責任者が詳細の説明と謝罪をするべきではない
か。

事業所に苦情を伝えて状況確認を行ったところ、
既に文書で説明及び謝罪をしたとのこと。家族にそ
の旨を伝えると、文書は受け取ったが補償の話がな
かったので、今後は法人の本社と補償の話をすると
のこと。本件を介護保険担当部署に報告し、事業所
に事故報告を提出してもらうことになった。12月
に事故報告が提出されたことが確認できたため、家
族にその旨を伝えたところ、家族から「本社と話を
して治療費を支払ってもらえることになった。利用
当事者は回復して歩けるようになり、別の通所介護
サービスに通っている。」との報告を受け、対応終
了となった。
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④事務手続（利用者負担を含む）に不満

⑤契約解除に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

家族が介護サービスを利用するため、準備を進め
ていたが、契約日の前日に断られた。

事業所の管理者に確認したところ、以前、事前の
連絡なしに相談者が見学に来てトラブルになったこ
とがあるとのことだった。相談者は、介護保険サー
ビスを利用するのが初めてで、コンビニのような感
覚でサービスを利用できると思っていたとのこと
だった。事業所のセキュリティ、利用者のプライバ
シー及び介護保険制度についての説明を行い、納得
はしていただいたとのことだった。事業所として
も、利用当事者のサービス開始に向けて、進めてい
くつもりとのことであった。

2 家族

事業所側のミスで利用料が引き落としされなかっ
たため、事業所に説明を求めた。しかし、誠意が感
じられず、事業所側のミスであるにもかかわらず、
事業所へ支払いに行くのは抵抗があるため、どのよ
うにしたらよいか。

苦情内容を責任者に伝えたが、原因究明されてお
らず、家族も責任者に会いたくないとのことである
ため、地域包括支援センターにて利用料を預かり、
支払いの対応をした。

3 家族

利用者負担割合が、実際は２割のはずなのに９か
月分を１割負担で請求され、その後勝手に差額の
３万４千円を引き落とされた。事業所の過失にもか
かわらず、何の説明も謝罪もなく引き落とされたこ
とに納得がいかない。原因は事業者にあるので、差
額を安くしてもらうか、免除してもらうことはでき
ないのか。

本件については、利用者と事業者との契約にかか
わる問題なので、事業者に交渉を試みてはどうかと
伝えた。また、介護支援専門員に現状について家族
へ連絡してもらうように伝えた。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

①�利用当事者の暴言を理由に、利用を断られた。事
業所の相談員からは、「（暴言を言われた）利用者
が委縮している。」と話を聞いた。事前に利用当
事者の状況（他の事業所でも暴言があったこと）
を伝えた上で利用を始めた。２日間で受け入れを
断るのは、専門職の対応ではない。
②�事業所から契約解除するとは伝えられていない。
事業所は、契約書どおりの契約解除ではないと認
めてほしい。
①②について、事実確認を行い、事業所として適
切な対応でなかったことについて、謝罪を受けた
い。

事業所の管理者に事実確認を行った。
①�利用当事者の暴言があり、職員が暴言を止めるよ
うに、何度も伝えるが収まらなかった。当該利用
者の利用がない他の曜日のみの利用は可能である
旨を、事業所から介護支援専門員に提案をした。
相談の結果、介護支援専門員は他の事業所を調整
し対処するとのことであった。

②�サービス利用は終了になり、事業所は介護支援専
門員に解約文書を家族に提示すると申し出た。介
護支援専門員は「利用当事者は他の事業所を利用
することになったので、解約文書を提示する必要
はない。」との意見であり、解約文書は出さなかっ
た。家族の希望があれば、事業所としては改めて
解約文書を提示することができるとのことだっ
た。
家族と事業所の話合いにて、管理者は解約文書等

を提示した。管理者は改めて、家族の意向に沿えな
かったことを謝罪した。家族は文書を確認し、当時
の状況について管理者に説明を求めた。暴言が生じ
た経緯は、双方で齟齬があったが、利用当事者から
の暴言が、他利用者に精神的な苦痛を与えていない
ことを確認し、家族の納得が得られた。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

⑥送迎に関する不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

利用当事者が聞いている迎えの時間が指定の時間
より早かったり、遅かったりする。

事業所に電話を入れて苦情の内容を伝えた。事
業、事業所の対応がうまくいかず、連絡が不十分
だったとのこと。相談者に謝罪をして、引き続き利
用することになったとの報告を受けた。

2 家族

住居の玄関は階段を上がった２階にあり、居室か
ら１階の私有地までは家族が介助をして降ろし、送
迎車は、私有地まで入ってもらっている。しかし、
事業所のリスク会議の結果とのことで、送迎時に訪
問介護員をつけないと利用継続が難しいと言われ
た。

国の詳細な基準はないが、住居玄関から事業所ま
でが送迎の範囲である旨を説明した。リスク会議の
結果については、介護支援専門員を含めて事業所へ
説明を求めた方がいいのではないかと提案した。

3 家族

利用当事者は半年前から週１回通所介護サービス
の利用を始めた。利用当事者は足が悪いため、オー
トロックのマンションではあるが、ドアツードアで
の送迎をしてもらえるということで契約した。とこ
ろが、最近、事業所から「支度に時間がかかりすぎ
るので、今後はマンションの下まで降りて待ってい
てほしい。それができなければサービスを継続でき
ない。」と言われた。

通所介護の送迎サービスは居宅まで行くことが原
則であるが、居宅まで迎えに行けない要因があり、
妥当と考えられる場合はそれぞれに出迎え方法を決
めて適切な方法で行うことになっている旨を説明し
た。利用当時者が支度をするのにどのくらい時間が
かかるのかを相談者が把握し、迎えの職員を待たせ
ないよう工夫できることはないか検討する必要があ
る。送迎方法について事業所と話し合い、また、利
用当事者一人での準備が難しいのであれば、訪問介
護で送り出しの援助ができないのか介護支援専門員
に相談するように助言をした。
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（７）通所リハビリテーション
①介護サービス内容に不満

②事務手続（利用者負担を含む）に不満

③従事者の態度や言動に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

利用当事者は車酔いしやすいので、乗車時間が最
短になるように、迎え時は最後、送り時は最初にし
てもらっていた。最近新しい利用者の送迎が間に
入って乗車時間が長くなったため、車酔いで吐き気
がして、まともにリハビリテーションができなく
なった。事業所と話し合ったが、事業所相談員から
「利用当事者だけ特別扱いできない、希望どおりに
すると送迎の効率が悪くなる。」と言われた。介護
サービスに送迎は含まれているはずなので、事業所
側の効率優先ではなく、利用者の事情に合わせるべ
きではないか。順番や組み合わせ、利用日等を検討
して、元のように乗車時間が最短になるように調整
してほしい。

介護支援専門員と事業所相談員に状況確認したと
ころ、現在の送迎体制では利用当事者の希望に対応
できないが、今後状況が変わればなるべく希望に添
うように改善するとのことだった。利用当事者は病
気のため、急に怒ってしまうことがあり、今回は怒
りが収まらないようなので、希望に対応してくれる
ような別の事業所の利用も提案しているとのこと
だった。利用当事者は送迎スケジュールが希望どお
りに変更されないと納得しなかったが、保険者では
これ以上調整に入れないと伝え、終了した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 介護支援
専門員

担当している利用当事者の認定期間が今月末まで
で、翌月からの認定結果がまだ出ていない。利用当
事者は病院に併設する通所リハビリテーションを利
用しているが、職員から、「うちの事業所は暫定で
の利用は受けていませんので。」と釘をさすように
言われた。
介護保険サービス事業者が、認定が決まっていな
いからという理由で提供を拒否できるのか。

通所リハビリテーション事業者は正当な理由がな
い限り、提供を拒んではならないとされている。要
介護度が確定していないというのは、正当な理由に
は当たらない。ただし、認定結果がでる前に介護
サービス利用をしてしまうと、非該当の場合に全額
自費負担となってしまうことや見込みより要介護度
が軽く、限度額を超過してしまうこと等が考えられ
るため、生活に必要不可欠なサービスでなければ、
一度利用を止めることがある旨を説明した。
介護支援専門員は頭ごなしに拒否され納得いかな

いとのことなので、当該事業所の職員に事情を聞い
た。当該事業所としては、暫定での利用を拒否した
訳ではなく、利用当事者の状態が回復しており、現
在は要介護だが、今回の更新で要支援になる可能性
があるため、要支援になると定員に空きがなく受け
入れできなくなるということを伝えたかったとのこ
と。誤解があるようなので介護支援専門員には保険
者からも説明するが、当該事業所の職員からも改め
て説明をするように依頼した。それ以降は当事者間
で話し合ってもらうようにした。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族
家族が利用している事業所の介護職員から、入浴
介助の際に「汚い」「不潔」「帰れ」などの暴言を耳
元でささやかれるため、利用当事者が怯えている。

事業所に事実確認を行ったところ、利用者に対す
る言葉遣いに問題があるケースなどがあったことが
分かった。事業所も事実を把握し、対策を行ってい
ることを確認した。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

④管理者等の対応に不満

（８）短期入所生活介護
①介護サービス内容に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

「夏休みのお知らせ」の手紙が自分の連絡帳には
入っていなかったため、管理者にその旨を伝える
と、管理者は「こちらの落度です。大変申し訳あり
ませんでした。」と言った。しかし、その後ミスを
した事務職員を利用者の前で強い口調で叱りつけて
いた。ミスをした部下の注意は必要だが、利用者に
見えないところで静かに注意をすべきではないだろ
うか。とても気分を害してしまった。

通所リハビリテーションの管理者に事実確認を
行った。利用当事者の前でミスをした事務職員に対
して注意をした事実を認め、利用当事者に配慮し、
管理者が事務職員に注意をすれば怒りが少しでも治
まると思ったとのことだった。保険者として、今後
は部下への注意は利用者の目に触れない場所で行う
ことをお伝えし、今回の件は終結した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

４日間介護サービスを利用したが、以下のとおり
十分なサービスを受けられなかった。
・�着替えを持参するよう言われたが一度も着替えを
させてもらえなかった。

・�入浴を一度しかさせてもらえなかった。
・�事業所に申入れをするも納得できる説明や改善策
の話はなく、保険者に相談するように言われた。

当該事業所に事実確認を行ったところ、主訴の内
容について認めた。不手際及び説明不足であった点
については適切な説明を家族に行うこと、また、今
後の改善策を事業所で検討し改善するように指導し
た。
後日、事業所職員が利用当事者宅に訪問し、謝罪

と説明を行い、家族に納得いただいたこと、介護支
援専門員に今回の経緯を説明したことを確認した。

2 家族

認知症の人が多くて気が滅入る。自由に外出でき
ない。カラオケや折り紙の活動だけでリハビリがで
きない。介護支援専門員に相談して別の事業所を、
何か所か紹介してもらったが、なかなか良い所が見
つからない。認知症の人とスペースが分かれてい
て、リハビリができるような事業所を利用したい。

個々の事業所について、介護支援専門員よりも詳
しい情報提供はできないので、引き続き介護支援専
門員に相談して探すように伝えた。また、老人保健
施設の短期入所療養介護ならば専門職によるリハビ
リが受けられる場合があるので、それも含めて介護
支援専門員に聞いてみるように助言した。

3 介護支援
専門員

入所前の面接時、「血圧が160以上に上昇した際
は服薬をさせてほしい。」という約束で利用をして
いたにもかかわらず、アセスメントシートにその旨
が記録されていなかった。そのため、看護職員に服
薬指示が伝わっておらず、服薬させてもらえなかっ
たことが原因で利用当時者が体調不良に陥った。さ
らに、見学時から関わっていた職員が、この問題が
浮上した時、既に退職しており、事実確認ができな
い状態になっている。この事業所は、管理者、看護
職員、相談員、介護職員の連携不足が指摘されてい
る。さらに、職員の出入りが激しく職員も管理者も
改善意欲に欠ける印象を受けた。

この事業所は以前、保険者へ苦情報告を提出して
いる事業所であり、苦情内容がその時と同じ「薬の
管理」であったため、事情聴取を行った。先般の事
故報告後、薬の管理体制と職員の報告、連絡、相談
体制の改善がされたとの報告があったが、改善され
ていないのではないかと忠告をし、今後は、必ず改
善するように口頭での指導を行った。
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②従事者の態度や言動に不満

③管理者等の対応に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

職員の態度が悪い。命令口調、上から目線、おし
つけがましい態度等で利用当事者が気分を害した。

利用当事者の短期入所介護の利用が終了してか
ら、状況確認のため、管理者に電話確認をした。利
用当事者とは認識や解釈、主張の違いなどがあっ
た。しかし、気分を害してしまった事実について
は、謝罪し、二度と同じことを繰り返さないように
していきたいとのことだったため、相談者にその旨
を伝えた。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

利用当事者が家に帰ってきた際、自身のものでは
ない夏用の下着を着用しており、管理者に連絡した
ところ下着の取り違えがあったことを報告された。

事業所職員が来庁し、主訴について保険者職員が
聞き取りを行った。内容は次のとおり。
・�下着類は利用開始時と終了時に記録をして数を確
認している。通常記名をお願いしているが、今回
記名がされていなかったため、取り違えた可能性
はある。取り違えたとされる半袖の下着は確認で
きていない。

・�今後は記名の徹底と、写真を撮って管理する方法
も検討している。

・�相談者から取り違えの経緯や今後の改善策を説明
してほしいとの要望があるため、事業所から連絡
を行う。
その後事業所が相談者に連絡をし、対応策として

荷物受け入れ時に名前の記載を徹底してもらうこ
と、洗濯時に個人用洗濯ネットを使用することの２
点を説明し、了承を得たとの報告を受けた。

2 家族

苦情に対する管理者の対応に疑念がある。利用当
事者は、インフルエンザで入院したが、脱水症状が
あり栄養状態も悪く、褥瘡ができていた。また、一
時入院後の対応について説明がなかった。これらの
訴えをうやむやにせず、きちんと対応し説明してほ
しい。

事業所に連絡すると、苦情についてはその都度説
明し対応してきた。その記録もある。全て法人に報
告しており、今後は法人担当者が対応し説明してい
くとのこと。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

④事故や状態悪化時の対応に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

誤薬（塗布）事故があった。利用当事者が「その
薬は自分のではない。」と言っているのにもかかわ
らず、夜の巡回時に臀部と陰部に褥瘡の薬を塗られ
たとのことであった。また、間違えて塗布した薬を
取り除いたり、対象者を間違えて塗ったことに対す
る謝罪もなく家族への電話連絡もなかった。さらに
事業所責任者に対しても当該事故の報告、連絡、相
談が職員間できちんとなされていない状態であり、
謝罪に来た管理者は何も状況を把握できていない状
態で土下座をしたため、不信感が高まった。
誤薬も問題ではあるが、誤薬自体よりも介護職員

や看護職員が説明を求めても説明しないこと、間違
いに気づいているのに謝罪をしないこと、塗ってし
まった薬の安全性についての説明をしていないこ
と、家族への連絡をしていないこと、説明を求めて
も話をはぐらかしたこと、すぐに対応をしないで放
置したことが心理的にネガティブな影響を及ぼし
た。

家族からは事業所の管理者に対して、今回のこと
に対する聞き取り調査等を行ってほしいとの要望が
あった。また、保険者が事業所に対して何をどう指
導したか等のフィードバックをしてほしいとの要望
があった。さらに必要なら立ち入り調査等もお願い
したいとの申出があった。
事業所責任者に電話にて聞き取り調査を行い、

事故報告書の提出を求めるも記載内容が不十分で
あった。後日、管理者、生活相談員及び看護職員に
来庁してもらい再度事実確認を行うとともに、業務
日誌や面接記録、事故発生時マニュアル、服薬管
理チェック表及び個人ファイルの記載内容を確認し
た。不十分な記載内容や事故発生時の連絡体制等に
対する認識の甘さ、介護する立場である職員一人一
人の高齢者に対する人権意識の問題等について指導
を行い、その結果を家族に報告した。

2 家族

利用した際に誤与薬があったのではないか。ま
た、薬の管理体制や急変時の対応に不信感がある。

事業所から提出された事故報告を元に事業所関係
者に電話又は来庁してもらいヒアリングを行った。
事業所側としては今回の件について誤与薬の認識は
なく、家族側からの主張と相違がみられた。
保険者として事業所内における薬の管理体制や緊

急時の対応について状況を把握する必要があるた
め、事業所を訪問し再度関係者にヒアリングを行っ
た。今回の件を受けて事業所内でマニュアルの一部
改定が行われており、ヒアリングした内容とマニュ
アルについて確認を行った。今後は、再発防止を促
していくこととした。

3 家族

朝食時にロールパンを食べて詰まらせ、看護職員
が吸引後、救急搬送したが病院で亡くなった。死亡
原因は「窒息死」でパンの欠片も大きい物だった。
自宅では大丈夫だったのに介護の専門である事業所
でなぜそのような事になったのか納得がいかない。
管理者と介護職の責任者が説明に来るのも遅く、
「作業をしていて気づくのが遅かった。」と言ってい
た。口頭での説明であったため、経過がよく分から
ず不信感が残ったままだった。

事業所に訪問し事実確認を行った。利用当事者へ
の食事提供時の対応は、嚥下状態が悪いという認識
はなく声かけと見守りを行っていた。事業所側は、
徘徊による転倒のリスクの方を重要視していた。ま
た、事前に食事時は職員が１名体制であることを説
明していなかった。当日、利用当事者は前夜不眠状
態のため、覚醒しておらず、朝食時間をずらす事で
対応していた。事故発生時、職員はトイレに行こう
とした他の利用者の介護にあたっていた。利用当事
者の前に座っている利用者が声をあげていたため、
職員が確認に行くと嘔吐しており、異変に気付いた
看護職員が吸引を行い、救急搬送した。
事実確認後、家族に事故報告書を渡し説明をし

た。納得できなければ法律相談を利用するなどの方
法があることも伝えた。その後の家族の意向を確認
し、苦情相談対応を終結とした。

4 家族

利用中に利用当事者が事業所を出てしまい、見つ
かるまで事故に遭わないか心配だった。１階の部屋
にもかかわらず、外にすぐ出られるようにベランダ
への窓を開けており、職員も手薄だった。このよう
に事業所のセキュリティがずさんであることを知っ
てほしい。

相談者は、「事業所から事故報告書が提出される
だろうが、セキュリティがずさんであることは書い
ていない。また、同じようなことが他の人に起きて
ほしくないので電話した。」とのことだった。傾聴
し、実地指導時に事故報告書の再発防止策を具体的
に確認すると返答し、相談者は納得した。
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⑤事務手続（利用者負担を含む）に不満

⑥契約解除に不満

（９）短期入所療養介護
①介護サービス内容に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

利用当事者は、介護保険負担限度額認定証を持っ
ている。当該事業所は、短期入所生活介護の申込み
に当たり、当月を含む６か月間の予約申込みを受け
付けているが、負担限度額認定者に対しては当月を
含む２か月間となっている。区別されているのは、
おかしい。

当該事業所によれば、負担限度額認定者からは、
事業所が設定した居住費の金額をいただけず、基準
費用額との金額の差があり事業所負担が大きいこと
から、異なる申込方法を設定しているとのことで
あった。
当該保険者担当部署及び東京都関係部署にも確認

の上、運営基準のサービス提供拒否にはあたらない
ものの、利用にあたり差をつける、制限することに
つながることから、今後申込方法の変更等に関し、
検討を進めていただきたい旨を話した。管理者は了
解し、本社に報告の上、検討するようにしたいとの
ことであった。

2 家族

要介護度が変わらないのに、利用料金の単価が高
くなった。請求書の明細をみると、「保険外分」の
記載が異なっていた。事業所に説明を求めたが、納
得するような回答が得られなかった。

短期入所生活介護の滞在費・食費負担にかかわる
相談であった。給付担当係で限度額認定証が発行さ
れていることを確認した上で、事業所に連絡、相談
員に確認した。８月以降、29年度の限度額認定証
の提示がなかったため、11月の利用料金は４段階
で計算されている。限度額認定証を提示すれば、
遡って計算・請求し直すとのことで、その旨を家族
に連絡し納得された。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

事業所に利用日の変更希望を伝えたところ、突然
「信頼関係が築けないため、今後一切のサービス提
供はいたしかねる。」と言われた。このような形で
契約解除できるのか。
先日別件でトラブルにはなったが、事業所から今
後の対応策の説明があったため、引き続き利用がで
きるものと思っていた。

事業所に事実確認をしたところ、次のとおり報告
があった。
・�今後利用当事者へのサービス提供を継続すること
によって職員の負担が増え、離職へもつながりか
ねないため、サービス提供の継続について事業所
で検討していた。

・�今月のサービス提供については、受けるというこ
とで回答をする。
以上の事実確認を行った上で、信頼関係や今回の

トラブルによってサービスを終了することは正当な
理由には該当しない旨指導を行った。また、今後の
利用については、介護支援専門員とも相談するよう
助言した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

介護サービス利用について、事業所の都合により
前日にキャンセルの連絡があった。

保険者から事業所に問合せをしたところ、誤薬の
事故が立て続けに２回起こってしまい、支援体制に
ついて、職員への再教育を実施するため、受入れを
制限したとのことだった。
サービス提供の前日の連絡では、家族も対応に苦

慮することから、時間に余裕を持って対応に望むよ
うにお願いした。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

（10）特定施設入居者生活介護
①介護サービス内容に不満

②従事者の態度や言動に不満

③管理者等の対応に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

事業所のお風呂は、週に１回掃除とお湯の交換が
行われている。しかし、臭いと髪の毛の浮遊が気に
なる。事業所に伝えたが「掃除もしている、検査も
している。」と言われた。

保健所の担当係に確認したところ、事業所に聞き
取り調査を行ってもらえることになった。聞き取り
した結果としては問題ないことが分かり、その旨を
相談者に伝えた。

2 家族

提供すべき食事、他事業所との連携及び状態悪化
時の病院受診の支援等の対応について、事業所内で
報告・連絡・相談ができておらず、利用者の立場に
立った配慮がない。

事業所に確認したところ、事業所としても、対応
が十分でなかった点は認めており、苦情の要因と
なったサービスに対する改善計画を立て、外部研修
や内部研修により改善するとのことであった。利用
者への対応として、不適切な点は見直していくよう
にと指導を行った。

3 家族

契約時に希望した入浴の同性介助がなされず、
困っている。利用当事者は以前男性介護者に乱暴に
扱われたことがトラウマになり怖がっている。夜勤
も男性である。また、汚物が朝まで処理されていな
いことがあった。週に１回の部屋掃除の依頼をした
が、改善されない。

居室掃除等のサービス内容については、施設入居
時の契約書を再度確認し、事業者と話し合うように
伝えた。同性介護は法的義務等の強制力まではない
ことを説明した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

利用当事者が、数日間医療機関に入院加療し、退
院したが、退院の準備で家族が事業所に行った際、
「家族が元気だったら、利用当事者は退居し、面倒
をみた方が良い。」と事業所の相談員に言われ、不
愉快な思いをした。

相談者によると、以前から事業所の相談員から、
退居を促すような言動が度々あり、困惑していると
のことであった。相談者には、当該事業所の苦情相
談窓口等や介護支援専門員に相談するように伝え
た。保険者からも介護支援専門員に連絡し、引き続
き相談者及び利用当事者に対しての対応を依頼し
た。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

隣人の物を盗んだと職員に疑われている。冤罪を
はらしたい。事業所の管理者に冤罪であったことの
念書を書いて欲しい。事業所の管理者は高圧的であ
り、一方的である。

管理者へ連絡し、相談者の話をした。事業所側で
は、相談者が隣室の方の物を盗んだとは全く思って
おらず、相談者の近辺で物がなくなったという訴え
もないとのこと。利用当事者が施設内で感じた不快
感を、環境改善につなげてもらえるよう引き続き努
力していただきたいと伝えた。相談者へ連絡し「環
境の改善をお願いしたので、様子を見てもらえない
か。」と話をし、了解された。

2 家族

入居していた利用当事者の状態が悪化し、要介護
度が要介護１から５に上がった。介護が良くなかっ
たからではないかと思い、事業所に介護記録の開示
を請求したが、身元引受人である別の家族の委任状
がないと開示できないと言われた。

事業所に連絡し、事実確認を行った。介護記録の
開示については、個人情報であるため、たとえ身元
引受人の兄弟であっても、委任状がない限りは開示
しないという事業所の決まりに基づいて対応してい
るということだった。
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④事故や状態悪化時の対応に不満

⑤事務手続（利用者負担を含む）に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

排泄中、介護職員が目を離した隙に転倒して骨折
してしまった。３か月入院して手術を受けたが、そ
れに対して事業所が保険対応してくれない。通常そ
のようなものか。
事業所に申し出たが、保険の対応は車いす移動時
や介護者が直接支えているなど限られた場合にのみ
当てはまり、今回は保険の対象に当たらないと説明
された。重要事項説明書は、漠然とした内容で、今
回が当てはまるのか当てはまらないのかは読み手に
は分からない。

補償については、事業所との契約時に重要事項説
明書をもって説明があったとのことだが、具体的な
補償の範囲については記載もなく、口頭での説明も
なかったとのこと。
介護職員がなぜ目を離してしまったか、事業所か

ら説明を受け、その上で利用者側が補償を求めるか
否かを考えてはどうかと助言した。

2 家族

利用当事者が転倒したが、医師の判断なく病院に
行かなかったことなど、事業所の対応及び説明に不
信がある。腰椎圧迫骨折で入院になったが、事業所
は因果関係は不明と言って、責任逃れしているよう
に見える。事故報告書等を見たいが、事業所に要求
して良いか。退院後もこのまま事業所を利用した方
が良いか。

保険者から事業所に問い合わせてみることを提案
したが、まず自分で問い合わせてみるとのことだっ
たため、記録に留めた。事故報告書等の閲覧要求は
問題ない。また、退院後の継続利用の判断は保険者
ではできない旨を伝えた。

3 家族

ベットから車いすへ移る時に転倒、大腿骨を骨折
し、１か月間寝たきりで入院している。家族は、歩
行器の利用を希望したのに、車いす使用とされてし
まったことで、事故が発生したことへの不満や入院
中の利用料についての不安がある。

退院前には医師から退院後の生活について説明が
あるはずなので、家族の他、介護支援専門員等関係
者で情報を共有し、今後について話し合うことを勧
めた。また、分からないことや納得できないことが
あればそこで申し出るよう助言した。入院費用につ
いては別途病院に相談するように伝えた。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

現在のところ日常生活はほとんど自立している状
態で自身でできることも多い。当該施設にて受けて
いる介護も主に見守り支援なのだが、施設利用料が
月額19万円かかる。同施設に入居している車いす
利用者で利用当事者より介護・支援を受けているで
あろう他の入居者の施設利用明細書をみる機会があ
り、確認してみるとおよそ10万円であった。施設
側に費用の内容の説明を求めるも、詳しく説明等し
てもらえず介護保険で決まっていることだから、当
該保険者に聞いてみてほしいと言われた。

利用当事者の入居している施設は、特定施設で
「特定施設入居者生活介護費」という介護保険報酬
が一日につき適用されていることを伝える。ただ
し、介護保険の給付対象外の介護サービス費用とし
て、日常生活上の便宜に要する費用、人員配置や個
別的な選択による場合等の利用料が発生する場合も
ある。いずれにしても、利用当事者の特定施設利用
の費用に関しては、運営基準において、あらかじめ
サービス内容及び費用について説明を行い、同意を
得なければならないこととなっているため、当該事
業所から詳細な説明があって然るべきであることを
伝える。利用当事者からの本件苦情相談内容に関
し、当該事業所に代弁できる旨を伝えると、匿名で
あるならばと言うことで了解される。保険者から当
該事業所の管理者に架電し、本件苦情相談が入って
いる旨を伝える。施設長は了解され、施設利用料・
費用等の件で対応中の利用当事者のことは承知され
ており、引き続き丁寧な説明等の対応をしてもらう
こととなった。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

（11）福祉用具貸与
①介護サービス内容に不満

②事務手続（利用者負担を含む）に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

2 家族

３年弱の利用であったが、使用していた室内の現
状復帰と言われ、精算時に20万かかると言われた。
なぜ、そのような多額になるのか確認したところ、
クリーニングの他、床と壁紙の全面張り替えを行う
とのことだった。利用当事者は、認知症等はなく、
室内を特別汚すような状態では全くない。３年弱
で、そのような必要性は感じられない。

契約時、重要事項説明書でどのような規約になっ
ていたのか確認したところ、退居時は「現状回復」
の必要性はうたっているが「自然消耗は除く」となっ
ていた。その内容を再度、事業所に確認をして、利
用者と事業所で話し合う必要があることを伝える。
しかし、納得のいく説明が得られない場合は、東京
都や全国有料老人ホーム協会へ相談ができる旨を説
明し、電話番号を案内した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族
事業所が、レンタルしている用具の点検、整備を

してくれない。事業所の職員がスリッパを履かず靴
下のまま家にあがるので、注意してほしい。
また、福祉用具の中古品を活用するべきである。

苦情内容を伺って、指導等必要に応じて対応する
旨を話した。
福祉用具の中古品の活用については、今後参考に

する旨を伝えた。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

利用料について、毎月口座引き落としとなってい
たが、２か月分引き落とされていた。これについて
事業所からお詫びの連絡があり、来月分に充当する
か、払い戻しをするか問われた。相談者は「誤って
引き落としをしているのだから、至急振り込んでほ
しい。」と要求し、事業所も了解したが、振込がさ
れていなかったため、確認したところ、来月分に充
当するとのことだった。一度振り込むことに了解を
得ているにもかかわらず、振込を忘れ、充当という
結果になったことに納得がいかない。

金銭については保険者が関われないこと、また、
誤った点について、謝罪があって、実際にお金が返
金されているのであれば保険者がそれ以上対応する
ことはできないと説明をした。その上で、該当事業
所に事実確認をした。
事業所からは、相談者の話は事実であり、先日口

座に振り込み、連絡をしたがつながらなかったとの
ことだった。
保険者から相談者に連絡し、振込がされているこ

とを報告した。その上で、経過及び対策について事
業所から文書で回答してほしいとの要求があった。
その後、事業所から苦情の件について、文書で経過
及び対策を記入して渡したとの報告があった。

2 家族

９月に福祉用具のレンタルを開始した際、「事業
所に契約書を忘れてきてしまったので、後日郵送す
る。」と言われたが12月まで送られてこなかった。
12月に当該事業所から９月～ 11月分の請求書と契
約書が送られてきたが、11月分が自費となってい
た。介護支援専門員や福祉用具貸与事業所から、自
費が発生することについての説明が一切なかったた
め、非常に驚いた。
限度額を超えるのであれば事前に説明をするべき

ではないか。

両事業所に事実確認と相談者の苦情を伝えるため、�
連絡をした。
【福祉用具貸与事業所の管理者から聞き取り】
概ね苦情のとおりで間違いない。謝罪のための文

書を作成する。
【介護支援専門員から聞き取り】
前任の担当者から限度額を超過しても良いと引き

継ぎを受けており、バタバタしていて家族への説明
を忘れてしまった。利用当事者への説明についても
行ったかどうか覚えていない。12月下旬に家族に
お詫びの電話をし、翌日に福祉用具貸与事業所の管
理者とともに家族宅を訪問し謝罪をした。利用票に
ついては毎月本人の署名捺印をもらっているが、今
後は家族にも捺印をもらい写しをお渡しする。今回
の件は自分の落ち度によるもので反省している。家
族にお詫びの文書を作成してお渡しする。
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（12）住宅改修費
①介護サービス内容に不満

（13）介護老人福祉施設
①介護サービス内容に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

以前に自費でつけた階段の手すりを支えるブラ
ケットが壊れてしまい、介護支援専門員に相談した
ところ、２～３日後に当該事業所の訪問を受けた。
破損した部分をみて、「手続きが面倒くさいので自
費の１万円でどうですか。」と言われた。家族は不
信感をもち、この申出を断ったが、介護支援専門員
を通して紹介をしてもらった事業所なので、他の高
齢者が同様の話になれば、介護保険を使わない工事
を１割の負担でなく利用させられてしまうことに危
惧を抱いた。

保険者から相談者に、破損の修理については介護
保険サービスの住宅改修には当たらない旨を説明し
た。同時に、介護保険サービスの住宅改修について
は、事前申請となっており、その場で変更できるよ
うな制度ではないことを伝え、理解をいただいた。
相談者からは「名前等は匿名とするが、注意喚起

を希望する。」と要望があった。

2 家族

手すりがほしいと希望していたが、保険者と住宅
改修の事業所とで現場立合いを行い、スロープが作
られることになった。
出来上がったスロープは勾配が急で、高齢の利用
当事者が車いすを利用するには危なく、止まること
も容易ではない。介護支援専門員は、こんな急なス
ロープは見たことがないと言っていた。

スロープの勾配基準はあるが、その基準に則った
距離が確保できない場合等は小さな段差を入れた
り、専門的な工夫が必要なこともある。保険者の住
宅改修の担当者が現場の立合いをしているのであれ
ば、なぜ、当初希望した手すりがスロープになった
のかを尋ね、出来上がった急勾配のスロープを確認
してもらう必要がある。また、再改修をした場合、
介護保険での支払いが絡んでいるため、支払いがど
のような扱いになるのかも含め、保険者への相談を
促した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 入所
当事者

介護職員の食事の配膳の仕方がひどい。こちらに
一切声をかけず、よそを向きながら投げるように配
膳している。こんな職員が今後もいると考えると耐
えられない。

施設の事務長へ連絡したところ、施設長、現場職
員を含め確認して状況報告するとのこと。
介護職員と入所当事者の信頼関係が不足していた

と認識している。食事配膳の件は確かにあった。ヒ
ヤリハットとしている。今後は他職種間連携を取っ
ていく。信頼関係を築けるようにしていくとの回答
を得た。

2 入所
当事者

先日ユニットのリビングのカーテンが厚地の物か
らレースの物に取り換えられた。日光が眩しくて目
が痛くなると職員に訴えたが「レースでも遮光カー
テンだから大丈夫。」と言って対応してくれない。

施設の相談員に電話して苦情を伝えた。後日経過
を確認したところ、相談者とフロアリーダー及び職
員で話し合い、リビングの席替えを行って、光が届
きにくい席に移動し、納得してもらったとのことで
あった。

3 家族

施設で２人部屋のもう１人の利用者が、２回イン
フルエンザに罹患した。入所当事者は隔離され、予
防的にタミフルが処方された。
感染経路は面会者である家族かもしれないと言わ
れた。インフルエンザ流行時期は、面会頻度を減ら
し、面会者のマスクの着用や消毒を徹底するように
対応してほしい。

施設には感染症に対するマニュアルが存在し、マ
ニュアルに沿った対応がされていたと思われるが、
相談者は施設としてもっとできることがあるはずと
考えている。相談者が施設に直接電話をし、職員に
思いを伝えるとのこと。

4 家族
入所している家族に整骨院の訪問マッサージを受
けさせたいと思い、職員に相談したができないと言
われた。説明を聞いても理解できなかった。

整骨院を医療保険で利用するためには、施設の医
師の判断となることを伝えた。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

番号 相談者 苦情内容 対応結果

5 家族

外部の医療機関を受診するときに、施設に人手が
ないので家族で連れて行って欲しいと言われて、相
談者が連れて行っている。相談者の都合が悪い時に
は施設職員が連れて行ってくれるのかと聞いたら、
自費の訪問介護員を頼むようにと言われた。本来施
設職員が連れて行くものではないのか。

通院には施設職員が付き添うこともあるが、医療
に関する判断を求められた場合に、家族の同行を求
められると思うと説明した。相談者は、近日中に施
設側と話し合う予定であり、通院のことを確認して
みるとのことだった。

6 家族

部屋が喫煙所コーナーへの出入口の近くにあるた
め、タバコの煙が入ってくる。それが原因で、入所
当事者が体調を崩している。

施設長に状況確認したところ、先日苦情を受け、
早々に喫煙コーナーを移動させた。大変申し訳な
かったとのこと。その後、相談者が来庁し、その旨
を説明したところ「一度苦情を言ったので、もう当
該施設には居づらい。いじめを受ける心配もある。
とにかく退所の方向で考えたい。」とのことであっ
た。保険者内の担当部署につなぎ、今後を検討して
もらうこととした。

7 家族

新規開設した施設に入所しており、最初の説明で
は「利用者４人に介護者１人」と聞いたので安心し
ていたが、実際はご飯炊きからおむつ替えまですべ
て一人の介護者が行っている。あまりにも忙しそう
で、立ち上げたばかりで大変だと思うが、伝えたい
要望がある。

新規の施設であってもやることはやらなければな
らない。フロアの介護職の多忙さで言いにくいなら
ば、入所者家族との連絡係でもある生活相談員に相
談することを勧めた。
また、家族会等で、「忙しそうでなかなかフロア

の介護職員に声をかけづらい。」と言ってみたらど
うかと助言した。

8 家族

入所当事者は車いす使用のため、施設の車いす対
応の車でないと通院できない。そのために、かかり
つけ医を遠くの病院から施設の近くの病院に変更し
た。施設には通院申請をし、施設の車で、通院して
もらう約束をした。しかし、留守電に運転手が休み
のため、家族で連れて行ってくださいとの連絡が
入った。何としても施設の車で連れて行ってほしい。

相談者は、今後故意に通院してもらえないことを
懸念していた。約束した職員と、電話をしてきた職
員と異なるとのことなので、今回連絡してきた職員
に状況を聞き、今後の通院について関係者間でよく
話し合うことを勧めた。

9 家族

施設の入浴回数が週２回の約束であったのに、何
か月も守られていない。家族として、どのように対
処したらいいか。

週２回の入浴は、施設の運営基準で法的に定めら
れていることであり、それが事実であれば保険者と
しても実態を確認する必要があると説明した。相談
者は、とりあえず施設側と話合いの機会をもち、改
善の要望を話してみるとのことであった。

10 その他

施設入所中の知人が、口が開かず十分食べていな
いのに、食事を下げられてしまう。

施設に確認したところ、入所者の家族からも同じ
話があったとのことであった。入所当事者は看取り
対応であり、医師から家族に何度も状態の説明をし
ているが、理解力が低下しているのか、どんどん食
事を口につめ込んだり、歩行の面では、「歩かせた
い。」といった訴えが続いている。
今後、家族も含めたカンファレンスを行い、現在

の入所当事者の状態や介護について説明していきた
いと施設から話があった。
後日、カンファレンスを実施し、納得を得られた

旨を施設から確認した。
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②従事者の態度や言動に不満

③事故や状態悪化時の対応に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 入所
当事者

施設の職員が、入所者に対して「お父さん、お母
さん」と呼んでいる。名前があるのに、そのような
呼び方をするのは失礼ではないか。

話を伺い、基本的には名前で呼ぶのが一般的であ
ること、施設に事実確認等もできることを伝える
と、個人を特定されたくないとのことから、担当内
で共有することとなった。今後も何かあればお知ら
せいただくように伝え、終了した。

2 入所
当事者

入所当事者が、他の入所者に食べ物をあげている
のではないかと職員に疑われ、居室の冷蔵庫を無断
で開けてチェックされる。せめて「開けてもいいで
すか。」と聞くべきではないか。

施設に確認したところ、以前冷蔵庫を無断で開け
たことがあり、入所当事者には深く謝罪した。現
在、職員は一切開けていない。この件に関して、相
談者と再度話してみるとのことであった。

3 家族

入所当事者が重度の認知症で、介護職員から、入
所当事者の問題行動と、それに伴う介護の大変さを
訴えられることが何度もあり、家族としてとても傷
ついた。家族への職員の言葉かけにもう少し配慮が
ほしい。

施設側に苦情を代弁し、今後は家族に対して十分
配慮した対応をするとの回答を得た。その後、家族
と施設側との間で話合いの場がもたれ、職員の担当
替え等の対応をすることとなった。

4 家族

入所当事者がトイレに行く意志を示したので、相
談者が介護職員に声をかけたところ、「先ほど行か
れましたよね。もう少し、考えてみてください。」
ときつい口調で言われた。排尿がとても近いがどう
したらいいか。入所当事者もトイレを気にして水分
を控えたりしてしまう。

重要事項説明書に施設の苦情窓口があるので相談
してはどうかと話をした。その後も、同じ状況が続
いているのであれば、入所当事者のことを一番に考
慮して、施設の指導監督権のある保険者へ相談する
ように助言した。また、頻回な排尿については、定
期受診の際、医師に相談してみてはどうかと話をし
た。

5 家族

入所当事者が鼻水を垂らした状態で、具合が悪そ
うな様子に見えたことが気がかりで、心配になり、
翌日に施設の相談員に問い合わせた。しかし、細か
い説明等してもらえず、私に言われても詳細は分か
らないといったような対応であった。

保険者から、匿名で当該相談員の対応に対する苦
情相談が入ったことを伝えてもらえないだろうかと
のことであった。施設の管理者に架電し、本件苦情
相談内容を報告するとともに、家族からの入所者の
心身の状況等の問い合わせについては、理解しやす
いように丁寧な説明に努めるようお願いした。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

入所当事者が、体調を崩して入院しているが、入
所当事者の状態について、家族の方から施設に伝え
ている。本来は、施設から家族に様子を聞いてくる
ものではないのか。また、施設から直接病院に問い
合わせることはできないのか。

入所当事者の状態は個人情報であるため、施設か
ら直接病院には聞きにくいので、病院の医療相談員
に、直接施設と話をしてもらえるのか聞いてみては
どうかと助言した。

2 家族

入所当事者が施設内で転倒し、脳挫傷となった。
施設側からは、病気で転倒したのか、転倒して脳出
血が起こったのかが不明のため、施設側の責任とは
言い切れないと言われた。職員が見ていないところ
で転倒しており、要介護５で常時介護が必要な状況
なのだから、転倒したことについて全く施設に責任
がないとは言い切れない。施設側に何らかの補償を
求めたいがどのようにしたらよいか。

施設長からは、施設の責任についての考え方に変
更はないが、家族から補償を求めるような話があれ
ば対応するとのこと。
相談者に連絡し、補償については直接施設と話し

合うことになると説明したところ、施設が真摯に対
応しない等があったら、また相談したいとの話が
あった。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ
④事務手続（入所者負担を含む）に不満

⑤入退所に関する不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

3 家族

入所当事者がある日の朝、嘔吐し、その後夕方に
熱発、状態悪化のため、病院へ搬送され、処置を受
けるも、その翌日死亡に至った。
相談者は、悪化する間の時間帯において、当該施

設が、適宜身体状況を確認する等の適切な介護等を
怠ったことが原因の１つとなっているのではと考え
ている。
当該施設とは本件苦情に関し、複数回話し合って

おり、介護記録も見せてもらい、一定の説明は受け
ている。

相談者は当該施設と介護記録等を見ながら、複数
回の話合いをしたが、改めて当該施設に対し、明確
な謝罪や損害賠償等を希望しているとのことであっ
た。法律上の判断が重要となる旨を伝え、保険者の
住民相談、法テラスの連絡先の案内を行った。

4 家族

入所当事者の胸にあざができた。これまで２、３
年あざなどできなかったのに、フロアを移動したこ
の数か月間で３回目である。二度とこういうことが
ないように、施設に改善を促してほしい。

施設に連絡し、事実確認を行った。着替えの介護
をする中でできたものと思われる。入所当事者が移
動した先のフロアの介護職員が、移動前の介護職員
より介護技術のレベルが低いのは否めない。あざが
できないようにクッションを用いるなど早速改善を
始め、今後についても気をつけたい。なお、介護の
改善状況について、施設から相談者に伝えていくと
のこと。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

今回計画書が送られてきて、同封された手紙に、
内容を検討して納得できたら同意して送り返す旨の
記載があった。しかし、その書類には「説明を受け、
同意します。」と記載されていた。
また、施設が行わなければいけないことに会議を

行うとあるようだが、一度も参加したことがない。
以前、用事があって電話で伝えたことが家族の要望
欄に記載されていた。自分としては「説明を受け」
のところに線を引き、家族の意向欄に加筆して送り
返そうかと思う。

サービス担当者会議については、運営基準上、家
族の参加は必須ではないが、参加できない決まりは
なく、必要であれば、家族の意向確認のためにも他
職種協働で行う会議に参加したいと伝えることはで
きると話をした。
また、施設は説明もなく同意を求めることはでき

ないので、家族が面会の際に説明を求めてはどうか
と話をし、その上で納得して同意する必要があると
伝えた。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

入所を申し込んでいた施設から順番が近づいたと
連絡を受け、入所の説明を受けた。診療情報提供書
が必要と言われたため、主治医に書いてもらい、提
出した。しかし、その後「今後医療行為が必要にな
る。」という理由で、入所を断られてしまった。入
所当事者は要介護５であり、要介護５であれば何ら
かの疾患を皆抱えているものではないか。

施設への入所可否は、各施設の判断になっている
ことを説明した上で、施設に事実確認することと
なった。入所不可となったのは、医師である理事長
の医療的判断との説明があり、その詳細について相
談者に伝えたところ、了承された。また、施設管理
者に対しては、入所できると思って期待していた家
族の思いに、十分配慮した丁寧な説明をするように
指導した。

2 家族

地域内の施設３か所に申し込んでいた。しかし、
痰の吸引が難しいとのことで全て断られた。介護老
人福祉施設は痰吸引が必要だと入れないのか。ま
た、療養型の病院なら痰吸引をしてくれると知人か
ら聞いたが、どのようなところなのか聞きたい。

介護老人福祉施設でも痰吸引の内容や頻度によっ
ては対応できるところもあるかもしれないので、他
施設も問い合わせてみるようにと助言した。また、
療養型の病院について、入所者の状態や痰吸引の頻
度等により、介護保険利用と医療保険利用に分かれ
ることや費用等を説明した。
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（14）介護老人保健施設
①介護サービス内容に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

3 家族

相談者は家族を失うほど大変な入所当事者の在宅
介護を経て、２年半前にやっと介護老人福祉施設に
入所させることができた。しかし、入所当事者の認
知症状は、現在に至るまでの期間どんどん進み、職
員や他の入所者に暴言・暴力があることで今までに
何回か退所の話があった。
入所当事者は服薬調整等の効果もなく、その症状
が著しいことから、今回系列の病院に入院すること
になった。相談者は再び入所当事者が介護老人福祉
施設に戻れることはないと諦めているが、「施設側
の人手不足・対応困難」という施設側の理由に納得
がいかない。

施設退所を促す理由が単に「施設側の人手不足・
対応困難」というのはおかしい。暴言・暴力の原因
は何か等を施設側の職員に考えてもらい、対応して
もらう必要はあるかと思う。ただし、契約時の書面
に記載されている場合が多いが、他利用者に対して
暴力等があると入所を続けることが難しいことは確
かであると説明した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

入所前から通っていた病院に引き続き通院したい
が、入所中は医療保険が使えず、先日受診した際に
は施設が10割全額を負担することとなり、施設側
から「このようなことは好ましくない。」と言われた。

老人保健施設では日常的な医療は介護保険の施設
サービス費に含まれており、その内容で他の医療機
関に通院してはならない。受診した場合には施設が
全額負担することになっていて入所者の負担にはで
きない。どうしても他の医療機関の受診を希望する
場合は、施設を退所することが多いと説明し、施設
の相談員に相談してみるように勧めた。

2 家族

開設して間もない施設に家族が入所しているが、
施設職員の体制が不十分のため、ほとんど介護サー
ビスを受けていない。
入所当事者のリハビリテーションも滞り、ADL
が入所前より低下している。その他に病院の主治医
から入所当事者の現況を求められているが、施設側
からは情報の提供を拒否されている。職員間で入所
者の情報が共有されておらず、記録が整備されてい
ない。

施設を訪問し事情を聞いた。開設間もないことも
あり、職員体制が固まっておらず、また、離職する
職員も多く、経験年数の少ない者ばかりであった。
入所者数を減らして、職員の体制整備を急務に行っ
ている状況にあるとのことだった。

3 家族

施設で風邪が流行っており、集団生活で風邪をう
つされて持病が悪化したらと思うと心配で、施設相
談員に話をした。しかしながら、相談員からは「風
邪で咳をしている人にはマスクを着けてもらってい
るが、嫌がって外してしまう人もいる。」との説明
で納得できない。

保険者から相談者に、施設の相談員や介護支援専
門員に相談の上で、入所者にマスクを着用して手洗
いやうがいを頻繁に行うようにと呼びかけ、入所者
が忘れているようなら職員から促してもらってはど
うかと助言した。相談者は施設介護支援専門員等に
自分でそのように話してみるとのことであった。

4 家族

面会に行った時、介護職員が食器と一緒に、卓上
ゴミ箱を食洗機にかけているのを見つけた。また、
流し台に置いてある桶の水に、スプーンをサッとく
ぐらせて、そのスプーンで盛り付けをしていた。衛
生上どうなのか。

衛生上の気づきは、施設に遠慮することなく尋ね
て、不安に思うことを管理者に伝え、その後の対応
を確認しても良いのではないかと助言した。

5 家族

利用当事者のバイタルチェック及びおむつ交換の
実施回数が、昨年から施設側の書面による一方的な
連絡により、減らされた。その理由が、施設職員の
人手不足によるものとのことであった。納得がいか
ない。

バイタルチェック及びおむつ交換の実施回数に関
しては、今まで通常実施回数より多く行ってきてい
たものを、利用当事者の状態安定が図られていると
の判断から、適切な介護支援内容として決定したと
のことであった。バイタルチェック及びおむつ交換
の実施回数についての運営基準等はないが、利用当
事者の身体状態に応じて、引き続き対応してもらう
ようにお願いをした。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

②従事者の態度や言動に不満

③事故や状態悪化時の対応に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

6 家族

施設のサービスの質が良くない。毎日着替えさせ
てほしいと希望したのに、着替えは週２回の入浴時
のみと言われた。

施設相談員に苦情を伝えて状況確認を行った。施
設相談員によると、１年前に利用当事者が入所して
以来、相談者の苦情・要望にはできる限り対応して
きた。今回の苦情についても、直接話を伺い、でき
る限り改善するとのことであった。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

家族が面会に行った際、入所者や家族がいる前
で、看護職員が他の職員の名前を大声で呼び捨てに
している。まるで恫喝しているようだ。注意するな
ら別の所ですれば良いと思う。

担当部署及び地域包括支援センターが施設へ訪問
し、苦情内容について伝えた。
施設側としては、内容について周知し、今後の対

応について検討するとのことであった。

2 家族

入所当事者が、37.5度の熱があったため、入浴を
しないように家族からお願いしていた。ところが、
その後の面会時、入浴をさせたことが分かった。看
護職員に確認したところ、「家族の意向はとおらな
い。」と謝罪をする気がなかった。
介護支援専門員を通じて施設に回答を求めたが、

家族の意向はとおらないという内容だった。このよ
うな看護職員が勤務することについて、何かあって
からでは遅いので、保険者に苦情を申し出た。

施設に連絡をとり、事実確認をしたところ、衛生
上の問題、医師の確認、バイタルが安定していたの
で入浴可と判断したとのことだった。今後の対応に
ついて、家族を含めしっかり説明していくとのこ
と。相談者には、施設側とよく話合いをするように
伝えた。

3 家族

施設の４人部屋に入ったところ、一人が認知症で
夜間に騒ぐため、もともと神経質な入所当事者はさ
らに眠れず、職員に部屋を代えてほしいと度々相談
した。先日、相談員が「（認知症の利用者は）長年
利用しているので、移動できない。その人の部屋だ
から。」と言っていた。退去してほしいのかとも感
じた。個室に移らないといけないものか。経済的に
無理だとは伝えている。

一時的な個室の利用等は、利用者の状況等で施設
側から提案することは通常あり得るが、個室料の問
題もあるため、よく施設相談員と相談した方が良
い。国保連では、直接、当該老人保健施設の状況を
把握することができないが、明らかに睡眠が障害さ
れる環境である場合は施設としても対応策を講じな
ければならない。多床室にもかかわらず、「（認知
症）その方の部屋だから。」という説明については、
保険者へ相談してみてはどうかと助言した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

容態急変の連絡を受けて相談者が駆けつけるとか
なり具合が悪い様子であったので、病院への搬送を
依頼した。医師からは「数日前から肺がボロボロの
状態。」と言われ、ひどい肺炎で危篤となり、結局
誤嚥性肺炎にて死去した。
具合が悪くなった際に施設は、通院を提案するべ

きではないのか。契約書では緊急搬送を希望しない
としたが、連絡するのが施設の仕事ではないか。施
設は一生懸命やってくれたと思うが、自分としては
亡くなったことについて納得できない。

施設相談員によれば、入所時にキーパーソン及び
相談者に対し説明し、延命しない旨を書類にサイン
をもらった。入所後体調を崩し、キーパーソンに再
三電話したが連絡がつかず、折り返しの電話もな
かった。やむを得ず相談者へ電話し、看取り対応で
良いか確認したところ、病院への搬送を強く希望し
た。数日後に亡くなったが、相談者としてはすぐに
病院に連れて行っていれば死なずに済んだとの思い
がある様子だった。施設として説明はしているが納
得せず、文書での説明を求めているとのこと。施設
としてはキーパーソンとやり取りをしており、経過
報告が必要であれば、キーパーソンを窓口にお願い
したいとのことだったため、その旨を直接相談者に
説明してもらうこととした。相談者にはその結果を
伝え、何かあった場合は連絡をもらうこととした。
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④事務手続（入所者負担を含む）に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

2 家族

入所後、体調が明らかに悪くなった。上体は激し
く前傾し、全く眼も開けない。ご飯も食べられず、
水も飲めないので「点滴をしてもらいたい。」とお
願いをしたが断られた。自宅に居た時に服薬（１日
１錠）していた薬を倍量与えるように処方が変わっ
ていた。それから体調がおかしくなった。現在は退
所しているが、施設の対応に納得できない。

施設に確認したところ、処方の変更については、
暴言、徘徊が見られたので量を増やしたとのこと
だった。後日、家族に施設から謝罪文を送り、一旦
落ち着いているとのことであった。　　　　

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

これまで４人部屋に入所していたところ、施設か
らフロア移動の依頼があった。相談者は、部屋の説
明がなかったので、４人部屋の階層移動かと思った
ので了承した。
後日、施設から電話があり、移動後のフロアは個
室であり、調べてみると１日1,000円程度（月３万
円程度）値上がりすることが分かった。４人部屋が
個室になることや料金の値上げについての説明がな
かった。

施設の相談員に連絡したところ、入所時に説明し
ているとのこと。再度担当者から相談者へ部屋の変
更理由と部屋の金額について説明するように依頼し
た。また、今後は他の入所者にも同様に、入所時だ
けでなく、部屋を移動する際、移動理由と部屋の変
更に伴う金額の変更などについて丁寧に説明するよ
うに依頼した。

2 家族

亡くなった家族がかつて入所していた施設の滞在
費の請求に誤りがあり、過去にさかのぼって差額を
請求された。施設のミスだが支払う必要があるの
か。また、問合せをした際、対応が横柄で支払いを
お願いする側の態度ではなかった。

相談者に対しては、利用料の支払いについては保
険者として支払の可否を判断する立場ではないと伝
えた上で、施設側の対応に問題があれば指導すると
伝えた。施設へは、入所者及び家族に対しては丁寧
な説明をするように指導した。

3 家族

５年前から施設に入所しているが、先日施設を訪
問した時、病院へ移った方が良いと初めて言われ
た。医療的な処置が必要ということで、行先の病院
は決まっていた。その後入所当事者は退所した。退
所手続き時に６か月分の栄養報告にサインと捺印を
押すように言われた。利用当事者の移動中に説明を
求めたところ、「溜まっちゃって、できませんでし
た。まとめて印を押してください。」と言われた。
この６か月、連絡や説明がなかった。納得していな
いので、印鑑は押していない。　

施設に連絡したところ、事務長から、「自分が説
明すべきだったが外出中だった。管理栄養士が交代
し後任者が未熟で書類ができなかった。再度入所す
る際には改善したい。管理体制をきちんと教育し対
応します。」とのことであった。
後日、施設から相談者にその旨を伝え、了承を得

たとのことであった。

4 家族

施設に入所して１年ほどになる。今まで一緒にい
た入所当事者の兄弟が地方に行くことになった。住
所を変えないといけなくなり、他地域に住所を移す
ことで今現在の施設を出ることになるのではと心配
している。

介護老人保健施設は住所が変わったからと言って
施設を出ることはないと伝えた。

5 家族

もともと、認知症の持込薬がある状態で施設入所
の受入れを許可してもらったが、認知症に関する薬
が一切処方されていない。さらに、入所中に、便に
下血があり、内視鏡等検査のため、医療行為が発生
した。その際、医療保険について、病院会計側と入
所施設側からの入所当事者負担に関する説明が食い
違い、理解できない。

介護老人保健施設の所在地である保険者に伝えた
ところ、定期的に指導訪問している施設とのこと
だった。今回は直接事実確認する旨、当該介護老人
保健施設の担当生活相談員に問い合わせた結果、家
族との意思の疎通がうまくいっていないことが判明
した。再度、家族に事情説明するよう依頼し、家族
に対しては、改めて施設側に説明を求めるよう助言
を行った。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

⑤入退所に関する不満

（15）定期巡回・随時対応型訪問介護看護
①契約解除に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

入所当事者は現在入院してリハビリテーションを
している。病院の相談員から施設に移るようにと言
われて、自宅に近い介護老人保健施設に入所申込み
をした。ところが、診療情報提供書を見て検討した
が、服用している薬の種類が多いため、引き受けら
れないと断られた。薬の種類が多いと、なぜ入所を
断られるのか。

介護老人保健施設では、介護報酬が薬の費用を含
めた費用になっているので、薬の種類が多くて、費
用が高い人は入所を断られることが多いと説明し
た。入院中の病院の相談員はいろいろな施設の情報
を持っていて、入所当事者の状態もよく把握してい
るので、相談しながら施設を探すようにと助言し
た。

2 家族

血圧が高いことが心配で、施設医師に相談したら
「大丈夫。」と言われたが、不安が払拭できなかった。
施設の了解を得た上で、病院を受診したところ、施
設側から「施設医師やスタッフを信頼してもらえな
いなら、なるべく速やかに出て行ってほしい。」と
言われた。入所当事者がまだ入所中なので、保険者
からの代弁、状況確認はしないでほしい。

関係部署に確認し、次回の実地指導の時に参考に
することを相談者に伝え、了解された。退所先の施
設及び病院探しについては、相談者が介護老人保健
施設２か所に申し込んでいる。他に病院１か所から
受け入れ可能と言われているとのことだったため、
今後の経過により必要があれば、また相談するよう
にと伝えて対応を終了した。

3 家族

入所当事者が以前入所していた介護老人保健施設
側から、「別の施設に移って３か月経ったらまた当
該施設に戻れる。」と口約束をして有料老人ホーム
に移った。来月から戻ろうと思って再度申し込んだ
ら、相談者や他の家族が施設職員に対して注文が多
くて仕事に支障がでるとの理由から、再入所は難し
いと言われた。施設側に食い下がったら「もう一度
検討する。」とのことで、返事待ちの状況である。

苦情を施設側に伝えることはできるが、入所させ
るようにと指示・指導はできないと説明した。今後
施設側に話をするときには現場職員ではなく相談員
等に話すように、別の介護老人保健施設を探しては
どうかと助言した。相談者は以前いた施設が通うの
に便利なので、できれば戻りたい。とりあえず施設
からの返事を待ってみるとのことで相談を終了し
た。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

訪問介護員に体の発赤が見つかり、受診したとこ
ろダニによる被害と診断された。
ダニの駆除のため、利用当事者を短期入所生活介

護に預け、その間に駆除を行うなど、必要な対応を
行った。しかし、後日改めて３人の訪問介護員がダ
ニの被害に遭い、労災の対象になったため、これ以
上サービスを提供できないとの話があった。家族と
しては、ダニの駆除に高額な費用もかけた上に、現
在では利用当事者や家族にはダニの被害はない中
で、事業者からの一方的なサービス終了については
納得ができない。利用当事者はサービスを受けられ
ず、２か月間入浴ができていない状態である。事業
所のこのような対応に法的な問題はないか。また、
保険者から指導等はできるのか。

介護サービス事業者には、運営基準において、
サービス提供拒否の禁止が定められているため、一
方的にサービスの提供を拒否することはできない。
しかし、利用契約において、サービスの終了に関す
る規定があり、事業所からのサービス終了について
合理的な理由がある場合には、指導対象とはならな
い場合もあり得る旨を説明した。
事業所の運営法人等にも説明を求めるなど、引続

き話合いを持ってはどうかと提案をし、納得いただ
いた。
また、利用当事者が２か月にわたり入浴を行えて

いないとのことであったため、事業所との話合いと
並行して、利用当事者の入浴など適切な支援を行う
ための調整を、介護支援専門員へお願いするように
助言した。
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（16）小規模多機能型居宅介護
①事故や状態悪化時の対応に不満

（17）認知症対応型共同生活介護
①介護サービス内容に不満

②管理者等の対応に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

送迎時の事故について、保険者へ提出した事故報
告書の内容に相違があるため、事業所に内容の修正
を求めたい。

事業所へ事情確認したところ、事業所としては、
保険者へ提出した報告書の内容に誤りはないと考え
ているとの回答であった。
相談者及び事業所に対しては見解に相違があるの

であれば、当事者間で話合いを行い、折り合いをつ
けてもらいたい旨を伝えた。また、話合いの結果、
事故報告書の内容に訂正が生じた場合は、事業所か
ら保険者へ訂正後の事故報告書を提出してもらうよ
う説明し、対応を終了した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

入浴をお願いしているが、事業所はシャワー浴し
かしてくれない。計画作成担当者に理由を聞くがそ
の度に違うことを言う。昨年以前は利用当事者が洋
服を脱ぐのを嫌がると言っていたが、今日聞いたら
人が足りず２人がかりになるからと言われた。利用
当事者には是非入浴をして欲しいと思っている。

保険者から事業所の計画作成担当者及び管理者に
事実確認等を行ったところ、相談者は、説明をすれ
ばするほど、説明の揚げ足を取られるとのことだっ
た。保険者から文書でのやり取りに切り替えてみて
はどうかと助言を行った。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 その他

利用当事者の介護拒否により事業所退所の方向と
なったが、退所後の事業所について、全く話が進ま
ない。保険者から事業所へ、今後の入所先を探す等
対応を促してもらいたい。

事業所と連絡を取り、状況を確認したところ、利
用当事者が喫煙者であり、最近は禁煙施設が多く、
喫煙可能な施設が見つからない状況であった。
保険者から事業所へ、新しい事業所への入所の対

応を促すことと、相談者への情報共有を促す働きか
けを行った。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

③事故や状態悪化時の対応に不満

（18）地域密着型通所介護
①従事者の態度や言動に不満

②管理者等の対応に不満

③介護サービス内容に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

家族が訪問した際、利用当事者の口周りが紫色に
腫れていた。利用当事者や事業所職員は転んだと言
うが、転んでできるようなけがではない。
事業所は診察も受けさせず、家族に連絡もなかっ

たが、本来するべきではないか。このまま利用当事
者を預けるのは不安である。

相談者に診察を促したところ、後日、医師からは
殴られたものではないと言われたと報告があった。
保険者が事実確認をしたところ、けがをした際の対
応に不適切な点が見られたため、介助方法や記録、
申し送り等を適切に行うように改善を促した。

2 家族
利用当事者が転んで大腿骨を骨折した。一人では

歩けないはずなので、どのような状態で転んだのか
疑問である。職員に聞いてみたものの、はっきりし
たことを教えてくれない。

事業所に確認したところ、職員から状況を説明し
たとのことであったが、事業所の事故の責任の有無
にかかわらず、責任者からの対応を検討するように
助言した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

通所リハビリテーションに週３回通っている。そ
のうち１回の理学療法士がやたら肩を叩いてくる。
痛みが何日も続くのでやめてほしいと事業所に訴え
たが何もしてくれない。

リハビリ自体には満足しており、継続して通いた
いと言う。保険者から事業所へ連絡すると、事業所
側から相談者に連絡し、当事者間で話合いを持つこ
ととなった。

2 利用
当事者

事業所の洗面所で着替えをしていた時、外から
職員の話し声が聞こえ、自分のことを「精神障害
者で、これまで介護支援専門員を３、４回代えて
いる。」と言っていた。このようなことを言われて
ショックを受けた。

管理者に連絡し、相談者の苦情を伝えたところ
「職員として絶対にやってはいけないこと」と認め、
「職員への注意を徹底させ、相談者に謝罪する。」と
の回答があった。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 事業者・
施設

事業所に実地指導が入ることを知った職員が、上
司からの指示で通常作成するべき書類を慌てて作成
している。報告すべき事故の報告を行っていない、
労働時間や休憩について労働基準法が守られていな
い等の問題があるため、あるべき書類の作成前に前
倒しで実地指導をしてほしい。

書類については実地指導時に確認する、申出の内
容について前倒しすることは考えていない旨を説明
した。また労働関係については労働基準監督署へ相
談するように説明した。
事業所に対しては予定の日程で実地指導を行い、

基準に不適合な対応について指導した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

リハビリテーションを希望して今の通所介護に通
い始めたのに、理学療法士から「自分でやってみて
ください。」と言われるばかりで通うことに疑問を
感じている。事を荒立てたり、通所介護を止めるつ
もりはない。介護支援専門員に自分の思いをもう一
度伝えたいが連絡がつかないため、代わりに電話を
した。

傾聴し、本件について利用当事者の気持ちを介護
支援専門員に伝えることで了解を得た。
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（19）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
①従事者の態度や言動に不満

（20）介護予防支援
①介護サービスの調整をしてくれないことへの不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

看護職員が、日頃から薬やお薬手帳の申し伝えを
聞き入れてくれない。怠慢な態度に不信感を抱いて
おり、以前から人事異動を要求している。利用者家
族同士でも共感している。事業所に訴えても何も変
わらない。

保険者から事業所に確認したところ、看護職員に
事実確認し、注意喚起に努めるとのことだった。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

今年病院に入院したが、入院中も退院後どうする
べきか介護支援専門員に相談したいと思い、定期的
に電話連絡をしていた。区分変更申請をしたところ
までは、介護支援専門員も話を聞いてくれたが、そ
の後あまり電話に出なくなった。退院の日程が決
まったので、介護支援専門員に連絡したが、「折り
返します。」と言われ、その後連絡がなかった。連
絡がくるはずだと信じていたので、再度連絡はしな
かった。
入院すると介護保険の居宅サービスの契約は一度
終了すること、現在は要介護３になったので自由に
介護支援専門員を選べることを説明されたものの、
連絡もなく放置するのはあまりに無責任であり、納
得できない。
また、地域包括支援センター、居宅介護支援事業
所の管理者にも相談したが、入院中の対応は介護支
援専門員の個人の資質の問題で仕方がないと言われ
た。

介護支援専門員に確認したところ、入院時に在宅
復帰ではなく施設入所サービスを考えていると言っ
ていたので、病院の相談員と話し合っていただくよ
うに伝えていた。病院からはサービス担当者会議等
の依頼がなかったので動くことができずにいた。退
院が決まったという話は聞いていない。折り返しに
関しては、覚えていないが恐らく自分が忘れたので
はないかと思う。申し訳なかったと伝えていただい
て構わないとのことだった。
地域包括支援センターに確認したところ、入院中

は介護支援専門員ではなく病院の相談員等の対応と
なることや居宅介護支援事業所の契約は終了してい
るので、新しい介護支援専門員を探すことを説明し
ているが、同じ話を何度しても、なかなか理解して
もらえない。利用当事者は在宅生活を希望し、相談
者は施設入所を希望しているので、葛藤があるのか
もしれない。これから新しい介護支援専門員を探す
のを手伝って欲しいという話なら対応できるとのこ
と。
相談者に連絡し、介護支援専門員が折り返しを忘

れてしまったことを謝罪していたと伝える。その他
に関しては、お互いに誤解があり、意思疎通がうま
くいっていなかったのではないかという話をする
と、納得はしないが、これ以上どうにもならないな
ら仕方がないとのこと。地域包括支援センターが介
護支援専門員探しを手伝えるという話もしたが、今
回のことで信頼を失くしたので、自分で探すとのこ
とだった。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

②介護支援専門員の態度や言動に不満

③事務手続（利用者負担を含む）に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

家の物がなくなるので、訪問介護員を数回代えて
いる。
地域包括支援センターの担当者から、訪問介護員

を紹介できないと言われた。言葉は優しいが無神経
なところがあるので、担当者を代えてもらいたい。
保険者から言ってもらえないか。

地域包括支援センターに架電、担当者に相談者の
気持ちを伝えて、センターの中で代えてもらうこと
ができないか聞いたところ、センター内でも情報共
有しているので話し合ってみるとの返事だった。

2 利用
当事者

介護支援専門員に、家族の愚痴を話したところ、
「家族も、もう長くないのだから、自分が動けなく
なったら、やってもらわざるを得なくなる。」とい
う発言があった。不適切な発言であるため、指導し
てほしい。

傾聴し、介護支援専門員に訴えの発言の有無を確
認した。発言の事実はないが、今後、傾聴していく
との回答を得た。

3 利用
当事者

先月から入院して、４日前に退院して家に戻っ
た。地域包括支援センターの介護支援専門員は、病
院のナースステーションには連絡していたらしい
が、利用当事者には何の連絡もなかった。退院後も
今日に至るまで電話も訪問もない。大雪が降っても
「大丈夫か。」と心配して電話をくれることもない。
冷たくて愛情がない。年寄りは言葉ひとつで変わる
のだから、もっと優しくしてほしい。別の介護支援
専門員に代えてほしい。

保険者から地域包括支援センター責任者に利用当
事者の苦情と意向を伝え、苦情への対応及び介護支
援専門員交代について、センター内で検討して利用
当事者に直接連絡してほしいと伝えた。

4 家族

利用当事者は失禁するので、介護者として普段か
ら利用当事者を傷つけないよう対応に苦労している
ところである。
先日、介護支援専門員が自宅に来たが、家に入る

と「臭う、いすが濡れている。」等と言う。利用当
事者の前でないとはいえ、配慮のない言動である。
事業所を代えてほしい。このようなことが続くな

ら介護サービスの利用を諦める。

事業所と今後の対応について協議した。介護支援
専門員の変更と今後のフォローについては、地域包
括支援センターが対応することで納得した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

要支援２の認定が出たので、地域包括支援セン
ターに行き、契約をしようとしたところ人手が足り
ないと断られた。認定結果通知に同封されていた案
内には契約をしてから、本人・家族・担当職員と話
合いをすると記載があるが、地域包括支援センター
には、話合いをした後でないと契約ができないと言
われた。書類が正しいなら、対応がおかしいのでは
ないか。

地域包括支援センターへ電話し、事実確認を行
う。人手が足りないので契約を断ったのではなく、
先方が指定する時間に対応できる職員がいないた
め、別の日時を提案したところ、苦情になってし
まったとのこと。その後、対応できる職員が地域包
括支援センターに戻ってきたため、対象者の自宅に
伺い、契約した。居宅サービス計画作成依頼届を役
所にて受理、登録を行い、対応を終了とする。
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④居宅サービス計画、サービス等の説明不足

（21）介護予防訪問介護
①介護サービス内容に不満

②事務手続（利用者負担を含む）に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

家族は、訪問介護を利用している。加湿器の水を
交換するのが困難なため、介護支援専門員に依頼す
ると、「訪問介護で加湿器の水の交換はできない。」
と言われた。介護支援専門員が家族に説明した際の
資料（社会福祉六法の写し）を確認したが、「加湿
器の水の交換は認められない。」とはどこにも記載
されていなかった。介護支援専門員に問いただす
と、その件に関しては謝罪したものの「加湿器の水
の交換は認められないことは保険者から指導を受け
ている。」と言われた。そのようなことがあるのか。

介護予防訪問介護の生活援助の算定に関しては、
保険者から通知や情報提供等を適時行っている。し
かし、「加湿器の水の交換は認められない。」といっ
た個別事項に関して事業所に直接指導することは原
則ないことを説明し、介護支援専門員に事実関係を
確認した。高齢の利用者への説明資料として社会福
祉六法を用いたことは不適切であり、謝罪したとの
こと。利用者や家族に対して、丁寧に説明し支援を
進めていくよう指導し、その旨を相談者に伝えた。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

サービス利用中、他の利用者から利用当事者に対
し、「腰が曲がっている。」、「介護タクシーを無料で
利用している。」、「膝のサポーターは、もっと上に
上げなければ意味がない。」（利用当事者が太ってい
ることを暗に指摘するように）等の言葉を言われ、
利用当事者が不愉快な気持ちにさせられている。

今後、相談者が事業所に見学に行く予定とのこと
だったため、その際に利用当事者と他の利用者との
座席位置やプログラム実施の状況等において、事業
所側の配慮や工夫が感じられるかどうか確認等して
いただくようにした。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

頼んでもいない入浴を自費の延長で計画に入れら
れ、後から署名と印鑑を求められた。
また、時間を延長していないのに、延長分（自費）
として料金を多く請求された。

傾聴し、保険者から事業所を指導することができ
ると伝えたが、仕返しされるのが怖いので自分で介
護支援専門員に相談するとのことであった。
後日、返金されたこと、事業所を変更した旨の報

告があった。

2 利用
当事者

訪問介護の利用料は、請求書が発行され、引き落
としとなっているのだが、利用料の内訳について知
りたい。

要支援の方の介護予防訪問介護費は一か月当たり
の月額費用と設定され、具体的な金額に関しては介
護予防サービス計画にも記載されており、介護支援
専門員からも説明があったかと思う。保険者から介
護支援専門員に代弁し、再度説明いただくように伝
えることができる旨を話すと、相談者は了解され
た。相談者の介護支援専門員に架電し、本件内容を
伝える。介護予防訪問介護の利用は昨年から継続利
用しており、利用料金に関しては、介護予防サービ
ス計画にて説明も行っているとのこと。利用当事者
は以前、生活保護受給者であったが、現在は保護対
象からは外れている経緯等もあって、理解しづらい
状況があったのかもしれない。相談者に対して、再
度の説明をお願いし、介護支援専門員は了解され、
終了となった。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

（22）介護予防通所介護
①介護サービス内容に不満

②管理者等の対応に不満

③事故や状態悪化時の対応に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

送迎車両に迎えに来てもらう際、毎回電話で時間
確認の連絡が入る。利用当事者は、毎回電話が鳴る
ことに対し、気になって落ち着かなくなってしまう
ので、事業所に電話連絡をしなくて良いと伝えた。
しかし、事業所から、介護保険制度で決まってい

るとの理由で、送迎時の連絡を継続すると言われ
た。

送迎到着時間のお知らせ等の電話連絡が介護保険
制度で決められたものではなく、当該事業所で決め
た対応として考えられることを伝えた。相談者か
ら、本件苦情について事業所に伝えて欲しいとの要
望を受け、保険者から事業所へ相談者の気持ちを代
弁した。事業所からは、利用当事者に対し、気持ち
を配慮した上で説明及び対応をするとの回答があっ
た。

2 利用
当事者

更新申請で要支援になってしまい、これまで週３
日の入浴とリハビリテーション機器を利用していた
他地域の通所介護事業所に行けなくなった。地域内
の通所介護事業所を見学し、入浴もリハビリテー
ション機器も利用できると言われ契約するだけに
なっていたが、契約予定の２日前にいきなり事業所
から「管理者の都合で要支援者は入浴できないこと
になった。」と言われた。入浴できないと困るので、
どうすればいいか分からず、混乱している。

地域包括支援センターの相談員が間に入り、利用
当事者には入浴支援が外せないことを確認し、リハ
ビリテーション機器の利用はできないが、週２日入
浴対応できる別の事業所に対応を依頼した。利用当
事者は、入浴だけ週２日通うことで納得された。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

週２回利用しているが、そのうちの１回の曜日が
事業所の理由で休みと言われた。振り替えの日を決
めてくださいと伝えているのに対応してくれない。

事業所としては振り替えを決めて本日の午後利用
することになっているとの説明を受けた。相談者に
伝えたところ今回は聞いてもらったが前にもこんな
ことがあったとのこと。後日、再度相談者から、事
業所に苦情を伝えた後、職員の態度が変わってひど
い扱いを受けたとのことだった。
保険者としては先日事業所に苦情を代弁して状況

確認を行っている旨を説明した。また、事業所との
関係がこじれているならば、地域包括支援センター
の介護支援専門員に相談して他の事業所を探しては
どうかと助言した。相談者は「相談してみる。」と
のことで終了した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

サービス利用中に転倒し、腰部を床面に強打し
た。当日は帰宅したものの、打撲箇所の痛みが引か
ず、医療機関を受診すると腰部圧迫骨折と診断さ
れ、手術及び入院となった。入院医療機関に事業所
職員が相談者の状態を確認等に来院したが、その
後、何の連絡もなかった。当該事業所は保険が適用
されるのか知りたい。

保険者から事業所に連絡し、管理者に本件苦情内
容を伝えた。事業所から相談者に対し、改めて転倒
受傷に関し、事業所の保険適用の有無、内容等も含
め説明する等、適切に対応するように話をした。
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④事務手続（利用者負担を含む）に不満

（23）介護予防通所リハビリテーション
①介護サービス内容に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

2 利用
当事者

事業所内のリハビリテーション機器を使用する際
に転倒し、受傷した。この件に関して、当該事業所
の加入する損害賠償保険会社の賠償保険適用につい
て、相談者は医療機関から診断書を発行してもらっ
ているが、当該事業所の管理者や保険会社担当者が
取りに来ない。また、事業所、保険会社の代理人と
いう弁護士からも連絡がない。

保険者から事業所へ相談者の相談内容を代弁した
ところ、事業所の管理者は、代理人の弁護士に連絡
し、対応をするように予定したいとの回答であっ
た。引き続き、利用当事者に対する対応をお願いし
た。
利用当事者に対し、本件内容を伝えるとともに、

保険者では、当該保険適用に関する本件事故と受傷
との因果関係等も含めた判断等に関して助言等でき
る立場になく、弁護士も介入した法律関係上の扱い
の案件であることから、今後においては、引き続き
専門家の方にも相談しながら、利用当事者、家族及
び保険会社、事業所で話合いを進めてもらうように
お願いした。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

入院していたため、通所介護を休んだが、休まな
い月の料金と同じであった。おかしな制度ではない
だろうか。

介護予防サービスは月単価になっており、１回で
も利用すると月単位の費用がかかってくる。制度に
ついて説明するが納得してもらえず、制度を決めた
厚生労働省の連絡先を伝える。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

手足と首にかゆみが出てきたため、皮膚科を受診
したところ、ダニのような虫に刺されたのが原因と
言われた。利用している事業所が原因の可能性もあ
り、事業所に電話をして、利用当事者の懸念を伝え
た。毎日、朝晩２回、消毒と掃除を徹底しており、
昼間も人の入れ替え時に器具の消毒を行っていると
のことだったが納得できない。

既に十分対応していると思われるので、今後はよ
り丁寧に掃除を行うことを意識してもらうように伝
えてはどうかと話をした。
後日、管理者から相談者へ事業所内やリハビリ

テーション機器に関して、定期的に消毒・掃除を実
施していること等について改めて説明を行い、相談
者は了承され、利用を継続することとなった。

2 利用
当事者

リハビリテーションをする時間が押してしまい、
自分の番になると、予定の半分の時間になってしま
うことが度々ある。
また、リハビリテーションそのものが時間どおり
に始まらないこともある。事業所の責任者や本社に
苦情を言っても何も改善されない。

保険者から、介護支援専門員や事業所に事情を確
認し、相談者の思いを代弁すると提案するも、もう
少し考えたいとの返事であった。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

（24）介護予防・日常生活支援総合事業訪問型サービス
①介護サービス内容に不満

②事故や状態悪化時の対応に不満

③管理者等の対応に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

訪問介護員に来てほしいが、事業所の女性職員は
皆休みだと言う。買い物の際に腕を組むので男性職
員では嫌だ。女性職員を出勤させるように事業所に
言ってくれないか。

保険者が出勤強制や日程調整をすることはできな
い旨を伝えると、明日は男性職員でもやむを得ない
と要望が変わった。保険者から事業所に連絡をし、
当事者間で調整してもらうこととした。
なお、事業所に女性職員の出勤日の調整について

要望を伝えると、既に別の訪問先があったり新人の
ため、今回は調整が難しかったとのこと。もう一度
相談者と話してみるとのことであった。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

送迎時、他の利用者が閉めた車の扉に指が挟まっ
た。しばらくは軽く考えて事業所や介護支援専門員
に大丈夫と言っていたが、後日病院に行くと骨にひ
びが入っており、全治半年と言われた。事故発生時
に事業所が付き添ってくれれば、病院に行けたので
はないかと悔やまれる。

傾聴したが、事業所等は明らかにせず、早く治し
てほしいという要望のみであった。後日、利用当事
者の家族が直接事業所へ苦情を申し出たと法人から
報告があった。法人が管理者の対応の遅さや連絡体
制の不備を認めて、事業所へ指導を行った。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

事業所の運営会社が変わり、新しい管理者になっ
たが、対応に不信感があり、サービス利用を終了し
た。１か月以上前に送付した契約書の控えを返送し
ない等の現状を保険者に把握してほしい。

個人特定できない形で、事業所又は法人へ連絡
し、改善するように伝えると話し、了承された。
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④従事者の態度や言動に不満

（25）介護予防・日常生活支援総合事業通所型サービス
①送迎に関する不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 家族

利用当事者は、２年にわたり、同じ訪問介護員に
よる訪問介護を利用していた。
この訪問介護員は、マルチ商法であることを知り
つつ、「身体に良いから。」と利用当事者に飲料水を
勧め、利用当事者が断ったにもかかわらず、代金を
口座自動引き落としにするよう業者と同席し、なお
かつその手続きを手伝った。
発覚したのは、家族（別居）が頼んでもいない飲
料水が利用当事者宅に届くことを不審に思い、利用
当事者から事情を聞いたことからであり、家族はそ
れがマルチ商法であることを知り、契約解除と口座
引き落としを止めた。
次に、利用当事者のサービス利用日に合わせ訪問
していた家族から訪問介護員に確認すると、訪問介
護員が事実を認め、明らかになった。
家族は、当該訪問介護事業所に「介護従事者が信
頼している高齢者を、自分の利益のために業者と組
んで口座引き落としの手続きまでさせた有るまじき
行為である。」と強く訴えた。
当該訪問介護事業所管理者からは、当該訪問介護
員に確認し事実であったことから、管理不足の謝罪
と利用当事者に返金、今後は責任をもって違う訪問
介護員を入れることを約束したことで、家族は一応
納得した。

保険者から事業所管理者へ確認したところ、事実
であったことから、管理者から「今後の介護で信頼
を回復するしかない。」「訪問介護員には、現在入っ
ているところを整理して退職してもらう。」と聞き
取った。
保険者から事業所管理者へ職業倫理の研修を行

い、社員教育を徹底するよう指導した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

自分は歩いて通所介護に通えるのに、送迎を止め
てもらえない。周りには歩いてくる人がいる。なぜ
自分はだめなのか。

事業所に連絡すると、利用当事者は認知症のた
め、送迎を止めると通所できなくなる恐れがあるこ
とから、送迎しているとのことであった。
事業所と利用当時者が協議を行った結果、しばら

くは様子をみることとした。

2 事業者・
施設

家族は、利用当事者の介護のために仕事を休んで
いたが、どうしても復帰しなければならない事情が
あり、地域包括支援センターに相談したが話が進ま
なかった。そこで、すぐに受入れできる事業所とい
うことで、地域外の認知症対応型通所介護を探し地
域包括支援センターにも相談していた。地域包括支
援センターと保険者の連携がとれていないのは問題
である。

傾聴した上で、見つけた事業所が地域外の地域密
着型のため、利用する理由の確認と、事業所の指定
手続きが必要であることを説明した。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

（26）介護予防ケアマネジメント
①介護支援専門員の態度や言動に不満

②事務手続（利用者負担を含む）に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

障害福祉サービスで週に２回サービスを利用し
ていたが、65歳到達により介護サービスへ移行と
なった。訪問介護の提供時間が短くなった。「自費
が発生しても良いから、掃除の時間を延長してほし
い。」と頼むと、介護支援専門員に「贅沢な生活を
していると、だめよ。」と言われた。介護支援専門
員にそんなことを言われる筋合いはない。注意して
ほしい。

保険者から利用当事者へ、以下の内容を伝えた。
・�利用当事者に室内の掃除の範囲を聞き取ると、
45分で十分できる範囲と内容であった。提供時
間は利用者が判断するものではなく、居宅サービ
ス計画を作成する介護支援専門員の判断である。

・�介護支援専門員への注意に関しては事実確認し、
利用当事者がとても傷ついたことを伝え、注意喚
起することで納得された。

2 利用
当事者

担当の介護支援専門員といつもうまくいかず、口
論になってしまう。介護支援専門員は、威張ってい
て「決め事だから。」としか言わない。説明するに
も話し方があるのではと思う。

傾聴した。相談内容は体調が優れないことでの不
安が主であったため、保健福祉センターや電話相談
窓口等を案内した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

保険者から生活機能のチェックシートが届いた。
最近転倒したので、体操教室で運動したいと思い、
最寄りの地域包括支援センターに問い合わせて出向
いたところ、計画書にサインをさせられ、契約書や
重要事項説明書を渡された。自分は「体操教室に行
こう。」と思っただけなのに、「介護保険の入口」に
誘導されたように感じて不愉快だ。今回の申込みは
キャンセルしたい。

保険者から地域包括支援センターに連絡し、相談
者の苦情と「キャンセルしたい。」意向を伝えた。
解約手続きはすぐにできるとのことなので、早急に
担当した職員から相談者にその旨を伝えてほしいと
依頼した。また、一連の説明が不足していた点につ
いても助言を行った。

2 利用
当事者

４月に担当の介護支援専門員が交代すると聞いて
いたにもかかわらず、新しい担当者から初めて連絡
を受けたのが同年12月であった。また、これまで
１年８か月、計画書を一度も見たことがない。

事業所に確認したところ、毎月居宅訪問や利用者
と連絡を取っていない等、担当者として介護予防支
援の取扱い方針に基づいたサービスが行われていな
かった。利用当事者へ説明するとともに、対応状況
について保険者へ報告するように指導した。また、
同様の利用者がいないか確認するとともに、今後に
向けてチェック方法を検討し、報告するように伝え
た。

3 利用
当事者

利用当事者は要支援２の認定を受け、現在介護予
防福祉用具貸与を受けている。今月から、介護予防
通所介護の利用を検討しているところで、介護支援
専門員及び当該事業所の職員の双方から、利用料金
として、月額定額の料金で、週一回、週二回のどち
らの利用でも定額料金となる内容の説明があった。
一回利用当たりの料金等ではないのか確認等したい
と思い当該保険者の苦情相談担当部署に連絡した。

介護予防通所介護の利用料金については基本的
に、要支援１、２のそれぞれの認定別に、月額の定
額となっており、一方要介護１～５の認定の別で
は、一日利用当たりの利用料が設定されている旨を
利用当事者に説明した。併せて、利用回数について
は、要支援１の方は週１回程度、要支援２の方は週
２回程度の利用が想定されており、実際の利用回数
は介護支援専門員が利用者の状態等を踏まえ、機能
維持や改善等が見込まれる回数を支援として計画さ
れることを伝える。本件苦情相談内容について、介
護支援専門員等に代弁等ができる旨を伝えるも、同
様の説明については既に聞いているとのことで、利
用当事者は了解されなかった。引き続きまた何かあ
れば、連絡したいとのことで、終了となった。



130

③人員配置・環境整備に不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

月末で介護支援専門員が変更となり、この２年間
で計４人が担当となり、次で５人目となる。こんな
に頻繁に介護支援専門員の交代があるのか、多過ぎ
ないか。

保険者から相談者が介護支援専門員が頻繁に変更
となり困惑している気持ちを抱えている旨を、現在
及び次の担当予定の介護支援専門員に伝えることが
できると話した。保険者からそれぞれの介護支援専
門員に、気持ちを代弁するとともに、サービスが切
れ目なく提供等されるようにお願いした。
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Ⅳ 東京都全体における苦情を分類項目別にした主な事例について

Ⅳ

9 その他に関する事項

①利用者等に対する対応に苦慮

②近隣住民からの不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 事業者・
施設

利用者が、持ってきてはいけないことになってい
る財布を事業所へ持参し、介護サービス利用中に紛
失したという訴えが家族からあった。契約書にも財
布は持ってこないように書かれているが、介護サー
ビス中にトラブルにあったと言っている。

利用当事者及び家族に警察へ届け出てもらい、万
が一、事業所内で発見された場合も警察へ届け出る
ように伝えた。

2 事業者・
施設

最近入居した利用者の家族から、「利用者が肺炎
で入院するなんてありえない。」と言われた。様々
なことに細かい疑問を投げかけてくる家族なので、
しっかり対応しようと思うがどうしたらよいか。

事業所は利用者の家族など外部からの出入りも多
く、要介護度の高い方は元々免疫力が低いため、ウ
イルス等の感染を妨げることは難しい。重要事項説
明、契約の際に、不測の事態が起こり得ることをき
ちんと説明することを助言した。また、感染症が増
える冬になる前に、職員ミーティングや研修などで
対応策をしっかり話し合い、感染症予防に積極的に
取り組み、記録を徹底するように伝えた。

3 介護支援専門員

家族から頻繁に電話があり困っている。また、現
在は午後のみの通所介護を利用しているが、家族は
午前中、又は一日中居られる事業所に変更したい、
訪問診療してくれる医師も探してほしいと希望して
いる。しかし、このような対応困難な家族がいる人
を紹介して、後々トラブルになるのではないかと心
配である。

保険者からは、あらかじめ事情を話して探せばト
ラブルは避けられるのではないかと伝える。また、
介護支援専門員と情報共有し、以前から家族にかか
わっている地域包括支援センターに相談してはどう
かと助言した。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 その他

歩道に事業所が自転車を駐輪しており迷惑であ
る。撤去させてほしい。

事業所によると、月極め駐輪場を借りているが、
職員が事業所に立ち寄る際に事業所前に短時間駐輪
しているのが現状であった。事業所内で会議を催
し、早速職員と情報共有して改善を図るとのことで
あった。短時間であっても、入れ替わり職員が駐輪
すると一日中駐輪しているように感じられることが
ある点も踏まえ、改善に取組むように依頼した。

2 その他

事業所の送迎車の運転が荒っぽいために、家族が
何回も危ない目に遭っている。交差点で一時停止せ
ずに強引に進む等の危険な運転である。保険者から
事業所に匿名で苦情を伝えて改善を促してほしい。

相談者の挙げた名称の事業所は地域内に複数ある
ため、保険者から法人本部に電話して苦情を伝え
た。本社の担当者は、関係する職員全員に苦情を伝
えて厳重に注意をして、運転の改善を促すとのこと
だった。

3 その他

相談者の住む団地敷地内で現在建物改修工事が実
施されている。団地住民が利用する通所介護の送迎
車両の出入りがあり、その際に工事誘導員の指示、
誘導や注意等を送迎者運転手が聞かないことが多々
ある。ダンプカー付近に駐車し、利用者を乗り降り
させていることもある。団地敷地内には、駐車でき
るスペースがあり、安全面の配慮を考えても使用し
た方が良いし、他の場所への留め置き等は工事関係
者にも迷惑である。一度、送迎車両の事業所に対
し、職員に注意するように苦情を伝えたが、なかな
か改善されない。

福祉関係車両は、その使用や通行等において優先
されるべき車両ではあるが、工事現場等において交
通誘導員の指示を守らず、特に安全面にも配慮する
ことなく、近隣住民に迷惑や心配等をかけている苦
情相談が入っていることについては、当該事業所に
対して代弁できることをお伝えする。相談者は了解
され、何かあればまた連絡するとのことで終了とな
る。
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③事業所内の不満

④関連する事業の不満

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

相手は同じ事業所の利用者だが、精神疾患があ
り、マグカップにティッシュを入れる等してちょっ
かいを出してくる。注意をするも聞き入れてくれ
ず、逆切れされてしまう。

事業所に報告をしたところ、事態については把握
しており、利用当事者も相手を挑発することがある
とのこと。別フロアに変更しようと促すも、お互い
に「なぜ自分が移らないといけないのか。」と聞き
入れてくれない。暴力は起こっていないが、今後も
注視していくとのことだったので、事業所との連携
を今後も行っていくこととなった。

2 事業者・
施設

職員が利用者をつねってあざを作るなど暴力を振
るっている。管理者は気にかけていないようだ。同
フロアの職員は12人中10人退職した。このような
体制では利用者やその家族が迷惑を被ることにな
る。

事業所に確認すると、昨冬既に改善報告書を提出
済みの案件であった。なお、それ以降このような状
況は生じていないとのこと。

3 事業者・
施設

管理者等が新しい事業所を設立し、現在事業所で
働く職員・利用者を連れていこうとしている。

保険者からは、新しい事業所が東京都の指定を適
切に取得しているのかを確認すること、職員の引き
抜きや利用者の囲い込み等については弁護士の指示
に従うことを助言した。

4 事業者・
施設

利用当事者から「職員に叩かれた。」などの訴え
があった。利用当事者は認知症があるが、深刻な表
情なので嫌な気持ちになったのは本当だと思うとの
こと。事業所で調査したところ、指示的な言葉遣い
をする職員がおり、その職員が利用当事者ではない
別の利用者の手を叩くのを見た者があった。

当該職員に対し助言、指導するとともに、利用者
の安全確保のため、１人での勤務体制を回避するよ
うに伝えた。また、関係職員へのヒアリング、他の
利用者の証言、介護記録などについては、正確な記
録を残すように伝えた。後日事業所から、叩いたこ
とはないが家庭の事情でストレスがあり言葉がきつ
くなったかもしれないと、当該職員からの申出があ
り、退職することとなったと連絡があった。

番号 相談者 苦情内容 対応結果

1 利用
当事者

近隣にある医療機関へ通院したいので、一緒に連
れていってくれる人や車両等を保険者から派遣する
サービス等はできないか。介護支援専門員に頼むと
時間と手間がかかるので、すぐに利用できるような
サービスを希望したい。

自費利用で介護タクシーや訪問介護員利用等もあ
るが、料金が高額となること等話をした。併せて地
域包括支援センターに地域での支援サービス等も含
め、相談していただくように伝えた。

2 利用
当事者

自分で預金をおろしに行けず、いつも親戚に頼ん
でいるが、その親戚と連絡が取れず困っている。保
険者では、預貯金をおろす手伝いをしてくれないの
か。

社会福祉協議会の地域福祉権利擁護事業を案内
し、保険者から社会福祉協議会に電話で利用の可能
性を確認した。社会福祉協議会の職員によれば、こ
の利用当事者の場合、半年前に介護支援専門員から
の連絡により、電話で利用当事者に事業説明を行
い、断られた経緯があったとのことだった。
今後も定期的に提案し、連絡調整することとなっ

た。

3 家族

家族が地域内のサービス付き高齢者向け住宅に入
居しているが、この事業所では「介護保険はめいっ
ぱい使っているから。」とのことで、何でも追加料
金を取られる。また、介護用ベッドから普通のベッ
ドに換えられた。介護支援専門員は特定の事業所に
しか頼めず、不要なサービスばかり入れられてい
る。

相談者も利用当事者も他自治体の住民であるた
め、苦情の代弁は可能だが、調査の権限はないこと
を説明した。事業所全体として悪質であるというこ
とならば、東京都のサービス付き高齢者向け住宅の
担当部署に相談した方が良いと助言した。相談者
は、東京都に電話してみるとのことで終了した。



国保連の苦情・相談
受付状況についてⅤ
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1 苦情・相談に対応する体制等

（1）介護サービス苦情処理委員会
国保連は、苦情対応業務を円滑に進めるため、幅広い分野の専門家で構成する「介護サービ
ス苦情処理委員会」を設置している。苦情処理委員会は、苦情申立事案に対し、要件審査、調
査事項及び指導助言内容など重要事項について教示を行っている。
教示は、苦情内容により随時単独又は複数の委員により行い、「介護サービス苦情処理委員
会」においては、困難ケース等について合議による教示を行っている。

平成29年度介護サービス苦情処理委員会委員

①委員：５人（◎委員長　○副委員長）　
②任期：２年

（順不同・敬称略）

（2）相談調査員
国保連では保健師や介護支援専門員等の資格を有する相談調査員が中心となり苦情・相談に
対応しており、電話による説明と助言で対応が終了する場合も多い。
苦情申立書を受付後、相談調査員は苦情申立者等と面談し、申立内容を聴取し主訴を明確に
した上で、苦情申立事項を確認後、申立ての受理を行う。
苦情申立書の受理により苦情申立ての対応が開始され、苦情の対象となった事業者に対して
は、文書調査及び現地調査を行い、事実関係を確認した上でサービスの改善と質の向上に向け
た指導助言を行う。
これら一連の業務は、必要に応じて苦情処理委員の教示を得ながら複数体制で相談調査員が
行う。

専門分野 委　員　名 現職

社 会 保 障 ◎　宮　武　　　剛 一般財団法人日本リハビリテーション振興会理事長
NPO「福祉フォーラム・ジャパン」会長

医　　   療 ○　森久保　雅　道 森久保クリニック院長
公益社団法人東京都医師会理事

法　　   律 　　髙　村　　　浩 髙村浩法律事務所　弁護士

介　　   護 　　内　田　千惠子 公益社団法人東京都介護福祉士会常務理事

行　　   政 　　押　元　　　洋 元　東京都総務局長、病院経営本部長
東京都固定資産評価審査委員会委員長
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2 平成29年度介護サービスの苦情・相談の受付状況
国保連では､ 電話､ 来訪､ 郵送により苦情・相談を受け付けている。苦情・相談の概要及び
傾向は次のとおりである。

（１）受付件数� （表９）

平成29年度の「苦情・相談」の件数は905件で、その内「苦情」に関するものは634件（70.1％）

である。前年度に比べ「苦情・相談」の件数は減少している。

� 〈表９〉介護サービスの「苦情・相談」受付状況（受付件数）　　　　（単位：件）

（２）相談者� （表１０・図６３）

「苦情・相談」の相談者は、905件中「家族」が588件（65.0％）と最も多いが、「関係機関等」
からも174件（19.2％）ある。
「苦情」（再掲）については、634件中「家族」が495件（78.1％）と多くを占めており、そ
のうち「子」が半数以上を占めている。

� 〈表10〉介護サービスの「苦情・相談」受付状況（相談者）　　　　（単位：件・％）

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 2月 3月
苦情・相談 70 67 76 66 96 97 77 73 63 68 78 74

累計 70 137 213 279 375 472 549 622 685 753 831 905
前年度累計 85 183 274 347 427 493 577 637 708 780 849 938

苦情（再掲） 53 42 64 36 65 75 58 44 43 49 56 49
累計 53 95 159 195 260 335 393 437 480 529 585 634

前年度累計 44 122 180 223 270 313 371 412 460 500 547 613

区分
当
事
者

家　　　　族 関　係　機　関　等
合
　
計

配
偶
者

子
そ
の
他

計
サ
ー
ビ
ス

事
業
者

ケ
ア
マ
ネ

ジ
ャ
ー

区
市
町
村

そ
の
他

計

苦情・相談 143 64 462 62 588 85 17 24 48 174 905
構成比 15.8 7.1 51.0 6.9 65.0 9.4 1.9 2.7 5.3 19.2 100.0

苦情（再掲） 88 51 395 49 495 31 5 15 51 634
構成比 13.9 8.0 62.3 7.7 78.1 4.9 0.8 2.4 8.0 100.0
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（３）相談内容� （表11）

「苦情・相談」の内容は、905件中「サービス提供、給付」に関するものが581件（64.2％）

と半数以上を占めている。また､「その他制度の問題」21件（2.3％）、「介護報酬」40件（4.4％）、
「行政対応」34件（3.8％）、など様々な相談を受けている。
また、「苦情」（再掲）の内容は、634件中「サービス提供、給付」が489件（77.1％）と多
くを占めている。
� 〈表11〉介護サービスの「苦情・相談」受付状況（相談内容）　　（単位：件・％）

図63　介護サービスの「苦情・相談」受付状況（相談者）
苦情・相談

その他　2.4%ケアマネジャー　0.8%
サービス事業者　4.9%

その他
7.7%

子　62.3%

配偶者
8.0%

当事者　13.9%

関係機関等
8.0%

家族　78.1%

苦情（再掲）

当事者
配偶者
子
その他
サービス事業者
ケアマネジャー
区市町村
その他

当事者
家族
関係機関等

その他
5.3%区市町村

2.7%
ケアマネジャー

1.9%

サービス
事業者
9.4%

その他
6.9%

子　51.0%

配偶者
7.1%

当事者　15.8%
関係機関等
19.2%

家族　65.0%

区　　分

要
介
護
認
定

保
険
料

ケ
ア
プ
ラ
ン

サ
ー
ビ
ス

供
給
量

介
護
報
酬

そ
の
他

制
度
の
問
題

行
政
対
応

サ
ー
ビ
ス

提
供
、
給
付

そ
の
他

合
　
計

苦情・相談 10 4 7 6 40 21 34 581 202 905
構成比 1.1 0.4 0.8 0.7 4.4 2.3 3.8 64.2 22.3 100.0

苦情（再掲） 8 2 2 5 28 6 27 489 67 634
構成比 1.3 0.3 0.3 0.8 4.4 0.9 4.3 77.1 10.6 100.0
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（4）対応状況� （表12）

「苦情・相談」として受け付けた905件中「説明・助言」を行ったものが690件（76.2％）、「他

機関紹介」が180件（19.9％）となっている。
また、「苦情」（再掲）についてみると634件中「説明・助言」を行ったものが499件（78.7％）、

「他機関紹介」が101件（15.9％）となっている。

� 〈表12〉介護サービスの「苦情・相談」受付状況（対応状況）　　　（単位：件・％）

（５）サービス種類別の状況� （表13）

「苦情・相談」が最も多いのは「居宅サービス」505件（55.8％）で、次いで「施設サービス」
152件（16.8％）、「地域密着型サービス」47件（5.2%）、「介護予防居宅サービス」20件（2.2%）

の順である。
「苦情」（再掲）の件数をサービス種類別に見ると、居宅サービスでは、「居宅介護支援」が
最も多く128件（20.2％）、次いで「特定施設入居者生活介護（短期利用以外）」65件（10.3％）

であり、施設サービスでは、「介護老人福祉施設」が 70件（11.0％）、次いで「介護老人保健

施設」57件（9.0％）である。

区　　分
対応状況

合　計
説明・助言 事業所への指導等・

関係機関への情報提供 他機関紹介 その他

苦情・相談 690 29 180 6 905
構成比 76.2 3.2 19.9 0.7 100.0

苦情（再掲） 499 29 101 5 634
構成比 78.7 4.6 15.9 0.8 100.0
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（６）苦情・相談の傾向（平成28年度との比較）
「苦情」（再掲）件数の主な増減状況は以下のとおりである。

■前年よりも増加したサービス種別
①居宅サービス
　「居宅介護支援」	 （115件 → 128件　13件増加）
　「訪問看護」	 （14件	→	33件	 19件増加）
　「短期入所生活介護」	 （19件	→	23件	 ４件増加）
②地域密着型サービス
　「小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）」	 （８件	→	13件	 ５件増加）
　「認知症対応型通所介護」	 （０件	→	 ４件	 ４件増加）

■前年よりも減少したサービス種別
①居宅サービス
　「訪問介護」	 （80件	→	52件	 28件減少）
　「通所介護」	 （54件	→	52件	 ２件減少）
　「短期入所療養介護」	 （５件	→	 ２件	 ３件減少）
　「福祉用具貸与」	 （９件	→	 ４件	 ５件減少）
②施設サービス
　「介護老人保健施設」	 （67件	→	57件	 10件減少）
　「介護老人福祉施設」	 （75件	→	70件	 ５件減少）
③地域密着型サービス
　「複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短期利用以外）」
	 （４件	→	 ２件	 ２件減少）



139

Ⅴ 国保連の苦情・相談受付状況について

Ⅴ

� 〈表13〉介護サービスの「苦情・相談」のサービス種類別の状況　　　 （単位：件）

（注）・非該当は、要介護認定及び保険料等
　　・不明等は、サービスの種類を伴わない問合せ等

サービス種類
平成29年度 〈参考〉平成28年度

苦情・相談
件数 A

苦情
（A 再掲）B

苦情・相談
件数 A

苦情
（A 再掲）B

合　　　　　計 905 634 938 613

介
護
サ
ー
ビ
ス

居　宅　計 505 379 510 381
居宅介護支援 162 128 149 115
訪問介護 71 52 106 80
訪問入浴介護 3 2 1 1
訪問看護 47 33 17 14
訪問リハビリテーション 3 3 2 2
居宅療養管理指導 8 4 8 6
通所介護 70 52 82 54
通所リハビリテーション 9 6 8 5
短期入所生活介護 27 23 21 19
短期入所療養介護（老） 2 2 6 5
短期入所療養介護（病）
特定施設入居者生活介護（短期利用以外） 87 65 88 66
特定施設入居者生活介護（短期利用） 3 3 1 1
福祉用具貸与 10 4 12 9
特定福祉用具販売 1 4 1
住宅改修費 2 2 5 3

施　設　計 152 128 186 142
介護老人福祉施設 84 70 99 75
介護老人保健施設 66 57 86 67
介護療養型医療施設 2 1 1

地域密着型計 47 42 39 29
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1 1 1
夜間対応型訪問介護
地域密着型通所介護 7 6 4 3
認知症対応型通所介護 4 4
小規模多機能型居宅介護（短期利用以外） 14 13 11 8
小規模多機能型居宅介護（短期利用） 1 1
認知症対応型共同生活介護（短期利用以外） 15 13 17 12
認知症対応型共同生活介護（短期利用） 1 1
地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用以外） 2 2 1 1
地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短期利用以外） 3 2 4 4
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短期利用）

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス

介護予防居宅計 20 18 25 20
介護予防支援 16 15 13 11
介護予防訪問介護 2 2 8 5
介護予防訪問入浴介護
介護予防訪問看護
介護予防訪問リハビリテーション
介護予防居宅療養管理指導
介護予防通所介護 1 1 1 1
介護予防通所リハビリテーション 3 3
介護予防短期入所生活介護
介護予防短期入所療養介護（老）
介護予防短期入所療養介護（病）
介護予防特定施設入居者生活介護
介護予防福祉用具貸与 1
特定介護予防福祉用具販売
介護予防住宅改修費

介護予防地域密着型計
介護予防認知症対応型通所介護
介護予防小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）
介護予防小規模多機能型居宅介護（短期利用）
介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）
介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用）

総合事業サービス計 5 4 3 2
非該当・不明等 176 63 175 39
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3 平成29年度苦情申立ての受付状況
電話等で受けた苦情・相談のうち、苦情申立書を受理したものについては、介護保険法第
176条第１項第３号（介護予防・日常生活支援総合事業については、区市町村長の依頼）に基
づき､ サービスの質の向上の観点から事業者への調査及び指導助言を行っている。
なお、苦情申立ての受理にあたっては、苦情対応の過程で個人情報を使用することについ
て、苦情申立人等に説明し同意を得ている。
苦情申立ての対応状況については、次のとおりである。

（１）苦情申立てへの対応の流れ

国保連合会での苦情申立てから結果通知までの主な流れ

①　苦情申立ての受付

②　面　　　　接

③　苦情申立て受理

④　苦情処理委員会・委員

⑤　調　　　　査

⑥　苦情処理委員会・委員

⑦　指導・助言

⑧　結　果　通　知

⑨　改善状況確認調査

事
務
処
理
期
間
は
概
ね
六
十
日

利用者本人又は家族等の代理人も申立てできる。

苦情申立てに基づき、苦情に至った経緯、利用者の状態等
を聴き取り、申立ての主な内容（主訴）を明確にする。

苦情申立事項確認後、申立てを受理する。

苦情処理委員会又は委員に報告し、事業者調査に
ついて教示を受ける。

【文書調査】事業者に調査書を送り、回答を求める。
【現地調査】�相談調査員が事業所を訪問し、回答の

内容について調査する。
　　　　 　‌�なお、保険者（区市町村）に立会いを

依頼する。

苦情処理委員会又は委員に報告し、指導助言につい
て教示を受ける。

事業所を訪問し、介護サービスの質の向上の観点から改善すべ
き点について文書及び口頭により、指導・助言を行う。
なお、保険者（区市町村）に立会いを依頼する｡

指導・助言の内容を申立人、保険者（区市町村）、東京都
に報告する。

事業者に改善状況報告を求めた後、事業所を訪問し、改
善状況を確認する。
保険者（区市町村）に立会いを依頼する。

約一年後
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（２）苦情申立ての対象事案
申立人等が利用した介護保険法上の指定サービスに関する苦情で、原則として次の場合が対
象となる。
①区市町村において取り扱うことが困難な事案
②事業所等所在地と利用者居住地の区市町村が異なるなど広域的な事案
③申立人が、国保連での対応を特に希望する事案

（３）苦情申立ての対象除外事案
次の事案は、その性格から、国保連への苦情申立ての対象から除外している。
①事業者の過失や損害賠償責任の有無等法的責任に係る判断を求めるもの
②治療内容など医療に関するものや医師の判断に関するもの
③事業者側に謝罪を求めるもの 
④要介護認定や保険料等の行政処分に関するもの
⑤既に訴訟を起こしているもの及び訴訟が予定されているもの（原則）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

（４）苦情申立ての対応状況� （表14）

国保連では、受け付けた苦情申立てについて、調査の結果、指導助言が必要と判断した事業
者に対し、文書による指導助言を行っている。
国保連が平成29年度に苦情申立てを受理し指導助言を行った件数は16件である。

	 〈表14〉苦情申立件数と対応状況	 （単位：件）

区　　分 27年度 28年度 29年度

指導助言を行ったもの 8 11 16

調査のみ 1

その他（取下げ等）

合計 9 11 16
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（５）「指導助言」を行った事業所のサービス種類別の状況� （表15）

指導助言を行った事案をサービス種類別で見ると、「特定施設入居者生活介護」が４件と多
く、次いで「居宅介護支援」が３件となっている。

� 〈表15〉「指導助言」を行った事業所のサービス種類別の状況　　　　（単位：件）

（６）「指導助言」を行った事業所の苦情内容別の状況� （表16）

苦情内容は、「サービスの質」が16件と多く、次いで「説明・情報の不足」が10件となって
いる。

� 〈表16〉「指導助言」を行った事業所の苦情内容別の状況　　　　　（単位：件）

※苦情申立てには、複数の区分に係る苦情が含まれているため、苦情申立件数の合計とは一致しない。

（７）苦情申立人の内訳と利用当事者の要介護度の状況� （表17）

苦情申立人は、すべて「利用当事者の子」となっている。
苦情申立事案の利用当事者の要介護度の状況は、「要介護５」が７件（43.8％）で、「要介護

４」が５件（31.3％）の順となっている。

	 〈表17〉「指導助言」を行った苦情申立人と要介護度	 （単位：件・％）

区分
居
宅
介
護

支
援

訪
問
介
護

訪
問
看
護

通
所
介
護

短
期
入
所

生
活
介
護

短
期
入
所

療
養
介
護

特
定
施
設

入
居
者

生
活
介
護

介
護
老
人

福
祉
施
設

介
護
老
人

保
健
施
設

合
計

件数 3 2 2 2 1 4 2 16

区分

サ
ー
ビ
ス
の

  

質 従
事
者
の

   
態
度

管
理
者
等
の

 

対
応

説
明
・
情
報

 

の
不
足

具
体
的
な
被

 

害
・
損
害

利
用
者
負
担

契
約
・
手
続

  

関
係 そ

の
他

合
計

合計 16 6 8 10 9 3 5 57※

苦情申立人
利用当事者� の内訳
の要介護度

利用当事者 子 合計

要支援１
要支援２
要介護１ 1 1 6.3
要介護２ 1 1 6.3
要介護３ 2 2 12.5
要介護４ 5 5 31.3
要介護５ 7 7 43.8

合計 16 16 100
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Ⅴ

（８）介護サービス利用当事者及び従事者等からの通報情報� （表18・図64）

介護サービス利用当事者及び家族が匿名での苦情申立てを希望した場合や、従事者等から法
令に定められた運営基準等に違反している疑いや介護報酬の不正請求の可能性に関する情報等
が寄せられた場合は、保険者（区市町村）及び東京都に通報するとともに国保中央会に報告し
ている。
平成29年度の国保連に寄せられた通報情報は13件であり、平成28年度の14件よりも１件減

少している。

� 〈表18〉通報情報の状況　　　　　　　　　　　　 （単位：件）

　

区分

居
宅
介
護
支
援

訪
問
介
護

訪
問
看
護

通
所
介
護

小
規
模
多
機
能
型

  

居
宅
介
護

特
定
施
設
入
居
者

  

生
活
介
護

福
祉
用
具
貸
与

介
護
老
人

福
祉
施
設

介
護
老
人

保
健
施
設

認
知
症
対
応
型

共
同
生
活
介
護

認
知
症
対
応
型

　
通
所
介
護

合
計

27
年度 2 5 1 4 2 3 3 1 21

28
年度 5 1 1 1 1 1 1 3 14

29
年度 3 2 4 1 1 1 1 13

図64　通報情報の状況 （単位　上段：件　下段：％）

0 10 15 20 255

居宅介護支援
小規模多機能型居宅介護
介護老人保健施設

訪問介護
特定施設入居者生活介護
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主な通報内容

（９）過去18年間の苦情申立て・通報受付件数の推移� （表19，図65）

� 〈表19〉国保連苦情申立て・通報受付件数（年度別）　　　　　　  （単位：件）

＊　介護支援専門員が利用者にサプリメントを売りつけている。� （居宅介護支援）
＊�　行っていないリハビリの料金を請求したり、管理者に「他を探せば」等不愉快な言

葉を言われた。� （通所介護）
＊　入所者に対して職員が脚を叩くなどの暴力を加え、負傷させた。（介護老人福祉施設）
＊�　２種類の出勤カードがあり、無資格のワーカーが働き、人員配置基準に違反してい

る。� （認知症対応型共同生活介護）
＊　介護職員が利用者中心ではなく、全て自分中心の介護をしている。
� （特定施設入居者生活介護）

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 計
苦情申立て 39 42 53 49 69 43 44 44 28 32 32 33 30 24 23 9 11 16 621

内
　
訳

調査及び
指導助言 23 30 32 30 61 29 30 32 19 21 20 18 11 12 16 8 11 16 419

調査
のみ 1 4 1 3 1 1 1 12

その他
（取下げ等） 15 8 21 18 5 14 13 12 9 10 12 15 19 12 7 190

通　　　報 25 49 29 11 19 9 15 7 12 11 10 21 14 13 245

26年度 27年度 28年度 29年度25年度24年度23年度22年度21年度20年度19年度18年度17年度16年度15年度14年度13年度12年度
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図65　国保連苦情申立て・通報受付件数（年度別）
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Ⅴ

4 指導助言後の改善状況確認調査結果
国保連では、文書により指導助言を行った事業者に対し、指導助言の概ね１年後に改善状況
の確認調査を行っている。
平成29年度は、11事業者に対し改善状況確認調査を行い、全ての事業者に改善が認められた。

　＜主な改善事例（抜粋）＞
事例１　短期入所療養介護 	 事例2　居宅介護支援
	

	
	

	
	

件
名 入所時の説明と急変時の対応について

申
立
概
要

○入所時に自然処置の選択を求められた。
○急変時に救急通報しなかった。
○�入所時から食事も水分も十分取れていなかった
にもかかかわらず、家族等に連絡がなかった。

件
名 介護サービス変更時の対応について

申
立
概
要

○�母が入院中に食べられるようになったことを介
護支援専門員に報告していたにもかかわらず、
相談なく「胃ろうになるから予定していた短期
入所生活介護をキャンセルした。」と言われた
ことが納得できない。

調
査
か
ら
の
問
題
点

○�「自然処置」か「延命治療」かについて家族の
意向を確認する際には、言葉の意味を分かりや
すく十分に説明する必要があった。
○�酸素濃度が60％台に低下するほどの状態の変化
があったならば、事業所から家族に速やかに連
絡して救急搬送の要否等について説明し、その
意向を確認する必要があった。
○�初めてのサービス利用であったため、家族の連
絡を密にし、食事の摂取量の変化等について、
どのような状況の時に家族に連絡するのか確認
する必要があった。

指
導
助
言

○�入所時の説明については、利用者及び家族に理
解が得られるように工夫し、問題点及び療養上
必要な事項について懇切丁寧に説明すること。
○�利用者の心身の状態変化を把握した際には、適
時適切に家族に連絡し、懇切丁寧に説明する等
対応すること。
○�利用者の療養が適切に行えるよう、常に家族と
の連携を図り、利用者及び家族が安心してサー
ビスを受けられるようにすること。

調
査
か
ら
の
問
題
点

○�介護支援専門員は、｢胃ろうになった｣ か否か
を含め、入院中の利用当事者の心身状態を確認
した上で、短期入所生活介護利用再開も視野
に入れ、居宅における生活へ円滑に移行できる
よう適切に判断し的確な対応をする必要があっ
た。
○�退院後、速やかにサービス担当者会議を開催し、
居宅における生活への円滑な移行のために、利用
当事者の日常生活全般を支援する観点から、退
院後の介護サービスの調整を図る必要があった。

指
導
助
言

○�介護支援専門員は、医療サービスとの連携に十分
配慮した居宅介護支援を行い、利用者の状態に応
じた適切なサービス調整が図れるようにすること。
○�居宅介護支援は、利用者の状態変化等に伴い介
護サービスを変更する場合には、医療関係者と
連携を図り、サービス担当者会議を開催し、利
用者及び家族の希望を勘案して介護サービスの
調整を行うことにより、安心して利用できるよ
うにすること。

改善後
改善後

改
善
状
況

○�「入所時リスク説明」と「急変時対応説明」の
書類は各々作成し、使用開始していた。
○�事前見学の際、「入所時説明」等を家族に渡し、
入所申込みの際、看護師長が１時間かけて説明
するようにしていた。
○�在宅で看取りを希望している場合、急変時の対
応や連絡先を十分聞き取り、亡くなった場合の
対応についても確認していた。看取りの同意書
があったとしても、入所者が急変した場合には、
救急搬送するようにしていた。
○�認知症で拒薬がある入所者で、家族が面会に来
られない場合は、入所時のカンファレンスに参
加してもらうとともに、日々の状況については、
定期的に家族に連絡していた。

改
善
状
況

○�入院中、入院先医療機関のソーシャルワーカー、
看護職員及び医師に、状態を確認し支援経過記録
に記載していた。

○�現状を聞き、退院後の状態をサービス事業所に電 
話、ファックスにて報告していた。

○�「入退院報告書」を作成し、活用するようにしていた。

○�医療機関での退院時カンファレンスに参加し、利
用者の状態把握、医師等の指示の聞き取り、及び
退院後のアセスメントを速やかに行っていた。ま
た、ケアプランの見直しを検討していた。

○�独居の場合は、退院した日からサービスが再開さ
れるので、退院が決まり次第早急に対応できるよ
うにしていた。

○�ケアプランを変更する場合、サービス担当者会議
を速やかに開催していた。

○�退院後は、利用者宅を訪問し、本人の状態やサー
ビスに関する意向等を把握し、サービスの調整を
図り、ケアプランを速やかに作成していた。
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事例３　短期入所生活介護 	 事例４　通所介護
	

	
	

	

	

件
名 退院後のサービスの受け入れについて

申
立
概
要

○�初回利用時は試用期間はなかったが、退院後の
利用に当たっては２泊３日で２回の試用期間を
設けると言われた。なぜ、２回必要なのか理解
できない。
○�電話をした際、折り返しがないことが２,３回あ
り、言い訳をされた。

件
名 サービス提供方法の要望について

申
立
概
要

○�ストーマパウチの取扱方法が悪く、何度も便ま
みれで帰ってくるため苦情を伝えた。事業所か
らお金を出すと言われたので請求したら、契約
解除された。
○�便による汚染に対し、においの強い消臭剤を頭
からかけられた。

調
査
か
ら
の
問
題
点

○�２泊３日の短期利用を２回行う必要性及び事業
所の受入基準について、書面等により具体的に
分かりやすく説明するとともに、利用当事者の
状態の把握方法や翌月以降の受入れの検討につ
いて、懇切丁寧に説明し、十分な理解と納得の
上で、合意する必要があった。

○�電話を折り返すと伝えているのであれば、当日
話を聞く時間が取れない場合でも、翌日改めて
電話する旨、一報を入れる等の対応をする必要
があった。

指
導
助
言

○�サービス提供が困難な場合は、利用者及び家族
の状況と要望を踏まえ、事業所内で受入基準等
を具体的に検討し、利用者及び家族が理解しや
すいように説明を行うとともに、介護支援専門
員と連携し、家族の介護負担軽減を考慮した適
切なサービスの提供に努めること。

○�常に利用者及び家族の立場に立った対応をする
とともに、正確・迅速・丁寧な対応に努めること。

調
査
か
ら
の
問
題
点

○�苦情を受けるまで、不適切なサービス提供の状
況を組織として把握していなかった。

○�苦情又は要望に対して、迅速かつ組織的に対応
し、信頼関係の悪化を防ぐとともに、信頼関係
を損ねるような言動があった場合にも、可能な
限り信頼関係の回復を図り、契約解除を回避す
る努力が必要であった。

○�消臭剤の使用はトイレに噴霧する目的で使用し
ているとのことだったが、消臭剤が利用者の身
体にかからないように噴霧する配慮が必要で
あった。

指
導
助
言

○�サービス提供に関する要望を受けた際には、そ
の都度、サービス提供方法を見直し、事業所が
提供できるサービスを提示し、利用者及び家族
の意向を確認するなど組織として再発防止策に
努めること。

○�サービス提供が困難であると判断した場合に
は、保険者、居宅介護支援事業者等関係機関と
調整の上、利用者及び家族に納得が得られるよ
うに具体的な説明を行うこと。

○�利用者に対し常に清潔な状態を保持し、十分な
配慮を持って対応すること。

改善後 改善後

改
善
状
況

○�受入基準を見直し、介護支援相談員に見直し内
容を明確にするため、重要事項説明書に明記し、
契約時に利用者及び家族に説明していた。

○�見直した受入基準については、契約時に家族と
面談により確認し、検討する場合として「食事、
水分、摂取量が極めて少量の場合」を追加記載
していた。

○�介護支援専門員からの申し込みの際、受入基準
を明確化し、サービス提供が困難な場合は、他
施設への提案を介護支援専門員や家族に行って
いた。

○�折り返しの電話ができない場合は、折り返しで
きる時間（何日・何時頃）を伝え、改めて連絡
するようにしていた。

○�電話対応等接遇についての研修を指導助言後速
やかに実施していた。

○�接遇向上スローガンを掲示するなど、介護サー
ビスの質の向上を図るため、多様な工夫を実施
していた。　

改
善
状
況

○�医療に係る要望を受けた場合、苦情解決責任者
が意見・要望・苦情の解決に当たっており、ま
た、看護職員が直接苦情を受けた場合には、苦
情受付担当者が代わって対応していた。

○�事業所で対応困難である場合には、オンブズマ
ン制度を利用して申立て等をする方法もあると
して、制度の周知を図るようにしていた。

○�苦情の窓口相談は相談員が行い、苦情解決責任
者（所長）は、その内容を苦情要望報告書とし
て作成した上で、全体の申し送りの際に職員が
確認するようにしていた。

○�清潔保持に関して課題がある場合は、家族に相
談し、事業所としての対応を説明し、家族に対
応を選択してもらうようにしていた。
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Ⅴ

事例５　通所介護 	 事例６　短期入所療養介護
	

	
	

	

	

件
名 管理者変更に伴う説明への苦情対応について

申
立
概
要

○�管理者が変更されていたので、問合せたところ、
管理者の着任日について、事業所と本社とで異
なる説明をされた。
○�個別機能訓練計画書において、居宅訪問日当日、
居宅内の生活状況の確認等がなかった。

件
名 事故発生の防止について

申
立
概
要

○�母は一人で廊下にて入浴の順番を待っていたと
ころ、車いすから転落した。転落後、母が痛み
を訴えていたが施設医に診てもらえず、その後
の対応も悪かった。

調
査
か
ら
の
問
題
点

○�管理者変更の挨拶状は連絡帳に入れたとのこと
だったが、申立人は受け取っていなかった。

○�管理者変更を知らなかったと言う申立人の発言
内容を真摯に受けとめ、事業所としての問題点
を分析し、申立人に対して丁寧に対応をする必
要があった。

○�居宅訪問日に機能訓練指導員を含め、事業所の
担当者は訪問していなかった。個別機能訓練計
画は、利用当事者及び家族の意向や生活状況を
居宅訪問等で聞き取り、説明し、理解を得た上
で、作成する必要があった。

指
導
助
言

○�利用者及び家族からの問い合わせを含む苦情等
について、迅速かつ適切に対応し、利用者及び
家族との信頼関係を構築すること。

○�個別機能訓練を行う場合は、機能訓練指導員等
が居宅を訪問し、利用者の居宅での生活状況を
確認した上で、多職種共同で個別機能訓練計画
を作成し実施すること。状況によってはその家
族に対しても個別機能訓練計画の内容や進捗状
況等を説明し記録をするとともに、訓練内容の
見直し等を行うこと。

調
査
か
ら
の
問
題
点

○�事故の際、介護職員は入所当事者に上着を脱ぐ
ように声を掛けたとのことだったが、目を離し
たため、その後の入所当事者が上着を脱ぐ動作
の確認はしていなかった。

○�施設医不在時は、医師である理事長が対応する
とのことだった。理事長が診察するため施設で
待つように指示があった旨の記録はあったが、
入所当事者及び家族には何時に診察すると伝え
ていたかは記録もなく確認できなかった。

○�病院の受診を勧めていたが、事故の状況や施設
の対応等の連絡は病院にしていなかった。円滑
な受診に結びつけるよう努力する必要があっ
た。

指
導
助
言

○�常に安全の確保を目的とした介護サービスの改
善を行い、事故の再発防止に努めること。

○�施設医の不在時においても、常に入所者の病状
や心身の把握に努められる体制等の整備を含
め、入所者及び家族の立場に立って適時適切に
対応すること。

○�他科受診の際には円滑に受診できるように入所
者の診療状況に関する情報の提供を行うように
すること。

改善後 改善後

改
善
状
況

○�挨拶状等の重要な書類を連絡帳袋に入れた際に
は、送迎時に口頭にて家族に手紙が入っている
旨を伝えるようにしていた。

○�利用者及び家族に伝えるべきこと等、漏れがな
いように連絡ボードと連絡ノートを使って関係
職員に伝達するように工夫をし、漏れが出そう
なときには、管理者が電話を掛ける等、二重、
三重の確認を心掛けていた。

○�個別機能訓練については、３か月ごとに１回、
居宅訪問をするように、事前に利用者及び家族
に了解を得て、実施していた。

改
善
状
況

○�機械浴の介助スタッフを増やしていた。

○�ヒヤリハットを含め、事故の際には「なんでも
報告書」を作成し、月１回の勉強会、フロアミー
ティングを行い、リスク研修を実施していた。

○�「なんでも報告書」の集計結果から、事故等は
夜間の職員休憩時間に集中していることが分か
り、休憩の取り方を変更し、事故が減っていた。

○�医師不在時の対応については、新たにマニュア
ルを作成して対応していた。

○�医師は、初回入所日に必ず家族と面談し、でき
ることやできないことなど説明していた。夜間
の事故発生時は、受診に必ず職員が付き添い、
又介護部長に連絡がされるので、誰かが応援に
出向くよう改善されていた。
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事例７　訪問介護 	 事例８　訪問看護
	

	
	

	

	

件
名 訪問介護職員の離職時対応について

申
立
概
要

○�２年間にわたり、１人の訪問介護職員が１日３
回のおむつ交換を担当していたが、突然体調不
良を理由に離職したことで、ほとんどの介護
サービスが途絶えた。
○�今後の対応についても相談がないため電話をし
たが留守電となり、折り返しの連絡もなかった。

件
名 要望の把握と訪問看護計画について

申
立
概
要

○�所長は要望したリンパドレナージを行うと言っ
ていたが、実施されなかった。
○�理学療法士は初回訪問時、身分証の提示がなく、
持参していなかった。また、許可も得ず、病歴
一覧表をスマートフォンで写し持ち帰った。

調
査
か
ら
の
問
題
点

○�代替可能な訪問介護職員を連れて訪問したが、
申立人の拒否が強く受け入れてもらえない状況
であったが、「申立人の拒否」については、事
業所の説明や理解を求めたことを確認できる記
録がなかった。

○�複数の訪問介護職員による分担担当等の必要性
を十分説明し、また、拒否の理由について利用
者又はその家族と十分に話し合って解決を図
り、分担担当等の受入れの理解を得ることが必
要であった。

○�事業所の電話連絡の事実及び内容を記載した相
談記録等がないため、事業所で文書回答内容を
現地調査で確認することができなかった。

指
導
助
言

○�サービス提供上の課題が生じた際には、事業所
として早急に具体的な解決策を検討し実施する
とともに、業務管理等に必要な記録を残すこ 
と。事業所のみでの解決が困難な場合には、居
宅介護支援事業者と連携しサービス担当者会議
等で提案するなど、地域の関係機関や多職種専
門職と連携し、利用者及び家族に説明し理解を
求めること。

○�利用者及び家族との電話対応は迅速かつ適切に
行うとともに、電話連絡に係る記録を含め介護
サービス調整等の記録を残すこと。

調
査
か
ら
の
問
題
点

○�利用当事者の要望を具体的に聞き取り、事業所
が実施するリンパマッサージの内容及び提供方
法について説明し、両者の認識に齦齬が生じて
いないかを確認する必要があった。

○�初回訪問時には、提示の求めの有無にかかわら
ず、身分を明らかにする書類を提示する必要が
あった。

○�スマートフォンで撮影する際は、撮影したデー
タの流出及び目的外使用等を防止する確実な安
全管理措置を講じ、その安全性及び必要性につ
いて説明した上で、撮影の同意を求める配慮が
必要であった。

指
導
助
言

○�利用者の希望、心身の状況を十分に把握して計
画を作成し、利用者又はその家族に対し、療養
上必要な事項について理解しやすいように懇切
丁寧に説明を行うこと。

○�初回訪問時には、掲示の有無にかかわらず、名
刺とともに身分証を掲示して、利用者が安心し
て訪問看護の提供を受けられるようにすること。

○�スマートフォンによる撮影の際には、撮影デー
タの安全性及び必要性について丁寧に説明して
同意を得ること。

改善後

状
況

○�指導助言後、事業所が閉鎖していたため、事業
者（本社）に向け調査を実施した。

改
善
状
況

○�訪問担当者が、毎回の訪問時に、利用者の要望
を聴取し、その日の状態や疾患に応じたアセス
メントから、心身の状況を把握していた。

○�訪問看護計画は、訪問看護指示書やケアプラン
からも情報を収集し、所属看護師・所長と連携
し、月初めの訪問日までに担当者が作成してい
た。療養上必要な事項について、月初めの訪問
日に担当者が利用者又は家族に、懇切丁寧に説
明し、同意を得ていた。

○�初回訪問時に、名刺とともに身分証を提示して
いた。

○�個人所有のスマートフォンの使用を全面禁止と
していた。

○�事前訪問日の前に、事業者が、利用者又は家族
に、タブレット端末の安全性及び使用目的を口
頭で丁寧に説明し、訪問日も、事業者が、利用
者又は家族に説明し同意を得るようにした。
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Ⅴ 国保連の苦情・相談受付状況について

Ⅴ

事例９　特定施設入居者生活介護 	 事例10　介護老人福祉施設
	

	
	

	
	

件
名 特定施設サービス計画の説明及び提供について

申
立
概
要

○�利用当事者及び家族に、特定施設サービス計画
の説明及び交付がない。週間サービス計画表で
はリハビリテーションは週２回だが、週１回し
か受けていない。
○�食事の変更を依頼したが、職員間の引継ぎがさ
れていなかった。

件
名 看取り介護の対応について

申
立
概
要

○�施設の「看取り介護に関する指針」は、母の死
後に請求して初めて目にした。
○�看取りのサービス計画の説明がなく、家族が夜
間は付き添いができることの助言がなかった。
また、看取り期の対応にも不満がある。

調
査
か
ら
の
問
題
点

○�申立人に直接原案を説明し、同意を得た上で交
付できるように、申立人との連携を密にし、よ
り積極的に日程、説明方法の調整を行う必要が
あった。

○�リハビリテーションの実施回数については計画
通りに実施できていない状況があり、利用当事
者及び申立人に対して説明をする必要があった。

○�食事形態変更の際には、利用当事者の身体状態
や服薬状況を勘案し、検討するとともに、継続
して経過観察を行い、多職種間で適時適切に対
応する必要があった。

指
導
助
言

○�特定施設サービス計画を変更又は更新する際に
は、速やかに原案を作成するとともに、内容に
ついて利用者に対してだけでなく、家族に対し
ても十分理解できるように丁寧に説明し、同意
を得て、交付すること。

○�利用者の心身状況を的確に踏まえて、適切な特
定施設サービス計画を作成し、利用者及び家族
が十分に理解できるように説明し理解を得た上
で、介護サービスを提供すること。

調
査
か
ら
の
問
題
点

○�看取り介護の説明の際に、指針の内容若しくは
その説明文書を提示、又は提供して説明されて
いたか記録及び現地調査では確認できなかっ
た。

○�看取り時に行う医療行為の選択肢等について
は、入所当事者及びその家族に継続的に説明 
し、その意向を確認する必要があり、記録して
おくことが適切だった。

指
導
助
言

○�看取り介護に関する職員研修を定期的に実施す
るとともに、入所者及びその家族に対する看取
り介護の説明の際には、看取り介護に関する指
針又はその説明文書を提示又は提供して、夜間
における付き添いの可否及び条件も含めて看取
り介護の内容等を説明すること。

○�入所者及びその家族に対し、多職種が連携して、
看取りに際して行いうる医療行為の選択肢等に
ついて継続的な説明を行い、その意向を確認す
るとともに、記録の整備に努めること。

改善後 改善後

改
善
状
況

○�計画作成担当者は、利用者及び家族からの要望
を集約し、内容に応じて必要な職種と検討した
後に、特定施設サービス計画に反映し、利用者
及び家族へ同意を得て、交付していた。

○�施設で行うリハビリテーションは、集団の機能
訓練と個別訓練を実施しており、個人の身体状
況に応じたリハビリテーションを選択し実施で
きるように、内容及び回数を多職種間で検討し
ていた。

○�実施状況については、支援経過記録を参照し、
施設長及び計画作成担当者が把握していた。
サービスの変更は、身体状況の変化、日常生活
において改善すべき点が確認できた時に計画変
更を行っていた。

○�毎月個別の月間報告書を作成し、家族に向けて
郵送することでリハビリテーションのみならず
日頃の様子を知らせていた。

○�食事形態の変更については、利用者の体調変化
に応じて、介護職員と相談しながら看護職員が
判断し決定していた。

改
善
状
況

○�入所時には ｢急変時における延命等に関する意
見確認書のご記入のお願い｣、｢急変時及び延命
処置について｣、｢急変時の対応についての確認
書｣、｢通院先の病院について｣ の説明をしてい
た。

○�終末期の身体症状の変化については、看護職員
が家族に分かりやすく状況を説明するように努
める等刷新を行い、全職員が情報を共有できる
よう、又家族への説明も分かりやすく状況を説
明する等の改善が見られた。

○�急変時の対応は、24時間体制で医療、看護、介
護の連携を図っていた。
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事例11　特定施設入居者生活介護 	
	

	
	

	

	

件
名 入浴サービス等の提供について

申
立
概
要

○�母は入浴を嫌がる傾向にあるが、この１年間、
入浴ましてや清拭さえほとんど行われていな
かったため、面会時に、身体がアカで覆われて
いた。
○�担当者に要望したが、居室の室温測定や清掃が
されていなかった。

調
査
か
ら
の
問
題

○�「入浴（少なくとも清拭）できること」を「解
決すべき課題」として特定施設サービス計画に
位置付け、関係職員及び家族で情報共有し、入
浴拒否の原因を分析して、対策を講じていく必
要があった。

○�室温管理について苦情を受けた際には、組織と
して、利用当事者の室温管理についての課題を
含め、実現可能かつ適切な室温管理方法を早急
に検討し、対応策について申立人に理解を得ら
れるように丁寧に説明して介護職員にも周知し
た上でサービスを実施する必要があった。

指
導
助
言

○�計画作成担当者は、利用者又は家族の希望、解
決すべき課題に基づき、他の従業者と協議の
上、利用者の個別性に応じたサービスの目標及
びその達成時期、サービスの内容並びにサービ
スを提供する上での留意点を盛り込んだ特定施
設サービス計画の原案を作成するとともに、解
決すべき課題等について家族にも十分に説明す
ること。

○�苦情を受けた際には、苦情の内容を踏まえ、記
録に残し、サービスの向上に向けた取り組みを
迅速かつ適切に行うようにすること。

改善後

改
善
状
況

○�計画作成担当者は、利用者とその家族の意向を
確認した上で、サービス担当者会議で利用者及
びその家族に説明していた。会議に出席できな
い場合は、電話で説明の上、郵送して同意を得
ていた。

○�カンファレンスを月２回開催し、入浴状況等を
報告し、課題として検討していた。

○�入浴拒否がある利用者へのアプローチとして、
介護支援専門員が長時間付き添いをしたこと
で、利用者との関係性が改善し、足浴は実施可
能になっていた。また、楽しく歌いながら居室
から浴室へ誘導する等、工夫を重ねることで浴
室までの移動が可能となっていた。

○�温度測定センサーを試用設置し、事務所で室温
確認をしている。また、温度測定センサーの使
用について、利用者の家族に文書で通知してい
た。

○�居室の清掃拒否がある利用者については、利用
者の居室不在時に清掃の職員が行える体制に
し、居室の清掃は、週３回実施していた。

○�事業所の職員だけでは苦情対応が困難な場合に
は、法人のスーパーバイザーも対応にかかわっ
ていた。
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通所介護：緊急時の対応及び事故原因の説明に納得ができない
事例番号 苦情内容 苦情申立人 利用当事者

１ サービスの質、具体的な被害・
損害、説明情報の不足 子 要介護３・60歳代・女性

　申立ての概要
１　母は排泄介助中に左肩を骨折した。事業所の対応が納得できない。
　⑴�　管理者は母が入院していた病院から、母の身体機能及び排泄時の介助方法について聴取していたにもか

かわらず、排泄時の立位保持が困難な母に対する転倒防止の注意を職員に周知していなかったのではない
か。

　⑵�　事故直後、看護職員が来て「これは手に負えない。外科だね。」と言って立ち去った。その後、職員か
らの声掛けや経過観察もなかった。事故発生後、看護職員が外科だと言ったが、すぐに医療機関等への連
絡もせず、事故後の対応に納得できない。

２　事故報告書に「職員が抱え直した。」「左腕が90度ぐらいまで上がる。」と記載しているが、当該職員は、
脇の下に手を入れて支えていただけで、母は万歳をする形で床に座り込む様に落ちて骨折した。納得ができ
ない。

　事業者調査結果（文書調査・現地調査）

１　介助方法の検討とサービス提供方法の周知について
○退院後の生活等について管理者はＡ病院に行き、難病のため利用当事者は立位保持が困難であり排泄介
助、入浴介助、ベッドへの移乗介助等では必ず二人で介助をする必要があることを聴取していたが、介助
方法の詳細を検討していなかった。

○退院後のサービス開始前には車いすからベッドへの移乗方法等の実演を管理者が行い、朝礼・タ礼時にト
イレ介助、ベッドへの移乗介助、入浴介助は二人で行うこと、入院後のため、下肢筋力が低下している可
能性があり、転倒に注意する必要があることを口頭で介護職員へ伝えた。

○周知した介助方法は利用当事者の両足の間に介護職員が片足を入れて立位介助を行うこととしていたが、
当該事故の際はその時の利用当事者の様子から介護職員が判断し、利用当事者の膝と介護職員の膝を合わ
せて立位をさせていた。

○サービス再開時には、居宅サービス計画書が変更されているのに対し、新たなアセスメント表及び通所介
護計画書を作成していなかった。

（問題点）
○Ａ病院の医療従事者及び担当介護支援専門員から院内及び自宅での具体的な介助方法等について情報を得
た上で、事業所内で多職種の連携を図りながら組織として、利用当事者の状態に即した安全な介助方法又
は転倒防止策を検討する必要があった。介助方法又は転倒防止策については、適宜、実演又は文書等の確
実な伝達方法により、職員に周知する必要があった。

○排泄介助中の転倒防止策については管理者のみが検討し、具体的な介助方法を含め、転倒防止の注意の周
知の時期、範囲及び方法を示す記録は確認できず、研修も不十分だった。

○当該難病の利用者を受け入れるのは初めてであったということ、利用当事者は約１か月半入院し、退院直
後のサービス再開であったこと、「午後になると疲れが出るためか、身体に力が入らなくなる時がある。」
と認識していた介護職員もいたこと、居宅サービス計画書が変更されていることからすれば、サービス再
開に当たって、新たなアセスメント表及び通所介護計画書を作成する必要があった。

２　事故後の対応について
○13時25分頃、排泄介助中に利用当事者から痛みの訴えがあったため、併設のサービス事業所にいた看護職
員を呼んだ。介護職員から「膝が崩れ、腕が上がったかもしれません。腕を見て下さい。」と言われたため、
看護職員は、利用当事者の表情を確認しながら腕の関節の動きを確認したところ、受診が必要であると判
断し、病院受診が必要な旨を介護職員へ伝えた後、併設のサービス事業所に戻り、その後対応をしなかっ
た。

○管理者が駆けつけた頃には、利用当事者は車いすで、トイレからフロアへ移動していた。利用当事者から
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痛みの訴えがあったため、申立人に電話で受診が必要であると伝えたところ、「Ａ病院へ電話して欲しい。」
と言われたため、Ａ病院に電話したが「状況から内科は不要、こちらでは無理です。」と言われた。申立人
にその旨を伝えると、「訪問看護に電話して欲しい。」と言われたため、連絡したところ、「Ｂクリニックの
医師（在宅時の往診医師）が事業所に着くのに30分から40分かかる。」と言われたので、14時10分頃、利用
当事者をベッドへ移乗させた。その後、申立人が事業所に来所した。

○14時40分頃に往診医師が到着した。「外科的なので整形外科を受診して下さい。」と指示され、受付開始の
15時頃最寄りの整形外科に到着し、受診した。

○事故後、バイタル測定の事実は確認できず、事業所の「急変時の対応フロー」に基づいた対応（家族・介
護支援専門員へ報告の上、救急搬送すること。様子観察は原則30分おきに行うこと）をしていなかった。

（問題点）
○看護職員は、事故当時、併設事業所の看護職員としての業務中で、利用当事者の受診の必要性を判断した
後に元の業務に戻ったため、事故後のバイタル測定、経過観察及び応急処置を行わなかった。緊急時の対
応を優先及び状態把握の指示など組織として緊急時における看護職員の業務の調整をする必要があった。

○管理者は申立人に「肩が痛いと言っているので病院へお連れしたい。」「Ａ病院では無理だと言われた。」と
だけ伝え、肩の痛みがトイレ内で発生した転倒事故によるものであること及びＡ病院医師からの整形外科
受診の指示を正確に申立人に伝えていなかった。

○家族に対し、事故及び利用当事者の状況について、できるだけ正確な情報を連絡するとともに、医師の指
示内容を正確に伝える必要があった。

○事故発生後に、利用当事者が痛みを訴え、看護職員が利用者の心身の状態を確認し、受診の必要性等を判
断したのであれば、痛みのある利用当事者に十分な配慮を行いながら、医師に連絡がつくまでの間、適時
適切な経過観察及び記録を行う必要があった。

○各職種の職員が迅速かつ適切な対応ができるように、事故の発見から連絡までの手順及び役割を明文化し
たマニュアルを作成及び周知し、研修等の実施を含めて、その体制を整備しておく必要があった。

３　事故に関する報告の内容について
○保険者経由で申立人による「事故についての申立書」を受け、介護職員に対し面談、事故検証を行い、事
故再現による検証の結果を利用当事者及び申立人に提出したが、当時、原因分析と再発防止策の検討とい
う観点に不備不足があった。事故報告は朝礼・夕礼で申し送りしたが、事故検証、原因分析及び再発防止
策については実施をしていなかった。

○申立てを受け改めて考察した結果、事故原因の検証及び再発防止策については、利用当事者からトイレ終
了の訴えがあり、Ｘ職員とＹ職員がトイレに入り、利用当事者の下肢筋力が弱いということを認識してい
たため、利用当事者の膝の前にＸ職員の膝を当て、足を伸ばして立位を取ったことにより、Ｘ職員の足が
平行状態になったことから、抱える力が入りづらい状況にあった。そのために、抱え上げてから利用当事
者が立位を保てない状況になり、ずるずると利用当事者の体が下がってきたことで、利用当事者の左手が
90度以上あがってしまい、左肩結節骨折に至ったとのことであった。

○「職員が抱え直した。」については、利用当事者が立位を保てない状態になったことから、何とか状況を戻
したいと考えたＸ職員の動きを表現したものであり報告書に、このように記載した。

（問題点）
○事業所では、保険者経由で申立てがあったため、事故検証を行っていたが、利用当事者が骨折しているこ
とからも、速やかに事故原因の検証及び再発防止策を十分に検討し、その結果を基に丁寧に申立人に説明
する必要があった。
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　指導助言内容

１　介助方法の検討とサービス提供方法の周知について
サービス担当者会議等を通じて、当該利用者の心身の状況、置かれている環境、他の保健医療サービス又

は福祉サービスの利用状況等総合的な把握に努め、必要に応じて適時通所介護計画を変更するとともに、利
用者又はその家族に対し、通所介護の提供方法等について説明を行うこと。常に利用者の心身の状況を的確
に把握しつつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要な通所介護を利用者の希望に沿って適切に提供
すること。管理者は、職員への情報提供を的確に行い、業務の実施状況の把握、その他の管理を一元的に行
うこと。

２　事故後の対応について
通所介護の提供により事故が発生した場合は、利用者へ必要な対応を行うとともに、速やかに主治医、区

市町村、家族、居宅介護支援事業者等に連絡を行ない、事故の状況及び処置についての記録その他必要な措
置を講じるよう努めること。また、事故防止及び事故後の対応に関する研修の機会を確保し、事故発生時に
は速やかに適切な対応が行えるようにすること。

３　事故に関する報告の内容について
事故が発生した場合は、提供する指定通所介護の質の評価を行えるよう、管理者のみならず、多職種参加

の事故分析を基に再発防止策を講じ、利用者及び家族に説明をし、介護サービスを安心して利用できるよう
に工夫すること。利用者及びその家族からの苦情は真摯に受け止め、迅速かつ適切に対応し、納得を得られ
るように懇切丁寧な説明を行い、早期の解決に努めること。

　根拠法令

平成24年東京都条例第111号
	 第103条		  （勤務体制の確保等）第 1 ・ 3 項
	 第105条		  （指定通所介護の基本取扱方針）第 1 ・ 2 項
	 第106条		  （指定通所介護の具体的取扱方針）第 1 項第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 号
	 第107条		  （通所介護計画の作成）第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 項
	 第110条の 2 	 （事故発生時の対応）
	 第111条		  （記録の整備）第 1 ・ 2 項第 4 ・ 5 号
	 第112条	（第17条準用）	（心身の状況等の把握）
		  （第31条準用）	（緊急時等の対応）
		  （第37条準用）	（苦情処理）第 1 ・ 2 項
		  （第51条準用）	（管理者の責務）第 1 ・ 2 項
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通所介護：利用者の体調に急変が生じたにもかかわらず、救急対応をしなかった
事例番号 苦情内容 苦情申立人 利用当事者

２ サービスの質、
説明・情報の不足 配偶者 要介護３・70歳代・女性

　申立ての概要
１　事業所の「経過記録一覧」には、妻を送迎車に乗せようとすると、妻より「気持ち悪い。」との訴えがあ
り、うな垂れて辛そうなので事業所に連絡して、他の方の送迎には廻らず直に事業所に向かったとの記述が
ある。他の方の送迎に廻る猶予がない程具合が悪そうなのに、車には乗せずに自宅に戻るという選択をしな
かったことに納得できない。

２　デイサービス利用中、妻は危険な容態だったにもかかわらず、事業所は、医者に相談せず、救急車も呼ば
ず、介護支援専門員を介して家族を呼び出し、自宅に帰した。

３　家族や主治医に連絡せず、救急車も要請しなかったことについて説明がない。

　事業者調査結果（文書調査・現地調査）

１　送迎時の対応について
○添乗職員が、利用当事者を自宅から送迎車に乗せる際、「気持ち悪い。」との訴えがあり、うなだれて辛そ
うなので、事業所に電話で連絡した。

○申立人から「今朝から調子が悪い。」との申し出があったが、通所を希望していること、利用当事者の自宅
と事業所は送迎車で３分程の至近距離にあること、仮に事業所に行った後、状態が悪化したとしても申立
人とはすぐに連絡がつく状況にあることなどを総合的に判断し、生活相談員は、他の送迎対象者の送迎に
廻らず、直に事業所に来るように指示した。

（問題点）
○送迎車に乗せようとした時点及び不調を訴えた時点で、申立人の意向を再確認していなかった。
○送迎の可否及び適否を判断すべき職員から、申立人に対し直接連絡をとって、利用当事者の状態を説明
し、必要な助言を行い、申立人の意向を確認し、必要に応じ主治医からの指示又は指導を受ける等した上
で、送迎の実施の可否及び適否を判断すべきだった。

２　状態変化時の対応及び家族への連絡について
○事業所到着後、看護職員と生活相談員が利用当事者の状態を見て、利用当事者を事業所が受け入れられる
状態ではないと判断した。生活相談員は、センター長及び同系列事業所の担当介護支援専門員に報告し、
担当介護支援専門員から申立人に連絡し、申立人がすぐに迎えに来るということだったので、利用当事者
の様子を観察しつつ、申立人の迎えを待った。医師への相談、救急車の手配はしなかった。

（問題点）
○申立人に連絡した時点と申立人が迎えに来た時点に利用当事者の状態を説明し、主治医への速やかな連絡
及び救急搬送の要請の要否についての適切な相談及び助言を行って、申立人の意向を確認する等した上
で、これらの措置の要否を適切に判断する必要があった。

○介護支援専門員に連絡をさせるのではなく、事業所の職員が直接申立人に対し、速やかに連絡すること
が、連絡に要する時間の点からも、また、提供できる情報の観点からも適切だった。

３　苦情対応について
○申立人から電話で、「主治医に連絡せず、利用当事者を自宅に帰したのは事業所の業務上過失と思われる
が、謝罪や賠償ではなく反省・改善をしてほしい。」という話があった。

○判断の理由について説明を求められていないとのことだったが、事故後2回同様の苦情を受けていた記録
があった。

○事業所は、申立人からの苦情に対して直接対応せず、弁護士に対応を委任していたが、弁護士も全く苦情
に係る対応をしていなかった。
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（問題点）
○事故後、申立人から「担当介護支援専門員を通じての連絡をしたこと」、「主治医に連絡せず、救急車を要
請しなかったこと」について、苦情を2回受けているのであれば、その都度、事業所から直接、又は弁護
士を通して、速やかに申立人に説明する必要があった。

　指導助言内容

１　送迎時及び状態変化時の対応と家族への連絡について
常に利用者の心身の状況を的確に把握し、通所時又は送迎時に利用者の体調に急変が生じた時や体調がす

ぐれない時は、速やかに家族に連絡し、主治医への連絡又は救急搬送の要請の要否について適切な相談及び
助言を行うとともに、これらの措置の要否を適切に判断して、必要な措置を実施すること。また、この判断
を適切に行えるように、通所時又は送迎時に利用者の体調不調が認められた場合に、誰が、どの時点で、ど
のような手続と基準によって、送迎の可否等や主治医への連絡又は救急搬送の要請の措置の要否を判断する
かについて事業所内で検討して、マニュアルを整備し、研修を行う等の対策を講じること。

２　苦情対応について
利用者及びその家族からの苦情は、真摯にこれを受け止め、事業所の責任において、苦情を受けた初期段

階で、苦情の原因に係る事実について迅速かつ適切に説明をして、利用者及びその家族の理解が得られるよ
うに努めるとともに、介護サービスの質の向上を図ること。

　根拠法令

平成24年10月11日条例第111号
	 第106条		  （指定通所介護の具体的取扱方針）第 1 項第 2 ・ 4 号
	 第112条（第17条準用）	（心身の状況等の把握）
		  （第31条準用）	（緊急時等の対応）
		  （第37条準用）	（苦情処理）第 1 ・ 2 ・ 4 項
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短期入所生活介護：面会場所や水分摂取の要望に対応してもらえなかった
事例番号 苦情内容 苦情申立人 利用当事者

３ サービスの質、
説明・情報の不足 子 要介護３・90歳代・男性

　申立ての概要
１　父から「もう家に帰りたい。」と訴えがあり、生活状況を確認したいと思い、「父の部屋で話をさせてほし
い。」と要望したが、「規則でだめだ、面会者を部屋に通すと大変なことになるので。」と言われた。何がど
うして大変になるのかの説明を求めたが、説明はなく、同要望にも応じてもらえなかった。

２　契約及び入所時に「水分制限については、多少、１日の水分摂取量を超えても、暑い日が続いているので、�
父が喉の渇きを訴えた時には飲ませてほしい。」とＢ職員に伝えてあったが、訪室した職員に父がお茶を頼
んでも、水分制限があるからダメと言われ、持ってきてもらえなかった。

　事業者調査結果（文書調査・現地調査）

１　面会場所とその要望について
○面会場所は、契約締結時に1階と説明したところ、申立人から強い要請があったため、初回に限り居室を見
てもらうこともあったため許可した。２回目以降は１階の面会室（会議室）でお願いしていた。面会場所
の指定は、掲示や提示はしていない。

○後日説明を求められショートステイの面会場所は、契約時に説明したとおり、１階であることを再度説明
した。申立人から生活状況を確認したいという話は聞いていない。

○利用当事者は帰宅願望があった。
○申立人から「何がどうして大変になるのか。」という説明は求められていないが、申立人に①普段見慣れな
い家族を見かけると、認知症の入居者が不穏になるといった影響があること。②従業員も気を取られるた
め。③介護度４、５の入居者が半数を超えているので、安静のため静粛な環境を保つこと。④介護スタッフ�
が、特定医療行為などの高度な介護に集中して専念できるようにするため。⑤カテーテルやバルーン利用
者が近くで見えることに苦情を貰ったケースがあったため等であると説明した。運営上の問題で長年の運
営経験から必要性を感じ、また介護職員が重度者の介護に集中できるようにしている。

（問題点）
○居室での面会を禁止し、面会場所を１階会議室に限定するには、合理的な理由が必要だが、事業所があげ
る①～⑤の理由は、以下のとおりいずれも合理的な理由とは考えられない。

①長期の入所者に対しては、居室での面会を認めている。
②従業者の集中力確保という理由については、居室は全室個室で、居室で面会することが、他の居室におけ
る従業員の集中を妨げることは一般には考え難く、また、居室での面会中に、当該居室で「特定医療行為
などの高度な介護に集中して専念」する必要があれば、その業務の間だけ面会者に一時退出を求めること
もできる。

③絶対安静の利用者等のための静粛確保という理由については、「介護度４・５の入居者」であれば、これら
の者との面会は、その居室で行った方が安静を確保できる。

④カテーテルやバルーン利用者が近くで見えることに苦情があったという理由については、面会者が、カ
テーテルやバルーンの利用者を「近くで見る」ことがないように、具体的な状況に応じて、衣服等で隠し
たり、身体の位置を移動したりする等の工夫で対処することもできる。

⑤面会場所の説明については、居室での面会を禁止することは、利用者及びその家族の自然な気持ち又は期
待に反し、また、居宅での自立した日常生活を目指す短期入所生活介護の目的に沿わない措置となり得る。

○重要事項説明書にも短期入所生活介護契約書にも面会場所を１階会議室とすることについては何ら記載せ
ず、事業所のパンフレットにも記載していなかった。

２　水分摂取について
○水分摂取量800 ～ 900㏄以下という申立人からの要望を受け、800cc を目安に実施し、利用当事者から求め
があった時に残りを出すと申立人に説明した。

○午後８時頃、飲みたいという訴えがあったが、既に900cc を飲んでいたので、「我慢できますか。」と聞い
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Ⅵ　平成29年度　国保連の苦情対応事例について

Ⅵ

　指導助言内容

１　面会に係る苦情について
常に利用者及びその家族の立場に立ち、また、短期入所生活介護の目的及び全室個室であることを踏まえ

て、居室での面会禁止の必要性及び合理性について見直しすること。仮に、居室での面会禁止に合理的な理
由がある場合があったとしても、利用申込による事業者の選択に資する情報として、重要事項説明書に全室
個室でありながらも居室での面会を禁止する場合があること、その合理的な理由並びに禁止の期間及び時間
等の範囲について、できるだけ限定して明確に記載した上で、利用契約締結の前に、利用申込者又はその家
族の理解が得られるように十分に説明した上で、同意を得ること。
また、苦情を受けた場合は、当該苦情の内容及び理由を記録するとともに、利用者及びその家族の立場に

立って、苦情の原因を組織として調査及び検討して、必要な改善を迅速に行うとともに、その結果を利用者
及びその家族に説明すること。

２　サービス提供と管理者の責務について
指定短期入所生活介護の提供に当たっては、常に利用者の心身の状況、置かれている環境等を的確に把握

して正確に記録し、利用者及びその家族の相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行い、
介護サービスの質の向上に向けて、更に工夫を行い、安心して介護サービスを受けられるようにすること。

　根拠法令

平成24年東京都条例第111号
	 第153条		  （内容及び手続の説明及び同意）
	 第155条		  （指定短期入所生活介護の取扱方針）第 1 ・ 3 ・ 6
	 第161条		  （相談及び援助）
	 第167条（第37条準用）（苦情処理）
		  （第51条準用）	（管理者の責務）

て了解を得た。それ以後は、水分摂取の要求はない。
○ショートステイ計画書には、「朝夕のバイタル測定と水分量チェックを行う」と記載があったが、具体的な
水分制限についての記録はなかった。

○「多少、１日の水分摂取量を超えても、暑い日が続いているので、本人が喉の渇きを訴えた時には飲ませ
てほしい。」と申立人が伝えた記録は確認できなかった。

○介護記録には、利用当事者が水分摂取を求めたのに対し、事業所の職員が水分を与えなかったことが記載
されていた。

○水分摂取表を見る限り、毎日午後６時頃から翌朝午前７時頃まで、約13時間は水分摂取ができていない状
況で、訴えのあった日も午後６時頃に150cc の水分を摂取した後は、水分摂取の記録はなく、翌朝５時ま
で約11時間、利用当事者は水分を摂取できていない状態だった。

○水分摂取表によれば、当該日の午後６時頃の時点で水分摂取量は850cc であり、さらに50cc 程度の水分摂
取は可能であった。夏場であること、まだ起床していた時刻であること、及び水分摂取の訴えがあったこ
とからすれば、翌日の起床時の水分摂取まで約11時間、水分摂取を制限する合理的な理由は確認できな
かった。

（問題点）
○同訴えの後に、水分摂取制限の要否、程度及び方法について病院及び申立人に確認したり、事業所内で検
討したりした形跡もなかった。同訴えを受けた職員だけでは判断できなかったのであれば、少なくとも、
これらの対応を、水分制限を受けている利用当事者の立場に立って、速やかに行うことが適切だった。
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短期入所生活介護： 誤薬事故の説明及び対応に納得できない
事例番号 苦情内容 苦情申立人 利用当事者

４ 具体的な被害・損害、
サービスの質、説明・情報の不足 子 要介護１・80歳代・男性

　申立ての概要
１　父が、朝食後、職員の間違いにより、他の利用者の糖尿病等の薬を飲まされる事故が発生した。
２　事故後、安静にさせて様子を見るどころか、午前10時15分に父を体操に参加させ、午前10時30分には父の
血糖値が35㎎ /dl に低下したが、低下した時点で、医師の診察や指示を仰いだり、救急搬送等の手立てをと
らなかった。

３　第１回目の話し合いの資料には、父が飲まされた薬の記載がなかった。その際、申立人側から、薬名や量
の記載を要望したが、第２回目の話し合いで提出された事故報告書にも記載されていなかった。申立人側か
ら、なぜなのか尋ねると「個人情報なので。」という答えだったが、翌日に薬名と量が記載された追加の事
故報告書が届いた。しかし、それまでの話し合いでは９錠飲ませたと口頭報告があったものが、８錠の記載
となっており、薬の効能についても誤りがあった。

　事業者調査結果（文書調査・現地調査）

１　誤薬について
○朝食後（時刻不明）に、夜勤の介護職員が１階の食堂で、利用当事者に薬を飲ませた。午前８時５分、他
の利用者に薬を飲んでもらおうとした際、他の利用者の薬がなかったため、利用当事者に飲ませた薬が他
の利用者の薬だったことに気づき、看護職員に報告した。事故当日、施設長は不在だった。

○朝食前に介護職員が、ユニット内で利用者の薬をトレーの上に並べて準備した。介護職員は、利用当事者
に与薬する際、トレーの上にある薬袋の日付と名前を確認せず、利用当事者の薬だと思い込んだ。また、
利用当事者の前で、利用当事者の名前は呼んだが、薬袋の名前を確認せず、与薬した。

○事故発生後、ユニットで緊急ミーティングを実施し、議事録は掲示板に掲示し、全職員に周知した。
○議事録には改善策として、「マニュアルに沿った介助をすること」と記載しているのみだった。また、「誤
薬防止マニュアル」及び「与薬についてのマニュアル」があったが、服薬の際の声だし確認のタイミング
等の記載が異なっていた。

○「リスクマネジメント委員会」の他、「介護事故防止委員会」も設置されていたが、他の服薬事故及び本件
事故について報告、検討した記録は確認できなかった。

○誤薬事故防止に関する研修を実施していなかった。
（問題点）
○事故当日の記録は、事故発生時の服薬介助の手順及び経過についての記載が明確ではなかった。また、誤
薬事故について、どのような説明を行い、どのマニュアルに沿って、どのような服薬介助を徹底するよう
周知したのかを記録に残し、職員間で情報共有する必要があった。

○誤薬を含む事故に係るマニュアル等が作成されていたが、内容に一部違いが認められたことから、服薬介
助に係る各マニュアルの内容を早急に見直し、整備する必要があった。

○リスクマネジメント委員会において、誤薬事故の危険性の認識の下に、誤薬事故の事例の収集、分析、再
発防止策の検討・策定等の機能を強化し、より検討内容が確認できるように議事録を充実させるとともに、
他の委員会又は会議との役割分担を明確にする必要があった。

２　事故対応と家族への説明について
○回答では、体操に参加させていないとのことだったが、「体操にも参加される」との記録があった。
○診療開始時刻を待って、午前９時に看護職員が、利用当事者のかかりつけ医に連絡した。
○午前10時30分に利用当事者の血糖値が35㎎ /dl に低下した。９時の時点でかかりつけ医から意識消失があ
れば他の医療機関の受診を勧めるとの指示があったが、利用当事者は意識清明だったため、この時点で救
急搬送の手立てはとらなかった。また、かかりつけ医に報告もしなかった。

○13時15分に、看護職員が申立人に、血糖値が上昇しないため受診が必要である旨を連絡し、その後、医療
機関に連絡した。
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Ⅵ

　指導助言内容

（問題点）
○利用当事者の容態急変は、職員による誤薬事故後の容態急変のため、事故発生時の対応が必要だった。看
護職員は、医療の専門職として、誤薬による生命又は身体の危険性を認識して、かかりつけ医の診療開始
時刻を待つことなく、施設医師又は協力医療機関へ連絡することがより利用当事者の安全に配慮した対応
だった。また、施設長、介護長への報告等の記録は確認できなかった。

○血糖値35mg/dl は明らかに低い値であり、意識消失の有無にかかわらず、かかりつけ医等の医師に連絡し
て新たな指示を求めることが適切だった。

○誤薬事故発生直後の家族への説明内容の記録はなく、午後１時の血糖値31mg/dl 測定後の午後１時15分ま
で申立人には連絡していなかった。誤薬による利用当事者の状態を何よりも心配している家族に対し、説
明又は連絡が不十分だった。

３　誤薬した薬の説明について
○第１回目の話し合いの際、生活相談員が作成した資料で、事故の経緯を介護長から、申立人に説明した。
誤薬した薬の内容については他の利用者の個人データにあたると判断したため、記載していなかった。そ
の際、申立人から薬名等の記載の要望があった。資料には作成日時の記載がなかった。

○第２回目の話し合いの際、介護長が、申立人に、「他の利用者の薬は降圧剤、血糖降下剤」と記載した事故
報告書を提供したが、薬名について再度、要望があった。同日、保険者に相談し、「記載して大丈夫でしょ
う。」との回答だったため、薬名等を記載した書面を届けた。

○後日、申立人から、「薬の効能」と「錠数」が違うとの指摘を受けたため、訂正した。誤記については、介
護長がお薬手帳を見て記載した際の転記ミスだった。９錠飲ませたとは話していないとのことで、薬の錠
数については、記録等から確認できなかった。

（問題点）
○利用当事者に提供する書面等については、作成日等を記載しておく必要があった。
○誤薬事故における極めて重要な情報であるにもかかわらず、事業所が誤った用量及び効能を記載した書面
を提供したことは、利用当事者及びその家族に対し、利用当事者の健康の回復に不安を与えるものであ
り、不適切な対応だった。

○個人データにあたると判断したという点については、誤薬した薬の種類、分量、薬品名及び一般的な効能
又は副作用についての情報は、特定の個人が識別できる情報とは考えにくい情報である。他方で、これら
の情報は、誤薬を受けた利用当事者の生命又は身体の安全に係わる極めて重要な情報であるから、仮に、
これらの情報が「個人データ」に該当する場合であっても、第三者である利用当事者に提供するために、
速やかに、本来、内服が予定されていた他の利用者の同意を得るための努力をするか、その同意を得るこ
とが困難な場合に可能とされている第三者提供の可否を検討する必要があった。第１回目の話し合いの際
に、利用当事者側から薬名及び量の記載についての要望を受けたということであり、遅くとも、同要望の
後、速やかに提供の可否について検討し、適切な対応をすべきだった。

１　事故の防止について
事故発生時は事故の状況及び処置について正確な記録を作成するとともに、職員間の情報共有を図り、速

やかに事故原因を分析して再発防止策を策定及び実施すること。また、そのために管理者を中心に、組織と
して、各種の事故防止マニュアル、記録の作成及び情報共有の方法を見直し、リスクマネジメント委員会の
機能を強化してその議事録を充実させ、他の委員会等との役割分担を明確にするとともに、職員研修を実施
し、誤薬事故の防止及び事故後の迅速かつ適切な対応に取り組むこと。
再発防止の取り組みに当たっては、再発防止策が確実に実施されているかについて定期的に点検し、これ

らの点について問題を発見した時は、原因を分析した上で、速やかに更なる再発防止策を講じること。
２　事故発生時の対応について

誤薬事故発生時には、速やかに医師に連絡をして、その指示に従った処置を行うとともに、容態の変化に
応じ、適時に再度連絡をして新たな指示を受ける等して、迅速かつ適切な対応を行うこと。また、家族に対
しても、適時に適切な説明及び助言又は連絡をすること。そして、これらを的確に実施できるようにするた
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　根拠法令

平成24年東京都条例第111号
	 第173条		  （勤務体制の確保等）第 4 項
	 第175条		  （指定短期入所生活介護の取扱方針）第 5 項
	 第180条	（第39条準用）	 （事故発生時の対応）
		  （第23条準用）	 （サービスの提供の記録）第 2 項
		  （第51条準用）	 （管理者の責務）第 1 項　第 2 項
		  （第153条準用）	（内容及び手続の説明及び同意）
		  （第160条準用）	（健康管理）
		  （第161条準用）	（相談及び援助）

め、管理者を中心に、前記のとおり、事故防止マニュアルの見直し及び職員研修の実施等を行って、職員の
誤薬事故に係る知識及び危機意識を高め、かつ職員間で共有して、誤薬事故が発生した場合に迅速かつ適切
な対応が図れる体制を整備すること。看護職員についても、誤薬事故の発生時及び容態悪化時に的確な判断
及び処置が行えるように、研修等を実施し、専門的な知識と技術の向上を図ること。

３　事故後の対応について
事故が発生した場合は、速やかに当該事故の状況及び処置についての記録を行い、利用者及びその家族か

らの要望は、速やかに、組織で検討した上で適切に対応すること。また、利用者及びその家族に説明する際
には、正確かつ具体的な報告書等を作成し、利用者及びその家族の理解が得られるよう懇切丁寧に説明する
こと。
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介護老人福祉施設：施設サービス計画書の説明がなく、頻尿や便秘への対応も悪かった
事例番号 苦情内容 苦情申立人 利用当事者

５ サービスの質、
説明・情報の不足 配偶者 要介護５　80歳代　女性

　申立ての概要
１　申立人が、保険者から施設に関する調査報告を聞いたところによると、介護支援専門員が作成した妻の介
護計画書は２枚あるとのことだったが、申立人は同計画書2枚を見たことや説明を受けたことがない。

２　申立人は、生活相談員や看護職員から「便が詰まって膀胱を圧迫して頻尿になっている。」と言われた。
しかし、申立人は、妻から「何回もトイレに行ったのは便秘ではなく頻尿、残尿感によるためだ。」と言わ
れたので、泌尿器科で受診させたところ、頻尿は膀胱の機能低下が原因とのことだった。また、この数日
前、妻は、看護職員から白い粒状の下剤を１個飲まされたが、誰の指示だったのかわからない。

　事業者調査結果（文書調査・現地調査）

１　施設サービス計画の作成及び説明について
○施設サービス計画書は初回及び2回目の2枚あり、いずれの計画書についても、署名がされていた。
○入所当事者は以前から当施設の短期入所生活介護を利用していた経緯があり、介護支援専門員が、過去の
記録を確認し、家族が短期入所生活介護の生活相談員に話していた意向等を確認し、介護職員及び看護職
員からの情報を含めて、暫定の施設サービス計画書を作成した。

○入所当日、介護支援専門員は休みだったため、暫定の施設サービス計画書を生活相談員が申立人に説明
し、署名を得たが、この点についての記録はなかった。

○２回目の施設サービス計画書は、サービス担当者会議の内容及び家族からの話も含めて作成した。しかし、
入所当事者及び申立人は、同会議には参加していなかった。また、家族からの話は、家族からの電話であっ
て、申立人の意向を確認する目的での電話ではなかった。また、受診の帰り際に、介護支援専門員が申立
人に説明し、署名を得たが、この点についての記録はなかった。

（問題点）
○入所当事者に短期入所生活介護の利用歴があり、既に種々の情報があったとしても、新規の入所であっ
て、入所に係る施設サービス計画書を新たに作成する以上、介護支援専門員として入所当事者及び申立人
に面接して、入所当事者及びその家族の意向を確認し、施設サービス計画書を作成する必要があった。

○介護支援専門員が休みで、止むを得ず生活相談員が施設サービス計画書の内容を説明する場合は、入所当
事者及び申立人に、介護支援専門員が休みであること及び施設サービス計画の内容に関しては、介護支援
専門員に相談することができる旨を丁寧に説明し、説明者についても記録しておくことが適切だった。

○介護支援専門員が、入所当事者及び申立人に、実施されているサービスについての意向を確認する際は、
意向の確認である旨を十分説明し、施設サービス計画書を作成する必要があった。

２　状態把握と薬の服用及び健康管理について
○ケース記録には、入所当事者が排便困難でかつ残尿感を訴えている旨の記載はあったが、生活相談員及び
看護職員による便が詰まって膀胱を圧迫して頻尿になっている旨の発言は、記録から確認できなかった。

○排泄記録では、入所当事者の排泄介助について、41回のチェック記録があった日もあり、同日のケース記
録には、看護職員が、入所当事者の排尿の状態を確認した旨の記載があり、少なくとも、この時点におい
て入所当事者の排尿の状況が正常とはいえない様子であった。

○施設側は、排泄介助の回数が多い日があったことから、頻尿や残尿感があるのではないかという認識は
あったとのことだが、「回診用シート」には、配置医に報告した記録はなかった。

○申立人から泌尿器科受診の相談があり、翌日に施設側の送迎で受診した。その際、介護支援専門員が、申
立人から、「頻尿は膀胱の機能低下が原因。」と聞いた。

○ケース記録に、「本日から緩下剤を内服する。」と看護職員の記載があり、３日後に入所当事者の強い拒否
で服薬を中止した旨の記載があった。しかし、申立人との電話記録及び面会時の記録には、入所当事者が
緩下剤を服用したこと及び中止したことを説明した記載はなかった。

○施設配置薬から看護職員の判断の下、緩下剤を内服することにし、服薬介助は介護職員が行った。配置薬
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　指導助言内容

１　施設サービス計画の作成及び説明について
施設サービス計画の作成に当たっては、計画担当介護支援専門員が、必ず入所者及びその家族に面接し

て、入所者の課題を把握し、面接の趣旨を十分に説明し、理解を得るようにすること。また、施設サービス
計画の原案を作成した際には、入所者及びその家族に丁寧に説明した上で、同意を得るようにすること。
さらに、施設サービス計画の実施状況の把握を行う際には、入所者及びその家族に趣旨を十分説明した上

で意向等を確認し、連絡を継続的に行うようにすること。
２　状態把握と薬の服用及び健康管理について

介護老人福祉施設は常に入所者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、入所者又は
その家族に対し、相談に適切に応じ、必要な助言その他の援助を行うこと。また、介護老人福祉施設の医師
又は看護職員は、入所者の健康の状況に注意し、必要に応じて健康保持のための適切な措置を取るようにす
ること。さらに、投薬については、「臨時応急の手当」でなければ、医師の事前の指示が必要であるから、
指示のマニュアルを具体的に定めて、職員に周知する等して適切な投薬を行うこと。また、介護職員による
服薬介助についても前記通知の解釈を踏まえて、適切な範囲及び方法で介助すること。

　根拠法令

平成24年東京都条例第41号
	 第23条		  （相談及び援助）
	 第26条		  （健康管理）
	 第47条		  （指定介護老人福祉施設サービスの取り扱い方針）第 5 項
	 第52条	（第 7 条準用）（管理者の責務等）
		  （第 8 条運用）（計画担当介護支援専門員の責務等）第 3 ・ 5 ・ 6 ・ 7 ・ 8 項

使用時は、次回の回診時に配置医に報告の上、処方するとのことだったが、入所当事者の内服について
は、看護職員が報告を失念し、処方された記録はなかった。また、看護マニュアルには、配置薬を使用す
るに当たり、配置医の指示をいつ、どのように受けるのかについての記載はなかった。

（問題点）
○看護職員等が入所当事者の頻尿及び残尿感の訴え等を把握していたことから、適時適切に、配置医にその
状況を報告して指示を受けるとともに、その記録をしておくことが適切だった。

○医薬品の授与は、「保健師助産師看護師法」第37条本文の規定により、主治の医師の指示が必要な行為であ
るから、「臨時応急の手当」（同条但書き）に該当しない以上、看護職員の判断で与薬するのではなく、配
置医に状況を報告した上で、配置医の指示の下に行う必要がある。配置薬を使用する際にも、「臨時応急の
手当」でなければ、医師の事前の指示が必要である。また、介護職員が服薬介助する場合は、この点に関
する国の通知（「医師法第17条、歯科医師法第17条及び保健師助産師看護師法第31条の解釈について」平成
17年医政0726005）で示された解釈を踏まえる必要がある。
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Ⅵ　平成29年度　国保連の苦情対応事例について

Ⅵ

訪問看護：看護職員から傷つけられる言葉を言われ、事業所を変更せざるを得なかった
事例番号 苦情内容 苦情申立人 利用当事者

６ サービスの質、従業者の態度、
管理者等の対応 子 要介護５・80歳代・男性

　申立ての概要
１　申立人は、父が利用している訪問看護事業所の特定の看護職員から次のような傷つけられる言葉を言われ
た。

　⑴�　申立人の感情が乱れ、たまたま投げてしまった本が跳ね返り、父に当たったことに対して、当該看護職
員が「虐待に当たるので行政に連絡する。」と母に言ったことを、母から聞いた。

　⑵�　当該看護職員から、「申立人は、患者が亡くなったら介護していた子が自殺した前のケースに似ている
ので、自殺があぶない。」と言われた。

　⑶�　話し合いの際に、申立人と母親は、当該看護職員に継続して訪問してほしいと要望したが、当該看護職
員から、「慈善事業ではない。」と言われた。

２　話し合いの際に、管理者から「この家に来させる訪看はいない。」と言われ、母は「週２回でもよいから
替わらないでほしい。」と要望したが、拒否され、事業所を変更せざるを得なかった。

　事業者調査結果（文書調査・現地調査）

１　訪問看護職員の家族への言動について
○訪問時、居室に絵本が破かれ、床に散乱し、申立人が介護したくないと泣きながら訴えていた。利用当事
者の額に皮下出血があり、申立人から絵本が当たったと聞いた。以前にも皮下出血が見られていたため、
母親に「虐待を疑わざるを得ない状況が続いた場合は、行政に連絡する義務がある。」と話した。

○後日、申立人から看護職員に連絡があり、母親に話した内容について聞かれたため、母親に話した内容を
伝えた。その際、申立人の「心外だ。」との訴えを傾聴した。

○訪問の退室時、申立人宅の玄関にて介護をしていた子が自殺した他のケースのことを話し、「一人で抱え
ず、頑張りすぎないで。」と話した。申立人は、「私はそんな事にならない。」と穏やかに話していた。

○申立人と母親から管理者に、今まで通り継続してほしいとの要望があった。管理者から、申立人と母親へ、
「当該看護職員が管理者になる為、今後１人での訪問看護サービスの提供は不可能である事、他の看護職員
も経験が浅い為、対応は難しい事、感情がフィードバックしてくる事も考え、互いの為に訪問看護事業所
を移るのが良い。」と話した。申立人から当該看護職員の気持ちを聞かれ一個人の思いだけでサービスの継
続は決められない旨伝えたかったので、申立人に「慈善事業ではないので、私の思いだけでは決められな
い。」と話した。

（問題点）
○「虐待」、「行政に連絡する」という言葉をその意味及び趣旨を説明せずに使用すれば、母親及びその家族
が不安又は不信を抱くことは十分に考えられる。母親が冷静な状態であったため話をしたとのことだが、
適切な説明とは言えない。

○「一人で抱えず、頑張りすぎないで。」ということが発言の趣旨であったとしても、自殺した事例は、申立
人に不安を与える内容であって、適切な例えとは言い難い。

○「慈善事業ではない。」旨の発言は、訪問看護サービスの提供に限界があるということが発言の主旨であっ
たとしても、不適切な発言であった。

２　訪問看護サービスの提供及び事業所交代に係る説明について
○当該看護職員が管理者になるため、当該看護職員一人での対応は当該事業所として不可能であり、他の看
護職員では経験が浅く利用当事者宅のニーズに合った対応には不十分だと判断したため、事業所側から、
事業所の変更を求めた。

（問題点）
○当該職員の訪問が困難になったということであれば、その時点で、管理者を中心に組織として、速やかに
その原因を調査及び検討した上で、他の職員も当該看護職員と同じようにサービスの提供ができるように
教育研修等を行う等の対策を講じるとともに、継続的にサービスを提供していくために、チームでの訪問
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　指導助言内容

１　訪問看護職員の家族への言動について
家族に対し、療養上必要な事項等について説明を行う場合は、家族の状況及び心情を十分に踏まえて、不

安又は不信感を与えないように適切な言葉で丁寧に説明すること。また、個々の職員が適切な説明を行える
ように、管理者を中心に組織として、説明方法及び内容を検討すること。

２　訪問看護サービスの提供及び事業所交代に係る説明について
訪問看護の提供開始に際し、あらかじめ、チームでの訪問看護又は複数の職員による担当の意味及び必要

性について、重要事項説明書に記載する等して、利用者又はその家族に対し、十分に説明しその理解を得て
おくとともに、職員の教育研修等によってその実施に努めること。また、訪問看護の提供開始後にその実施
が困難になったときは、管理者を中心に組織として、速やかにその原因を調査及び検討した上で対策を講じ
ること。さらに、必要に応じて居宅介護支援事業所及び地域包括支援センター等の関係機関とも、より一層
の連携協力をする等して、継続して訪問看護が提供できるように努めること。

　根拠法令

平成24年東京都条例第111号
	 第68条		  （サービス提供困難時の対応）
	 第72条		  （指定訪問看護の具体的取扱方針）第 1 項第 1 ･ 3 号
	 第78条	（第11条準用）（勤務体制の確保等）第 1 ・ 2 ・ 3
		  （第17条準用）（心身の状況等の把握）
		  （第37条準用）（苦情処理）
		  （第51条準用）（管理者の責務）第 1 ・ 2 項

看護又は複数の職員による担当の意味及び必要性を、利用当事者及びその家族に十分に説明し、その理解
を得るように努めることが適切だった。

○事業所だけで解決が困難な場合には、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター、保険者等の関係機関
及び多職種の関係者が地域で連携協力し、申立人を含む家族とも十分に話し合って解決を図る必要があっ
た。
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Ⅵ　平成29年度　国保連の苦情対応事例について

Ⅵ

居宅介護支援： 介護サービスの利用に係る援助が不適切であった
事例番号 苦情内容 苦情申立人 利用当事者

７ サービスの質、
説明・情報の不足 子 要介護５・90歳代・男性

　申立ての概要

１　短期入所療養介護の利用に係る援助が以下のとおり不適切であった。
　⑴�　介護支援専門員に父の短期入所療養介護の利用を依頼し、介護支援専門員経由で必要書類を介護老人保

健施設に提出をした。介護支援専門員に利用の可否について、同施設から申立人に電話があると言われて
いたが、連絡がなかったので直接施設に確認したところ、利用判定審査会にかける前に、同介護支援専門
員に利用を断っていたことがわかった。審査会にかけない理由は生活保護だと前例がなく、また、父が経
鼻経管栄養であるとのことであった。しかし、介護支援専門員からは、その旨の連絡がなかった。

　⑵�　介護支援専門員に確認したところ「施設から部屋代がかかるので利用できないと言われた。」とのことで
あったが、利用できない理由について、介護支援専門員と施設側の説明が異なっている。

２　入院予定が無くなったので、居宅介護支援事業所に電話を入れ、出勤している介護支援専門員に訪問リハ
ビリ再開を依頼した。しかし、利用再開について、担当介護支援専門員から連絡はなく、サービスが入るか
不安だった。

　事業者調査結果（文書調査・現地調査）

１　短期入所療養介護サービスの利用に係る援助について
○支援経過記録には、申立人から、担当介護支援専門員が短期入所療養介護の依頼を受け、介護老人保健施
設の支援相談員に相談したところ「経鼻栄養の受け入れは可能。」と言われた旨の記載があった。

○申立人には当該施設から担当介護支援専門員に10日前後で返事がくる旨を説明した。
○当該施設の支援相談員から「当事業所は全部個室で部屋代がかかるので生活保護の人は受けていない。」と
電話があり、翌日から利用当事者が入院する予定であったため、入院し落ち着いた段階で、断られたこと
の謝罪と他事業所を探すことを伝える予定であった。

○申立人から、当該施設はどうなったかと問われて、生活保護の人は受入れがないと断られたと話した。
○申立人に個室利用であることは伝えていたが、部屋代についての説明はしていなかった。
○当該施設に電話で相談した際に、最初に対応した職員からは、「経鼻経管栄養で、尿道カテーテルが挿入さ
れ夜間に頻回な痰吸引の必要」という利用当事者の状態については可能とも不可能とも言われなかった。
その後、新人の担当支援相談員に電話を替わった際には「経鼻経管栄養は大丈夫だ。」と言われた。

○当該施設の短期入所療養介護を利用する経鼻経管栄養の利用者は今回が初めてであった。
（問題点）
○申立人は介護疲れを訴え、初めて短期入所療養介護の利用を自ら希望し、その利用の可否の結果を申立人
は心待ちしていた事を担当介護支援専門員は認識できたものと考えられる。申込みからその結果連絡まで
の手続き及び時間について、できるだけ具体的に説明しておくとともに、結果が分かり次第、速やかに申
立人に連絡することが適切だった。

○結果が申立人の期待に反するものであったため、その伝え方が難しかったとしても、早急に他事業所の紹
介をする等支援の必要があった。

○利用当事者に申込みに必要な健康診断等の負担をかける前に、利用の可否及び条件について、できるだけ
当該施設に確認し、その結果を申立人に連絡して意向を確認したり、必要に応じて生活保護の実施機関等
にも問い合わせたりして、準備が無駄にならないようにする必要があった。

○支援相談員が新人職員であり、当該施設を利用する経鼻経管栄養の利用者は今回が初めてであったので、
事前に、利用の可否及び条件についてより丁寧に確認しておく必要があった。

○支援相談員から「経鼻経管栄養」が可能であると言われる前に、電話で対応した別の職員から、「経鼻経管
栄養で尿道カテーテルが挿入され夜間に頻回な痰吸引の必要」という状態について可能とも不可能とも言
われなかったのであれば、この状態の利用の可否及び条件も確認する必要があった。
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　指導助言内容

１　短期入所療養介護サービスの利用に係る援助について
サービスの利用に当たっては、利用者又はその家族に理解しやすいよう懇切丁寧に説明するとともに、

利用者又はその家族からの相談、依頼があった場合には、常に利用者の立場に立ち、関係機関との連携に努
め、居宅において日常生活を営むことができるように支援すること。また、利用者及びその家族からの苦情
に対しては、組織として、迅速かつ適切に原因を分析し対策を講じること。

２　サービスの利用調整について
利用者又はその家族からの相談、依頼があった場合には、常に利用者の立場及び心情に配慮し、居宅にお

いて日常生活を営むことができるように支援すること。また、管理者は、業務の実施状況を把握し、職員間
の連絡体制等を整えて、業務の一元的な管理に努めること。

　根拠法令

平成24年東京都条例第52号
	 第 3 条	 （基本方針）
	 第 7 条	 （管理者の責務）
	 第10条	 （内容及び手続の説明及び同意）
	 第20条	 （指定居宅介護支援の具体的取扱方針）
	 第28条	 （苦情処理）

２　サービスの利用調整について
○担当介護支援専門員は、申立人の電話応対をした別の介護支援専門員から、「入院を中止したため、訪問リ
ハビリテーション利用再開の依頼があったが、訪問リハビリテーション事業所の担当者と直接連絡がとれ
なかった」と聞いた。

○訪問リハビリテーション事業所から訪問可能との電話があった際に電話対応した他の介護支援専門員は、
用件のみ伝言メモに残した。

○担当介護支援専門員は、出勤直後、他の利用者の訪問調査立会いが入っており、電話をかける時間を確保
できなかったが、申立人には自分から連絡したいと思い、他の介護支援専門員には連絡の依頼をしなかっ
た。

（問題点）
○利用当事者及び申立人は、サービス再開を希望した当日まで、再開可否の連絡を受けておらず、その連絡
を待っていたことは、担当介護支援専門員として認識できたことであることから、申立人に連絡する余裕
がなかったのであれば、他の介護支援専門員に依頼する等の対応が必要だった。

○担当介護支援専門員が不在の場合には、用件に応じて、担当介護支援専門員に迅速かつ確実に連絡がとれ
る手段を用意しておくとともに、適宜、他の介護支援専門員が臨時に業務を代行できるように業務の体制
を整えておくことが適切だった。
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Ⅵ　平成29年度　国保連の苦情対応事例について

Ⅵ

短期入所療養介護：利用申し込みを断った理由や対応に納得できない
事例番号 苦情内容 苦情申立人 利用当事者

８ サービスの質・説明不足 子 要介護５・90歳代・男性

　申立ての概要
１　介護支援専門員経由で父の短期入所療養介護利用のための必要書類を施設に提出した。返事がないので、
１ヵ月後に施設に電話したところ、相談員から審査会にかける前だったので介護支援専門員に電話で利用を
断ったと聞いた。審査会にかけない理由は、生活保護だと前例がなく、経鼻経管栄養のためとのこと。
後日、施設の上司に確認したところ、生活保護の前例はあるとのことで、説明が異なっていた。受け入れ

に当たり、父の身体状況等について、介護支援専門員から情報を得ていないなど、介護支援専門員と老人保
健施設側の担当者間のやり取りがあまりにもずさんで、必要書類のために介護タクシーまで利用して行った
健康診断が無駄になった。

２　施設の事務長代理から、今回のトラブルは、申立人と介護支援専門員とのやり取りなので施設は関係がな
いと言われ、対応してもらえなかった。

　事業者調査結果（文書調査・現地調査）

１　短期入所療養介護サービスの申込みに係る対応について
○在宅の介護支援専門員から電話で短期入所利用の申込みがあり、支援相談員が利用申込者に関する情報を
聞かず利用申込書類の郵送を依頼した。

○介護支援専門員から郵送で利用申込書等が届いたが、生活保護と記載があったため、空床利用である個室
では、生活保護の方は利用が難しい旨介護支援専門員に説明し、承諾が得られた。利用相談窓口は、利用
の目途が立つまで介護支援専門員であると考えていた。

○申立人から判定会の結果の問い合わせがあり、「生活保護の方の利用は前例がない。」との理由ですでに介
護支援専門員に断りの連絡をしてあると伝え、経鼻経管栄養も利用が難しい旨伝えた。その後、利用申込
書等は破棄した。

○後日、事務長に申立人から電話があり、先に支援相談員が「生活保護の前例がない。」と説明したことが間
違いであったことを訂正、謝罪し、個室の利用になること、経鼻経管栄養の方は利用できないと説明した。
通常、経鼻経管栄養の利用者に関しては相談の時点で断っているが、介護支援専門員に確認しなかった。

○支援相談員としての業務研修は、ＯＪＴにより行っているとのことだったが、ＯＪＴ研修内容の記載がな
く、ＯＪＴの進め方について確認できなかった。

（問題点）
○相談員マニュアルには、「最初の問い合わせの段階で、本人の状態を聞き、医療ニーズの高い方など、老人
保健施設の対象でない方については難しい場合があると伝える。ショートステイ申込みの際は、個室利用
になるので生活保護受給者は利用できない。」と記載があったが、介護支援専門員が電話で申込みをした際
に、利用申込当事者の状態や生活保護の場合の利用の有無を確認した記録はなかった。

○相談員マニュアルと入所受入基準の内容は整合していなかった。「判定会前に断る条件」を設けているので
あれば、あらかじめ、マニュアル等に合理的な基準を明確に記載した上で、利用申込者側に健康診断を受
けるための負担をかけさせる前に、その条件への適合性を判断するために必要な利用申込当事者側の状況
を確認しておくことが必要だった。

○申立人から問い合わせがあった際も、受入れが難しい具体的な理由を説明した記録はなかったが、仮に、
生活保護の場合や経鼻経管栄養を使用している場合は、受入れが難しい合理的な理由があるのであれば、
その理由を具体的に丁寧に説明することが適切であった。さらに、受入れが困難な場合には、他の事業所
を紹介する等の支援をすることも必要だった。

○ＯＪＴにより研修を行うのであれば、ＯＪＴによる研修を計画及び記録して、その効果を評価する等のＯ
ＪＴの実効性を確保するための具体的な工夫が必要だった。

２　苦情対応について
○苦情対応記録に申立人から電話があり対応した旨記載があったが、対応した月日及び関係がない旨の発言
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　指導助言内容

１　短期入所療養介護サービスの申込みに係る対応について
利用申込者に対し、入所判定に係る基準について正確な情報提供をするとともに、事業所自らが必要とす

る利用申込者の情報を、まず十分に確認し、その上で対応可能な状況か否かを判断し、必要な書類の提出を
求めるなど、常に利用申込者の立場に立って、その負担に配慮した対応をすること。
また、利用申込者に対し、自ら必要な指定短期入所療養介護を提供することが困難であると認める場合

は、合理的な理由を丁寧に分かりやすく、また、職員間で統一して説明を行うとともに、利用申込者に係る
居宅介護支援事業者への連絡、他の指定短期入所療養介護事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講
じること。
さらに、管理者は、早急に支援相談員が適時適切な対応ができるように必要な研修を計画的に実施すると

ともに、マニュアル等を再整備し、従業者の管理及び指定短期入所療養介護の利用の申込みに係る調整、業
務の実施状況の把握、その他の管理を一元的に行うこと。
加えて、記録及び個人情報の管理についても、指定短期入所療養介護サービスに係る対応をした際には、

正確な記録を作成するとともに、個人情報が含まれる文書は、必要な規程を整備した上で、適切に管理する
こと。

２　苦情対応について
利用申込者又は利用者及びその家族からの苦情は、サービスの質の向上を図る上で重要な情報であるとの

認識をもって、苦情に係る正確な記録を整備するとともに、組織として、原因の分析、原因に応じた改善策
の立案及び実施など、苦情の再発防止とサービスの質の向上に向けた取り組みを自ら行うよう努めること。

　根拠法令

	 第194条		  （指定短期入所療養介護の取扱方針）第 ３ 項
	 第202条		  （記録の整備）第 1 ・ 2 項第 2 号
	 第203条	（第13条準用）	（提供拒否の禁止）
		  （第14条準用）	（サービス提供困難時の対応
		  （第17条準用）	（心身の状況等の把握）
		  （第37条準用）	（苦情処理）
		  （第51条準用）	（管理者の責務）第 1 ・ 2 項
		  （第103条準用）	（勤務体制の確保等）第 3 項
		  （第153条準用）	（内容及び手続の説明及び同意）

は確認できなかった。
○申立人から苦情を受けた後に、介護支援専門員に、「互いのやり取りに間違いがあった。施設側も聞き取り
していなかった。介護支援専門員からも情報が来ていなかった。今後は、互いに情報のやり取りをしっか
りしましょう。」と伝えた。

（問題点）
○入所受入れの基準又は利用申込みに当たっての留意事項を文書に分かりやすく記載して、あらかじめ、介
護支援専門員に提供しておく等の具体的な工夫が必要だった。

○事業所の「苦情・対応マニュアル」には、相談及び苦情についての全過程の記録、会議等での事例検討に
よる原因分析、対応策の立案等の記載があったが、相談票の記載が不正確であり、また、利用申込書等及
び施設療養情報提供書を廃棄処分する等全過程の記録自体が不備だった。
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Ⅵ　平成29年度　国保連の苦情対応事例について

Ⅵ

短期入所生活介護：転倒事故について、家族への説明がなかった
事例番号 苦情内容 苦情申立人 利用当事者

９ サービスの質、具体的な被害・損害、
説明・情報の不足 子 要介護３・80歳代・女性

　申立ての概要
１　サービスを利用中、母がトイレで転倒し、救急搬送された。事故について、事業所の看護職員からは、「申
し送り中だった。」、ユニットリーダーからは、「他の人の対応中だった。」と説明され、併設の居宅介護支援
事業所の担当介護支援専門員からは、「トイレのレールに歩行器前輪が当たった。」との説明で、それぞれ事
故状況の説明が異なっていた。今回の事故について、家族への説明を要望する。

　⑴�　申立人が事業所で施設長を見かけたが、その時、何も話はなかったので、施設長への事故の報告はされ
ていないと思う。

　⑵�　担当介護支援専門員、施設長、相談課長が来て、今後は施設長が窓口になると言われ、「事故について
の質問書」を施設長に提出した。その後、進捗状況について電話連絡したが、施設長からの連絡は一度も
なかった。

　⑶�　４ヶ月後、事業所の施設長から書面が届いたが、「質問については事故とは直接関連はありませんの
で、お答えする必要はないと考えます。」という記載に納得できなかったため、保険者に相談し、保険者
経由で事業所の回答を求めたが、施設長から連絡はない。

２　担当介護支援専門員と事業所の相談課長に、救急受診の際の診察結果等を書面にて説明し、母に変化が
あったら連絡してほしいと依頼した。担当介護支援専門員から電話があった際、医師と薬剤師からの注意事
項について確認した結果、排便が2日間なかったことがわかったが、事業所からは一切連絡はなかった。

　事業者調査結果（文書調査・現地調査）

１　転倒事故の説明について
○「申し送り中だった。」「他の人の対応中だった。」との説明については、当該職員の記憶や記録にはないが、
早朝、隣のユニット利用者からナースコールがあり、ユニットリーダーが当該ユニットから隣のユニット
を訪室し、他の利用者の排泄介助と更衣介助を実施していた後、そのまま隣のユニットで申し送りを行っ
ていた際に当該事故が起こった。

○「トイレのレールに歩行器前輪が当たった。」との説明については、断定的な説明はしていないが、ユニッ
トリーダーと担当介護支援専門員と相談員があくまで可能性としてあるのではないかと口頭で話をした。
利用当事者が転倒したトイレの出入り口は、レールがある構造のものであり、歩行器が引っかかる可能性
はあるとのことだった。

○施設長が赴任したばかりで、来所中の家族が事故に関係した家族だと認識できなかった。事故当日から３
日間不在で、申立人に会ったと思われる日は事故から４日目で、同日相談課長から事務所で転倒事故の発
生報告と、利用当事者を救急搬送し病院へ搬送したこと、その後施設に戻りショート延長で対応している
旨の報告を受けた。事業所の事故対応マニュアルにはいつ、誰が、施設長に報告するか明確にされていな
かった。

○事故から２週間後、利用当事者側に「事故報告書」を提出したが、同報告書は「中間報告」であり、保険
者宛のものだった。その際、施設長が窓口になる旨伝え、法人が対応することとした。

○申立人から「事故についての質問書」を事故から約１ヶ月後に受け取り、同書面により「施設は、事故発
生原因がどのような内容であったと理解されているのか？」という質問を受けていた。保険会社の弁護士
が対応する事となり、申立人にはその旨伝え、回答については時間がかかることを話したので、途中の連
絡は行わなかった。

○４ヶ月後、施設長から申立人に「質問については事故とは直接関連はありませんので、お答えする必要は
ないと考えます。」という書面を出し、電話対応等による説明はしなかった。その後、保険者から「申立人
から事故へのクレームがあった。」と連絡を受け、施設として専門家に相談して対応していることを伝えた
が、申立人から回答を求められている認識はなかった。

○事故当日のケース記録には、早朝利用当事者からナースコールがあり、起床希望があったこと、ベッドで
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　指導助言内容

１　転倒事故の説明について
介護サービスの提供過程で事故が発生した場合には、同種事故が再発生しないように、管理者を中心に組

織として、速やかにその原因及び対策を検討した上で、その結果について研修等を通じて職員に周知徹底す
ること。
また、事故の経緯、状況及び対応について正確に記録するとともに、事故後のサービスの提供方法及びそ

の内容も含めて、利用者及びその家族に速やかに説明して、利用者及びその家族が安心して介護サービスを
利用できるようにすること。

２　家族への報告について
利用者及びその家族の立場に立って、利用者及びその家族からの要望は真摯に受け止めて正確に記録す

るとともに、利用者又はその家族に対し、利用者の心身の状況及びサービスの提供状況を丁寧に説明するこ
と。特に、事故の直後は、普段以上に緊密に連絡して説明し、利用者及びその家族が安心してサービスを利
用できるようにすること。

端座位にて更衣を促したこと、５分後隣のユニットからナースコールがあり対応していたこと、その10分
後に転倒があったことが記載されていた。

○事業所内の前年の事故報告書によれば、介助中に他利用者のセンサーが反応したため、その場を離れ、他
利用者の介助中にガシャンと音がし、戻ってみると、転倒している利用者を発見したというものが他にも
あった。

（問題点）
○事故後、時系列で、事故の要因について、丁寧に説明する必要があり、サービス提供者として、事故との
関連の有無にかかわらず、どのようにサービスを提供しているか及び今後どのように提供するかを利用当
事者側に説明する必要があった。

○介助中に、その場を離れ介助を中断する際の声掛けの有無及びその声掛けに対する利用当事者の反応の状
況についても検討した上で、その検討結果を事故発生原因に係わるものとして、利用当事者側に理解しや
すいように、説明することが必要だった。

○トイレのレールに歩行器前輪が当たったことがあくまで可能性としてあるのではないかということであれ
ば、トイレのレールの状況についても検討し、その結果を利用当事者側に説明する必要があった。

○事故が発生して救急搬送され、裂傷及び骨折の診断を受けていたことからすれば、急変時の措置として、
より早い段階で施設長に報告することが適切だった。

○事故とは直接の関連がないことを理由に説明を拒否しているが、事故についての質問書により「施設は、
事故発生原因がどのような内容であったと理解されているのか？」という質問を受けているのであるから、
「過失は特にないと判断しております。」という事業所側の法的判断を回答する前に又はこの回答だけでは
なく、利用当事者側が理解し易いように、事故原因についての検討結果を説明することが必要だった。

○損害賠償に関する対応については、弁護士に委任したとしても、事故の原因及び事故後のサービス提供の
方法又は予定についての利用当事者側からの質問に関しては、事業所の責任において、組織として検討又
は確認した結果を直接又は委任した弁護士を通じて、速やかに説明する必要があった。

２　家族への報告について
○利用当事者の事故後の変化は、外傷に伴う激しい痛みや歩行状態の変化と認識していたため、排便の件で
連絡していない。

（問題点）
○利用当事者は、事故により裂傷及び骨折の傷害を負っていたのであるから、居宅介護支援事業所と連携し
つつ、申立人に排便の状況を含め事故後の全身の状態について、事故後の一定の期間は普段以上に緊密に
連絡して説明することが丁寧な対応だった。
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　根拠法令

平成24年東京都条例第111号
	 第155条		  （指定短期入所生活介護の取扱方針）第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 6 項
	 第160条		  （健康管理）
	 第161条		  （相談及び援助）
	 第163条		  （緊急時等の対応）
	 第167条	（第23条準用）	（サービスの提供の記録）第 2 項
		  （第39条準用）	（事故発生時の対応）第 1 ・ 2 項
		  （第51条準用）	（管理者の責務）第 1 ・ 2 項
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小規模多機能型居宅介護：宿泊時に起きた転倒事故の対応や誤薬に納得できない
事例番号 苦情内容 苦情申立人 利用当事者

10 サービスの質、
具体的な被害・損害 子 要介護３・70歳代・女性

　申立ての概要
１　20時頃、真っ暗な土手を小さなライトのみで介護職員と散歩中、階段を踏み外し転倒した。事故後の以下
の説明及び対応について納得できない。

　⑴�　施設長と副施設長が自宅に事故報告書を持ってきたが、事故の報告とけがの状態が全く違う。また、な
ぜ、真っ暗な土手を散歩道として選び、階段を下りることを選んだのか。

　⑵�　事故当日、昼12時に昼食をとってから、20時まで何も食べずに真っ暗な中を歩かされていたことがわ
かった。

２　母の服薬援助について以下のことに納得できない。
　⑴�　宿泊の際、母がなかなか寝ないので、介護支援専門員は夜に１錠飲む持参薬を、勝手に４錠まで追加し

て飲ませた。副施設長から事故報告をすると言われたが、まだ、事故報告はない。
　⑵�　上記⑴の宿泊から１ヵ月後の宿泊の際も、介護職員が、夜に１錠飲む持参薬（上記⑴の持参薬と同じ薬）

を食後18時50分に１錠、20時５分にも１錠追加し、合計２錠服薬させた後、母を入浴させた。

　事業者調査結果（文書調査・現地調査）

１　事故後の説明及び対応について
○事故当日の20時頃、事業所近くの土手を散歩中、手摺のない階段を下りる際、先に介護職員が２段下り、
利用当事者も続いて下りた。利用当事者は横向きの体勢で右足から階段を下り、２段目の階段を下りる際、
階段を踏み外した（介護職員自身の足を進めるために、短時間、そちらへ視線を移す状況があったが、音
と利用当事者の声によりそのように考えられる）。利用当事者は介護職員の左後方に体勢を崩す形となり、
支えようとするが間に合わず、階段脇のコンクリート斜面を滑り転がり５段下の踊り場に転倒し、救急搬
送となった。

○散歩中は、利用当事者は職員と手をつなぐこと等を拒むため、ライトで利用当事者の足元を照らすこと、
利用当事者よりも下段に職員が位置することで、利用当事者が階段下段側にバランスを崩した場合におい
ても、職員が支えられるよう事故防止策を講じていた。しかし、支えられずに当該事故が発生した。

○散歩場所の選定条件としては、通行人が少なく、車の往来がなく、急な排泄行為があった場合でも比較的
影響が少ないため、この土手及び階段をよく利用していた。

○事故後、事業所内で複数回話し合いを行い、事故について検討を行った。事故の要因としては、下り階段
は転倒リスクが高まる状況であるため、ライトで足元を照らしていたが安全に下りるためには不十分で
あった。また、転倒直後、靴が片方脱げており、靴紐が緩かったことも階段を踏み外した要因であった。

○ 事故発生から３週間後、施設長と副施設長が利用当事宅を訪問し、利用当事者の夫と申立人に、今後の対
応策は、「①散歩時は日中、夜間問わず手摺りのない下り階段を使用しない。②夜間の散歩時は街路灯のあ
る道を選ぶ。③散歩時は靴紐をしっかり結び確認する。④懐中電灯を使用する。⑤散歩に代わる活動を検
討する。」旨を説明した。また、事故の報告内容と利用当事者のけがの状態が異なることについては、利用
当事者は右側から転倒に至っているので、右側に擦過傷等の受傷があると考えられること、事故現場のど
の場所でどの部分のけがを負ったのかは専門的な見地から検証しないと解りかねると説明した。

○事故当日の昼食後、利用当事者は、事業所周辺を散歩し、事業所で水分補給を行い、おやつを食べた。16
時からドライブに出かけ、事業所でトイレを済ませてから、利用当事者の送迎に付き添った後、事業所に
戻り、18時30分頃近隣へ散歩に出かけた。

○夕食は20時30分頃に事業所へ戻り提供する予定だった。夕食が遅い理由は、利用当事者は食事をしている
他の利用者に対して過干渉になる傾向があり、他利用者の食事が終わる時間帯までずらすためであった。

（問題点）
○利用当事者が「２段目の階段を下りる際、階段を踏み外される」という点については、「介護職員自身の足
を進めるために、短時間、そちらへ視線を移す状況があったが、音と利用当事者の声によりそのように考
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えられる」という推測によるものであり、「階段脇のコンクリート斜面を滑り転がる様に５段下の踊り場
に転倒した」という点は、介護職員と利用当事者のそれぞれの身体の体勢及び位置関係が明確ではない。
事業所の事故の態様の説明は明瞭なものとは言えないが、第三者である目撃者の話その他客観的で直接的
な資料がない中で、別の事故態様を推測することはできない。

○夜間の土手での散歩の危険性について検討した記載はなかった。
○散歩の頻度、時間及び時間帯等の適切性については、担当医の意見、利用当事者側の意見及び必要に応じ
て専門医療機関の助言も得た上で、検討しておく必要があった。

○散歩の適否について、歩行が不安定であることを把握した時点で、速やかに検討を加えて、実施を止める
か、散歩がなお適切で散歩以外に活動方法がなかったとすれば、散歩の際の歩行介助に当たる職員を複数
名にする等の事故防止対策を講じておく必要があった。

○昼12時に昼食をとってから、20時まで真っ暗な中を歩かされたという事実は確認できなかったが、昼食
後、事故までの各散歩の時間及びその合計時間は記録上明らかではなく、また、おやつを食べたことも記
録から確認できなかった。

○散歩の頻度、時間及び時間帯等の適切性について検討し、実施状況について正確に記録しておく必要が
あった。夕食時間を20時30分とし、その間、散歩をすることについても、利用当事者の体力及び健康面か
ら適切か否かを検討しておく必要があった。

２　服薬援助について
○宿泊の際、21時30分頃に、職員が持参薬１錠を与薬し22時頃に就寝介助をしたが、利用当事者は大声で叫
び眠らないので、翌日０時30分頃に夜勤者である介護支援専門員が持参薬２錠を与薬した。

○21時30分の与薬の記載はなく、家族から預かった薬の数量及び残薬数は確認していなかった。申立では「４
錠まで追加して飲ませた」となっているが、「４錠」与薬したことは記録から確認できなかった。

○上記追加の与薬について、主治医からは指示を受けていない。昨年、主治医から持参薬について、追加で
５錠までは与薬しても良いと指示を受けていたが、直近のカンファレンスにおいて、１錠のみで様子を見
ることに対応が変更になっていた。介護支援専門員は、昨年の医師の指示と直近のカンファレンスの内容
を混同し、追加で与薬を行った。

○持参薬は医師の指示で就寝前服用となっているが、夕食後に与薬し、与薬後入浴することの可否につい
て、医師及び家族に相談又は間合わせた記録は確認できなかった。

○前記誤薬事故から１ヵ月半後、申立人が副施設長を訪問した際、申立人から「職員が、持参薬を３錠与薬
した後に入浴をさせたようであるが、危険ではないか。」等の話を聞き、副施設長が介護支援専門員に与
薬状況等の確認をし、翌日、副施設長から申立人に電話し、入浴は２錠の追加与薬の前であったことを含
め報告した。また、後日、申立人が副施設長を訪問した際も、この状況について再度説明した。そのため、
事故報告は終了したと認識していた。

○宿泊の際の利用当事者の状況報告として、家族に渡した介護記録に、食後18時50分に持参薬を１錠、20時
５分にも１錠追加し、合計２錠服薬させたと記載した。18時50分の記録については、記録入力ミスであ
り、当該記録時間には内服はしていない。このミス入力については、今回の申立により判明したため、申
立人には説明していない。

○20時５分の内服後、利用当事者を入浴させた。利用当事者には、必ず担当職員を1名配置し、入浴介助し
た。入浴中及び入浴後は、眠そうな様子があったので、入浴後に就寝介助をした。利用当事者の宿泊利用
時においては、自宅で概ね21時から22時頃にお休みになる事が多いと聞き、20時から20時30分頃の夕食後
に内服し、生活リズムが変わる事の弊害等を回避できるのではないかと考え、入浴を経て就寝介助を行う
こととしていた。

（問題点）
○利用者又はその家族から持参薬を預かったときは、その数量等を確認した上で記録し、服薬の有無につい
ても正確に記録し、持参薬の適切な管理に努める必要があった。

○薬を追加与薬するためには、医師の指示を受ける必要があった。医師等の医療従事者ではない者の服薬介
助は、厚生労働省の通知が示す条件に従って実施する必要があり、カンファレンスの開催時等に、医師か
ら、同条件を満たしていることの確認等を得ておく必要があった。
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　指導助言内容

１　事故後の説明及び対応について
利用者の心身の状態等に応じた適切な日課及び活動を計画するとともに、転倒等の事故防止のために介助

の体制及び方法等の安全対策を十分に検討し、かつ、その検討結果の各職員への周知を図ること。また、事
故が発生した場合は、利用者の安全を確保した上で、速やかに、事故の状況をできるだけ具体的に調査確認
して記録をするとともに、その原因を分析し、再発防止策を講じて、利用者及びその家族の理解が得られる
ように丁寧な説明を行い、安心してサービスが利用できるようにすること。

２　服薬援助について
介護サービスの提供に当たっては、利用者の心身の状況を踏まえるとともに、主治医の指示を受ける等し

て適切に服薬介助を行い、また、持参薬及び服薬の状況について正確に記録する等して適切に医薬品を管理
し、利用者及びその家族が安全に、かつ、安心してサービスを利用できるように努めること。特に、介護職
員による服薬介助については、厚生労働省の通知に基づき行うとともに、職員研修を実施し、過剰投与を含
む誤薬事故の防止に取り組むこと。そして、過剰投与を含む誤薬事故の発生時には、直ちに利用者の安全確
保を図るとともに、速やかに管理者及び主治医のほか、利用者の家族及び保険者に報告し、また、組織とし
て、速やかに原因の分析、再発防止策を検討して、対策を実施し、その検討結果等を利用者及びその家族に
丁寧に説明すること。また、利用者又はその家族から苦情を受けた場合は、サービスの改善を図る機会とし
て積極的にとらえ、組織として、迅速かつ適切に対応すること。

　根拠法令

平成18年厚生労働省令第34号
	 第69条			   （居宅サービス事業者等との連携）
	 第73条			   （指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針）第 1 ・ 3 ・ 4 号
	 第80条			   （緊急時等の対応）
	 第87条			   （記録の整備）第 1 項、第 2 項第 3 ・ 6 ・ 7 号
	 第88条	 （第 3 条の36準用）	 （苦情処理）第 1 ・ 2 項
	 第88条	 （第 3 条の38準用）	 （事故発生時の対応）第 1 項
平成26年10月 1 日老高発1001第 2 号・老振発1001第 1 号・老老発1001第 1 号・薬食安発1001 第 3 号
老人福祉施設等における医薬品の使用の介助について（老人福祉施設等への注意喚起及び周知徹底依頼）

○18時50分の記録がミス入力であることは記録から確認できなかった。服薬の有無は健康に直結する重要な
情報であるため、正確に服薬の有無を記録する必要があった。ミス入力の理由について、重複して入力す
ることが、仕組み上あり得ると認識していたのであれば、認識した時点で速やかに原因を究明し、対策を
講じる必要があった。

○与薬後に、利用当事者を入浴させた理由として、生活リズムが変わる等の弊害回避としているが、服薬の
時期は、予め医師に相談し、その指示を受けておく必要があった。

○薬の過剰投与を含め誤薬事故は、生命にかかわる危険性のある重大な事故であることから、事業所のマ
ニュアルに従い、速やかに管理者に報告するとともに、家族にも説明し、また、組織として、速やかに原
因の分析、再発防止策の検討を行い、対策を実施する必要があった。

○申立人が与薬の危険性を訴えたこと自体に、サービスに対する不満とその改善を求める意向が認められる
ほか、再発防止策が速やかに、かつ、強く求められる誤薬にかかわる訴えという点からも、苦情として受
け止め、申立人に対し、苦情としてどのように対応するかを説明した上で、組織として、速やかに原因の
分析、再発防止策の検討を行い、対策を実施する必要があった。
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特定施設入居者生活介護：入居８日目に重度の褥瘡ができていたことに納得できない
事例番号 苦情内容 苦情申立人 利用当事者

11 サービスの質、具体的な被害
説明・情報の不足 子 要介護５　80歳代　女性

　申立ての概要
１　母が、有料老人ホームに入居後、８日目の13時頃、父が面会に行った際、ベッドに染みがあるのに気づ
き、臀部、左大腿部、両踵に褥瘡を発見した。臀部は、かなり広範囲だった。発見後、看護職員に来てもらっ
たが、既に知っていたようだった。処置されていなかったと思う。

２　特定施設サービス計画に基づいた介護サービスであれば、褥瘡がここまで大きくなることはなかったと思
うので、以下のサービス提供について不信がある。

　⑴�　父は、ほぼ毎日面会に行ったが、その間、車いすへの移乗は一度だけだった。
　⑵�　介護用ベッドは、今まで触ったことのない硬さで、父は面会の間に、体位交換を一度も見たことがな

かった。職員によると、父が面会に来ていたため、体位交換ができなかったとのことだった。

　事業者調査結果（文書調査・現地調査）

１　褥瘡の発見とその対応について
○入居６日目に、入浴担当の介護職員が、臀部に発赤があることを確認した。申し送りノートに利用当事者
の仙骨部にアズノールを塗布した旨の記録があった。しかし、その後、誰がどのように対応したのかにつ
いては、記録及び現地調査でも確認できなかった。

○入居８日目の10時30分頃に介護職員が陰部洗浄時に臀部の赤みと一部剥離を発見したため、看護職員に連
絡し、応急処置として剥離部分を洗浄後、オプサイトで処置をした。しかし、その後、他の看護・介護職
員等と情報共有した記録はなく、医師に報告した記録もなかった。

○事業所から提出された褥瘡発見当日及び翌日の臀部の写真によれば、褥瘡は15㎝×12㎝程の範囲で、右臀
部の皮膚が一部剥離しているように見える状態だったが、ポケットの有無は確認できなかった。その他、
左右の足、左踵、部位不明の写真も提出されたが、介護記録等に左大腿部及び両踵の褥瘡についての記録
はなかった。

（問題点）
○入居６日目のアズノール塗布については、介護職員だけで判断するのではなく、看護職員に速やかに連絡
し、看護職員が状態を確認した上で、医師に報告し、その判断を求める必要があった。

○仙骨部の異常及び褥瘡の発見時には、その悪化を防止するため、その部位及び状態のほか、医師の指示内
容及び必要な対応についても具体的かつ正確に申し送りノート等に記録するとともに、当該記録の回覧及
び口頭での伝達又は注意喚起等によって、必要な情報を他の関係する職員にも周知させ、その共有を図る
必要があった。

○仙骨部に異常を発見したのであれば、速やかに、利用当事者の家族にもその旨及び受診の要否その他今後
の対応について報告及び説明することが必要だった。また、10時30分に褥瘡を発見した以上、一層速やか
に、利用当事者の家族に報告及び説明することが必要だった。

２　特定施設サービス計画及びサービス提供について
○病院から提供された看護サマリーには体位変換の必要性及びエアマットの使用が記載され、生活相談員が
作成したアセスメントシートでも寝返りは全介助とされていたが、計画書には褥瘡予防を課題とした体位
変換の実施及びエアマットの使用に関する記載はなかった。

○車いすへの移乗は、経管栄養中、フロアでのテレビ鑑賞、リハビリ時に行っていた。面会中に移乗した記
録は確認できなかった。

○ベッドのマットレスについては、ＡＤＬ表及び看護サマリーにはエアマットを使用している旨の記載は
あったが、利用当事者は、かためで、ほどよいクッション性があると製品情報上されているマットレスを
使用していた。

○面会時には、利用当事者の夫に配慮又は遠慮して体位変換を行っていなかった。面会時の体位変換の必要
性は職員個人の判断で行っていた。居室に体位変換の時間は記載していなかった。
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　指導助言内容

１　褥瘡の発見とその対応について
利用者に褥瘡を発見したときは、速やかに看護師又は医師及び管理者に報告し、褥瘡の処置に関しては医

師の指示を受け、また、職員間で、褥瘡の状態及び医師の指示内容等の情報を共有し、かつ、その原因を分
析して対策を検討し、褥瘡の悪化防止等の必要な対応を適切に行うこと。また、褥瘡の発生については、速
やかに家族に連絡して、その状態及び対応について説明すること。褥瘡が疑われる状態を発見したときも、
速やかに看護職員又は医師に報告し、その確認又は診断の結果に応じて適切に対応すること。
褥瘡又はそれが疑われる状態を発見したときの皮膚の状態及びその後の経過等について、できるだけ正確

かつ具体的に記録すること。
褥瘡又はそれが疑われる状態を発見したときの看護職員等への報告及び記録の方法を定めて、褥瘡の予防

に関する知識とともに、職員研修等によって職員への周知徹底を図ること。
２　特定施設サービス計画及びサービス提供について

特定施設サービス計画の作成の際は、計画作成担当者は、利用者の解決すべき問題点を明らかにして、解
決すべき課題を把握するとともに、多職種の職員と連携を図り、十分に協議の上、褥瘡予防等の各利用者が
抱える課題に的確に対応した特定施設サービス計画を作成すること。
また、体位変換の計画又は予定表の作成に当たっても、その内容について看護職員等の職員と十分に検討

した上で、特定施設サービス計画に沿って作成すること。
さらに、体位変換等の介護の実施状況を正確かつ明確に記録し、職員がその記録を確認して、定期的な体

位変換等を確実に実施できるようにすること。

○体位変換表及び体位変換記録表が存在していたが、両表の間で、体位変換の時期が一致していなかった。
○体位変換表では、３時間以上体位変換の間隔があく可能性があった。また、左右の側臥位のみの記載しか
なく、一日中側臥位のみで過ごすことになっていた。

○体位変換表を生活相談員が作成したとのことだが、看護職員等とどのように検討し、どのような根拠で体
位変換表を作成したのか記録では確認できなかった。

○体位変換表により行ったとのことだったが、記録が不明確で、家族の面会時には、家族に配慮又は遠慮し
て体位変換を行っていなかった。

（問題点）
○寝返りは全介助で、体位変換が必要であった以上、関係する職員の間で褥瘡予防の具体的な対策について
協議した上で、施設サービス計画書に褥瘡予防を目標として明確に位置づけ、かつ、体位変換の時期、間
隔又は頻度を明記する等してその対策を明示し、職員に対しその内容の周知徹底を図り、実施する必要が
あった。

○利用当事者についてエアマットを使用する必要性の有無及びエアマットに代えて他のマットレスを使用す
ることの可否及び適否を検討した上で、適切な寝具を選択する必要があった。

○寝返りが全介助の利用当事者にとっては、定時の体位変換は褥瘡予防に不可欠のため、体位変換よりも面
会を優先しなければならない特別の事情がない以上、利用当事者の夫への配慮又は遠慮で、しかも職員個
人の判断で体位変換を控え、その時期を変更することは不適切であり、面会中であっても、利用当事者及
び利用当事者の夫に説明し、計画又は予定に沿って定期的に体位変換を実施する必要があった。

○体位変換表の作成に当たっては、看護職員を中心として、利用当事者の身体の状態を十分に踏まえて、体
位変換の時期、間隔又は頻度のほか、側臥位の際の角度及びクッションの使用の要否等を含めた体位変換
の方法を具体的に検討し、施設サービス計画書に沿って、また、他の記録の記載内容と整合させて作成す
る必要があった。
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Ⅵ　平成29年度　国保連の苦情対応事例について

Ⅵ

　根拠法令

平成24年東京都条例第111号
	 第220条		  （特定施設サービス計画の作成）第 1 ・ 2 ・ 3 項
	 第227条		  （指定特定施設入居者生活介護の取扱方針）第 1 ・ 2 項
	 第228条		  （介護）第 1 ・ 3 ・ 4 項
	 第229条		  （健康管理）
	 第230条		  （相談及び援助）
	 第231条		  （勤務体制の確保等）
	 第236条	（第39条準用）	（事故発生時の対応）
	 第236条	（第51条準用）	（管理者の責務）第 1 ・ 2 項
	 第236条	（第56条準用）	（緊急時等の対応）





サービス提供上の留意点

と苦情対応のポイントⅦ
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1 共通する苦情の要因
介護サービスの種別を問わず苦情に至るケースには、以下のような共通した要因が見受けら

れる。事業者は日頃から苦情が発生しやすい場面を想定し、十分な予防措置を講じることが重
要である。

（１）利用者・家族への説明不足
介護サービス提供が適切に行われていたとしても、説明が不十分だったために苦情となる例

が多く見受けられる。事業者としては十分説明を行ったつもりでも、利用者や家族に十分理解
されないまま介護サービスが行われたために苦情となる場合もある。口頭での説明だけでなく、
書面による説明を併せて行うなど、利用者等が理解しやすい方法を工夫する必要がある。

（２）利用者の状態把握の不足
利用者の状態を日頃から的確に把握し、必要に応じ居宅サービス計画書や各種サービス計画

書を見直していくことは事故や状態悪化等を防止するためにも重要である。

（３）利用者・家族の要望把握の不足
利用者・家族の意向や要望の把握が不足していたために､ 適切な介護サービスが行われてい

ないとの苦情が発生するケースが見受けられる。
日頃から相談窓口の設置や意見箱の活用等により、利用者・家族の意向や要望の把握に努め

るとともに、介護サービス開始時には、特にきめ細かな要望把握に努め、要望等への対応の可
否について利用者・家族に十分に説明し同意を得ることが重要である。

（４）情報共有・連携の不足
職員間で必要な情報の共有ができていないなど、連携不足に起因する苦情や事故等が見受け

られる。
利用者に安全で適切な介護サービスを提供するためには、事業所内において職員間の役割や

責任を明確にして情報の共有化を図るとともに、関係機関との連携体制を確立し、円滑に介護
サービス提供が行えるようにしておくことが重要である。

（５）記録の不備
記録は、事業者が提供した介護サービスの具体的内容や、利用者の状態を適切に把握するた

めに重要なものである。同時に、利用者等から介護サービス提供状況等の説明を求められた時
の説明資料となり、事故、状態悪化及び苦情等の対応を明らかにする資料にもなる。

事業者は、必要な情報が的確に記録できるよう記録の記載と保管のルールを定め、職員に周
知徹底する必要がある。
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Ⅶ サービス提供上の留意点と苦情対応のポイント

Ⅶ

2 介護サービス種類別の留意点

（１）居宅介護支援
居宅介護支援は、利用者及び家族が各種居宅サービスを適切に利用するための制度上の「要」

である。その担い手である介護支援専門員（ケアマネジャー）は、計画に基づく介護サービス
提供が適切に実施され、要介護者等が可能な限り居宅で自立した生活を営めるよう、公正中立
な立場で介護サービス事業者との総合的な調整を図る役割がある。

しかし、利用者の心身の状況やニーズの把握が不十分なまま居宅サービス計画が作成された
り、利用者等と介護サービス事業者との調整不足や関係機関等との連携不足のために苦情とな
る例が見受けられる。

適切な居宅サービス計画の作成、介護サービス利用の調整等を行うためには、利用者の自立
した日常生活に向けた支援を行う上で、解決すべき課題の把握（アセスメント）と提供される
介護サービスの実施状況の把握（モニタリング）が重要である。特に、独居の利用者の場合、
離れて暮らす家族と介護サービス事業者との認識に齟齬が生じないように、家族や地域の見守
りネットワーク等との連携も適時適切に行う必要がある。

また、医療の必要性の高い利用者も多いことから、医療系サービスを含む介護サービス全般
の知識を一層深めるとともに、医療機関等との適切な連携が求められている。

①利用者の状態把握と居宅サービス計画の作成
居宅サービス計画の作成にあたっては、利用者の心身の状況や環境、利用者・家族の要

望等を適切に把握し、利用者が自立した日常生活を営むことができるよう、解決すべき課
題を把握し、必要なサービスを計画することが重要である。
〈厚生省令第38号　第13条　指定居宅介護支援の具体的取扱方針〉

②サービス担当者会議の開催
居宅サービス計画を効果的かつ実現可能なものとするために、各サービス担当者からな

るサービス担当者会議を開催し、利用者の状況等に関する情報共有、サービス等の調整を
図ることが重要である。特に利用者の状態変化や、介護サービス提供上の問題があった場
合は、利用者及び家族、介護サービス事業者等と連携し、サービス担当者会議を開催し、
居宅サービス計画の変更等を行う必要がある。
〈厚生省令第38号　第13条　指定居宅介護支援の具体的取扱方針〉

③利用者・家族への居宅サービス計画の説明・同意と交付
居宅サービス計画書の原案をもとに、支援の内容や費用について、利用者・家族が内容

を理解できるよう丁寧に説明し、同意を得て計画書を交付する必要がある。必要に応じて
計画を変更する際にも同様に行う必要がある。
〈厚生省令第38号　第13条　指定居宅介護支援の具体的取扱方針〉
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（２）訪問介護
訪問介護は利用件数が多く、在宅介護の柱となる介護サービスである。
サービス時間が守られない､ 依頼したことが行われない、利用者の状態悪化に気づかなかっ

た等のサービスの調整ミスや訪問介護員の知識・技術不足等の資質に関わる苦情がある。
また、サービス提供中に物を壊した、物が紛失したなど訪問介護員が利用者等から疑念を抱

かれる苦情や、苦情から契約解除に発展し、その解除方法を巡ってさらなる苦情となる場合も
見受けられる。

そのほか、介護保険サービスと自費負担によるサービスを組み合わせて利用している場合、
時間や介護内容の区分けが不明確であったことから利用方法を巡って苦情となることもある。

これらの苦情は、訪問介護員相互の連携やサービス提供責任者との連携不足､ 利用者等への
説明不足に起因するものが多く、サービス提供責任者が介護の実施状況を的確に把握するとと
もに、介護支援専門員や家族との調整を適時適切に行う必要がある。

事業所は、カンファレンスの実施や研修の充実などによって、個々の訪問介護員の力量を高
めるとともに、管理者やサービス提供責任者が、適切に管理責任を果たすことが重要である。
とりわけ、サービス提供責任者は､ 利用者のサービスに関わる調整や訪問介護計画書の作成､
訪問介護員へのサービス内容の指示や業務管理など介護サービスの指南役として大きな役割と
責務を持っている。管理者は､ サービス提供責任者がその機能を充分に果たせるよう体制を整
備する必要がある。

④モニタリング
居宅サービス計画の実施状況の把握は、利用者の状態やサービス提供上の課題を把握し、

調整等を行う上で大変重要である。居宅サービス計画作成後は、必要な介護サービスの提
供が確実に行われるように、少なくとも月１回は利用者宅で面接を行うなどモニタリング
を行い、記録に残す必要がある。
〈厚生省令第38号　第13条　指定居宅介護支援の具体的取扱方針〉

⑤記録の整備
記録は、居宅介護支援に係る実施経過を示すものであり、サービスの評価及び質の向上

に役立つ。居宅サービス計画の根拠となるアセスメントやモニタリングの記録を適時適切
に作成するとともに、家族及び介護サービス提供事業者、関係機関との連絡状況､ 介護サー
ビスの実施状況、居宅支援経過等の記録を整備充実させる必要がある。
〈厚生省令第38号　第29条　記録の整備〉
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Ⅶ サービス提供上の留意点と苦情対応のポイント

Ⅶ

①管理者及びサービス提供責任者の責務
管理者は、訪問介護事業所の従業者及び業務の管理を一元的に行うとともに、従業者に

対して運営基準等を遵守させるために必要な指揮命令を行う必要がある。
また、サービス提供責任者は訪問介護の利用申込みに係る調整、利用者の状態変化やサー

ビスに関する意向の定期的な把握、サービス担当者会議への出席等による居宅介護支援事
業者等との連携を図る必要がある。
〈東京都条例第111号　第８条　管理者及びサービス提供責任者の責務〉

②介護サービスの内容の説明と訪問介護計画の作成
事業者は、介護サービス開始時に、利用者・家族に重要事項を記した文書を交付し、サー

ビス提供体制等について十分説明する必要がある。
また、サービス提供責任者は、利用者の状況を把握し､ 必要な介護サービスの内容につ

いて十分検討を行い、居宅介護支援事業者と密接な連携を図り、居宅サービス計画の内容
に沿った訪問介護計画を作成し、介護サービスの内容について利用者・家族に十分説明し
て交付する必要がある。
〈東京都条例第111号　第12条　内容及び手続きの説明及び同意〉
〈東京都条例第111号　第28条　訪問介護計画の作成〉

③介護サービス提供実施状況の把握
介護サービスを行った際には､ できるだけ具体的に内容を記録し、介護サービス提供後

に利用者から確認印等を貰うなど、客観的にサービス提供の事実がわかるようにする必要
がある。

また、管理者及びサービス提供責任者は、訪問介護員の介護サービスの実施状況を確認
する必要がある。　　　　
〈東京都条例第111号　第８条　管理者及びサービス提供責任者の責務〉　
〈東京都条例第111号　第23条　サービスの提供の記録〉

④関係機関との連携
事業者は、日頃から、サービス担当者会議等を通じて介護支援専門員、その他の関係機

関との協力体制を構築しておく必要がある。
また、利用者・家族等とも日頃から連携を密にするなど、信頼関係の構築を図る必要が

ある。
〈東京都条例第111号　第18条　居宅介護支援事業者等との連携〉
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（３）通所介護、通所リハビリテーション
通所介護、通所リハビリテーション（以下「通所系サービス」という）は､ 利用者の社会的

孤立感の解消､ 心身機能の維持及び利用者家族の介護負担軽減を図るなど、在宅での生活を支
える上で重要な介護サービスである。

通所系サービスでは、送迎時やサービス提供中の事故、状態悪化時の対応が適切でなかった
ことや説明不足が原因となる苦情が多く見受けられる。

通所系サービスは､ 利用者が一定時間家族から離れて介護サービスを受けるため、介護サー
ビス提供中の利用者の状態悪化や事故発生の際には､ 家族への迅速な連絡と丁寧な説明が不可
欠である。

また、限られた人員配置の中で利用者に安全で安心な介護サービスを提供するためには、日
頃から利用者の状態を的確に把握するとともに、家族や介護支援専門員､ 主治医との連携を密
に行うことが大切である。さらに、緊急時の対応や安全配慮に関しても利用者、家族と十分に
話し合い、理解を得ておく必要がある。

⑤訪問介護職員等の資質の向上 
管理者は､ 訪問介護員としての倫理や介護の知識、技術について、事業所内で勉強会を

開催する等従業者の定期的な研修参加の機会を確保し、職員の資質を向上させる必要があ
る。
〈東京都条例第111号　第８条　管理者及びサービス提供責任者の責務〉

①利用者の状態把握と適切な通所介護計画の作成

介護サービス提供の開始にあたっては、利用者の心身の状況や他の介護サービスの利用
状況等を把握し、利用者の状態に応じた適切な通所介護計画を作成し、その内容について
利用者・家族に説明し、同意を得る必要がある。
〈東京都条例第111号　第107条　通所介護計画の作成〉
〈東京都条例第111号　第112条（第17条準用）　心身の状況等の把握〉

②適切な介護サービス提供と利用者及び家族との連携
介護サービスの提供にあたっては、介護サービスの提供方法や内容等について、利用者・

家族に分かりやすく説明するとともに利用者の状態を的確に把握し、相談援助や機能訓練
等必要なサービスを適切に提供する必要がある。
〈東京都条例第111号　第106条　指定通所介護の具体的取扱方針〉
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Ⅶ

③居宅介護支援事業者等との連携

通所系サービスは､ 利用者が在宅生活を送りながら利用する介護サービスであるため、
担当する居宅介護支援事業者等との連携が重要である。

また、サービス担当者会議に参加し他のサービス事業所との情報交換に努めるなど、常
に利用者に適切な介護サービスが提供できるようにする必要がある。
〈東京都条例第111号　第112条（第18条準用）　居宅介護支援事業者等との連携〉

④状態悪化、事故等発生時の対応
利用者に状態悪化や事故等が発生した際には、速やかに主治医等に連絡を行い必要な措

置を行うとともに、家族や介護支援専門員に迅速に連絡し、保険者にも報告する必要があ
る。

なお、事故等が発生した場合の対応方法については、あらかじめマニュアルを定めてお
く必要がある。
〈東京都条例第111号　第112条（第31条準用）　緊急時等の対応〉
〈東京都条例第111号　第112条（第39条準用）　事故発生時の対応〉

（通所介護事業所等で提供する宿泊サービス）
近年、在宅での介護が困難になった時に受け入れる施設の不足を背景に、通所介護事

業所が、日中、高齢者に通所介護サービスを提供し、そのまま夜間に介護保険外の宿泊
サービスを提供する「宿泊付き通所介護」が増えている。
「宿泊付き通所介護」には、人員、施設基準及び運営基準等の法的基準がなく、宿泊

施設としての環境が十分でない等の問題が指摘されているものもあった。
そこで、国の省令改正により、通所介護の設備を利用して介護保険外のサービスを提

供する事業所（宿泊付き通所介護）に対し、利用者保護の観点から自治体への届出と事
故報告のしくみが導入され（平成27年４月１日施行）、さらに、最低限の質を担保する
観点から人員、設備及び運営に関する指針が定められた（平成27年４月30日厚生労働省
通知）。
「宿泊付き通所介護」の利用者にとっては、日中の介護サービスと夜間の宿泊サービ

スとの法的な位置付けの違いが分かりにくいため、サービス提供事業者には、利用者が
安心して介護サービスを受けられるように十分な説明を行うことが求められる。
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（４）　短期入所生活介護、短期入所療養介護
短期入所生活介護・短期入所療養介護（以下「ショートステイ」という。）は、居宅におい

て日常生活を営むことに一時的な支障がある者等を対象としたサービスであり、在宅介護を継
続していく上で必要な介護サービスである。

ショートステイでは、介護サービス利用中の状態悪化や転倒等の事故による苦情が見受けら
れる。ショートステイは、在宅での生活の延長で行われるものであるが、利用者にとっては急
激に生活環境が変化するため、心身の状態が不安定になりやすく事故等が起こりやすい介護
サービスである。同じ利用者が繰り返し利用する場合も多いため、利用者の心身の状況が前回
利用時と変わっていないとの思い込みから事故が発生した事例もある。

利用者の受け入れに当たっては、利用者の心身の状況及び介護にあたっての留意点等を十分
に把握することが大切である。

また、職員間でそれらの申し送りを丁寧に行うなど情報の共有を図ることも事故を防止する
うえで不可欠である。

さらに、利用者の状態が変化した際、どのような場合に家族に連絡をするのか、緊急連絡先
と併せて事前に家族と申し合わせておくことが重要である。

①利用者の状態把握と適切な短期入所生活（療養）介護計画の作成
利用者に安心して介護サービスを受けてもらうためには、利用者本人、家族、介護支援

専門員等から利用者の心身の状況や在宅での介護サービスの利用状況について情報を収集
したうえで、短期入所生活（療養）介護計画を作成する必要がある。繰り返し利用する場
合も、その都度、利用者の状態を把握し計画を作成する必要がある。
 東京都条例第111号　第167条（第17条準用・短期入所生活介護）　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　 第203条（第17条準用・短期入所療養介護）心身の状況等の把握
 東京都条例第111号　第156条（短期入所生活介護）　短期入所生活介護計画の作成　　
　　　　　　　　　　 第195条（短期入所療養介護）　短期入所療養介護計画の作成

②状態悪化、事故等への対応
利用者の状態悪化や事故等が発生した場合は、看護職員を中心に、家族や主治医、協力

医療機関等に迅速に連絡するなど適切に対応する必要がある。
また、状態悪化や事故等の経過や対応について正確に記録するとともに家族に適時適切

に説明し、必要に応じて保険者に速やかに事故の報告を行う必要がある。
〈東京都条例第111号　第163条（短期入所生活介護）　緊急時等の対応〉
 東京都条例第111号　 第167条（第39条準用・短期入所生活介護）　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　 第203条（第39条準用・短期入所療養介護）　事故発生時の対応
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Ⅶ

（５）特定施設入居者生活介護
特定施設入居者生活介護（以下「特定施設」という。）は､ 近年､ 有料老人ホーム等の増加

により利用者数が急増している。有料老人ホームをはじめとする特定施設は、施設により入居
費用やサービス提供形態が異なるため、利用者・家族にとっては、提供されるサービスの内容
等がわかりにくくなっている。

入居にあたって利用者は、有料老人ホーム等の入居契約とは別に介護保険サービスの利用に
係る契約を締結するが、利用者・家族は、それぞれの契約内容等を十分区別できないまま入居
し、苦情に至る場合が目立っている。

また、特定施設の中でも有料老人ホームは、入居一時金を支払って入居するケースが大半で
あることから、利用者は金額に見合ったサービス水準を求めるが、職員の配置や医療対応など、
利用者が想定しているサービスと事業所の提供できるサービスとに齟齬が生じ、説明や理解不
足によって苦情に発展するケースも見受けられる。

入居後のトラブルを防止するためには、入居前に、入居契約と介護サービスにかかわる契約
の位置づけの違いや提供されるサービスの範囲等について、利用者・家族が理解できるよう丁
寧かつ十分な説明を行うことが重要である。

①契約書､ 重要事項の説明
契約書や重要事項説明書には、介護内容や人員体制、入居一時金の取り扱い、医療対応

等についてわかりやすく記載するとともに、利用者・家族が理解できるよう懇切丁寧に説
明する必要がある。
〈東京都条例第111号　第223条　内容及び手続きの説明並びに契約の締結等〉

②介護サービスについての説明
提供される介護サービスの内容や人員体制・サービスの提供方法等について、利用者に

わかりやすく説明し、理解を得ることが重要である。
〈東京都条例第111号　第227条　指定特定施設入居者生活介護の取扱方針〉
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（６）介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設
介護保険制度は、在宅介護を基本理念としているが、在宅で介護することが困難となった要

介護者に対し、介護老人福祉施設､ 介護老人保健施設､ 介護療養型医療施設（以下「施設」と
いう）が用意されている。

入所者の要介護度は重度化しており､ 転倒事故や状態悪化・急変が起こりやすくなっている。
また、家族が日頃の入所者の状態を十分把握していない場合もあり、転倒等の事故発生時や

入所者の状態悪化時の対応について苦情となることも多い。その他にも、私物の紛失、職員の
言動が不適切、十分な介護サービスが受けられないなどの苦情が見受けられる。

苦情に至る原因には、入所者の心身状況やリスク情報（事故歴、行動特性など）及び家族の
要望の把握が不十分、職員の技能が未熟、緊急時の対応の遅れ、入所者等への説明不足などが
あるが、日頃から、施設と入所者・家族との信頼関係が十分築けていなかったことも苦情につ
ながっている。苦情の原因や再発予防策について施設として検討し、研修の充実、緊急時の対
応の見直し、入所者・家族への丁寧な説明、職員間における入所者情報の共有に努めることが
大切である。

施設サービスにおいては、施設の種別により機能や役割に応じ、人員、設備、運営に関する
基準が各々異なっているが、特に医療対応の相違について家族が十分に理解していないことが
多いため、入所者の状態悪化時の対応等に関する苦情が多く発生している。入所時には、施設
の概要及び施設サービスに関する重要事項を家族が理解できるよう丁寧に説明し、同意を得て
おくことが重要である。

〈サービス付き高齢者向け住宅〉
平成23年10月に「改正高齢者住まい法」が施行され、それまでの「高齢者専用賃貸住宅」

等が「サービス付き高齢者向け住宅」として一本化された。登録・指導・監督は都道府
県・政令市・中核市によって行われている。

有料老人ホーム等の特定施設では、「特定施設入居者生活介護」の提供に係る契約を
締結することで包括的な介護サービスが受けられ、苦情相談対応も特定施設が行う。一
方、特定施設に該当しないサービス付き高齢者向け住宅では、利用者は自由度が高い生
活ができる反面、必要な介護サービス毎に指定介護事業者と契約を締結する必要があ
り、サービスに関する苦情相談もそれぞれの事業所に行うこととなる。

サービス付き高齢者向け住宅の登録事業者は、利用者の状況把握と生活相談を行うこ
とが義務付けられているが、介護サービス事業所との情報共有がなければ、利用者の適
切な状況把握は難しくなる。

また、利用者からの苦情は、必ずしも苦情対象となる事業者の窓口に適切に寄せられ
るとは限らないため、利用者が安心して生活するためには、サービス付き高齢者向け住
宅の登録事業者と関係する事業者との連携が重要となる。
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①入所者の状態の把握
入所にあたっては、入所者の状態を家族、主治医等関係者から情報収集し、介護内容や

留意点について、家族を含めた関係者間で十分話し合い、施設職員で共有する必要がある。
〈東京都条例第41号　第11条　入退所（＊指定介護老人福祉施設の条例を例示。以降同様。）〉

②適切な介護サービス提供、記録の活用、職種間の連携
入所者の状態に応じた必要な介護を行うとともに､ 介護内容や入所者の状態について適

切に記録することが重要である。さらに、入所者の状態の変化や状態悪化時に適切に対応
できるよう、記録を活用し職員間で情報を共有する必要がある。
〈東京都条例第41号　第20条　指定介護福祉施設サービスの取扱方針〉
〈東京都条例第41号　第41条　記録の整備〉

③施設サービス計画の作成と入所者・家族への説明
施設サービス計画は、入所者の生活の質に直接影響する重要なものであることを十分に

認識して作成する必要がある。
また、計画内容について、入所者及び家族に丁寧に説明し､ 同意を得る必要がある。さ

らに、入所後も、入所者の心身の状態や介護サービスの提供の状況について､ 家族に対し
適時適切に説明する必要がある。特に状態悪化時には家族も動揺していることから、身体
状況やその後の方針を説明する際には、家族の心情を汲み取り、わかりやすく思いやりの
ある言葉を用いるなど、きめ細かい配慮が求められる。
〈東京都条例第41号　第８条　計画担当介護支援専門員の責務等〉
〈東京都条例第41号　第23条　相談及び援助〉

④状態悪化や事故への対応
状態悪化や事故に適切に対応するためには、留意すべき症状や状態悪化時及び事故発生

時の対応等もマニュアル化し、いつでも誰でも対応できるように業務に関する検討の機会
や職場研修を通じて、職員に周知する必要がある。 
〈東京都条例第41号　第38条　事故発生の防止及び発生時の対応〉
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1 高齢者介護に関するデータ等
○高齢者人口等� （単位：千人・％）

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成29年推計）

○65歳以上人口割合の高い国� （単位：％）

出典：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」
ＵＮ ,World population prospects:The 2017Revision　（中位推計）に年齢別人口が掲載されている201か国のうち2015年人口が100万人以上の国（159
か国）についての順位。

区分
平成27年
（2015）

平成32年
（2020）

平成37年
（2025）

平成42年
（2030）

平成47年
（2035）

平成52年
（2040）

東京都
総人口 13,515 13,733 13,846 13,883 13,852 13,759

高齢者人口 3,066 3,215 3,272 3,422 3,675 3,996

高齢化率 22.7 23.4 23.6 24.6 26.5 29.0

全　国
総人口 127,095 125,325 122,544 119,125 115,216 110,919

高齢者人口 33,868 36,192 36,771 37,160 37,817 39,206

高齢化率 26.6 28.9 30.0 31.2 32.8 35.3
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順位
1950年 2015年 2050年 2100年
国名 割合 国名 割合 国名 割合 国名 割合

１ フランス 11.40 日本 26.02 日本 36.37 シンガポール 40.14

２ ベルギー 11.0 イタリア 22.36 スペイン 36.31 ジャマイカ 39.50

３ アイルランド 10.97 ドイツ 21.12 ポルトガル 35.59 プエルトリコ 37.14

４ イギリス 10.83 ポルトガル 20.74 ギリシャ 35.45 アルバニア 37.12

５ エストニア 10.60 フィンランド 20.26 韓国 35.27 韓国 35.71

… … … …

60 日本 4.91 ７　日本 35.49
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Ⅷ

○第1号被保険者・認定者数・受給者数� （単位：人）

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告（暫定）」
１号被保険者とは…区市町村の区域内に住所を有する65歳以上の者をいう。
※現物給付（２月サービス分、償還給付３月支出決定分）

○要介護（要支援）認定者� （単位：人）

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（暫定）
　　　保険者が国民健康保険団体連合会に提出する受給者台帳を基にしたものであり、提出後に要介護度が遡って変更になる場合がある。

区分 平成25年４月 平成26年４月 平成27年４月 平成28年４月 平成29年４月 平成30年４月

東京都

１号被保険者数 2,794,445 2,884,356 2,966,059 3,026,698 3,068,969 3,098,055
認定者数 503,579 525,789 546,775 561,875 576,464 594,353
受給者数※ 406,230 440,778 449,418 460,686 487,819 491,568

居宅 318,160 336,625 355,016 364,304 345,861 347,484
施設 65,946 68,116 69,748 71,159 72,481 73,534
地域密着型 22,124 36,037 24,654 25,223 69,477 70,550

全　国

１号被保険者数 31,028,325 32,104,772 33,083,888 33,871,028 34,455,715 34,878,987
認定者数 5,643,155 5,859,067 6,077,435 6,215,406 6,331,350 6,437,347
受給者数※ 4,636,918 4,521,426 5,064,489 5,234,496 5,587,602 5,399,869

居宅 3,420,700 3,604,277 3,776,784 3,901,123 3,860,188 3,635,551
施設 879,488 893,899 895,768 917,378 924,489 931,328
地域密着型 336,730 23,250 391,937 415,995 802,925 832,990

区分 平成25年
４月末

平成26年
４月末

平成27年
４月末

平成28年
４月末

平成29年
４月末

平成30年
４月末

東
京
都

要支援１ 74,873 79,886 84,751 85,784 87,636 91,452 
要支援２ 64,084 67,225 69,510 71,452 72,571 76,532 
要介護１ 92,884 99,506 106,700 111,167 115,270 118,990 
要介護２ 87,197 90,681 93,829 96,469 98,870 100,674 
要介護３ 64,120 66,455 68,672 70,809 73,508 75,418 
要介護４ 62,034 64,061 65,055 67,600 69,910 72,047 
要介護５ 58,387 57,975 58,258 58,594 58,699 59,240 

計 503,579 525,789 546,775 561,875 576,464 594,353 

全
　
国

要支援１ 772,816 824,654 873,999 887,841 889,634 880,676 
要支援２ 770,816 805,585 839,110 858,355 867,353 883,828 
要介護１ 1,051,891 1,114,774 1,175,743 1,223,871 1,263,488 1,296,659 
要介護２ 992,717 1,029,165 1,062,102 1,083,300 1,105,911 1,126,741 
要介護３ 746,722 769,081 792,848 812,742 835,556 855,784 
要介護４ 696,080 711,038 729,956 746,855 768,322 790,783 
要介護５ 612,113 604,770 603,677 602,442 601,086 602,876 

計 5,643,155 5,859,067 6,077,435 6,215,406 6,331,350 6,437,347 
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○介護の総費用の推移（年間）� （単位：億円）

出典：厚生労働省「厚生労働白書」資料編
　　　28年度～ 29年度については、予算額から推計。

（注）掲載年度は、介護保険制度が開始された平成12年度及び介護予防サービスが始まった平成18年度、並びに過去６年分を掲載している。（以降も同様）

区分 12年度 18年度 24年度 25年度 26年度 27年度
28年度
（予算）

29年度
（予算）

総費用 36,273 63,615 87,570 91,734 95,877 98,326 104,003 107,631
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○介護費の状況�

出典：国保中央会「介護保険関係公表資料」
（注１）　給付件数は、国保連が審査確定した介護給付費明細書（以下「レセプト」という。）の件数を集計している。
（注２）　介護費は、国保連が審査確定したレセプトの介護費（保険給付額、公費負担額、利用者負担額）を集計している。
（注３）　指数の比較の基準は、施設・居宅では平成13年度（国保中央会にて公表されている最も古い年度）、地域密着型では平成18年度としている。
（注４）　数値は四捨五入のため、計に一致しない場合がある。
（注５）　各サービス種類には介護予防サービスを含む。
（注６）　市町村が直接支払う福祉用具販売費、住宅修繕費及び介護予防・日常生活支援総合事業は除く。

区　分
平成13年度 平成18年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

指数 指数 指数 指数 指数 指数 指数 指数

東
京
都

給付件数
（単位：千件）

施設 562 100.0 727 129.4 806 143.4 829 147.5 845 150.4 860 153.0 875 155.7 892 158.7
居宅 4,933 100.0 8,274 167.7 11,693 237.0 12,509 253.6 13,342 270.5 13,947 282.7 13,236 268.3 13,248 268.6

地域密着型 ー ー 154 100.0 271 176.0 287 186.4 306 198.7 315 204.5 923 599.4 938 609.1
計 5,495 100.0 9,155 166.6 12,770 232.4 13,625 248.0 14,493 263.7 15,122 275.2 15,035 273.6 15,078 274.4

介護費
（単位：百万円）
※10割相当

施設 197,035 100.0 230,431 116.9 271,947 138.0 280,721 142.5 288,304 146.3 291,225 147.8 294,263 149.3 303,894 154.2 
居宅 175,071 100.0 294,994 168.5 454,910 259.8 482,164 275.4 512,344 292.6 529,788 302.6 495,872 283.2 513,369 293.2 

地域密着型 ー ー 25,139 100.0 47,537 189.1 52,249 207.8 57,596 229.1 61,474 244.5 103,409 411.3 108,581 431.9 
計 372,106 100.0 550,564 148.0 774,394 208.1 815,134 219.1 858,244 230.6 882,487 237.2 893,544 240.1 925,844 248.8 

全
　
国

給付件数
（単位：千件）

施設 8,088 100.0 9,816 121.4 10,639 131.5 10,814 133.7 10,903 134.8 11,077 137.0 11,205 138.5 11,293 139.6
居宅 51,932 100.0 86,602 166.8 117,726 226.7 125,243 241.2 132,627 255.4 138,517 266.7 135,771 261.4 131,521 253.3

地域密着型 ー ー 1,962 100.0 4,057 206.8 4,350 221.7 4,749 242.0 5,042 257.0 10,232 521.5 10,578 539.1
計 60,020 100.0 98,380 163.9 132,422 220.6 140,407 233.9 148,279 247.0 154,636 257.6 157,208 261.9 153,392 255.6

介護費
（単位：百万円）
※10割相当

施設 2,854,407 100.0 3,042,862 106.6 3,492,872 122.4 3,559,261 124.7 3,613,481 126.6 3,634,607 127.3 3,662,708 128.3 3,736,985 130.9 
居宅 1,710,761 100.0 2,965,317 173.3 4,493,393 262.7 4,773,765 279.0 5,046,088 295.0 5,184,689 303.1 4,911,199 287.1 4,985,007 291.4 

地域密着型 ー ー 426,363 100.0 921,566 216.1 993,035 232.9 1,102,864 258.7 1,172,624 275.0 1,606,488 376.8 1,706,595 400.3 
計 4,565,168 100.0 6,434,542 140.9 8,907,831 195.1 9,326,061 204.3 9,762,433 213.8 9,991,920 218.9 10,180,395 223.0 10,428,587 228.4 

29年度28年度27年度26年度25年度24年度18年度13年度
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○東京都における介護サービス事業者の法人種類別の支払件数状況（平成30年３月サービス提供分）

� （単位：件・％）

区　分
社会福祉
法人（社
協以外）

社会福
祉法人
（社協）

医療
法人

社団・
財団

営利
法人 NPO 農協 生協 その他

法人
地方公
共団体 非法人 その他 合計

居宅サービス計 1,687 48 1,390 157 8,542 382 1 144 49 49 220 3,565 16,234
10.4 0.3 8.6 1.0 52.6 2.4 0.0 0.9 0.3 0.3 1.4 22.0 100.0

内
訳

居宅介護支援 414 16 288 52 2,537 146 40 12 14 2 33 3,554

訪問介護 219 16 52 20 2,497 194 41 15 3 6 3,063

訪問入浴介護 6 1 155 162

訪問看護 59 245 56 602 13 26 5 2 3 48 1,059

訪問リハビリテーション 10 1 128 5 2 2 7 110 265

居宅療養管理指導 4 311 5 434 16 7 1 202 3,296 4,276

通所介護 448 10 55 7 979 25 1 7 3 14 1,549

通所リハビリテーション 20 266 10 9 3 4 6 50 368

短期入所生活介護 476 4 8 61 1 1 8 7 566

短期入所療養介護 2 12 1 15

特定施設入居者生活介護 25 19 714 2 3 763

福祉用具貸与 4 6 1 563 3 3 1 1 12 594

施設サービス計 482 6 204 9 2 4 44 9 760
63.4 0.8 26.8 1.2 0.3 0.5 5.8 1.2 100.0

内
訳

介護老人福祉施設 458 6 1 41 4 510

介護老人保健施設 20 160 7 1 2 3 4 197

介護療養型医療施設 4 44 2 1 1 1 53

地域密着サービス計 616 6 131 17 2,285 141 23 37 14 1 10 3,281
18.8 0.2 4.0 0.5 69.6 4.3 0.7 1.1 0.4 0.0 0.3 100.0

内
訳

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護 20 1 60 1 4 86

夜間対応型訪問介護 3 29 1 1 34 

地域密着型通所介護 59 2 24 15 1,608 86 9 23 4 1 5 1,836 

認知症対応型通所介護 287 4 11 1 83 15 3 1 5 1 411

小規模多機能型居宅介護 63 15 121 11 1 3 1 215

認知症対応型共同生活介護 145 72 1 365 29 8 4 1 3 628

地域密着型特定施設入居者
生活介護 2 1 6 9

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護 28 2 1 31

複合型サービス 9 7 13 1 1 31
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（注）‌�事業所数については、国保連の平成30年度４月審査分（３月サービス提供分）の介護給付費実績を用い、サービス種類ごとに介護報酬を支払った
事業所数である。

※介護予防ケアマネジメントについては、法人種別は不明。

区　分
社会福祉
法人（社
協以外）

社会福
祉法人
（社協）

医療
法人

社団・
財団

営利
法人 NPO 農協 生協 その他

法人
地方公
共団体 非法人 その他 合計

介護予防サービス計 552 21 822 86 1,988 28 54 19 37 92 1,684 5,383
10.3 0.4 15.3 1.6 36.9 0.5 1.0 0.4 0.7 1.7 31.3 100.0

内
訳

介護予防支援 270 16 63 15 17 3 1 1 23 1 410

介護予防訪問介護 9 1 3 68 6 1 1 1 90

介護予防訪問入浴介護 1 1 34 36

介護予防訪問看護 50 204 53 510 10 26 5 1 3 18 880

介護予防訪問リハビリテーション 5 1 84 5 1 2 5 77 180

介護予防居宅療養管理指導 2 190 1 176 13 5 78 1,526 1,991 

介護予防通所介護 20 1 2 85 5 3 116 

介護予防通所リハビリテーション 18 237 10 9 3 3 6 48 334 

介護予防短期入所生活介護 159 1 6 43 1 1 3 1 215 

介護予防短期入所療養介護 2 12 1 15 

介護予防特定施設入居者生活介護 13 14 544 2 3 576

介護予防福祉用具貸与 3 7 1 511 3 3 1 1 10 540

地域密着型介護予防サービス計 49 13 84 7 1 1 155
31.6 8.4 54.2 4.5 0.6 0.6 100.0

内
訳

介護予防認知症対応型通所介護 13 2 3 2 20

介護予防小規模多機能型居宅介護 29 8 66 5 1 1 110

介護予防認知症対応型
共同生活介護 7 3 15 25

総合事業サービス計 17,151

内
訳

訪問型サービス 1,144 65 202 77 8,136 544 1 127 78 23 4 40 10,441 

通所型サービス 578 9 88 21 2,642 98 1 13 32 21 2 6 3,511 

その他の生活支援サービス

介護予防ケアマネジメント※ 3,199 

合　計 42,964
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○全国の国保連における苦情相談・受付（平成12年度・平成18年度・平成24年度～平成29年度）�( 単位：件 )

出典：国保中央会介護保険関係公表資料
（注１）　東京都の（　）内の数字は、問い合わせ・照会等を除いた苦情件数
（注２）　東京都の苦情申立受付件数には通報件数を含む。

都道府県
平成12年度累計 平成18年度累計 平成24年度累計 平成25年度累計 平成26年度累計 平成27年度累計 平成28年度累計 平成29年度累計

相談件数 苦情申立
受付件数 相談件数 苦情申立

受付件数 相談件数 苦情申立
受付件数 相談件数 苦情申立

受付件数 相談件数 苦情申立
受付件数 相談件数 苦情申立

受付件数 相談件数 苦情申立
受付件数 相談件数 苦情申立

受付件数

合　 計 2,828 301 6,833 406 6,145 205 6,128 223 6,089 180 6,541 160 6,194 147 5,980 137

北 海 道 21 4 253 6 221 1 205 2 201 202 261 1 168

青 森 県 1 1 3 1 7 1 14 1 40 1 36 4 27 4 26 1

岩 手 県 27 7 128 10 69 4 49 1 56 2 46 1 54 49 7

宮 城 県 16 11 166 2 137 134 5 115 2 120 2 121 4 143 3

秋 田 県 6 3 84 2 1 15 1 21 1 24 5 40 2 38

山 形 県 11 3 31 1 15 21 25 25 18 22

福 島 県 11 2 77 2 26 31 42 56 29 45

茨 城 県 37 6 113 7 85 5 89 7 106 3 113 3 96 2 115 2

栃 木 県 45 11 28 4 55 6 74 5 82 4 58 5 68 4 64 3

群 馬 県 15 3 106 8 146 8 143 6 104 10 184 7 221 11 144 8

埼 玉 県 35 22 363 26 409 6 348 14 413 11 455 16 480 9 464 3

千 葉 県 22 3 307 19 177 4 125 1 165 160 148 2 139

東 京 都 874（331） 39 895（480） 73 905（496） 42 971（468） 35 888（509） 33 1,035（706） 30 938（613） 25 905（634） 29

神奈川県 78 8 366 37 362 46 407 42 408 34 496 18 449 1 488 1

新 潟 県 14 5 66 1 56 2 52 67 4 63 49 62 2

富 山 県 54 4 72 8 35 35 2 42 35 49 1 42

石 川 県 87 3 62 6 40 36 35 52

福 井 県 13 2 16 18 3 25 5 34 2 25 19 1 13

山 梨 県 25 30 18 18 25 17 1 26 2

長 野 県 15 1 60 6 66 4 64 1 82 4 72 64 2 81 1

岐 阜 県 84 11 91 10 87 4 117 4 132 3 142 6 123 4 116 6

静 岡 県 26 6 75 5 98 1 107 1 86 4 103 3 108 3 105 1

愛 知 県 244 15 494 23 699 13 644 15 630 13 734 15 713 18 686 21

三 重 県 42 5 61 3 65 59 1 62 34 46 1 26

滋 賀 県 19 1 21 2 24 1 21 16 13 1 20 2 10 1

京 都 府 25 1 78 11 28 4 59 3 106 5 168 5 106 1 160 3

大 阪 府 114 16 432 38 437 8 425 11 363 3 394 6 372 6 308 7

兵 庫 県 300 33 581 10 428 11 426 14 437 10 417 2 379 7 347 3

奈 良 県 60 6 80 3 92 107 3 121 1 128 151 87

和歌山県 9 1 33 3 33 1 37 40 1 30 4 31 1 43 1

鳥 取 県 14 6 31 8 34 18 14 27 2 16 16

島 根 県 31 4 19 4 15 23 36 1 23 21 17 1

岡 山 県 24 9 237 8 183 3 227 3 211 177 4 151 3 171 1

広 島 県 35 5 102 1 151 3 108 4 141 7 121 86 1 111 7

山 口 県 41 3 105 5 120 109 1 96 1 122 82 56

徳 島 県 17 7 41 15 50 11 78 22 31 9 62 7 60 10 42 5

香 川 県 6 1 9 1 7 5 1 2 10 5 1 12

愛 媛 県 7 7 26 18 1 25 33 19 17 15 1

高 知 県 27 2 72 4 80 1 59 5 46 5 64 4 53 3 37 3

福 岡 県 114 7 175 9 221 3 219 214 1 190 2 154 3 155 4

佐 賀 県 28 3 25 2 16 1 9 1 10 1 10 13 20 1

長 崎 県 3 54 1 46 28 14 11 15 1 16 2

熊 本 県 60 5 308 2 167 1 151 117 1 107 100 4 133 1

大 分 県 7 12 11 24 34 29 13 3 16 4 22

宮 崎 県 63 3 258 3 29 48 2 74 47 1 41 27

鹿児島県 38 6 159 2 107 2 108 2 98 95 1 79 4 92 2

沖 縄 県 8 33 3 27 3 21 3 21 3 50 3 53 64 4
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・東京都（国保連）

・全国（国保連）【合計】

○全国の国保連における苦情相談・受付（平成12年度・平成18年度・平成24年度～29年度）
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○国保連苦情申立てサービス種類別件数（全国）（平成29年４月分～平成30年３月分）
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本年度累計（当月除く）

本年度累計（当月除く）

本年度累計（当月除く）

出典：国保中央会介護保険関係公表資料

（単位：件）

（単位：％）

2
1 1
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2 東京都における苦情に関するデータ等
※平成12年度・平成18年度・平成24年度～平成29年度における苦情等の統計

○苦情分類年度別の状況� （単位：件・％）

区分 要介護認定 保険料 ケアプラン
サービス
供 給 量

介護報酬
その他制度
上の問題

行政の対応
サービス提供、
保険給付

その他 合計

12年度
1,135 3,622 312 193 134 575 289 3,806 325 10,391

10.9 34.9 3.0 1.9 1.3 5.5 2.8 36.6 3.1 100.0

18年度
581 1,979 122 69 61 412 196 2,261 377 6,058
9.6 32.7 2.0 1.1 1.0 6.8 3.2 37.3 6.2 100.0

24年度
190 7,262 48 16 16 164 81 1,549 306 9,632

2.0 75.4 0.5 0.2 0.2 1.7 0.8 16.1 3.2 100.0

25年度
144 1,102 39 12 18 93 70 1,535 264 3,277

4.4 33.6 1.2 0.4 0.5 2.8 2.1 46.8 8.1 100.0

26年度
184 727 54 12 23 81 77 1,468 279 2,905

6.3 25.0 1.9 0.4 0.8 2.8 2.7 50.5 9.6 100.0

27年度
154 1,546 47 13 17 514 84 1,567 360 4,302

3.6 35.9 1.1 0.3 0.4 11.9 2.0 36.4 8.4 100.0

28年度
183 864 40 11 24 194 98 1,650 283 3,347

5.5 25.8 1.2 0.3 0.7 5.8 2.9 49.3 8.5 100.0

29年度
148 757 13 14 36 89 76 1,604 299 3,036

4.9 24.9 0.4 0.5 1.2 2.9 2.5 52.8 9.8 100.0
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� 苦情数（件）
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○窓口機関別苦情分類項目別の状況（年度別比較）� （単位：件）

苦情分類項目 窓口機関 12年度 18年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

要介護認定

区市町村 917 500 180 135 171 140 172 137
国 保 連 10 14 8 3 8 13 8 8
東 京 都 208 67 2 6 5 1 3 3

保険料

区市町村 3,362 1,895 7,236 1,099 721 1,537 862 755
国 保 連 6 3 2 1 2 3 1 2
東 京 都 254 81 24 2 4 6 1

ケアプラン

区市町村 295 93 34 37 42 27 32 7
国 保 連 11 13 8 7 18 5 2
東 京 都 6 16 6 2 5 2 3 4

サービス供給量

区市町村 181 61 13 11 9 9 10 9
国 保 連 6 1 2 1 1 4 1 5
東 京 都 6 7 1 2

介護報酬

区市町村 99 30 8 15 8 2 10 7
国 保 連 32 28 8 3 14 14 14 28
東 京 都 3 3 1 1 1

その他制度上の
問題

区市町村 529 346 121 78 66 485 180 76
国 保 連 15 16 35 13 9 22 8 6
東 京 都 31 50 8 2 6 7 6 7

行政の対応

区市町村 249 156 61 46 48 49 77 38
国 保 連 20 16 13 21 17 27 20 27
東 京 都 20 24 7 3 12 8 1 11

サービス提供、
保険給付

区市町村 3,478 1,786 1,153 1,163 1,035 1,063 1,156 1,087
国 保 連 200 307 352 355 400 481 483 489
東 京 都 128 168 44 17 33 23 11 28

居宅介護支援

区市町村 805 478 269 255 247 238 259 209
国 保 連 8 57 50 64 72 70 90 113
東 京 都 16 23 10 3 4 6 5 6

訪問介護

区市町村 1,126 501 177 180 132 120 170 171
国 保 連 65 67 67 56 67 67 65 40
東 京 都 42 80 18 5 7 4 1 5

訪問入浴介護

区市町村 49 11 11 14 10 6 7 9
国 保 連 4 11 3 6 2 1 2
東 京 都 2 1 1 1

訪問看護

区市町村 96 27 20 21 28 26 25 36
国 保 連 11 8 18 6 8 18 14 30
東 京 都 7 6 1 1 3 2 4

訪問リハビリ
テーション

区市町村 13 1 5 4 7 6 3 4
国 保 連 1 1 7 1 1 1 2 3
東 京 都 2 1

居宅療養
管理指導

区市町村 21 7 3 4 1 4 3
国 保 連 3 5 1 1 5 2 3
東 京 都 1 2 2 1
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苦情分類項目 窓口機関 12年度 18年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

通所介護
区市町村 262 110 128 127 137 122 119 103
国 保 連 6 16 41 36 67 58 52 44
東 京 都 7 12 3 2 6 1 1 6

通所リハビリ
テーション

区市町村 47 28 12 20 19 17 15 26
国 保 連 4 11 2 12 13 6 4 6
東 京 都 3 9 1 2 1

短期入所
生活介護

区市町村 245 80 52 38 38 59 64 46
国 保 連 11 9 14 22 8 24 18 20
東 京 都 3 1 1 2 1 1

短期入所
療養介護

区市町村 71 19 9 4 2 3 4 2
国 保 連 7 3 7 4 6 4 2
東 京 都 2

特定施設入居者
生活介護

区市町村 22 46 70 79 56 84 68 77
国 保 連 3 16 24 37 31 51 59 63
東 京 都 1 2 1 2 1

福祉用具貸与
区市町村 69 45 12 10 13 9 14 11
国 保 連 7 7 2 2 6 5 1
東 京 都 11 2 1

特定福祉
用具販売

区市町村 21 15 1 5 4 1 5 1
国 保 連 2 1 1 1
東 京 都 3 11

住宅改修費
区市町村 69 19 5 13 9 9 3 11
国 保 連 1 1 3 2 3 1
東 京 都 4 2 1

介護老人
福祉施設

区市町村 259 115 143 122 121 157 138 135
国 保 連 19 29 55 56 46 68 63 60
東 京 都 6 2 1 1 4 1

介護老人
保健施設

区市町村 163 91 64 94 58 62 62 68
国 保 連 37 39 17 33 37 49 59 50
東 京 都 9 5 3 1 3

介護療養型
医療施設

区市町村 81 30 4 2 2 7 4 2
国 保 連 12 3 2 2 3 1
東 京 都 7 8

定期巡回・
随時対応型
訪問介護看護

区市町村 ― ― 2 1 5 5 5 3
国 保 連 ― ― 2 3
東 京 都 ― ―

夜間対応型
訪問介護

区市町村 ― 1 2 5 1 2
国 保 連 ― 1 3 1
東 京 都 ―

地域密着型
通所介護

区市町村 ― ― ― ― ― ― 17 17
国 保 連 ― ― ― ― ― ― 2 3
東 京 都 ― ― ― ― ― ― 1

認知症対応型
通所介護

区市町村 ― 6 4 2 2 6 5 4
国 保 連 ― 4 1 3 4
東 京 都 ― 4
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苦情分類項目 窓口機関 12年度 18年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

小規模多機能型
居宅介護

区市町村 ― 11 12 12 14 17 17
国 保 連 ― 3 5 1 6 13
東 京 都 ―

認知症対応型
共同生活介護

区市町村 9 18 41 39 34 38 41 32
国 保 連 21 23 9 12 23 10 8
東 京 都 3 1 1 1

地域密着型
特定施設入居者
生活介護

区市町村 1 1 2 2 6
国 保 連 1 2
東 京 都

地域密着型介護
老人福祉施設
入居者生活介護

区市町村 1 2 5 5 6
国 保 連 4 1
東 京 都 1

複合型サービス
区市町村 ― ― 5
国 保 連 ― ― 4 2
東 京 都 ― ― 1

介護予防支援
区市町村 ― 49 52 55 42 28 32 32
国 保 連 ― 5 4 2 1 5 8 12
東 京 都 ― 1

介護予防
訪問介護

区市町村 ― 52 30 21 18 8 21 5
国 保 連 ― 5 8 1 3 3 5 2
東 京 都 ― 1 2 1 1

介護予防
訪問入浴

区市町村 ―

国 保 連 ―

東 京 都 ―

介護予防
訪問看護

区市町村 ― 1 2 1 2
国 保 連 ―

東 京 都 ―

介護予防訪問
リハビリ
テーション

区市町村 ― 1
国 保 連 ―

東 京 都 ―

介護予防居宅
療養管理指導

区市町村 ― 1 1
国 保 連 ―

東 京 都 ―

介護予防
通所介護

区市町村 ― 14 15 25 16 13 13 15
国 保 連 ― 1 1 2 1
東 京 都 ― 1

介護予防通所
リハビリ
テーション

区市町村 ― 4 3 4 2 2 1 3
国 保 連 ― 1 1 2
東 京 都 ―

介護予防短期
入所生活介護

区市町村 ― 1 2 3 3
国 保 連 ― 1 1
東 京 都 ―

介護予防短期
入所療養介護

区市町村 ― 1 1 1
国 保 連 ―

東 京 都 ―
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苦情分類項目 窓口機関 12年度 18年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
介護予防特定
施設入居者
生活介護

区市町村 ― 4 1 2
国 保 連 ― 1 1 4
東 京 都 ―

介護予防
福祉用具貸与

区市町村 ― 9 2 2 3 3
国 保 連 ―

東 京 都 ―

介護予防特定
福祉用具販売

区市町村 ― 2 2
国 保 連 ―

東 京 都 ―

特定介護予防
住宅改修費

区市町村 ― 3 2 1 2 3 3
国 保 連 ―

東 京 都 ―

介護予防認知症
対応型通所介護

区市町村 ― 1
国 保 連 ―

東 京 都 ―

介護予防
小規模多機能型
居宅介護

区市町村 ― 1
国 保 連 ―

東 京 都 ―

介護予防
認知症対応型
共同生活介護

区市町村 ― 1 3 1 1 1
国 保 連 ―

東 京 都 ―

総合事業
サービス

区市町村 ― ― ― ― ― 9 11 29
国 保 連 ― ― ― ― ― 2 4
東 京 都 ― ― ― ― ―

その他

区市町村 50 ― ― ― ― ― ― ―

国 保 連 1 ― ― ― ― ― ― ―

東 京 都 1 ― ― ― ― ― ― ―

その他

区市町村 264 204 222 186 210 233 207 228
国 保 連 31 82 68 71 51 124 73 67
東 京 都 30 91 16 7 18 3 3 4

窓口合計

区市町村 9,374 5,071 9,028 2,770 2,310 3,545 2,706 2,344
国 保 連 331 480 496 468 509 706 613 634
東 京 都 686 507 108 39 86 51 28 58

合 計 10,391 6,058 9,632 3,277 2,905 4,302 3,347 3,036
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○窓口機関別合計苦情件数の推移（平成12年度・平成18年度・平成24年度〜平成29年度）（年度別比較）

� （単位：件）

窓口機関 12年度 18年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
区市町村 9,374 5,071 9,028 2,770 2,310 3,545 2,706 2,344
国 保 連 331 480 496 468 509 706 613 634
東 京 都 686 507 108 39 86 51 28 58
合 計 10,391 6,058 9,632 3,277 2,905 4,302 3,347 3,036
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○サービス提供、保険給付に関するサービス種類別の苦情件数と構成割合の年度別状況

　（平成12年度・平成18年度・平成24年度〜平成29年度）� （単位：件・％）

区　　　分

12年度 18年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

件
構
成
比

件
構
成
比

件
構
成
比

件
構
成
比

件
構
成
比

件
構
成
比

件
構
成
比

件
構
成
比

居
宅
サ
ー
ビ
ス

居宅介護支援 829 21.8 558 24.7 329 21.2 322 21.0 323 22.0 314 20.0 354 21.5 328 20.4 

訪問介護 1,233 32.4 648 28.7 262 16.9 241 15.7 206 14.0 191 12.2 236 14.3 216 13.5 

訪問入浴介護 55 1.4 11 0.5 23 1.5 17 1.1 17 1.2 8 0.5 8 0.5 12 0.7 

訪問看護 114 3.0 41 1.8 39 2.5 28 1.8 39 2.7 46 2.9 39 2.4 70 4.4

訪問リハビリテーション 14 0.4 4 0.2 12 0.8 5 0.3 8 0.5 7 0.4 6 0.4 7 0.4 

居宅療養管理指導 25 0.7 7 0.3 8 0.5 7 0.5 4 0.3 5 0.3 6 0.4 7 0.4 

通所介護 275 7.2 138 6.1 172 11.1 165 10.7 210 14.3 181 11.6 172 10.4 153 9.5 

通所リハビリテーション 54 1.4 48 2.1 15 1.0 32 2.1 34 2.3 23 1.5 20 1.2 32 2.0 

短期入所生活介護 259 6.8 90 4.0 67 4.3 62 4.0 47 3.2 83 5.3 82 5.0 67 4.2 

短期入所療養介護 80 2.1 22 1.0 9 0.6 11 0.7 6 0.4 9 0.6 8 0.5 4 0.2 

特定施設入居者生活介護 26 0.7 62 2.7 96 6.2 116 7.6 88 6.0 137 8.7 128 7.8 140 8.7 

福祉用具貸与 87 2.3 54 2.4 14 0.9 10 0.7 15 1.0 15 1.0 19 1.2 13 0.8 

特定福祉用具販売 24 0.6 28 1.2 2 0.1 5 0.3 4 0.3 2 0.1 6 0.4 1 0.1 

住宅改修費 74 1.9 21 0.9 6 0.4 16 1.0 9 0.6 12 0.8 6 0.4 12 0.7 
施
設
サ
ー
ビ
ス

介護老人福祉施設 284 7.5 146 6.5 199 12.8 178 11.6 168 11.4 229 14.6 201 12.2 196 12.2 

介護老人保健施設 209 5.5 135 6.0 84 5.4 127 8.3 96 6.5 114 7.3 121 7.3 118 7.4

介護療養型医療施設 100 2.6 41 1.8 6 0.4 2 0.1 4 0.3 10 0.6 4 0.2 3 0.2 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ― ― ― ― 2 0.1 1 0.1 7 0.5 8 0.5 5 0.3 3 0.2 

夜間対応型訪問介護 ― ― 1 0.0 1 0.1 2 0.1 8 0.5 2 0.1 2 0.1 

地域密着型通所介護 19 1.2 21 1.3 

認知症対応型通所介護 ― ― 14 0.6 4 0.3 3 0.2 5 0.3 6 0.4 5 0.3 8 0.5 

小規模多機能型居宅介護 ― ― 11 0.7 15 1.0 17 1.2 15 1.0 23 1.4 30 1.9 

認知症対応型共同生活介護 12 0.3 39 1.7 65 4.2 48 3.1 47 3.2 61 3.9 51 3.1 41 2.6 

地域密着型特定施設入居者生活介護 ― ― 1 0.0 1 0.1 2 0.1 2 0.1 7 0.4 2 0.1 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 ― ― 1 0.1 2 0.1 10 0.7 1 0.1 5 0.3 6 0.4 

複合型サービス ― ― ― ― 1 0.1 9 0.5 2 0.1 

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス

介護予防支援 ― ― 55 2.4 56 3.6 57 3.7 43 2.9 33 2.1 40 2.4 44 2.7 

介護予防訪問介護 ― ― 57 2.5 39 2.5 24 1.6 22 1.5 11 0.7 27 1.6 7 0.4 

介護予防訪問入浴介護 ― ―

介護予防訪問看護 ― ― 1 0.0 2 0.1 1 0.1 2 0.1 

介護予防訪問リハビリテーション ― ― 1 0.0 

介護予防居宅療養管理指導 ― ― 1 0.1 1 0.1 

介護予防通所介護 ― ― 15 0.7 16 1.0 26 1.7 16 1.1 15 1.0 14 0.8 15 0.9 

介護予防通所リハビリテーション ― ― 4 0.2 3 0.2 5 0.3 3 0.2 2 0.1 3 0.2 3 0.2 

介護予防短期入所生活介護 ― ― 1 0.0 1 0.1 2 0.1 4 0.3 3 0.2 

介護予防短期入所療養介護 ― ― 1 0.1 1 0.1 1 0.1 

介護予防特定施設入居者生活介護 ― ― 5 0.2 1 0.1 5 0.3 2 0.1 

介護予防福祉用具貸与 ― ― 9 0.4 2 0.1 2 0.1 3 0.2 3 0.2 

特定介護予防福祉用具販売 ― ― 2 0.1 2 0.1 

介護予防住宅改修費 ― ― 3 0.1 2 0.1 1 0.1 2 0.1 3 0.2 3 0.2 

介護予防認知症対応型通所介護 ― ― 1 0.1 

介護予防小規模多機能型居宅介護 ― ― 1 0.1 

介護予防認知症対応型共同生活介護 ― ― 1 0.0 3 0.2 1 0.1 1 0.1 1 0.1 

総合事業サービス ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 9 0.6 13 0.8 33 2.1 

その他 52 1.4 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 3,806 100.0 2,261 100.0 1,549 100.0 1,535 100.0 1,468 100.0 1,567 100.0 1,650 100.0 1,604 100.0 
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Ⅷ

○事業者数の推移（平成12年度・平成18年度・平成24年度〜平成29年度）� （単位：件・％）

区　　　分 平成12年度
（平成13年3月）

平成18年度
（平成19年3月）

平成24年度
（平成25年3月）

平成25年度
（平成26年3月）

平成26年度
（平成27年3月）

平成27年度
（平成28年3月）

平成28年度
（平成29年3月）

平成29年度
（平成30年3月）

居宅サービス計
6,528 11,583 14,327 15,420 16,488 17,237 15,921 16,415

100.0 177.4 219.5 236.2 252.6 264.0 243.9 251.5

内

訳

居宅介護支援
1,592 2,922 3,154 3,308 3,409 3,479 3,528 3,554

100.0 183.5 198.1 207.8 214.1 218.5 221.6 223.2

訪問介護
1,090 2,824 2,842 2,964 3,041 3,071 3,078 3,063

100.0 259.1 260.7 271.9 279.0 281.7 282.4 281.0

訪問入浴介護
92 139 167 169 169 168 170 162

100.0 151.1 181.5 183.7 183.7 182.6 184.8 176.1

訪問看護
629 671 710 791 863 947 995 1,059

100.0 106.7 112.9 125.8 137.2 150.6 158.2 168.4

訪問リハビリテーション
97 135 218 223 233 258 255 265

100.0 139.2 224.7 229.9 240.2 266.0 262.9 273.2

居宅療養管理指導
1,673 1,851 2,412 2,683 3,106 3,507 3,912 4,276

100.0 110.6 144.2 160.4 185.7 209.6 233.8 255.6

通所介護
497 1,257 2,729 3,092 3,397 3,439 1,548 1,549

100.0 252.9 549.1 622.1 683.5 692.0 311.5 311.7

通所リハビリテーション
184 255 301 314 331 344 363 368

100.0 138.6 163.6 170.7 179.9 187.0 197.3 200.0

短期入所生活介護
280 396 476 503 522 539 551 566

100.0 141.4 170.0 179.6 186.4 192.5 196.8 202.1

短期入所療養介護
108 161 179 184 189 189 187 196

100.0 149.1 165.7 170.4 175.0 175.0 173.1 181.5

特定施設入居者生活介護
44 300 538 568 615 685 725 763

100.0 681.8 1222.7 1290.9 1397.7 1556.8 1647.7 1734.1

福祉用具貸与
242 672 601 621 613 611 609 594

100.0 277.7 248.3 256.6 253.3 252.5 251.7 245.5

施設サービス計
481 635 671 697 712 725 742 760

100.0 132.0 139.5 144.9 148.0 150.7 154.3 158.0

内

訳

介護老人福祉施設
302 373 424 444 460 472 490 510

100.0 123.5 140.4 147.0 152.3 156.3 162.3 168.9

介護老人保健施設
97 148 176 183 187 190 194 197

100.0 152.6 181.4 188.7 192.8 195.9 200.0 203.1

介護療養型医療施設
82 114 71 70 65 63 58 53

100.0 139.0 86.6 85.4 79.3 76.8 70.7 64.6

地域密着サービス計
― 634 1,123 1,219 1,309 1,351 3,292 3,281

― 100.0 177.1 192.3 206.5 213.1 519.2 517.5

内

訳

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

― ― 36 58 71 70 83 86

― ― 100.0 161.1 197.2 194.4 230.6 238.9

夜間対応型訪問介護
19 38 35 35 33 35 34

― 100.0 200.0 184.2 184.2 173.7 184.2 178.9

地域密着型通所介護
― ― ― ― ― ― 1,881 1,836 

― ― ― ― ― ― 100.0 100.0

認知症対応型通所介護
― 359 423 433 438 427 430 411

― 100.0 117.8 120.6 122.0 118.9 119.8 114.5

小規模多機能型居宅介護
― 16 123 146 161 181 204 215

― 100.0 768.8 912.5 1006.3 1131.3 1275.0 1343.8

認知症対応型
共同生活介護

13 237 479 516 561 587 602 628

100.0 1823.1 3684.6 3969.2 4315.4 4515.4 4630.8 4830.8

地域密着型特定施設
入居者生活介護

― 2 8 8 7 9 8 9

― 100.0 400.0 400.0 350.0 450.0 400.0 450.0

地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護

― 1 13 17 25 27 27 31

― 100.0 1300.0 1700.0 2500.0 2700.0 2700.0 3100.0

複合型サービス
― ― 3 6 11 17 22 31

― ― 100.0 200.0 366.7 566.7 733.3 1033.3
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（注１）　上記表の各サービスの下段は、サービス提供開始年度を基準に、利用件数の伸び率を示したものである。
（注２）　事業者数については、国保連の介護給付費実績を用い、サービス種類ごとに介護報酬を支払った事業所数である。

区　　　分 平成12年度
（平成13年3月）

平成18年度
（平成19年3月）

平成24年度
（平成25年3月）

平成25年度
（平成26年3月）

平成26年度
（平成27年3月）

平成27年度
（平成28年3月）

平成28年度
（平成29年3月）

平成29年度
（平成30年3月）

介護予防サービス計
― 6,193 8,524 9,179 9,830 9,676 7,000 5,383

― 100.0 137.6 148.2 158.7 156.2 113.0 86.9

内

訳

介護予防支援
― 320 375 386 387 391 400 410

― 100.0 117.2 120.6 120.9 122.2 125.0 128.1

介護予防訪問介護
― 2,466 2,542 2,656 2,702 2,466 993 90

― 100.0 103.1 107.7 109.6 100.0 40.3 3.6

介護予防訪問入浴介護
― 43 42 37 31 35 42 36

― 100.0 97.7 86.0 72.1 81.4 97.7 83.7

介護予防訪問看護
― 462 562 615 682 754 809 880

― 100.0 121.6 133.1 147.6 163.2 175.1 190.5

介護予防訪問
リハビリテーション

― 71 129 136 150 160 175 180

― 100.0 181.7 191.5 211.3 225.4 246.5 253.5

介護予防居宅療養
管理指導

― 635 1,171 1,276 1,444 1,608 1,817 1,991

― 100.0 184.4 200.9 227.4 253.2 286.1 313.5

介護予防通所介護
― 1,105 2,184 2,481 2,737 2,559 1,143 116 

― 100.0 197.6 224.5 247.7 231.6 103.4 10.5

介護予防通所
リハビリテーション

― 227 269 276 299 309 318 334

― 100.0 118.5 121.6 131.7 136.1 140.1 147.1

介護予防短期入所
生活介護

― 142 179 199 218 194 207 215

― 100.0 126.1 140.1 153.5 136.6 145.8 151.4

介護予防短期入所
療養介護

― 39 21 24 26 23 19 15

― 100.0 53.8 61.5 66.7 59.0 48.7 38.5

介護予防特定施設
入居者生活介護

― 267 441 462 491 514 541 576

― 100.0 165.2 173.0 183.9 192.5 202.6 215.7

介護予防福祉用具貸与
― 416 503 517 535 535 536 540

― 100.0 120.9 124.3 128.6 128.6 128.8 129.8

地域密着型介護予防
サービス計

― 50 106 114 128 128 144 155

― 100.0 212.0 228.0 256.0 256.0 288.0 310.0

内

訳

介護予防認知症対応型
通所介護

― 37 29 33 23 19 26 20

― 100.0 78.4 89.2 62.2 51.4 70.3 54.1

介護予防小規模多機能型
居宅介護

― 2 50 62 86 89 100 110

― 100.0 2500.0 3100.0 4300.0 4450.0 5000.0 5500.0

介護予防認知症対応型
共同生活介護

― 11 27 19 19 20 18 25

― 100.0 245.5 172.7 172.7 181.8 163.6 227.3

総合事業サービス計
― ― ― ― ― 1,584 8,515 10,175

― ― ― ― ― 100.0 537.6 642.4

合　　　計
7,022 19,095 24,751 26,629 28,467 30,701 35,614 36,169

100.0 271.9 352.5 379.2 405.4 437.2 507.2 515.1
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Ⅷ

○利用件数の推移（平成12年度・平成18年度・平成24年度〜平成29年度）� （単位：件・％）

区　　　分 平成12年度
（平成13年3月末日）

平成18年度
（平成19年3月末日）

平成24年度
（平成25年3月末日）

平成25年度
（平成26年3月末日）

平成26年度
（平成27年3月末日）

平成27年度
（平成28年3月末日）

平成28年度
（平成29年3月末日）

平成29年度
（平成30年3月末日）

居宅サービス計
357,273 563,141 810,505 858,881 914,686 961,599 957,389 995,656

100.0 157.6 226.9 240.4 256.0 269.1 268.0 278.7

内

訳

居宅介護支援
117,546 158,588 202,983 212,037 221,917 229,841 236,939 242,283

100.0 134.9 172.7 180.4 188.8 195.5 201.6 206.1

訪問介護
77,426 109,959 116,852 118,796 121,423 122,803 124,492 124,713

100.0 142.0 150.9 153.4 156.8 158.6 160.8 161.1

訪問入浴介護
12,128 11,955 12,049 11,238 10,864 10,351 10,056 9,770

100.0 98.6 99.3 92.7 89.6 85.3 82.9 80.6

訪問看護
22,632 27,310 38,943 42,056 45,959 50,578 55,636 60,398

100.0 120.7 172.1 185.8 203.1 223.5 245.8 266.9

訪問リハビリテーション
1,089 3,380 6,427 6,579 6,812 7,165 7,414 7,787

100.0 310.4 590.2 604.1 625.5 657.9 680.8 715.1

居宅療養管理指導
24,460 46,914 112,020 126,091 143,512 159,797 177,766 193,192

100.0 191.8 458.0 515.5 586.7 653.3 726.8 789.8

通所介護
38,175 65,157 114,817 126,705 136,860 145,165 99,211 102,941

100.0 170.7 300.8 331.9 358.5 380.3 259.9 269.7

通所リハビリテーション
10,304 17,547 21,418 21,929 23,018 23,703 24,465 24,693

100.0 170.3 207.9 212.8 223.4 230.0 237.4 239.6

短期入所生活介護
8,129 15,239 21,040 21,482 21,854 21,642 21,948 22,377

100.0 187.5 258.8 264.3 268.8 266.2 270.0 275.3

短期入所療養介護
1,538 3,254 3,032 2,929 2,891 2,866 2,878 2,801

100.0 211.6 197.1 190.4 188.0 186.3 187.1 182.1

特定施設入居者生活介護
2,937 15,139 30,373 32,298 34,504 35,988 38,700 40,627

100.0 515.5 1034.2 1099.7 1174.8 1225.3 1317.7 1383.3

福祉用具貸与
40,909 88,699 130,551 136,741 145,072 151,700 157,884 164,074

100.0 216.8 319.1 334.3 354.6 370.8 385.9 401.1

施設サービス計
45,004 61,492 67,776 69,783 70,990 72,206 73,377 74,939

100.0 136.6 150.6 155.1 157.7 160.4 163.0 166.5

内

　

訳

介護老人福祉施設
27,686 33,930 39,868 41,419 42,720 44,040 45,698 47,527

100.0 122.6 144.0 149.6 154.3 159.1 165.1 171.7

介護老人保健施設
11,841 17,923 21,511 22,239 22,555 22,709 22,618 22,876

100.0 151.4 181.7 187.8 190.5 191.8 191.0 193.2

介護療養型医療施設
5,477 9,639 6,397 6,125 5,715 5,457 5,061 4,536

100.0 176.0 116.8 111.8 104.3 99.6 92.4 82.8

地域密着サービス計
― 13,569 23,026 24,342 25,648 26,232 76,947 78,046

― 100.0 169.7 179.4 189.0 193.3 567.1 575.2

内

訳

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

― ― 365 910 1,126 1,246 1,433 1,975

― ― 100.0 249.3 308.5 341.4 392.6 541.1

夜間対応型訪問介護
― 271 2,793 2,559 2,554 2,276 2,212 2,113

― 100.0 1030.6 944.3 942.4 839.9 816.2 779.7

地域密着型通所介護
― ― ― ― ― ― 50,165 50,144

― ― ― ― ― ― 100.0 100.0

認知症対応型通所介護
― 8,158 9,433 9,185 9,104 8,875 8,676 8,457

― 100.0 115.6 112.6 111.6 108.8 106.3 103.7

小規模多機能型居宅介護
― 193 2,080 2,439 2,629 3,102 3,277 3,671

― 100.0 1077.7 1263.7 1362.2 1607.3 1697.9 1902.1

認知症対応型共同生活介護
228 4,916 7,841 8,594 9,331 9,669 10,000 10,275

100.0 2156.1 3439.0 3769.3 4092.5 4240.8 4386.0 4506.6

地域密着型特定施設
入居者生活介護

― 11 143 127 114 139 142 156

― 100.0 1300.0 1154.5 1036.4 1263.6 1290.9 1418.2

地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護

― 20 341 434 604 661 665 738

― 100.0 1705.0 2170.0 3020.0 3305.0 3325.0 3690.0

複合型サービス
― ― 30 94 186 264 377 517

― ― 100.0 313.3 620.0 880.0 1256.7 1723.3
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（注１）　上記表の各サービスの下段は、サービス提供開始年度を基準に、利用件数の伸び率を示したものである。
（注２）　利用件数は、各年度３月に提供されたサービスとして国保連が請求を受け、審査決定した件数である。

区　　　分 平成12年度
（平成13年3月末日）

平成18年度
（平成19年3月末日）

平成24年度
（平成25年3月末日）

平成25年度
（平成26年3月末日）

平成26年度
（平成27年3月末日）

平成27年度
（平成28年3月末日）

平成28年度
（平成29年3月末日）

平成29年度
（平成30年3月末日）

介護予防サービス計
118,492 192,862 209,013 226,770 215,771 133,593 119,116

100.0 162.8 176.4 191.4 182.1 112.7 100.5

内

訳

介護予防支援
― 51,291 76,873 82,706 88,494 83,307 51,560 46,230

― 100.0 149.9 161.2 172.5 162.4 100.5 90.1

介護予防訪問介護
― 37,331 44,113 44,307 44,647 37,516 8,262 141

― 100.0 118.2 118.7 119.6 100.5 22.1 0.4

介護予防訪問入浴介護
― 87 55 54 40 44 52 49

― 100.0 63.2 62.1 46.0 50.6 59.8 56.3

介護予防訪問看護
― 1,978 3,479 4,132 4,845 5,800 7,017 8,343

― 100.0 175.9 208.9 244.9 293.2 354.8 421.8

介護予防訪問
リハビリテーション

― 272 621 748 762 834 921 1,104

― 100.0 228.3 275.0 280.1 306.6 338.6 405.9

介護予防居宅療養管理
指導

― 2,946 6,912 7,947 9,130 10,406 12,272 14,403

― 100.0 234.6 269.8 309.9 353.2 416.6 488.9

介護予防通所介護
― 14,774 33,362 38,379 43,658 39,003 9,946 162

― 100.0 225.8 259.8 295.5 264.0 67.3 1.1

介護予防通所
リハビリテーション

― 2,666 3,796 3,850 4,386 4,717 5,249 5,789

― 100.0 142.4 144.4 164.5 176.9 196.9 217.1

介護予防短期入所
生活介護

― 274 357 356 374 332 414 419

― 100.0 130.3 129.9 136.5 121.2 151.1 152.9

介護予防短期入所
療養介護

― 46 19 26 44 23 29 23

― 100.0 41.3 56.5 95.7 50.0 63.0 50.0

介護予防特定施設
入居者生活介護

― 2,095 3,727 3,916 4,146 4,214 4,641 5,315

― 100.0 177.9 186.9 197.9 201.1 221.5 253.7

介護予防福祉用具貸与
― 4,639 19,394 22,417 26,051 29,345 32,957 36,834

― 100.0 418.1 483.2 561.6 632.6 710.4 794.0

介護予防認知症対応型
通所介護

― 70 39 50 30 26 37 24

― 100.0 55.7 71.4 42.9 37.1 52.9 34.3

介護予防小規模多機能型
居宅介護

― 5 90 105 144 184 216 250

― 100.0 1800.0 2100.0 2880.0 3680.0 4320.0 5000.0

介護予防認知症対応型
共同生活介護

― 18 25 20 19 20 20 30

― 100.0 138.9 111.1 105.6 111.1 111.1 166.7

総合事業サービス計
― ― ― ― ― 14,511 75,633 748,523

― ― ― ― ― 100.0 521.2 5158.3

合　　　計
402,505 756,694 1,094,169 1,162,019 1,238,094 1,290,319 1,316,939 2,016,280

100.0 188.0 271.8 288.7 307.6 320.6 327.2 500.9
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Ⅷ
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苦情件数 事業者数
事業
者数

苦情数
（件）

平成27年度 平成28年度 平成29年度平成26年度平成25年度平成24年度平成18年度平成12年度

35,614

3,347 3,036

36,169

○苦情件数と事業者数の推移

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

苦情件数 利用者数
利用者数
（人）

402,505  

756,694  

1,094,169  
1,162,019  

1,238,094 1,290,319 1,316,939

2,016,280

平成26年度平成25年度平成24年度平成18年度平成12年度

10,391 6,058 9,632 3,277 2,905 4,302 3,347 3,036

苦情数
（件）

○苦情件数と利用者数の推移

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（注）利用者数については、平成29年度から外付システムの数値を合算している。（以降も同様）
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介護保険に関する苦情等の状況調査結果（統計情報）

平成29年４月～平成30年３月（累計）

１　新規・継続

２　申立人

３　申立方法

４　分類　次頁参照

５　対応状況

様式４　１／４

62保険者 国保連 東京都 合　計
件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

（1）今月新規発生 2,205 94.07 478 75.39 40 68.97 2,723 89.69
（2）前月以前から継続 139 5.93 156 24.61 18 31.03 313 10.31

合 計 2,344 100.00 634 100.00 58 100.00 3,036 100.00

62保険者 国保連 東京都 合　計
件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

（1）本人 1,182 50.43 88 13.88 19 32.76 1,289 42.46
（2）家族 888 37.88 495 78.08 38 65.52 1,421 46.81
（3）ケアマネジャー 81 3.46 5 0.79 86 2.83
（4）事業者・施設 84 3.58 31 4.89 115 3.79
（5）その他 109 4.65 15 2.37 1 1.72 125 4.12

合 計 2,344 100.00 634 100.00 58 100.00 3,036 100.00

62保険者 国保連 東京都 合　計
件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

（1）電話 1,822 77.73 552 87.07 57 98.28 2,431 80.07
（2）来所 465 19.84 30 4.73 1 1.72 496 16.34
（3）その他 57 2.43 52 8.20 109 3.59

合 計 2,344 100.00 634 100.00 58 100.00 3,036 100.00

62保険者 国保連 東京都 合　計
件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

(1) 申立人に説明・助言 1,554 66.30 510 80.44 35 60.34 2,099 69.14
(2) 当事者間を調整等 505 21.54 30 4.73 535 17.62
(3) 他機関を紹介等 34 1.45 89 14.04 22 37.93 145 4.78
①東京都 8 23.53 11 12.36 6 27.27 25 17.24
②国保連 7 20.59 4 4.49 7 31.82 18 12.41
③区市町村 5 14.71 67 75.28 7 31.82 79 54.48
④訴訟
⑤その他 14 41.18 7 7.87 2 9.09 23 15.86

計 34 100.00 89 100.00 22 100.00 145 100.00
(4) その他 251 10.71 5 0.79 1 1.72 257 8.47

合　　計 2,344 100.00 634 100.00 58 100.00 3,036 100.00
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４　分類� 様式４　２／４

62保険者 国保連 東京都 合　計

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

（1）要介護認定 137 5.84 8 1.26 3 5.17 148 4.87

（2）保険料 755 32.21 2 0.32 757 24.93

（3）ケアプラン 7 0.30 2 0.32 4 6.90 13 0.43

（4）サービス供給量 9 0.38 5 0.79 14 0.46

（5）介護報酬 7 0.30 28 4.42 1 1.72 36 1.19

（6）その他制度上の問題 76 3.24 6 0.95 7 12.07 89 2.93

（7）行政の対応 38 1.62 27 4.26 11 18.97 76 2.50

（8）サービス提供、保険給付 1,087 46.37 489 77.13 28 48.28 1,604 52.83

●サービスの種類（介護サービス）

43 居宅介護支援 209 19.23 113 23.11 6 21.43 328 20.45

11 訪問介護 171 15.73 40 8.18 5 17.86 216 13.47

12 訪問入浴介護 9 0.83 2 0.41 1 3.57 12 0.75

13 訪問看護 36 3.31 30 6.13 4 14.29 70 4.36

14 訪問リハビリテーション 4 0.37 3 0.61 7 0.44

31 居宅療養管理指導 3 0.28 3 0.61 1 3.57 7 0.44

15 通所介護 103 9.48 44 9.00 6 21.43 153 9.54

16 通所リハビリテーション 26 2.39 6 1.23 32 2.00

21 短期入所生活介護 46 4.23 20 4.09 1 3.57 67 4.18

22 短期入所療養介護（老） 1 0.09 2 0.41 3 0.19

23 短期入所療養介護（病） 1 0.09 1 0.06

33 特定施設入居者生活介護（短期以外） 71 6.53 60 12.27 131 8.17

27 特定施設入居者生活介護（短期） 6 0.55 3 0.61 9 0.56

17 福祉用具貸与 11 1.01 1 0.20 1 3.57 13 0.81

41 特定福祉用具販売 1 0.09 1 0.06

42 住宅改修費 11 1.01 1 0.20 12 0.75

51 介護老人福祉施設 135 12.42 60 12.27 1 3.57 196 12.22

52 介護老人保健施設 68 6.26 50 10.22 118 7.36

53 介護療養型医療施設 2 0.18 1 0.20 3 0.19

地域密着型サービス

76 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 3 0.28 3 0.19

71 夜間対応型訪問介護 2 0.18 2 0.12

78 地域密着型通所介護 17 1.56 3 0.61 1 3.57 21 1.31

72 認知症対応型通所介護 4 0.37 4 0.82 8 0.50

73 小規模多機能型居宅介護（短期以外） 14 1.29 12 2.45 26 1.62

68 小規模多機能型居宅介護（短期） 3 0.28 1 0.20 4 0.25

32 認知症対応型共同生活介護（短期以外） 32 2.94 8 1.64 1 3.57 41 2.56

38 認知症対応型共同生活介護（短期）

36 地域密着型特定施設入居者生活介護（短期以外） 2 0.41 2 0.12

28 地域密着型特定施設入居者生活介護（短期）

54 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 6 0.55 6 0.37

77 複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短期以外） 2 0.41 2 0.12

79 複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短期）

（介護サービス計） 995 91.54 471 96.32 28 100.00 1,494 93.14
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４　分類� 様式４　３／４

62保険者 国保連 東京都 合　計

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

●サービスの種類（介護予防サービス）

46 介護予防支援 32 2.94 12 2.45 44 2.74

61 介護予防訪問介護 5 0.46 2 0.41 7 0.44

62 介護予防訪問入浴介護

63 介護予防訪問看護 2 0.18 2 0.12

64 介護予防訪問リハビリテーション

34 介護予防居宅療養管理指導

65 介護予防通所介護 15 1.38 15 0.94

66 介護予防通所リハビリテーション 3 0.28 3 0.19

24 介護予防短期入所生活介護 3 0.28 3 0.19

25 介護予防短期入所療養介護（老）

26 介護予防短期入所療養介護（病）

35 介護予防特定施設入居者生活介護

67 介護予防福祉用具貸与

44 特定介護予防福祉用具販売

45 介護予防住宅改修費 3 0.28 3 0.19

地域密着型介護予防サービス

74 介護予防認知症対応型通所介護

75 介護予防小規模多機能型居宅介護（短期以外）

69 介護予防小規模多機能型居宅介護（短期）

37 介護予防認知症対応型共同生活介護（短期以外）

39 介護予防認知症対応型共同生活介護（短期）

（介護予防サービス計） 63 5.80 14 2.86 77 4.80
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４　分類� 様式４　４／４

62保険者 国保連 東京都 合　計

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

●サービスの種類（総合事業サービス）

A1 訪問型サービスA訪問型みなし 4 0.37 1 0.20 5 0.31

A2 訪問型サービスA訪問型独自

A3 訪問型サービスA訪問型定率 6 0.55 6 0.37

A4 訪問型サービスA訪問型定額

B1 訪問型サービスB

C1 訪問型サービスC

D 訪問型サービスD

A5 通所型サービスA通所型みなし 4 0.37 4 0.25

A6 通所型サービスA通所型独自 1 0.09 1 0.06

A7 通所型サービスA通所型定率 4 0.37 4 0.25

A8 通所型サービスA通所型定額

B2 通所型サービスB

C2 通所型サービスC 1 0.09 1 0.06

A9 生活支援配食定率

AA 生活支援配食定額

AB 生活支援見守定率

AC 生活支援見守定額

AD 生活支援・他定率

AE 生活支援・他定額

AF 介護予防ケアマネジメント 9 0.83 3 0.61 12 0.75

（総合事業サービス計） 29 2.67 4 0.82 33 2.06

サービス提供、保険給付合計 1,087 100.00 489 100.00 28 100.00 1,604 100.00

●苦情内容

1 サービスの質 271 24.93 302 61.76 6 21.43 579 36.10

2 従事者の態度 237 21.80 27 5.52 7 25.00 271 16.90

3 管理者等の対応 158 14.54 17 3.48 2 7.14 177 11.03

4 説明・情報の不足 220 20.24 46 9.41 3 10.71 269 16.77

5 具体的な被害・損害 59 5.43 45 9.20 6 21.43 110 6.86

6 利用者負担 13 1.20 20 4.09 33 2.06

7 契約・手続関係 40 3.68 29 5.93 3 10.71 72 4.49

8 その他 89 8.19 3 0.61 1 3.57 93 5.80

計 1,087 100.00 489 100.00 28 100.00 1,604 100.00

（9）その他 228 9.73 67 10.57 4 6.90 299 9.85

合 計 2,344 100.00 634 100.00 58 100.00 3,036 100.00
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苦情分類項目別対応状況

平成29年４月 ～平成30年３月（累計）

様式５　１／３

（１）
申
立
人
に
説
明･

助
言

（２）
当
事
者
間
を
調
整
等

（３）他機関を紹介 （４）
そ
の
他

　
合
　
計

①
東
京
都

②
国
保
連

③
区
市
町
村

④
訴
訟

⑤
そ
の
他

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

（1）要介護認定 98 66.22 31 20.95 1 0.68 3 2.03 15 10.14 148 100.00

（2）保険料 738 97.49 1 0.13 1 0.13 17 2.25 757 100.00

（3）ケアプラン 7 53.85 4 30.77 1 7.69 1 7.69 13 100.00

（4）サービス供給量 8 57.14 3 21.43 3 21.43 14 100.00

（5）介護報酬 23 63.89 7 19.44 2 5.56 3 8.33 1 2.78 36 100.00

（6）その他制度上の問題 74 83.15 5 5.62 2 2.25 2 2.25 1 1.12 1 1.12 4 4.49 89 100.00

（7）行政の対応 55 72.37 4 5.26 1 1.32 2 2.63 4 5.26 1 1.32 9 11.84 76 100.00

（8）サービス提供、保険給付 (介護サービス ) 887 59.37 376 25.17 12 0.80 13 0.87 54 3.61 8 0.54 144 9.64 1,494 100.00

サ
ー
ビ
ス
の
種
類
（
介
護
サ
ー
ビ
ス
）

43 居宅介護支援 213 64.94 67 20.43 3 0.91 12 3.66 1 0.30 32 9.76 328 100.00

11 訪問介護 122 56.48 56 25.93 1 0.46 8 3.70 2 0.93 27 12.50 216 100.00

12 訪問入浴介護 6 50.00 3 25.00 3 25.00 12 100.00

13 訪問看護 48 68.57 12 17.14 3 4.29 7 10.00 70 100.00

14 訪問リハビリテーション 4 57.14 2 28.57 1 14.29 7 100.00

31 居宅療養管理指導 6 85.71 1 14.29 7 100.00

15 通所介護 88 57.52 38 24.84 2 1.31 4 2.61 8 5.23 13 8.50 153 100.00

16 通所リハビリテーション 15 46.88 15 46.88 2 6.25 32 100.00

21 短期入所生活介護 30 44.78 30 44.78 1 1.49 2 2.99 1 1.49 3 4.48 67 100.00

22 短期入所療養介護（老） 1 33.33 2 66.67 3 100.00

23 短期入所療養介護（病） 1 100.00 1 100.00

33 特定施設入居者生活介護（短期以外） 84 64.12 22 16.79 8 6.11 2 1.53 5 3.82 3 2.29 7 5.34 131 100.00

27 特定施設入居者生活介護（短期） 3 33.33 4 44.44 1 11.11 1 11.11 9 100.00

17 福祉用具貸与 8 61.54 5 38.46 13 100.00

41 特定福祉用具販売 1 100.00 1 100.00

42 住宅改修費 8 66.67 3 25.00 1 8.33 12 100.00

51 介護老人福祉施設 112 57.14 53 27.04 2 1.02 8 4.08 1 0.51 20 10.20 196 100.00

52 介護老人保健施設 79 66.95 30 25.42 1 0.85 2 1.69 6 5.08 118 100.00

53 介護療養型医療施設 1 33.33 2 66.67 3 100.00

76 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 2 66.67 1 33.33 3 100.00

71 夜間対応型訪問介護 2 100.00 2 100.00

78 地域密着型通所介護 6 28.57 8 38.10 1 4.76 6 28.57 21 100.00

72 認知症対応型通所介護 4 50.00 4 50.00 8 100.00

73 小規模多機能型居宅介護（短期以外） 13 50.00 5 19.23 2 7.69 6 23.08 26 100.00

68 小規模多機能型居宅介護（短期） 2 50.00 2 50.00 4 100.00

32 認知症対応型共同生活介護（短期以外） 23 56.10 10 24.39 2 4.88 6 14.63 41 100.00

38 認知症対応型共同生活介護（短期）

36 地域密着型特定施設入居者生活介護（短期以外） 2 100.00 2 100.00

28 地域密着型特定施設入居者生活介護（短期）

54 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 2 33.33 4 66.67 6 100.00

77 複合型サービス（看護小規模
多機能型居宅介護・短期以外） 2 100.00 2 100.00

79 複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短期）
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� 様式５　２／３

（１）
申
立
人
に
説
明･

助
言

（２）
当
事
者
間
を
調
整
等

（３）他機関を紹介 （４）
そ
の
他

　
合
　
計

①
東
京
都

②
国
保
連

③
区
市
町
村

④
訴
訟

⑤
そ
の
他

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

（8）サービス提供、保険給付（介護予防サービス） 36 46.75 30 38.96 3 3.90 1 1.30 7 9.09 77 100.00

サ
ー
ビ
ス
の
種
類
（
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
）

46 介護予防支援 21 47.73 14 31.82 3 6.82 6 13.64 44 100.00

61 介護予防訪問介護 4 57.14 3 42.86 7 100.00

62 介護予防訪問入浴介護

63 介護予防訪問看護 2 100.00 2 100.00

64 介護予防訪問リハビリテーション

34 介護予防居宅療養管理指導

65 介護予防通所介護 6 40.00 8 53.33 1 6.67 15 100.00

66 介護予防通所リハビリテーション 1 33.33 1 33.33 1 33.33 3 100.00

24 介護予防短期入所生活介護 3 100.00 3 100.00

25 介護予防短期入所療養介護（老）

26 介護予防短期入所療養介護（病）

35 介護予防特定施設入居者生活介護

67 介護予防福祉用具貸与

44 特定介護予防福祉用具販売

45 介護予防住宅改修費 2 66.67 1 33.33 3 100.00

74 介護予防認知症対応型通所介護

75 介護予防小規模多機能型居宅介護（短期以外）

69 介護予防小規模多機能型居宅介護（短期）

37 介護予防認知症対応型共同生活介護（短期以外）

39 介護予防認知症対応型共同生活介護 (短期）
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� 様式５　３／３

（１）
申
立
人
に
説
明･

助
言

（２）
当
事
者
間
を
調
整
等

（３）他機関を紹介 （４）
そ
の
他

　
合
　
計

①
東
京
都

②
国
保
連

③
区
市
町
村

④
訴
訟

⑤
そ
の
他

件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％ 件 ％

（8）サービス提供、保険給付（総合事業サービス） 9 27.27 18 54.55 2 6.06 2 6.06 2 6.06 33 100.00

サ
ー
ビ
ス
の
種
類
（
総
合
事
業
サ
ー
ビ
ス
）

A1 訪問型サービスA訪問型みなし 1 20.00 3 60.00 1 20.00 5 100.00

A2 訪問型サービスA訪問型独自

A3 訪問型サービスA訪問型定率 1 16.67 4 66.67 1 16.67 6 100.00

A4 訪問型サービスA訪問型定額

B1 訪問型サービスB

C1 訪問型サービスC

D 訪問型サービスD

A5 通所型サービスA通所型みなし 2 50.00 1 25.00 1 25.00 4 100.00

A6 通所型サービスA通所型独自 1 100.00 1 100.00

A7 通所型サービスA通所型定率 1 25.00 3 75.00 4 100.00

A8 通所型サービスA通所型定額

B2 通所型サービスB

C2 通所型サービスC 1 100.00 1 100.00

A9 生活支援配食定率

AA 生活支援配食定額

AB 生活支援見守定率

AC 生活支援見守定額

AD 生活支援・他定率

AE 生活支援・他定額

AF 介護予防ケアマネジメント 2 16.67 7 58.33 2 16.67 1 8.33 12 100.00

苦
情
内
容

1 サービスの質 381 65.80 112 19.34 3 0.52 3 0.52 31 5.35 3 0.52 46 7.94 579 100.00

2 従事者の態度 127 46.86 88 32.47 1 0.37 3 1.11 4 1.48 5 1.85 43 15.87 271 100.00

3 管理者等の対応 81 45.76 66 37.29 3 1.69 4 2.26 2 1.13 21 11.86 177 100.00

4 説明・情報の不足 164 60.97 82 30.48 2 0.74 5 1.86 1 0.37 15 5.58 269 100.00

5 具体的な被害・損害 60 54.55 30 27.27 2 1.82 2 1.82 9 8.18 7 6.36 110 100.00

6 利用者負担 23 69.70 5 15.15 3 9.09 1 3.03 1 3.03 33 100.00

7 契約・手続関係 45 62.50 12 16.67 1 1.39 5 6.94 1 1.39 8 11.11 72 100.00

8 その他 51 54.84 29 31.18 1 1.08 12 12.90 93 100.00

（9）その他 164 54.85 57 19.06 5 1.67 1 0.33 8 2.68 10 3.34 54 18.06 299 100.00

合 計 2,099 69.14 535 17.62 25 0.82 18 0.59 79 2.60 23 0.76 257 8.47 3,036 100.00
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サービス種類別苦情内容

平成29年４月～平成30年３月（累計）

様式６　１／３

苦　　情　　内　　容
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43 居宅介護支援 119 36.28 84 25.61 10 3.05 79 24.09 5 1.52 4 1.22 14 4.27 13 3.96 328 100.00

11 訪問介護 58 26.85 37 17.13 34 15.74 34 15.74 17 7.87 4 1.85 12 5.56 20 9.26 216 100.00

12 訪問入浴介護 4 33.33 3 25.00 2 16.67 1 8.33 2 16.67 12 100.00

13 訪問看護 39 55.71 7 10.00 3 4.29 4 5.71 5 7.14 8 11.43 4 5.71 70 100.00

14 訪問リハビリテーション 1 14.29 3 42.86 2 28.57 1 14.29 7 100.00

31 居宅療養管理指導 1 14.29 2 28.57 2 28.57 2 28.57 7 100.00

15 通所介護 41 26.80 23 15.03 27 17.65 19 12.42 22 14.38 3 1.96 6 3.92 12 7.84 153 100.00

16 通所リハビリテーション 6 18.75 5 15.63 9 28.13 5 15.63 1 3.13 1 3.13 1 3.13 4 12.50 32 100.00

21 短期入所生活介護 27 40.30 6 8.96 9 13.43 9 13.43 9 13.43 3 4.48 3 4.48 1 1.49 67 100.00

22 短期入所療養介護（老） 2 66.67 1 33.33 3 100.00

23 短期入所療養介護（病） 1 100.00 1 100.00

33 特定施設入居者生活介護（短期以外） 59 45.04 8 6.11 27 20.61 10 7.63 17 12.98 2 1.53 5 3.82 3 2.29 131 100.00

27 特定施設入居者生活介護（短期） 4 44.44 1 11.11 2 22.22 2 22.22 9 100.00

17 福祉用具貸与 3 23.08 1 7.69 6 46.15 2 15.38 1 7.69 13 100.00

41 特定福祉用具販売 1 100.00 1 100.00

42 住宅改修費 2 16.67 1 8.33 5 41.67 2 16.67 2 16.67 12 100.00

51 介護老人福祉施設 84 42.86 35 17.86 16 8.16 27 13.78 18 9.18 2 1.02 6 3.06 8 4.08 196 100.00

52 介護老人保健施設 49 41.53 14 11.86 9 7.63 27 22.88 5 4.24 7 5.93 2 1.69 5 4.24 118 100.00

53 介護療養型医療施設 2 66.67 1 33.33 3 100.00

76 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1 33.33 1 33.33 1 33.33 3 100.00

71 夜間対応型訪問介護 1 50.00 1 50.00 2 100.00

78 地域密着型通所介護 7 33.33 4 19.05 3 14.29 2 9.52 1 4.76 4 19.05 21 100.00

72 認知症対応型通所介護 1 12.50 3 37.50 2 25.00 1 12.50 1 12.50 8 100.00

73 小規模多機能型居宅介護（短期以外） 16 61.54 3 11.54 3 11.54 2 7.69 2 7.69 26 100.00

68 小規模多機能型居宅介護（短期） 3 75.00 1 25.00 4 100.00

32 認知症対応型共同生活介護（短期以外） 13 31.71 4 9.76 11 26.83 3 7.32 4 9.76 1 2.44 1 2.44 4 9.76 41 100.00

38 認知症対応型共同生活介護（短期）

36 地域密着型特定施設入居者生活介護（短期以外） 2 100.00 2 100.00

28 地域密着型特定施設入居者生活介護（短期）

54 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 1 16.67 4 66.67 1 16.67 6 100.00

77 複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短期以外） 2 100.00 2 100.00

79 複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短期）
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� 様式６　２／３
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46 介護予防支援 16 36.36 12 27.27 1 2.27 10 22.73 1 2.27 1 2.27 3 6.82 44 100.00

61 介護予防訪問介護 2 28.57 1 14.29 3 42.86 1 14.29 7 100.00

62 介護予防訪問入浴介護

63 介護予防訪問看護 1 50.00 1 50.00 2 100.00

64 介護予防訪問リハビリテーション

34 介護予防居宅療養管理指導

65 介護予防通所介護 4 26.67 2 13.33 3 20.00 5 33.33 1 6.67 15 100.00

66 介護予防通所リハビリテーション 1 33.33 1 33.33 1 33.33 3 100.00

24 介護予防短期入所生活介護 1 33.33 1 33.33 1 33.33 3 100.00

25 介護予防短期入所療養介護（老）

26 介護予防短期入所療養介護（病）

35 介護予防特定施設入居者生活介護

67 介護予防福祉用具貸与

44 特定介護予防福祉用具販売

45 介護予防住宅改修費 1 33.33 1 33.33 1 33.33 3 100.00

74 介護予防認知症対応型通所介護

75 介護予防小規模多機能型居宅介護（短期以外）

69 介護予防小規模多機能型居宅介護（短期）

37 介護予防認知症対応型共同生活介護（短期以外）

39 介護予防認知症対応型共同生活介護（短期）
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A1 訪問型サービスA訪問型みなし 2 40.00 2 40.00 1 20.00 5 100.00

A2 訪問型サービスA訪問型独自

A3 訪問型サービスA訪問型定率 2 33.33 3 50.00 1 16.67 6 100.00

A4 訪問型サービスA訪問型定額

B1 訪問型サービスB

C1 訪問型サービスC

D 訪問型サービスD

A5 通所型サービスA通所型みなし 2 50.00 1 25.00 1 25.00 4 100.00

A6 通所型サービスA通所型独自 1 100.00 1 100.00

A7 通所型サービスA通所型定率 2 50.00 1 25.00 1 25.00 4 100.00

A8 通所型サービスA通所型定額

B2 通所型サービスB

C2 通所型サービスC 1 100.00 1 100.00

A9 生活支援配食定率

AA 生活支援配食定額

AB 生活支援見守定率

AC 生活支援見守定額

AD 生活支援・他定率

AE 生活支援・他定額

AF 介護予防ケアマネジメント 6 50.00 2 16.67 3 25.00 1 8.33 12 100.00

合 計 579 36.10 271 16.90 177 11.03 269 16.77 110 6.86 33 2.06 72 4.49 93 5.80 1,604 100.00
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国保連の保険者・事業者支援活動
国保連では、苦情対応業務を円滑に行うため、「保険者支援・事業者支援等の業務」を行っ
ている。
実施状況は次のとおりである。

事　　　　項 内　　　容　　　等
１　‌�介護保険に関する苦
情等の状況調査

○‌�区市町村（62保険者）、東京都、国保連が受け付けた苦情を毎月（15日締切）
集計し保険者へ統計結果を報告

２　‌�保険者等介護サービ
ス相談窓口担当者連
絡会の設置運営

○年３回開催
・第１回：平成29年６月16日
　≪講演会≫
　　テーマ：「対応困難な相談者とどう向き合うか」
　　講　師：医療法人社団成仁　成仁病院　院長　春日　武彦　氏
　　参加者：83名
・第２回：平成29年10月11日
　≪実施状況発表並びに情報交換会≫
　　テーマ：介護予防・日常生活支援総合事業について
　　発　表：品川区、八王子市
　　参加者：67名
・第３回：平成30年２月13日
　≪事例検討会≫
　　テーマ：「事業者に対する苦情への区市町村の対応」
　　　　　　～困難事例への対応～
　　講　師：東京都国保連合会顧問弁護士（苦情処理業務）
　　　　　　髙村浩法律事務所　弁護士　髙村　浩　氏
　　参加者：48名

３　‌�苦情相談白書の発行 ○毎年１回（８月）発行　
○国保連ホームページに掲載

４　‌�介護サービスに係る
苦情検索システム

○平成29年度から運用開始
○国保連ホームページに掲載、インターネットを通じ検索
○‌�苦情相談白書に掲載された国保連申立対応事例、区市町村等受付事例を簡
便に検索できるシステム

５　‌�国保連介護サービス
通信の発行

○国保連ホームページに掲載
・第51号（平成29年５月31日発行）
・第52号（平成29年９月30日発行）
・第53号（平成30年１月31日発行）

６　‌�介護サービス事業者
支援研修会

○年２回開催
○参加者：東京都内介護サービス事業者（管理・監督者等）
（Ｐ228に研修会概要を掲載）

７　‌�研修・講演・説明会
の実施

○介護保険の苦情処理についての研修等
（Ｐ229 〜 231に研修会概要を掲載）

８　‌�介護サービス向上の
ために

　　～苦情対応から学ぶ～
　　の発行

○平成29年３月発行
○国保連ホームページに掲載
　①苦情対応の位置付けと役割
　②相談・苦情対応のポイント
　③実際の苦情対応から学ぶ
　④事故発生時の対応　等

3
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●介護サービス事業所の管理・監督者等を対象とした「介護サービス事業者支援研修会」

　【第１回（平成30年１月18日）、第２回（平成30年１月25日）】
人生の最終段階においても住み慣れた施設や地域で暮らし続けたいという都民の希望に対応
するため、個人の尊厳を尊重した看取りの対応が、今後ますます介護事業者には求められてく
る。看取りのプロセスにおいては、家族や利用者の揺れ動く感情の中で、利用者、家族、医
療、介護のケアチームの間での合意形成の積み重ねが重要であり、介護事業者の体制整備や職
員教育等の課題も多く、看取りの実施に不安を抱く介護事業者も少なくない。
また、平成29年５月から改正個人情報保護法が施行され、介護事業者も改正内容を踏まえて
業務等を見直す必要がある。
そこで、看取りの実際と、個人情報に関する苦情相談対応等、介護事業者が抑えるべきポイ
ントについての研修会を開催した。
　
１　テーマ　（両日とも①②同テーマで行った。）
　　①「平穏死」の意味
　　②改正個人情報保護法を知っていますか？　―介護サービスと個人情報の保護―

２　講　師
　　①社会福祉法人世田谷区社会福祉事業団　
　　　世田谷区立特別養護老人ホーム芦花ホーム　常勤医師　石飛　幸三　氏

　　②髙村浩法律事務所　弁護士　髙村　浩　氏
　　　（介護サービス苦情処理委員会　委員）

３　会　場
　　文京シビック大ホール
　　ルネこだいら大ホール

４　受講者数
　　（第１回）　735名
　　（第２回）　370名

５　アンケート結果（一部抜粋）
　　①・自然な最期を迎える重要性について考えることができた。
　　　・介護現場において、常に考えている問題であったため、共感できた。
　　　・平穏死についてよく分かり、考えさせられた。今後の支援に活かしていきたい。
　　②・複雑な法律にもかかわらず、分かりやすい説明だったので、非常に参考になった。
　　　・要点が整理された研修で、知識を深めるためのきっかけになった。
　　　・個人情報に関する知識が自分の中で整理できて良かった。
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介護保険にかかわる研修・講演の実施状況（平成29年度実績）
（１）　事業者に対する説明会
回 年月日 概　　　　　　　　　　　　　要 対象・規模

1 29.5.19
訪問看護ステーション事業所集団指導研修会　１回目
会場：東京都庁・第一本庁舎　大会議場
主催：東京都福祉保健局指導監査部

454事業所

2 29.5.22
訪問看護ステーション事業所集団指導研修会　２回目
会場：東京都庁・第一本庁舎　大会議場
主催：東京都福祉保健局指導監査部

459事業所

3 29.5.31
訪問リハビリテーション事業所集団指導研修会　
会場：東京都庁　都民ホール
主催：東京都福祉保健局指導監査部

138事業所

4 29.5.31
通所リハビリテーション事業所集団指導研修会　
会場：東京都庁　都民ホール
主催：東京都福祉保健局指導監査部

138事業所

5 29.6.6
指定介護療養型医療施設及び短期入所療養介護事業所集団
指導研修会
会場：東京都庁　都民ホール
主催：東京都福祉保健局指導監査部

58事業所

6 29.4以降
9回開催

新規事業所説明会
会場：東京都国民健康保険団体連合会　10階会議室
主催：東京都国民健康保険団体連合会

新規開設
309事業所
延べ383名

7 30.3.22
平成30年４月　介護報酬改定に伴う事業者説明会
会場：ルネこだいら
主催：東京都国民健康保険団体連合会

都内事業所
2,113名

8 30.3.23
平成30年度　診療報酬・介護報酬改定講習会
会場：たましんＲＩＳＵＲＵホール
主催：東京都医師会、関東信越厚生局、東京都福祉保健局

―

9 30.3.27
30.3.28

平成30年度　診療報酬・介護報酬改定講習会
会場：新宿文化センター
主催：東京都医師会、関東信越厚生局、東京都福祉保健局

―

10 30.3.28
30.3.29

平成30年４月　介護報酬改定に伴う事業者説明会
会場：江戸川区総合文化センター
主催：東京都国民健康保険団体連合会

都内事業所
5,221名
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（２）　介護保険者・福祉事務所に対する説明会

（３）　介護給付適正化対策事業のための説明会

回 年月日 概　　　　　　　　　　　　　要 対象・規模

1 29.6.19
福祉事務所向け受給者（被保護者）異動連絡票情報等作成
担当者説明会
会場：東京都国民健康保険団体連合会　10階会議室
主催：東京都国民健康保険団体連合会

64福祉事務所
86名

2 29.8.24
総合事業における事業所評価加算の全国標準システムでの
対応に関する担当者説明会
会場：東京都国民健康保険団体連合会　10階会議室
主催：東京都国民健康保険団体連合会

48区市町村
83名

回 年月日 概　　　　　　　　　　　　　要 対象・規模

1 29.8.25
第１回　介護給付適正化関連システム研修（演習形式）
会場：東京都社会福祉保健医療研修センター
主催：東京都国民健康保険団体連合会

42区市町村
60名

2 29.10.13
第２回　介護給付適正化関連システム研修（演習形式）
会場：東京都社会福祉保健医療研修センター
主催：東京都国民健康保険団体連合会

37区市町村
62名
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（４）　「介護保険の苦情対応について」の講演等実績
回 年月日 概　　　　　　　　　　　　　要 対象・規模

1 29.9.7
第１回指定更新事業者研修会
内容：「介護保険サービスにおける苦情対応について」
会場：練馬区立練馬文化センター（小ホール）
主催：公益財団法人東京都福祉保健財団 

指定更新事業者
約700名

2 29.11.17

介護サービス事業者集団指導研修会
内容：「�東京都国保連合会における介護サービスに係る

苦情相談対応について」
会場：八王子市役所　８階　801・802会議室
主催： 八王子市

介護サービス
事業者等
約127名

3 29.12.22

介護事業者対象定期研修
内容：「�東京都国保連合会における介護サービスに係る

苦情相談対応について」
会場：八王子市役所　８階　801・802会議室
主催：八王子市 

新規登録事業所、
更新事業所
約117名

4 30.2.5
第２回指定更新事業者研修会
内容：「介護保険サービスにおける苦情対応について」
会場：練馬区立練馬文化センター（小ホール） 
主催：公益財団法人東京都福祉保健財団

指定更新事業者
約700名

5 30.3.16
介護サービス事業者集団指導研修会
内容：「介護保険サービスにおける苦情対応について」
会場：東大和市中央公民館　１階　中央公民館ホール
主催： 東大和市

介護サービス
事業者等
約100名
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